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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年１１月２７日 

自   午後 １時 １分 

至   午後 １時 ４分 

於   本館５－Ａ会議室 

 
 

２、出席委員の氏名 

委 員 長 ごうまなみ 君 

副 委 員 長 山口 経正 君 

委 員 野本 三雄 君 

 〃   吉村 庄二 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃    中島 義 君 

 〃   下条ふみまさ 君 

 〃   堀江ひとみ 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   宮本 法広 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

委 員 髙比良 元 君 

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  

 
 

５、審査の経過次のとおり 
 

― 午後 １時 １分 開会 ― 
 

【ごう委員長】ただいまから環境生活委員会を

開会いたします。 

これより議事に入ります。 

まず会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。 

会議録署名委員は、中島 義委員、宮本委員

のご両人にお願いいたします。 

本日の委員会は、平成 29 年 11 月定例会にお

ける本委員会の審査内容等を決定するための委

員間討議であります。 

 審査方法について、お諮りいたします。 

審査方法は、委員会を協議会に切り替えて行

うこととしたいと思いますが、ご異議ございま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

ご異議ないようですので、そのように進める

ことといたします。 

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。 

しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 １時 ２分 休憩 ― 

― 午後 １時 ４分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 それでは、本日協議しました委員会の審査内

容については、原案のとおり決定されましたの

で、理事者に正式に通知することといたします。 

これをもって環境生活委員会を閉会いたしま

す。 

大変ご苦労さまでした。 
 

― 午後 １時 ４分 散会 ― 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 １ 日 目 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年１２月 ８日 

自   午前１０時 １分 

至   午後 ４時２５分 

於   本館５－Ａ会議室 

 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) ごうまなみ 君 

副委員長(副会長) 山口 経正 君 

委 員 野本 三雄 君 

 〃   吉村 庄二 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   中島 義 君 

 〃   下条ふみまさ 君 

 〃   髙比良 元 君 

 〃   堀江ひとみ 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   宮本 法広 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

土 木 部 長 岩見 洋一 君 

土 木 部 技 監 野口  浩 君  

土 木 部 次 長 吉田 慎一 君 

土 木 部 参 事 監 
(都市・住宅担当) 髙宮 茂隆 君 

監 理 課 長 天野 俊男 君 

建 設 企 画 課 長 佐々 典明 君 

建 設 企 画 課 
企 画 監 

溝越 恵介 君 

新幹線事業対策室長 鈴田  健 君 

都 市 計 画 課 長 池田 正樹 君 

道 路 建 設 課 長 大塚 正道 君 

道 路 維 持 課 長 馬場 一孝 君 

港 湾 課 長 近藤  薫 君 

港 湾 課 企 画 監 井手 浩二 君 

河 川 課 長 川内 俊英 君 

河 川 課 企 画 監 浦瀬 俊郎 君 

砂 防 課 長 田中 比月 君 

建 築 課 長 
（ 参 事 監 ） 

大場 光洋 君 

住 宅 課 長 三原 真治 君 

住 宅 課 企 画 監 﨑野 義人 君 

用 地 課 長 岡本  均 君 

 
 

６、審査事件の件名 

○予算決算委員会（環境生活分科会） 

第83号議案 

 平成29年度長崎県一般会計補正予算（第4号）

（関係分） 

第84号議案 

 平成29年度長崎県港湾施設整備特別会計補

正予算（第1号） 

 
 

７、付託事件の件名 

○環境生活委員会 

（1）議 案 

第93号議案 

 公の施設の指定管理者の指定について 

第94号議案 

 公の施設の指定管理者の指定について 

第95号議案 

 公の施設の指定管理者の指定について 

第96号議案 

 公の施設の指定管理者の指定について 

第97号議案 
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 契約の締結の一部変更について 

（2）請 願 

    な  し 

（3）陳 情 

・要望書（特定有人国境離島地域社会維持推進

交付金（航路・航空路線運賃低廉化）の対象

者拡大について 外） 

・長崎県に対する要望書（地域高規格道路島原

道路の整備について 外） 

・平成30年度離島・過疎地域の振興施策に対す

る要望書 

・平成30年度簡易水道の整備促進に関する要望

書 

・要望書（道路の整備について 外） 

・要望書（半島振興対策の充実について 外） 

・要望書（島原半島の地域高規格道路の整備に

ついて 外） 

・要望書 雲仙市愛野町から小浜町までの幹線

道路の整備について 

・要望書（地域高規格道路（島原・天草・長島

連絡道路）の早期事業化について 外） 

・要望書（連携中枢都市圏構想に伴うごみ処理

の広域化について 外） 

・西九州自動車道の建設促進に関する要望書 

 
 

８、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時 １分 開会 ― 
 

【ごう委員長】 それでは、ただいまから、環境

生活委員会及び予算決算委員会環境生活分科会

を開きます。 

 なお、吉村庄二委員から、所用により出席が

遅れる旨、連絡があっておりますので、ご了承

をお願いいたします。 

 これより議事に入ります。 

 今回、本委員会に付託されました案件は、第

93号議案「公の施設の指定管理者の指定につい

て」外4件であります。 

 そのほか、陳情11件の送付を受けております。 

 なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を環

境生活分科会において審査することになってお

りますので、本分科会として審査いたします案

件は、第83号議案「平成29年度長崎県一般会計

補正予算（第4号）」のうち関係部分外1件であ

ります。 

 次に、審査方法についてお諮りをいたします。 

 審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり行いたいと

存じますが、ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。 

 これより、土木部の審査を行います。 

 分科会に入ります前に、委員の皆様にお諮り

をいたします。 

 本日審議を行う一般会計補正予算の議案と第

96号議案「公の施設の指定管理者の指定につい

て」は関連があることから、まず、予算議案及

び第96号議案について説明を受け、一括して質

疑を行い、その後、予算議案についての討論、

採決を行い、委員会再開後、第97号議案の質疑

を行い、第96号議案及び第97号議案についての

討論・採決を行うことといたしたいと存じます

が、ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 それでは、そのように進めさせ

ていただきます。 

【ごう分科会長】 まず、分科会による審査を行
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います。 

 土木部長より、予算議案及び第96号議案につ

いて説明をお願いいたします。 

【岩見土木部長】 土木部関係の議案についてご

説明いたします。 

 予算決算委員会環境生活分科会関係議案説明

資料の土木部をお開きください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第83号議案「平成29年度長崎県一般会計補正予

算（第4号）」のうち関係部分、第84号議案「平

成29年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予

算（第1号）」。 

 この第83号議案「平成29年度長崎県一般会計

補正予算（第4号）」のうち、土木部関係の歳

入・歳出予算は、記載のとおりであります。 

 補正予算の主な内容としましては、職員給与

関係既定予算の過不足の調整に要する経費とし

て、1億6,843万6,000円の増を計上いたしてお

ります。 

 このほか、繰越明許費及び債務負担行為につ

いては、記載のとおりであります。 

 なお、債務負担行為、長崎県立総合運動公園

管理運営負担金については第96号議案と関連

するため、追って担当課長より説明させていた

だきます。 

 また、第84号議案「平成29年度長崎県港湾施

設整備特別会計補正予算（第1号）」について

は、記載のとおりであります。 

 以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【ごう分科会長】 次に、監理課長及び都市計画

課長より補足説明を求めます。 

【天野監理課長】 お手元の環境生活分科会課長

補足説明資料の1ページをご覧ください。 

 繰越明許費につきまして、補足してご説明申

し上げます。 

 まず、表の一番下、土木部合計の欄をご覧く

ださい。 

 今回お願いいたしておりますのは、合計40件、

31億8,697万円でございます。 

 繰越縮減につきましては、個別の案件ごとに

年間の執行計画を作成しまして、早期発注に向

けた発注目標を立てるとともに、本庁各課、そ

れから各地方機関に繰越縮減のための推進員を

置きまして、毎月の進捗状況や課題等の把握を

行うなど、部の重点目標に掲げまして鋭意取り

組んでおります。今年度につきましては、上半

期の執行率8割以上の目標を掲げまして、達成

したところでございます。 

 しかしながら、今回お願いいたしております

繰越明許費につきましては、地元調整の遅れや

用地補償交渉の難航等によりまして、やむを得

ず発注時期がずれ込み、3月末までに適正な工

期が確保できないものでございまして、あらか

じめ繰越承認をいただいて、翌年度にまたがる

適正な工期を確保して発注しようとするもので

ございます。 

 一般会計の件数、金額の内訳につきましては、

その表にありますとおり、項の道路橋りょう費

37件の27億197万円、同じく港湾空港費2件の3

億円、河川等災害復旧費が1件の1億8,500万円

となっております。 

 それから、この表にまぎらわしい表示がござ

いましたので、お詫びをさせていただきたいと

思います。 

 道路橋りょう費の中に、目としまして2、4、

5、2、4、5と6行ございます。4番目からの「2 

道路維持費、4 道路改良費、5 橋りょう費」
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のところは、課名が入っているだけのダブり表

示でございまして、この部分は本来記載する必

要はございませんでした。この部分は無視して

いただきたいと思います。上の3つ、2、4、5だ

けでご覧いただければと思います。なお、合計

のところには影響ございません。お詫びして訂

正させていただきます。 

 予算につきましては、本来、年度内に執行す

べきものでございまして、事業効果の早期発現

のため引き続き事業の早期執行に努力するとと

もに、安易な繰越しとならないように、今後と

も繰越額の縮減に努めてまいります。 

 続きまして、資料の2ページをご覧ください。 

 ゼロ県債の設定につきまして、補足してご説

明申し上げます。 

 ゼロ県債の制度といたしましては、来年度に

予算化する事業につきまして、今年度は支出を

伴わず前倒しして発注のみを行うということで

債務負担行為を設定しようとするものでござい

ます。 

 ゼロ県債につきましては平成27年度から取

り組んでおりますが、昨年度から県の単独事業

に加えまして、国の交付金事業にもゼロ県債を

適用いたしました。4月、5月の端境期の事業量

を確保するなど、さらなる発注の平準化を図っ

ているところでございます。 

 昨年度は、表にありますとおり単独事業、交

付金事業合わせて140件、約38億円のゼロ県債

を設定いたしまして、実績ベースでは157件の

前倒し発注を行いました。 

 これによりまして、平成28年度の2月、3月に

おけます土木部の発注件数は、前年度の235件

から284件に増加をいたしておりまして、4月か

らの工事量が一定確保されたものと考えており

ます。 

 同じく表にありますとおり今年度は、ゼロ県

債の設定額をさらに拡大をいたしまして、交付

金事業で33億400万円、県の単独事業で17億

440万円、合計50億840万円となっております。

事業課別の設定金額は記載のとおりでございま

す。内容としましては、前倒しが可能な事業、

それから来年度の雨季を避けて実施すべき事業

等につきまして設定をいたしたものでございま

す。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

【池田都市計画課長】 第96号議案、県立総合

運動公園に係る「公の施設の指定管理者の指定

について」、補足説明を申し上げます。 

 お手元にお配りしております課長補足説明資

料の3ページをご覧ください。 

 平成29年度末で指定管理期間が満了します

県立総合運動公園について、8月8日から9月7日

にかけて、新たな指定管理者の募集を行いまし

たところ、「長崎県公園緑地協会・長崎陸上競

技協会・八江グリーンポート共同体」の1者か

ら応募がありました。 

 この1者について、外部有識者で構成します

長崎県土木部指定管理者選定委員会において、

利用促進策や管理費用の縮減の取組、組織人員

体制等の観点から審査した結果、先ほどの共同

企業体が指定管理候補者に選定されました。 

 選定理由としては、都市公園を安定的に管

理・運営する体制・能力があり、高齢者・子育

て世代・障害者が利用しやすい公園づくりへの

取組や桜の老木対策等が、都市公園を適切に管

理できるものと評価されたものです。 

 選定委員会の選定報告を受け、県では、当該

団体を指定管理候補者に決定し、本定例議会に

公の施設の指定管理者の指定に係る議案を提出

したものでございます。 
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 また、「平成29年度11月補正予算 予算決算

委員会環境生活分科会説明資料」の9ページを

ご覧ください。 

 指定管理期間5年における長崎県立総合運動

公園管理運営負担金について、債務負担行為と

して5億4,229万9,000円の設定議案を提出いた

しております。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

【ごう分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算及び第96議案に対する質疑を

行います。 

 質疑はありませんか。 

【堀江委員】 まず、監理課長が説明くださいま

した、ゼロ県債のことでお尋ねします。 

 今年が3年目ということなんですが、平成27

年は、ゼロ県債としては県単だけだったと思う

んですが、幾らでしたかね。 

【天野監理課長】 平成27年度の設定額は、約

20億円、正確には19億7,500万円でございまし

た。 

【堀江委員】 平成27年度に約20億円、この表

にありますように平成28年度に約37億円、平成

29年で約50億円ということで、交付金が取れた

ということもあるんですが、額としては増えて

いて、県民の願い、それから長崎県の経済の活

性化のためにも、これは了とする内容なんです

けど、今後、これはどこまで増やせるのかとい

うのはどんなふうに見たらいいんでしょうか。 

 要求がありますし増えていっていると思うん

ですけど、この3年間を見ても20億円、37億円、

交付金も入って50億円と増えているんですけ

ど、今後、これはどこまで増やせるのかという

か、増えていけるのかという見通しはどんなふ

うに理解したらいいんでしょうか。 

【天野監理課長】 まず、ゼロ県債ができる対象

工事の選定の考え方の部分があろうかと思うん

ですけれども、基本的に平成29年度につきまし

ては、平成28年度の規模以上に設定をしたいと

いうことをまず目標に置きまして、用地ストッ

クとか、調査、設計のストック等を考慮した上

で、先ほどちょっと触れましたが、今年度中に

前倒し発注が可能な工事がどれぐらいあるのか、

それから雨季の前に実施すべき工事がどれぐら

いあるのかといった観点から選定をいたしまし

た。 

 併せて今年度は、公共の内示が離島地区にお

いて若干低かったものですから、離島地区の工

事量の安定化を図るというところで離島地区の

掘り起しを実施いたしております。 

 そういった観点で今年度は設定しております

が、来年度も、具体的に額が幾らというところ

の目標は今の段階で申し上げにくいんですが、

先ほど申し上げましたように用地ストック、調

査・設計ストック、それから前倒し発注可能な

工事がどれぐらいあるか、そういった観点から、

早期発注の平準化の効果がございますので、で

きる限り増やしてまいりたいと考えております。 

【堀江委員】 理解いたしました。ありがとうご

ざいます。 

 では、第96号議案で質問します。今回、3共

同体で指定管理者になっているんですが、これ

は今まで長崎県公園緑地協会と長崎陸上競技協

会の2つで指定管理を預かってこられましたね。

出されております「平成29年度事務事業の評価

結果について」の中でも、総合評価がＡで、評

価結果は現状維持となっていますね。指定管理

者施設の評価は毎年やっているんですけど、そ

れを見ても、利用者数などの本事業で設定して

いる成果指標について目標を達成できている、

それからいろんな意味で確実に実施されている
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ということで総合評価がＡなんですよね。 

 これまで2つの協会でやられていて何ら問題

はないし、現状維持という評価なのに、なぜ今

回、八江グリーンポートが共同体ということで

加わったのか、これはどう見たらいいんですか。 

【池田都市計画課長】 本件につきましては、応

募者の方で、その事業をどんなふうに進めてい

くかという判断があったんだと思います。です

から、私どもでは、2者で組んでいたものが今

回は3者になったということの理由については

わかりません。 

【堀江委員】 だけど、八江グリーンポートが入

ることによって、何がこれまでと違うんですか。

長崎県立総合運動公園の管理を任せることに、

ここが入ることによって、これまでと何が違う

のか。説明としては、選定委員会のいろんな理

由を述べておられましたけど、何が違うのかと

いうのを教えてください。 

【池田都市計画課長】 3者のそれぞれの仕事の

分担内容を見てみますと、八江グリーンポート

につきましては、植栽の維持管理とか更新。そ

もそも八江グリーンポートは造園業ということ

でございまして、そういう専門性が高い業者と

一緒に共同体を組むことが、管理の向上につな

がるという判断があったのではないかというふ

うに考えます。 

【堀江委員】 これを質疑するのは、今回、公園

緑地協会と陸上競技協会だけじゃなくて民間の

業者が入ると、この民間の業者が現職の県議会

議員と関わっているというところがあるので、

透明性という意味からもどうなのかという質疑

をしているんですけど、今の説明だけじゃあ。 

 「思う」じゃなくて、選定委員会の中で、こ

れまで2つの協会でできたものが、民間の八江

グリーンポートが入ると。だから3者でやると

いう、その意味がよくわからないんです。これ

までじゃだめなのかと。これまで評価は全てＡ

ですよね。総合評価はＡ、これでいいと、成果

も達成しているというのに、なんで八江グリー

ンポートが入るのかというのは、今の話ではち

ょっとよくわからないんですけど。 

 もちろん、応募する側が一緒になってきまし

たというのはわかるんだけど、じゃあ、そのこ

とによって何がこれまでと違うのか。 

【池田都市計画課長】 先ほど申しましたとおり、

八江グリーンポートにつきましては造園業の専

門業者であることから、そういう業務に携わる

んですけれども、この公園につきましては特に

樹木が、老木が増えてまいりまして更新時期を

迎えております。その中で、提案として植栽の

リニューアル計画をつくって、そこで老木の更

新を行っていくというような計画も提案されて

います。そういう中で、非常に専門性が高い業

者が参入したのではないかというふうに考えて

おります。 

【堀江委員】 老木の剪定ね。 

 同じ指定管理施設に百花台公園、百花台森林

公園がありますね。ここは長崎県公園緑地協会

と八江グリーンポートの共同体で指定管理がさ

れています。しかし、総合評価はＢですよ。そ

れは、いろんな意味で成果指標を達成できてい

なかったという部分で改善が求められるという

ことですよね。 

 専門性が高いということで県立総合運動公園

には八江グリーンポートが入るんだけれども、

一方で、専門性が高いと言われる八江グリーン

ポートと公園緑地協会が入っている百花台公園

では、改善が求められるＢと。これはどう見た

らいいのか。同じ専門性が高いということであ

れば、百花台公園だってＢじゃなくてＡになら
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ないとおかしいのではないですか。 

【池田都市計画課長】 百花台公園のＢ判定につ

きましては、内容が、滑り台で事故があったと、

管理瑕疵があったということからＢ判定になっ

たものでございます。 

 八江グリーンポートに関しましては、造園の

部分を担当している専門性がある業者で、そう

いった管理瑕疵、点検につきましては百花台公

園の場合は公園緑地協会が受け持っている業務

だというふうに判断をしております。 

【堀江委員】 反対する対応ではないんですけれ

ども、これまで公園緑地協会と陸上競技協会で

されていて、総合評価もＡなのに、八江グリー

ンポートが入ってきたのはなぜかということで、

やはり透明性という意味からどうなのかという

意味で質疑をしたということです。 

 桜の老木対策ということで、今後、これまで

以上に県立総合運動公園が、高齢者や子育て世

代、それから障害者に利用しやすい、これまで

以上の公園づくりをするという理解でいいです

か。 

【池田都市計画課長】 委員がおっしゃるとおり

でございます。 

【下条委員】 お尋ねをいたしますが、先ほどか

ら監理課長の説明で繰越明許費、繰り越しが残

念ながら、相手もあることでしょうから、用地

取得等でおよそ30億円、39件が新しい年度で工

事が進み完了するということでありました。 

 私は、もともとが予算は単年度であるという

ことが前提ですから理解をしているつもりです

が、こうして繰り越していただくことは、いわ

ゆる端境期的なものにプラスになっていく。 

 業界の人たち、大も小も含めてですが、10人

とか50人とか従業員を持っているところは、工

事がすぽっと終わってしまうと、その人たちを

遊ばせて、給料だけはきちっと払わなきゃなら

ないと。今まで得た利益が、この間にどんどん、

そういった人件費として使われていくというふ

うな話を聞きますから、繰り越しというのは、

ある意味での社会的なものの役割になっている

んだと思っていますので、これは別に私は認め

ていくわけですけれどもね。 

 ゼロ県債において167件、50億円の大きな、

これこそ端境期対策としての大義名分のものが

計上されております。 

 私の素人の考えでは、繰越の39件はもうばら

ばら、県内あちこちでしょうから、あまり影響

はないのかもしれませんが、例えば30億円を4

月、5月ぐらいにやって、ゼロ県債の分を雨季

前ぐらいに発注をして、雨季が終わった後ぐら

いから本格的な工事に入っていく。それで167

件を出しておいて、終わりぐらいにまた本予算

の分も出していくということになって、いわゆ

る10数カ月予算で、1年間丸々12カ月、何とか

業界の人たちに仕事が回っていくというふうに

なっていくのかなと、大変ありがたい話なんで

すが、そういうふうに理解をしていいものかど

うかを説明いただければありがたいと思います。 

【天野監理課長】 今の下条委員のご理解で大体

よろしいかと思うんですが、1点だけ。 

 基本的にゼロ県債は、支出は来年度予算です

けれども、発注は前倒しして今年度からやりま

しょうということでございまして、これは過去

もそうですが、ゼロ県債につきましても発注工

事は、今は12月ですけれども、11月定例会終了

後、発注のための準備期間を経て、概ね2月、3

月にほとんどの工事が発注されているという状

況でございますので、その点だけ申し上げさせ

ていただきます。 

【ごう分科会長】 ほかに質問はありませんか。 



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月８日） 

- 9 - 

【宮本委員】 1点だけ、確認の意味で質問させ

てください。補足説明資料の中のゼロ県債につ

いて、私も1点だけ確認をさせてください。 

 翌年度に予算化する交付金事業及び県単独事

業について、お金は来年度、発注は今年度とい

うことで、債務負担行為ということであります。 

 私も、この件については決算審査の時に質問

をさせていただきました。平成27年度が約20億

円、平成28年度が約38億円、平成29年度が約50

億円と、これによって1年間の発注の平準化を

保つということで、私もこれについては一定の

評価をするところであります。私もその旨を質

問させていただいたところです。 

 これの確認ですが、工事の箇所にもよるかと

思うんですけれども、長崎県内は県北、県南、

県央、離島もさまざまありますけれども、先ほ

ど監理課長から若干、離島の件がありましたけ

れども、発注の平準化を図るということで、例

えば工事の箇所にもよって難しいのかもしれま

せんけれども、一定の箇所に偏ったりだとかは

ないのか。県内各地で平均して工事の発注がで

きるのがベストであるかと思うんですけれども、

地域のばらつき、バランス感覚を考えながら、

これはされているのかどうかというのを確認さ

せてください。 

【天野監理課長】 先ほども申し上げたんですけ

れども、今年度、特に離島地区の内示が若干低

かったこともございまして、ゼロ県債の設定に

つきましては、特に内示の低かった離島地区の

工事量の安定化を図るということで、これにつ

きましては積極的に掘り起しを行ったと、地域

バランスを考慮してやったという面はございま

す。 

 基本的にゼロ県債でできるのは、さっきも申

し上げましたが、用地のストックがあることと

か設計ストックがあることとか、そういった観

点から、今年度発注ですので、実際に前倒し発

注が可能であるかどうかというところが真っ先

にありますので、そういったことを前提に置き

ながら離島地区の掘り起し等も行ったところで

ございます。 

【宮本委員】 わかりました。こういった形での

一定の平準化ということ、偏りというか、県内

全体的に活力活性化できるように。工事の発注

箇所、できるもの、できないものがあるかと思

いますけれども平準化、そしてまた地域の、で

きる限りの平準化というのもよくよく考慮され

ながら、ゼロ県債に取り組んでいただきたいと

要望させていただきます。 

【深堀委員】 私も、ゼロ県債で確認ですけれど

も、いい取組であるというふうにはもちろん認

識をしていて、問題は、確実に4月、5月の端境

期をちゃんとできているのかという意味で、今

年度出している50億円の分は今からの話なの

でいいんですけれども、実際の平成28年度の状

況ですよね。140件。 

 先ほどの監理課長の説明では、実績としては

157件と報告されましたね。実際には140件を設

定していたわけですよね。設定した140件は、

平成28年度中に発注ができたんですか。 

【天野監理課長】 設定は140件、37億7,000万

円でございましたが、実際の執行段階では、件

数は157件で、27億円程度の執行でございまし

た。そこがちょっと低かったんじゃないかとい

うところは私どもも思っているんですけれども、

その原因としましては、大きなところは入札の

差金です。各工事の箇所ごとに予算額がござい

ますが、実際に入札をしてみますと、それより

低い額で落ちたところの入札差金の部分がござ

います。 
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 平成28年度につきましては、同じ11月の時期

に120億円の大型経済対策補正等もございまし

たので、2件程度の工事ではあるんですが、ち

ょっと金額の大きなものの入札実施が4月にな

った部分もございまして、そういったところか

ら執行率が72％、若干低かったと分析をいたし

ております。 

【深堀委員】 入札の差金とか大型の補正予算が

あったことによって、実際には実績ベースでい

けば7割ぐらいの執行率だったということです

ね。それはいたし方ないというふうに思います。 

 要は、今回50億円設定して件数が167件、当

然これは工事件名の積み上げが167件というこ

とで50億円を設定しているわけですよね。例え

ば、前倒ししてできる工事が、167件じゃなく

て増える可能性も当然あるわけですよね。その

時に、設定額を上回るようなことはあり得ない

ですか。そういうことはしないんですか。 

【天野監理課長】 基本的に債務負担行為の額と

して今回予算でご承認をいただくわけでござい

ますので、その額を超えて前倒し発注というこ

とは、当然制度上もできないものだと考えてお

ります。 

【深堀委員】 でも、額の枠を超えてはできない

けれども、件数としては167件を超えることは

当然あるわけですよね。だって、平成28年度は

実際に超えているわけだからね。もう一度確認

します。 

【天野監理課長】 件数が増えましたのは、当初

想定した箇所の工事の分割ということもあった

と思うんですが、そういったいろんな事情で、

入札差金が出たり、たまたま翌年度回しになっ

たりするような案件があれば、その分の枠は振

り替えて、できるだけ平準化の効果が出るよう

に、そこは柔軟に対応したいというふうに考え

ております。 

【深堀委員】 ぜひ、その方向で趣旨を、この目

的を達成するように頑張っていただきたいと思

います。 

 もう一つだけ、繰越明許費理由別調書の中で、

「資機材・人材ひっ迫・入札の不落不調等」と

いう項目で1件、6,545万円というのが橋りょう

費で計上されていますね。これは、入札の時期

はいつだったんですか。 

【馬場道路維持課長】 今の件については、少し

調べさせていただいてよろしいでしょうか。 

【天野監理課長】 6,545万円でございますが、

これは一般国道202号の橋りょう補修工事、荒

川橋でございまして、契約の時期は平成29年9

月、完成予定の時期が平成30年7月でございま

す。繰り越しの事由としましては、橋りょうの

耐震補強におきまして、支承や伸縮装置取り替

え等の特殊部材の受注・製作が必要となりまし

て、工事の完成が平成30年7月になる予定とい

ったものでございます。 

【深堀委員】 ということは、ここに書いてある

理由の中では若干違うんですね。特殊な部品が

必要になって、その部品を入手するのに時間が

かかると、一般的な資機材の不足とか人材のひ

っ迫とか、そういうことではないということで

すね。確認だけさせてください。 

【天野監理課長】 橋りょうの耐震補強といった

ことにおきまして、その支承とか伸縮装置の取

り換え等の特殊部材の受注製作が必要で遅れる

ということでございます。 

【髙比良委員】 総合運動公園の指定管理につい

て、事前に資料をいただいたんだけれども、こ

の中身は、5年間で5億4,000万円、毎年度大体1

億1,000万円から1億2,000万円ぐらいを県費で

負担しましょうと。それで、管理者の事業収入
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が毎年7,000万円ぐらいというふうな内訳にな

っているわけですね。 

 見てみると、利用見込みが毎年大体116万人

から117万人、118万人か、ずっと横ばいですよ

と。そのうちの有料の施設利用者は40万人ぐら

いですよと、これも横ばいなんです。 

 今からの活用のあり方として、Ｊリーグでは

ありませんが、ああいうことも手伝って、計画

としては少し右肩上がりにしていくというのが

あってしかるべきだというふうに思うんですよ

ね。この辺はどういうふうな評価をしたのかな

と思うんですよね。 

 したがって、県の負担金も毎年1億1,000万円、

1億3,000万円という格好で変わっていかない

と。本来だったら、指定管理者が一定事業収入

を上げていく。それが県民の活用を促すという

ようなことにもつながってくるんだけれども、

そういう努力をしながら県費負担金を減らして

いくあり方が望まれると思うんだけどね。 

 特に、今回の中で各種イベント等新規提案等

を評価ということもあるんですが、具体的に、

この活用をさらに促進していく方策をどう考え

ているのかということについて説明を求めたい

と思うんですが。 

【池田都市計画課長】 利用者の増加についての

対策、取組でございますが、今回の提案でござ

いましたのは、大規模な全国レベルの大会とか、

地域のウォーキングラリーを広域的に呼び掛け

て参加を増やす。それから、特に子育て世代、

高齢者の方々の健康講座、スポーツ講座、そう

いうものを積極的に開きながら利用者を増やし

ていこうという計画になっています。 

【髙比良委員】 スポーツ講座をどこまでやるの

かというロットの問題もあるのではないかと思

うんだけれども、その辺の実態がよくわからん

から、空中戦でやってもしようがないんだけど。 

 指定管理者の事業収入は7,000万円だよね。そ

れに対して有料施設の利用見込み数が39万人

から42万人となっている。大体平均40万人とし

て、割ると、一人当たりの客単価という言い方

はおかしいかもわからんけれども、利用料金は

175円だよね。これはどういうふうな算出にな

っているのか。まず、どういった料金設定をや

って、したがってこういう数字になるのかと示

してください。 

【池田都市計画課長】 料金設定につきましては、

集客の人数に応じた単価ではございませんで、

その施設1カ所を利用するものに対する料金を

設定しているのが陸上競技場、そういうふうな

施設でございます。 

 別途プールとかにつきましては、利用人数の

想定に対する単価を掛けて料金を出していると

ころでございます。 

【髙比良委員】 何かよくわからんな。1人で利

用しても、10人でも50人でも同じ額になります

よというふうにも聞こえるわけよね、今のはね。

利用料金はどういう設定になっているかという

のを、後で資料でいただけますか。 

 それと、ここの駐車場の利用は料金がかかる

ようになっているんですか。 

【池田都市計画課長】 駐車場については無料で

ございます。 

【髙比良委員】 港湾特会でやっている長崎港の

ターミナルビルの駐車場を併せたところの指定

管理については、県費の負担金はゼロだよね。

むしろ逆に、指定管理者から毎年5,000万円徴収

をしているよね。要するに、駐車場料金の収入

が非常に高いということも手伝って、言ってみ

れば県としては濡れ手に粟なんですよ。黙って

おって毎年5,000万円収納しているわけですよ
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ね。一方ではそういう仕組みをとって、一方で

は今はゼロという話があった。この間、本会議

の中でも駐車場対策についていろいろ話があっ

たけれども。 

 1億1,000万円、毎年県費負担金を出していま

す。ここを縮減するために、指定管理者に事業

収入を上げさせる努力をすべきだということと

併せて、例えば駐車場料金を取るというか、駐

車場を整備して、その料金収入をもって管理運

営費を賄うというやり方をすれば、すぐにペイ

できると思う。こういうことを検討する余地は

ないですか。 

【池田都市計画課長】 今現在、駐車場の有料化

等については検討したことはございません。 

 運動公園につきましては、皆様の健康増進の

ためにつくったような施設でございますので、

そこにアクセスするための駐車場を有料にする

ことの料金抵抗が加わって利用者が減るという

ような事態も懸念されますので、もし検討する

とすれば、その辺を加味した慎重な検討が必要

かと思います。 

【髙比良委員】 それで利用者が減るぐらいだっ

たら、この存在価値はないよね。そこはあまり

ネガティブに考える必要はないと思うんだよな。

もちろん料金設定をどうするかとか、額をどう

するかと、そこら辺のレベルの問題は大きく影

響するんじゃないかと思いますけれども。 

 他のこういうスポーツ施設の中で駐車場料金

を取っているところは、結構あるんじゃないで

すか。例えば県営野球場、あそこも料金を取っ

ているよね。あるいは、アリーナかぶとがにも

そうだよね。そうだろう。（発言する者あり）

アリーナかぶとがには取っていない、科学館の

駐車場か、あれは。少なくとも野球場は取って

いるよね。 

 そういうふうに、取ることが利用の足かせに

本当になるのかどうか。例えば、公共的にやる

ような利用もあったりすると思うんだよね。 

 そこは今まで発想として全くなかったのかも

しれないけれども、毎年1億円も、あそこの指

定管理に県費負担がかかっている。一方では、

さっき言った例のように県費はゼロで、逆に

5,000万円収納している。このアンバランスを少

し考えていく必要があるんじゃないかというふ

うな問題提起なんです。今までは全然俎上に上

がっていなかったと思いますが、県立総合運動

公園の駐車場利用の問題もいろいろ出てきてい

る話でもあるし、この辺をどういうふうに考え

ているか、部長、そういう問題提起なんだけど、

どういうふうにしていくか、どうかな。 

【岩見土木部長】 本件については、いろんな議

論があると思います。先ほど、都市計画課長の

説明にもありましたけれども、健康増進やスポ

ーツ振興という観点から、その利用者のことも

考えないといけませんし、あるいはイベント系

のものの観戦客といいますか、そういった観点

はまた別の考えがあるかもしれませんし、ここ

は利用状況、利用者の声、いろんなことから総

合的に考えていくべきものだと考えております。 

 駐車場も、先ほど港の話が出ましたけれども、

運動公園とはまた違った方々が利用していると

いうのもあろうかと思います。ですから、いろ

んな要素を含めて議論、検討していく必要があ

ると考えております。 

【髙比良委員】 最後にしますけど、いろいろな

角度から検討しなきゃいかんでしょう、やっぱ

り性格的な問題もあるし。ただ、議論はぜひや

ってもらいたいと思うんだよ、これは。駐車場

整備のあり方のことも含めて、ぜひ議論をして

もらいたいと思います。 
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 それと、さらに加えて言えば、指定管理の中

で事業収入をさらに伸ばしていくという取組方

を一層促進するような手立てというものについ

ても考えてもらいたい。その辺を申し述べさせ

ていただきたいと思います。 

【ごう分科会長】 ほかに質問はありませんか。

（発言する者あり） 

【下条委員】 先ほどの私の質問の中で、1点だ

けお尋ねをしていませんでしたので、追加して

質問をしたいと思います。ゼロ県債の167件、

50億円の件に関してでございますが。 

 今、いよいよいろんな事業が、大型事業が間

もなく、数年で終わろうというものがたくさん

ございますね。例えば、県庁舎の3棟にしても

そうですし、新幹線の工事にしてもそうです。

高速道路の4車線化、複線化、あるいはまた西

九州自動車道、そしてＪＲ九州の立体事業、そ

ういった非常にたくさんの公共事業と称するも

のが今、盛んに行われております。しかし、こ

れも数年で大体、全てが完了しようというとこ

ろであってですね。こういった工事が終わって

しまったら、長崎県内の建設・土木業界はどう

なっていくのか。 

 もちろんインフラ整備というのは、産業や、

あるいはまた私たち県民の足、いわゆる時間の

短縮ということでの経済効果、あるいは産業の

活性化というものに寄与していく、あるいは災

害時に対応できるということは当然、そのため

にやっているわけですけれども、二次的なもの

としては、建設土木業界が長崎県内の大きな産

業の一つであることも事実ですから、そういっ

た面での活性化のために大いに役に立っている

というのも多面的な見方ではそうです。 

 ところが、今申し上げましたいろんな大型の

事業が間もなく終わろうという中で、5年、10

年先の将来は、この業界がどうなっていくのか

という気がしてならないぐらいに、ちょっと気

がかりになっているわけです。 

 そういった観点から見ますと、167件の50億

円というものを、地域の経済活性化のために端

境期をなくすと、新年度の予算を前倒ししてや

っていこうということでありますので、そうし

ますとこれは、全てが地場産業、地場企業でで

きる程度の工事であるというふうに理解してお

っていいでしょうか。 

 あるいはまた、この中でも総合評価ではなく

て指名競争が大体何割ぐらいですよ、総合評価

が1割ぐらいあるかもしれませんねとか、そう

いうふうな答弁をいただければありがたいと思

っているんですが、いかがでしょうか。 

【野口土木部技監】 基本的に、ゼロ県債で対応

しておりますのは県内企業のみでございまして、

ほとんど金額的には指名競争入札でやるような

案件ばかりでございます。 

【ごう分科会長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 では、ほかに質疑がないよう

ですので、これをもって質疑を終了いたします。 

 本来であれば、これより予算議案に対する討

論・採決に入るところではございますが、堀江

委員が、請願審査の紹介議員として現在、文教

厚生委員会に出席をしているため、討論及び採

決を一時保留し、先に委員会審査を進めさせて

いただき、委員が戻り次第、討論及び採決を行

いたいと思います。 

【ごう委員長】 では、委員会による審査を行い

ます。 

 議案を議題といたします。 

 まず、土木部長より総括説明をお願いいたし

ます。 
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【岩見土木部長】 土木部関係の議案についてご

説明いたします。 

 環境生活委員会関係議案説明資料の土木部を

お開きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第96号議案「公の施設の指定管理者の指定につ

いて」、第97号議案「契約の締結の一部変更に

ついて」で、その内容は記載のとおりでありま

す。なお、これらの議案については、補足説明

資料を配付させていただいております。 

 次に、土木部関係の議案外の報告事項につい

てご説明いたします。 

 今回、ご報告いたしますのは、和解及び損害

賠償の額の決定について、公共用地の取得状況

についてで、その内容は記載のとおりでありま

す。 

 次に、土木部関係の主な所管事項についてご

説明いたします。 

 今回ご説明いたしますのは、幹線道路の整備

について、石木ダムの推進について、九州新幹

線西九州ルートの建設推進について、九州新幹

線長崎駅舎のデザインについて、ＪＲ長崎本線

連続立体交差事業の事業期間延伸について、長

崎県総合計画チャレンジ2020の数値目標の進

捗状況について、事務事業評価の実施について、

地方創生の推進について、松が枝地区再開発構

想検討について、長崎県賃貸住宅供給促進計画

の策定についてで、その内容は記載のとおりで

あります。 

 なお、九州新幹線長崎駅舎のデザインについ

て、ＪＲ長崎本線連続立体交差事業の事業期間

延伸について、松が枝地区再開発構想検討につ

いて、長崎県賃貸住宅供給促進計画の策定につ

いては、補足説明資料を配付させていただいて

おります。 

 以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【ごう委員長】 次に、道路建設課長より補足説

明をお願いいたします。 

【大塚道路建設課長】 道路建設課の案件につき

まして、ご説明をいたします。 

 今回ご審議いただきますのは、第97号議案

「契約の締結の一部変更について」でございま

す。 

 配付をしております課長補足説明資料の1ペ

ージをご覧ください。 

 工事名は、一般県道諫早外環状線道路改良工

事（（仮称）4号トンネル）であり、工事の場

所は、2ページの位置図にお示ししております

とおり、諫早市川床町から小川町でございます。 

 工事の内容は、3ページにお示ししておりま

すように延長1,594メートルのトンネルを建設

するもので、4ページにトンネルの標準断面図

をお示ししております。 

 1ページにお戻りください。 

 請負者は、6に記載のとおり、清水・星野・

荒木特定建設工事共同企業体であり、現在の契

約額65億2,741万5,240円を、今回、76億9,184

万7,480円に変更するもので、約11億6,000万円

の増額でございます。 

 次に今回の変更内容でございますが、まず、

地質の相違に伴う補助工法及び支保構造等の追

加、変更等による増額でございます。 

 3ページの平面図をご覧ください。図面中央

部の波線の四角で囲んだ①の中の№298から№

317間において、掘削面の風化が著しく、割れ

目が発達していたことから、掘削上面の岩塊が

崩落をいたしました。その状況は5ページの写
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真のとおりでございます。 

 このため、掘削面が崩れないよう、また、地

表への影響を考慮した補強工事を追加するとと

もに、Ｈ鋼や鉄筋挿入による支保構造を変更し、

施工をいたしました。 

 また、これ以外の区間におきましても、地質

の相違に伴い、支保構造等の変更を一部で行っ

ております。6ページに支保構造等の変更延長

を、7ページにその内容をお示ししております。

これらの変更により、約5億5,100万円の増額と

なっております。 

 3ページにお戻りください。 

 現在、掘進位置は、右側矢印で示しておりま

すが、1,330メートル、№331地点付近でござい

ますが、これまでの掘削において、当初補強工

が必要ないと判断していた場所においても、地

質によっては地表や掘削面に変状等を生じ、補

強工を追加することとなりました。 

 6ページをご覧ください。 

 1番上にトンネルを進行方向から真横に見た

図面をつけております。非常にわかりにくくて

恐縮でございますけれども、中央部付近に2カ

所、黒っぽくなっている箇所がございます。こ

の部分が、追加で補強工事を行った箇所に分布

をしていた安山岩でございます。 

 当初、この部分には補強工は必要ないと判断

し、工事を始めましたけれども、結果的に補強

が必要となりました。このため、今後の施工区

間においても、同様に黒っぽく見える安山岩が

分布している区間に補強工事が必要であると考

えております。 

 3ページの平面図では、右側の波線の四角で

囲んだ②区間、№340付近での72メートルが、

その対象でございます。8ページに詳しい図面

をつけておりますが、これらの変更により、約

4億7,500万円の増額をさせていただきたいと

考えております。 

 続きまして、労務費、資機材単価などの上昇

により、約1億3,800万円の増額が必要となって

おります。 

 以上の理由により、約11億6,000万円の増額

を行うものでございます。 

 併せて契約工期につきましても、これまでの

対策工法検討のための期間に加え、今後見込ま

れる補強工事に要する時間を考慮し、約1年間

延長させていただき、トンネル本体工事の完成

を、現在の平成30年3月31日から平成31年3月

29日に変更させていただきたいと考えており

ます。 

 以上で、第97号議案「契約の締結の一部変更

について」の補足説明を終わらせていただきま

す。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【ごう委員長】 以上で説明が終わりましたが、

第96号議案に対する質疑は終了しております

ので、第97号議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【吉村(庄)委員】 第97号議案で、ちょっと基礎

的なことをお尋ねいたしますが、確認の意味を

含めて。 

 現契約は平成25年12月25日から30年でしょ

う。1年延長して平成31年になると。地質云々、

あるいはまた支保構造というんですかね、今説

明がありましたようなことでですね。 

 労務費、資機材単価などの物価上昇により1

億3,800万円の増額となっているんですが、ここ

ら辺が、まず最初の契約の時とどうなのかと。

結果的にはそういうふうになっていくと思うん

ですけれども、一番最初の契約の時はですよ。

契約したのはいつで、入札その他をした後、本
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契約をされたのがいつで、その時の労務費とか

資機材の単価は、一定のもので当然その中に入

っておったと思いますが、この1億3,800万円の

増額という内容が、どの期間にどういうふうに

上がってきたのかという状況がわかれば、前段

の最初の契約時点からということでご説明を願

いたいと。 

【大塚道路建設課長】 本工事の当初の契約は、

平成25年12月25日でございます。 

 それ以降、資機材の上昇はインフレスライド

ということで取り扱っているんですけれども、

予期することのできない特別の事情により、工

期内において急激なインフレーション、または

デフレーションを生じ、請負代金額が著しく不

適当となった時に発注者または受注者は請負代

金額の変更を請求することができるということ

に基づいております。 

 実際、この工事におきましては、全国平均で

約2割、労務費が上昇しておりまして、これに

伴いまして、その上昇以降の工事については労

務費が当初の契約では不適当になっていると、

この条項に該当するということで変更している

ものでございます。 

【吉村(庄)委員】 機材もですがね。 

 これは平成25年に契約をして、工事が一定の

時期から始まっているんですね。そうすると、

当初の数年間というか、まずは最初の1年間と

か、こういうところについては、あなた方が見

込んで契約をした段階での数字ということに当

然なって、上がってくるというふうに思うんで

すよね。 

 今の説明は非常に乱暴だと思うのは、20％上

がっているんですよと。いつから20％上がった

んですか。そういう言い方というのは。 

 これは、今工事が始まったわけではないんで

しょう。契約しておって、ずっとやってきたわ

けですから、やっている間に機材や労務費が上

がってきているんですけど、20％というのは、

当初の平成25年当時と今と20％上がっている

という言い方なんですか。そういうことで20％

上がったから、機材も入れて物価上昇で1億

3,800万円という数字を出してあるんですけど。 

 だから、私がお尋ねしたのは、どういう状況

だったのかというふうに聞いたわけですから、

平成25年と今としたら20％上がっておって、例

えば年間何パーセントずつぐらい上がってきた

んですよと、そういう結果としてこういう状態

になったんですよという言い方が出てきてしか

るべきだと思うけれども、いつの時点からいつ

の時点で20％なんですか。推測はできますけれ

ども。 

【佐々建設企画課長】 労務費の上昇等について

のお尋ねですが、平成29年3月のデータでござ

いますが、労務費に関して主要な12職種につい

ての単価が1万6,983円、これは長崎県の価格で

ございます。先ほど道路建設課長がご説明した

平成25年当時の数字でいきますと1万3,483円

で、率にして約25％程度、この項目に着目しま

すと上昇しているという状況でございます。 

【吉村(庄)委員】 だから、25％というのは毎年

同じようなペースで上がっているのか、そうい

う状況を教えて。 

 それから、労務費だけをおっしゃったけれど

も、私はさっき資材の問題もお尋ねしたわけで

すから、どういうふうな状況かと。 

 これね、上がってきたから、ほかのことも一

緒にして契約変更、これをだめだと言っている

んじゃないですよ。平成25年当時に契約した段

階でも一定のことをちゃんとしてきたわけだか

ら、思わぬことで、さっきおっしゃったように
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一定の項目に基づいて、増加したから契約を変

更すると、それはもうそれで当然だろうと思う

んです。当然だと思うけれども、どういう状況

でそうしたのかを私は知りたいということで、

さっき労務費と資材費。あなたたちが書いてい

るから、「労務費、資機材単価など」としてい

ますが、などは別にしても、この2つについて

どういう状況だったのかと。資機材について、

先ほどのお話では労務費についてはありました

が、もう少し状況を教えてくださいということ

です。 

【佐々建設企画課長】 平成24年から上昇が続

いておりまして、約4％から5％の幅で上昇して

いるということが言えると思います。今のは労

務費についてです。 

 資材につきましては、需要と供給の関係で一

概に言えない状況があります。例えば、コンク

リート二次製品であれば下がっている項目もあ

ります。生コンについては、地区によって上下

が違いますので、一概には言えないという状況

でございます。 

【吉村(庄)委員】 労務費と資機材単価と記載し

てありますからね、あなたたちの資料にね。「な

ど」は結構としてね。 

 資機材、ここら辺について今のような状況な

んですけれども、結果的に平成24年、あるいは

25年度と今の平成29年度はどういう状態にな

っているんですか。こっちも上がっていると書

いてあるから。それはいろいろ中身はあるでし

ょうけれども、総括的に言って、あるいは総体

的に言って、どういう状態で上がってきている

のか。平成25年と比較があられたわけでしょう、

平成24年との比較をおっしゃったから。それは

平成25年でも結構ですし、平成25年と29年、あ

るいは29年と28年、24年と28年、そこら辺で結

構です、変更していきよるわけですからね。今

は平成29年の途中です。教えてください。 

【佐々建設企画課長】 個別に労務費と資材につ

いて、委員がおっしゃることに関して相当する

ような説明はできない状況なんですが、それを

総合して、例えばですが、工事の規模に応じて

設計金額の推移を試算しています。これは同じ

工事を実施したとすればどうなるかという試算

ですが、平成25年2月を100％とした時に、平成

29年9月の段階では20％程度、19％、工事費、

設計金額が上昇しているというふうな試算をし

ています。 

【吉村(庄)委員】 私が言いたいのは、そういう

状況を私なりに把握をして、例えば今から長期

の、あるいは平成27年とか平成26年からずっと

続いているものについても契約変更が当然出て

くるんじゃないかと思うんですよ、今のような

状況の中では。各地のそれぞれの災害の度合い

との関係における全国的な人の動き、労務費に

関係がございますがね。それから、資材その他

についても、一時的には非常に需要が多いけれ

ども、供給するところは少しどうだとか、いろ

いろなことがずっとあって物価上昇ということ

になっているというふうに思うので、そういう

ものがあるんじゃないかというのが一つなんで

す。 

 それからもう一つは、65億円に対して76億円

と、10億2,600万円の増額となっているんです

けれども、この範囲というのはどうなのかな。

私はちょっとよくわからんけれども、私にすれ

ば、65億円から10億円増というのは、かなり金

額的に上っているんじゃないかというふうな思

いがするんです。契約変更の金額としては大き

いんじゃないかと、根拠はないけれども、そう

いう感じがいたしますから、そこら辺の状況に
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ついてはどうですか。前段は私の意見ですから、

いいです。 

【大塚道路建設課長】 委員ご指摘のとおり、確

かに全体事業費が現在約65億円で、約11億円の

増額ということで、非常に大きい金額であるこ

とは十分認識をいたしております。 

 しかしながら、本工事につきましてはトンネ

ル工事ということで、結局増額ができなければ

1メートルも掘削ができなくなってしまう可能

性もございますし、場合によっては作業員の

方々の安全も確保できないという可能性もござ

います。 

 なおかつ、例えば増額が厳しいので打ち切り

という形になると、改めて工事を発注するとい

うことになり期間も発生いたしますし、トンネ

ル工事の場合は仮設備施設に要する費用が大き

ゅうございますので、単なる11億円の追加予算

では済まなくなってしまうこともございまして、

それで今回は、金額は大きいんですが、そうい

ったことを総合的に判断いたしまして変更とい

う形で議案として上げさせていただくという判

断をいたしております。（「関連」と呼ぶ者あ

り） 

【下条委員】 関連をしながらお尋ねをしたいと

思うんですが。 

 今も吉村(庄)委員から、かなり突っ込んだ質

問があったんですけど、その中で合計1億3,800

万円の労務費と資機材の内訳がぴしっと出ませ

んでした。20％とか25％とかという4年間のア

ップ率のことはありましたが、1億3,800万円の

中で労務費が幾らというと残りが資材でしょう

から、幾らと幾らですか。 

【大塚道路建設課長】 先ほど、吉村(庄)委員の

時にも説明が足りなくて申し訳なかったんです

が、先ほどもちょっと申しましたとおり、平成

25年12月に契約をいたしまして、当時の単価で

工事をしております。その後、平成28年3月に

単価を更新いたしまして、それ以降の分につい

て増額をしております。 

 非常に項目が多くて、個別にご説明ができな

いんですけれども、ざっくり言いますと、ほぼ

9割以上が労務費の増、資材に関する増額は1割

にも満たないというのが実情でございます。 

【下条委員】 そういうことを説明してもらえば、

なおよかったんですが。 

 その次の段階の、これから質問しようと思っ

ていたことを今、建設課長がちょっと触れまし

たので、確認の形になると思うんですが、これ

は4年間ですよね、こういう長期の工事期間を

要するものは、途中で契約変更、設計変更をや

っているのかということをお尋ねしたいんです。 

 というのは私たち、髙比良委員も、特別委員

会で、こういったことも含めた実勢単価、非常

に今は単価が上がってきているじゃないかと。

また別の形で、委員会じゃなかったかもしれま

せんが、全体の最低価格をもう少し上げてやっ

た方がいいのではないかと、よその県はどんど

んと勇気をもって上げていっているよと。 

 その時の言葉としては、実勢価格をとにかく

タイムリーに調査をやって、かなり回数をやっ

て、世の中の実際の価格をきちっと反映させた

設計単価をつくっていきますと、それで、もう

しばらく様子を見させてくださいという正式な

回答をもって、今はそれをよしとしてじっと見

ている、時間を置いているというところですけ

れどもね。 

 そういう中においてですが、課長の話では、

途中で1回やって、これで労務単価の見直しは2

回目と、この工事に関してですよ、この工事の

区間に関してはそう思っていいのか。 
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 もう1点は、こういうふうに3年、5年を要す

るスパンの工事は、途中でそういった実勢価格

をきちっと反映させていますよと、変更してい

ますよということが言えますか、どうですか。

この2点を。この工事に関してのことと県内の

全ての工事のことに関してですね。 

【大塚道路建設課長】 本件に関しましては、委

員のおっしゃるとおりでございます。 

【野口土木部技監】 委員ご指摘のとおり、工期

の長いものは当然、物価上昇によって実勢価格

との開きが出てきます。これは契約書上、ちょ

っと忘れたんですけれども、スライド条項とい

うのがございまして、何パーセントを超えたら、

乙側からの発案により協議して設計金額を変え

るというふうな条項になっておりまして。 

 ですから、1年、2年ぐらいの工事では数パー

セント、一定割合を超えることはないんですけ

れども、今回のように5年とか、そういう長い

工事スパンにつきましては当然実勢価格に開き

が出てきますので、それは設計変更の対象とし

て対応いたしております。 

【下条委員】 今は、ある程度の工期を要するも

のは、契約条項の中に、受注側、請負側からお

願いをして、実勢価格が今はこうなっています

よと、何とかこの点を考慮してくださいという

提案ができるようなシステムで契約ができ上が

っていると、第三者的なそういったもので、あ

りますと。いわゆる自動的に、そういった調査

に入って、違いないという確認がとれれば、そ

れに従っていくというふうになっているんだと

思っていいですね。初めて聞きましたので、い

いことですけど。 

【佐々建設企画課長】 対象になるのは、12カ

月を経過した工事で、かつ残工事の1.5％以上の

変動分が対象となります。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 それでは、堀江委員が戻られ

ましたので、これより分科会に切り替えて、先

ほど保留をしておりました予算議案に対する討

論及び採決を行います。 

 予算議案に対する討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 
 

― 午前１１時１６分 休憩 ― 

― 午前１１時１７分 再開 ― 
 

【ごう分科会長】 再開いたします。 

 予算議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので、採決を行います。 

 第83号議案のうち関係部分及び第84号議案

は、原案のとおり、それぞれ可決することにご

異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案は原案のとおり、それぞれ

可決すべきものと決定されました。 

【ごう委員長】 これより委員会に切り替えます。 

 第96号議案及び第97号議案に対する討論を

行います。 

 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので、採決を行います。 

 第96号議案及び第97号議案は、原案のとおり
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それぞれ可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、各議案は原案のとおり、それぞれ可

決すべきものと決定されました。 

 次に、提出のありました政策等決定過程の透

明性等の確保などに関する資料について、説明

を求めます。 

【天野監理課長】 「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づきまして、本委員会に提出い

たしました土木部関係の資料につきましてご説

明申し上げます。 

 提出しております内容につきましては、1,000

万円以上の契約状況一覧表、陳情・要望に対す

る対応状況、附属機関等会議結果報告となって

おります。今回の報告対象期間は、平成29年9

月から10月までの間に実施したものとなって

おります。 

 初めに資料の1ページをお開きください。 

 1,000万円以上の契約状況につきまして、建設

工事関係の委託、建設工事、その他の以上3つ

に区分いたしまして、契約状況一覧表、入札結

果一覧表を添付いたしております。1ページか

ら30ページまでが建設工事関係の委託、31ペー

ジから365ページまでが建設工事、366ページか

ら372ページまでがその他となっております。 

 次に、資料の373ページをお開きください。 

 知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

についての県の対応状況を記載いたしておりま

す。 

 最後に、419ページから最終ページまで、附

属機関等の会議結果を記載いたしております。 

 以上で説明を終わらせていただきます。ご審

議のほど、よろしくお願いいたします。 

【ごう委員長】 次に、都市計画課長、建設企画

課長及び住宅課長より、補足説明の申し出があ

っておりますので、これを受けることといたし

ます。 

【池田都市計画課長】 九州新幹線長崎駅舎のデ

ザインについて、補足説明いたします。 

 環境生活委員会課長補足説明資料の9ページ

のパースをご覧ください。 

 このパースは、駅舎を国道側から見たもので

ございます。駅舎のデザインについては、昨年

7月に知事と長崎市長が、鉄道建設・運輸施設

整備支援機構九州新幹線建設局長に対し、長崎

駅舎駅前広場等デザイン基本計画に基づき設計

を行っていただくよう要望いたしております。 

 内容としましては、1、来訪者を迎える大き

なホーム空間の創出、2、海への方向性を感じ

させる空間の実現、3、港に面した頭端駅の特

徴を生かした空間の創出、4、港・まち・山に

向かい合う顔の創出、5、長崎らしい素材、技

術の活用の5項目を盛り込んでいただくよう要

望いたしました。 

 これを受けまして、11月14日に九州新幹線建

設局長より、知事と長崎市長に対しまして長崎

駅舎のデザインが提示されたものであります。

今回提示されましたデザインでは、その要望内

容を反映していただき、デザイン基本計画に沿

った内容となっております。今年度中に実施設

計が完了し、来年度から駅舎工事が始まると聞

いております。 

 これからも細部について調整していく項目が

ございますので、今後とも市、機構及びＪＲ九

州とも連携し、事業の推進を図ってまいります。 

 なお、デザイン基本計画では駅舎の屋根を駅

舎南端まで設置することとしておりますが、関



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月８日） 

- 21 - 

係機関と協議の結果、新幹線暫定開業時におい

ては、運行車両のホームの長さに合わせた屋根

を設置いたしますが、乗降客が濡れるなどの支

障なく利用できる長さとなっております。 

 以上、九州新幹線長崎駅舎のデザインについ

ての説明を終わります。 

 続きまして、ＪＲ長崎本線連続立体交差事業

の期間延伸について、補足説明いたします。 

 環境生活委員会課長補足説明資料の10ペー

ジの航空写真をご覧ください。 

 ＪＲ長崎本線連続立体交差事業の施工順序に

つきましては、まず、現在の線路を仮線路に移

設しまして、現在の線路用地に高架橋を建設す

るものでございます。 

 また、在来線の駅舎は、新幹線駅舎と隣り合

うものとなります。 

 資料の11ページの工程表をご覧ください。 

 この工程表の赤が当初工程、黒の線が変更工

程となっています。 

 工事につきましては、平成21年度に着手し、

平成30年度末に高架切替え、平成32年度末の事

業完成に向け取り組んでまいりました。 

 整備状況といたしましては、平成28年3月に

仮線工事が完成し、列車の運行を現在は仮線で

運行しております。その後、平成28年4月より

高架本体工事に着手し、現在も鋭意施工してい

るところでございます。 

 資料の12ページの断面図をご覧ください。 

 工程につきましては、新幹線と在来線の高架

構造物の詳細設計を行った結果、一体構造から

分離構造に変更することとなりました。 

 再度、資料の11ページの工程表をご覧くださ

い。 

 その検討に日数を要し、デザイン基本計画の

策定が1年遅れ、平成28年3月となりました。こ

の間、県、市、ＪＲ九州、機構とも、工期の調

整、工程短縮の協議を行ってまいりましたが、

在来線高架橋完成が1年遅れ、平成31年度末、

在来線高架切替えとなったものでございます。 

 なお、この期間延伸における新幹線開業への

影響はございません。 

 今後とも4者による協議を行い、1日でも早い

完成に努めてまいります。 

 以上、ＪＲ長崎本線連続立体交差事業の期間

延伸についての説明を終わります。 

【佐々建設企画課長】 松が枝地区再開発構想に

ついて、補足して説明させていただきます。 

 環境生活委員会課長補足説明資料の13ペー

ジをご覧ください。 

 この構想につきましては、これまで長崎市と

ともに2回の構想検討会議を開催したところで

あります。この中で、資料のブルーの点線で囲

んだ都市機能用地に設定されている建物の高さ

制限が論点になっていることは、前回の委員会

でご説明させていただいたところであります。 

 これは、資料の右上に示しております、世界

遺産である旧グラバー住宅からの眺望への影響

を懸念したものでありますが、この高さ制限は、

同時に民間事業者の再開発への参入を左右する

重要な要素になるのではないかというふうに考

えております。 

 このため、旧グラバー住宅からの眺望が、再

開発によってどのような影響を受けるのかとい

ったことを検証するとともに、世界遺産を所管

しております内閣府の意見も聞きながら、この

高さ制限について、県と市で慎重に協議を進め

ているところでございます。 

 また、併せて、当地区を取り巻く現状と課題

を整理し、長崎市における当地区の位置づけや、

開発に当たってのコンセプトについて検討を進
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めてきており、12月に開催を予定しております

第3回の検討会議において、開発コンセプトと

導入すべき機能を整理する予定でございます。 

 さらにその後は、前回からオブザーバーとし

て参画していただいているまちづくりの専門家

の助言も参考にしながら、想定される施設の内

容や規模、民間活力の導入も含めた開発手法等

を検討し、年度内に構想の素案を取りまとめた

いというふうに考えています。 

 説明は以上でございます。 

【三原住宅課長】 長崎県賃貸住宅供給促進計画

の策定について、補足して説明をいたします。 

 環境生活委員会課長補足説明資料の14ペー

ジをご覧ください。 

 新たな住宅セーフティネット制度は、「住宅

確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度」、「登

録住宅の改修や入居者への経済的支援」、「住

宅確保要配慮者のマッチング・居住支援」の3

つの柱から成り立っております。 

 国から、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住

宅の供給の促進に関する基本的な方針」が示さ

れ、この方針に基づき、長崎県においても、60

歳未満の単身の低所得者や、県の重点施策であ

ります人口減少・少子高齢化対策として若者世

帯や子育て世帯が安心して子育てができる住宅、

移住戦略として移住者を受け入れる住宅の供給

を促進するために、「長崎県賃貸住宅供給促進

計画」を定めました。 

 長崎県の計画では計画期間を、住生活基本計

画の下位計画として位置づけしておりますので

平成37年度までの約8.5年間として、供給目標量

を約2,500戸と定めております。供給促進計画を

定めることにより、住宅確保要配慮者の追加や

登録住宅の登録基準の強化、耐震性を除く緩和

をすることができます。 

 長崎県では、住宅確保要配慮者の範囲に、単

身を含む移住者や新婚世帯等を追加いたしてお

ります。今後は、長崎県居住支援協議会の会員

である全市町や不動産関係団体と協議を行い、

制度のＰＲに努めてまいります。 

 以上で、長崎県賃貸住宅供給促進計画の策定

についてのご報告を終わります。 

【ごう委員長】 ありがとうございました。 

 以上で説明が終わりましたので、まず、陳情

審査を行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。対象の陳情番号は、35、37、38、40、

42、44、45、46、48、49の計10件でございま

す。 

 陳情書について、何かご質問はありませんで

しょうか。（発言する者あり） 

 暫時休憩いたします。 
 

― 午前１１時３０分 休憩 ― 

― 午前１１時３１分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 再開いたします。 

 陳情についての質問はございませんでしょう

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 では、陳情につきましては承っ

ておくことといたします。 

 次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんか。 

【深堀委員】 資料の中で契約がずっと載ってお

りますけれども、6ページに新長崎警察署建設

工事の監理業務ということで今回出ていますが、

福岡の事業者の共同体の1者入札という内容に
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なっております。 

 このあたり、競争性が保たれているのかとい

うような思いもあって質問するんですが、この

中身について、少し報告をお願いしたいと思い

ます。 

【大場建築課長】 新長崎警察署建設工事の監理

業務でございますが、一応、一般競争入札で公

募を行いましたが、参加業者は1グループと。 

 こういうのに先立ちまして、例えば県庁舎の

時も同様だったんですけど、一応ヒアリングは

かけさせていただいて、ほかの物件とかへの参

加はどうなのかと大手の設計事務所にもお尋ね

したところですけど、人様が設計した案件につ

いてはなかなか自分たちは受注意欲がわかない

というご意見だったんですけど、それでも我々

といたしましては、当然ながら競争性を確保す

るためには公募だと、1者随契はやらないんだ

ということで公募をしたところであります。 

 結果、設計に携わりましたグループしか手を

挙げてこなかったということでございます。こ

の辺は、他社の参加する意欲と申しますか、そ

の辺の問題もあろうかと思うんですけど、一応

公募をかけておりまして、ほかのところはそう

いうことで参加しなかったと、手を挙げなかっ

たと、ここだけが参加したということで、そこ

は参加意欲を我々は問うたと思っていますので、

一定の競争性は保たれたのかなと思っていると

ころでございます。 

【深堀委員】 まあ、説明は、理屈というか理由

はわかったんですけど、そういう状況なら、最

初から設計の部分と監理と一緒にする。だって、

ほかはもう絶対に手を挙げないとなれば、それ

は一体したものに扱うべきじゃないんですか。

簡単に言っていますけどね。 

 これは大きな箱ものの話なんですけど、こう

いう流れというのは、今までも同じような扱い

をしてきたんですか。 

【大場建築課長】 例えば博物館、美術館までさ

かのぼると、監理は設計したところと随契とい

う流れだったんです。1者随契。 

 委員会の方でもいろんな議論がございまして、

やはりちゃんと競争性を確保すべきだろうと、

公募をしてやるべきだろうということで、一応

公募に切り替えたところであります。そういっ

た中で、（発言する者あり）現在は、監理だけ

を後で発注しているところであります。当時の

1者随契というのも、設計は設計で1回終わらせ

て、監理は別途、設計したところに随契でとい

うやり方でした。 

 それをある時から、委員会での議論も受けま

して一般競争入札に変えていったところであり

ますが、結果として、なかなかほかのところが

手を挙げてくれない。ほかのところが加わった

案件もあるんですけど、どうしても高値でしか

設計以外のところは入れないと。それだけもら

わないと、やってられないというような感じで

あります。やっぱり設計したところは、いい建

物をつくろうとして、ある程度は頑張ってくれ

るといいますか、そういった部分もあり、今は

そういう状況であります。 

 例えば高等学校とか、小さい1棟の物件であ

れば、設計者を外したところで指名競争入札と

かでやらせていただいています。こういう大型

物件についてだけ、こういう特殊な結果になっ

てしまっているということであります。 

【深堀委員】 実態というか、状況はわかりまし

た。 

 もう一つ、全然内容は違うんですけれども、

119ページの一般国道202号橋梁補修工事の分

は一般競争入札ですよね。これも1者という内
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容ですが、これについてはどうですか。 

【馬場道路維持課長】 119ページの一般国道

202号橋梁補修工事荒川橋耐震補強工事であり

ますが、橋梁の耐震ということで支承等の取り

換えを行う特殊な工事といったところがござい

まして、これに参加する業者が、今回は1者の

応募になってしまったということでございます。 

【深堀委員】 でも、それは事前にある程度、設

計した段階でわかっていたんじゃないんですか。

違うんですか。 

【馬場道路維持課長】 当方の想定におきまして

は、何者が可能性があるというところまでは記

憶がございませんけれども、複数者の参加者は

あり得るような想定をしておりました。 

【深堀委員】 あり得る想定だったんだけれども、

開いて見たら1者だったと。それで競争性が担

保されたのかという話についてはどうですか。 

【馬場道路維持課長】 あり得るというのはちょ

っと表現が悪かったと思いますけれども、参加

できる条件の入札であったというふうに思って

おりますが、結果的に1者になったことにおき

まして競争性ということでございますけれども、

手続上、1者でも落札可能としておりますので、

競争性としてはあったと判断はしております。 

【深堀委員】 1億4,400万円という高額な契約

ですよね。一般競争入札で1者しかこなかった

分について、一定競争性は担保されたというふ

うな認識なんだけれども、今後に生かすべき方

向性というのは何も持ち得ていないんですか。

これはもうこれで妥当だという認識を土木部と

しては持っていると理解していいですか。 

【馬場道路維持課長】 できるだけ多くの業者が

参加できるような形につきましては、関係部局

を含めて全体的に考えていきたいと思っている

ところでございますけれども、今回につきまし

ては結果的に1者ということだったのかなと思

います。 

【深堀委員】 何か最後は聞こえなくなってきた。 

 まあ、今後の課題というふうに認識をしてい

るとは思いますけどね。 

 最後に、陳情・要望に対する対応状況の376

ページですが、本会議等でもずっと提案してお

ります長崎南北幹線道路の未整備区間の話です

が、県の対応の中で丸が3つありまして、真ん

中のところに、「現在、長崎南北幹線道路の未

整備区間である都市計画道路浦上川線～時津町

までの区間については、これまでに、ルート検

討と費用対効果等の検証を行ってきておりま

す」と明記されておりますけれども、もう少し

その状況の報告をいただきたいと思います。 

【池田都市計画課長】 このルートが想定されま

す地域は、非常に住宅がはりついている、ちょ

うど谷間になった地形でございまして、ルート

選択とか工法の検討が非常に大変でございまし

て、しかも相当額がかかるということから、非

常に慎重な検討をしている状況でございます。

通常のルート検討よりも、その辺に時間がかか

っているというような状況でございまして、そ

れにつきましては、例えば市の意見とか町の意

見とか、そういうところを今、聞いている状況

でございます。 

【深堀委員】 ものすごく大きな、長崎県都の長

崎の大きな道路、南北幹線道路というのは大き

な課題なんですよね。もちろん課長がおっしゃ

るようにすごい地域なので、時間がかかるとい

うのはわかるんだけれども、行政側として、理

事者側として、大枠のスケジュール感というの

はどういうふうに思っているのか。いつぐらい

までにこういうことをしてというようなイメー

ジを、細かくじゃなくていいので、少し教えて
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もらえませんか。 

【池田都市計画課長】 先ほど申しましたとおり、

非常に予算的にお金がかかる事業でございます。

ですから、ほかの事業との進捗を見ながら、例

えば大きな事業が終了した後には、すぐ着手で

きるような。以前、予算の獲得についてお話を

技監がしたかと思うんですが、予算は、対前年

比でいくということもございますので、そうい

うところからの予算の確保ができる時期には着

手をしたいとは考えております。 

【深堀委員】 以前、いろいろ話をしておったら、

今の長崎県の大きな事業としては、高架事業が

ありますよね。さっき、スケジュールが出てい

ましたけれども、これが一定めどがつけばとい

うふうなイメージを持っておって大丈夫ですか

ね。 

【池田都市計画課長】 県としましては、さっき

言いました予算的な波というものを考えれば、

当然その後の事業というふうには考えておりま

すが、非常に条件整備、あるいは地元等の調整

というものにも時間がかかるということから、

できるだけ、そういう予算の確保できる時期に

着手したいというふうには考えております。 

【ごう委員長】 暫時休憩します。 
 

― 午前１１時４３分 休憩 ― 

― 午前１１時４３分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 再開いたします。 

 それでは、午前中の会議はこれにてとどめ、

しばらく休憩をいたします。 

 午後は、1時から新議会棟の説明会が行われ

るために、3時から委員会を再開し、引き続き

土木部の審査を行いたいと思います。 
 

― 午前１１時４４分 休憩 ― 

― 午後 ３時 ０分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 午前中に引き続き、審査を行いたいと思いま

すが、所管事務一般についての質問を受けたい

と思います。 

 質疑のある方はいらっしゃいますでしょうか。 

【吉村(庄)委員】 政策等決定過程の透明性等の

確保などに関する資料の412ページ、この間に

おける陳情・要望に対する対応状況というとこ

ろです。福島大橋、ここには新福島大橋という

ことで、名前は仮称でしょうけど。 

 つい先日、新聞を見ておりましたら、地元が

建設促進の総決起大会をやったと。もちろん松

浦市長もそれにはエールというか、当然地元の

意向に沿って云々ということは書いてありまし

たが、ここにも書いてありますように、この架

け替え、リニューアルということを含めて、県

としてはなかなか、今、必要性という問題につ

いて、地元の熱意はわかっておるばってん、ど

うかなというふうな感じでいろんなことを書い

てあるんですけど、一体どういうふうに今の時

点で考えておられるか。 

 と申しますのは、私の知人が、昔、役場にお

りました先輩で、地域の仕事などもされている

方がいるんですが、この新聞記事を見ながら、

私はお尋ねをしてみたんです、地元の思いとい

うのを。それは具体的にごたごたという言い方

はしませんが、新聞にも書いてありましたよう

に非常に熱意が、熱が入っていると、とにかく

熱望しているという状況で、それはいろいろ安

全性その他についてもですね。今の段階で絶対

に耐えられないというふうなことは言っておら

んけれどもという話はありましたが、とにかく

地元としては、相当数たっているという問題も
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ありまして、新聞報道のとおり非常に熱望して

いるという状況なんです。 

 このような熱望に対して、強い要望に対して、

県としての対応、ここに一応書いてありますけ

れども、どういう状況であるのか、再確認の意

味で、今の状態を確認する意味で聞かせてくだ

さい。 

【馬場道路維持課長】 412ページに書いており

ますとおり、県の対応といたしましては、現福

島大橋については長崎県橋梁長寿命化計画に基

づきまして適切な維持管理を行っていくという

ことで、現段階においては架け替えは予定して

おりません。また、耐震性能についても相当の

機能があるということです。 

 ただ、現在の橋梁の幅員につきましては、や

や狭いということは当方も認識しているところ

でございますけれども、機能的には大きな問題

がないということで、現況の橋をしっかり維持

管理していくといったところでございます。 

【吉村(庄)委員】 ここにそう書いてありますか

らね。 

 前に私も、県内の橋梁は、年数かれこれ含め

て、つくった時からの経過の中で、強度その他

が一体どういう状態なのかと聞いたことがあり

ます。皆さん方は、きちっと調査をしながら急

ぐものは急ぐと、重点的にずっとやっていくと、

予算も非常にかかることでもあるのでというこ

とでしたけれども。 

 ただ、ここはですね、先ほど言いましたよう

に、細かいことはいろいろ申し上げませんけど、

住民の皆さん方は、やってくださいという熱が

ものすごく入っているんです。だから総決起大

会みたいな形になったんですけれども。 

 そういうものと、あなたたちが言っている状

況と、乖離がちょっとあり過ぎるような感じが

私はするので、地元の意向に対してどういう気

持ちを持っているのかと。基本的には、県がし

た今までの調査の結果で重点的にやっていくと、

それはそれでいいんですけれども、そういう非

常に強い要望とあなた方が言っていることとの

関係における乖離がひどいものですから、私は

どうかなという感じがしているんです。いま一

度。 

【馬場道路維持課長】 確かに地元の新しい橋梁

の架設に対する熱意というのは、私たちもしっ

かり受け止めたいところでございますが、架け

替えとなりますと相当額の予算も必要になりま

すし、その必要性といったところをしっかり説

明し、国の補助等もいただくような形になりま

すので、現時点では、幅員が狭いということは

認識しつつも大きな支障はないということで、

架け替えの予定は現在のところないというよう

なことでございます。 

【吉村(庄)委員】 いいです、状況を聞いておき

ます。 

【ごう委員長】 ほかに質疑のある方はいらっし

ゃいますか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 では、次に、所管事務一般につ

いての質問はありませんでしょうか。 

【宮本委員】 所管事務一般について、質問をさ

せていただきます。 

 先ほどの吉村(庄)委員の質問にも関係してく

るかと思いますが、幾つか質問をさせていただ

きます。私の方からは、橋の長寿命化といいま

すか、橋の塗装についてお尋ねをさせていただ

きます。 

 長崎県管理の橋の塗装についてでありますけ

れども、県民の安全で安心な生活を守る、確保

するということからすると、道路、インフラと
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いうのは非常に必要不可欠なものであると、大

事なものであるというのは、もう言うまでもあ

りません。 

 ただ、先ほどとちょっと絡みますけれども、

高度成長期に建設された橋梁、橋については、

今もあったとおり非常に老朽化が進んでいる現

状があると考えます。今後、修繕や架け替えを

必要とする、必ずそういう時は到来すると思っ

ております。 

 土木部では、このようなことに対して橋梁の

長寿命化計画というものを作成しておられると

聞いております。この長寿命化計画について、

幾つか質問させていただきます。 

 まず1つ目ですけど、橋の劣化が進行してき

て修繕する場合、対症療法的な方法と、事前に

劣化を判断して修繕を行う予防的な保全管理、

この2つについてはどのような違いがあるのか

というのをまず聞かせてください。 

【馬場道路維持課長】 橋梁の老朽化対策という

お尋ねでございます。 

 平成27年度に、長崎県橋梁長寿命化計画の第

2期というのを策定しております。その中で、

予防保全的な補修に移行していくということを

うたっております。 

 予防保全的な補修としましては、橋梁を技術

を持った者がしっかり点検を行いまして、橋梁

の健全性を判断し、補修必要な箇所を早期に発

見をして、適切な時期に補修を行っていくとい

うものでございます。損傷が大きくない段階で

補修を行うことによりまして、結果的には橋梁

を良好な状態で長持ちをさせまして、また、維

持管理費としても長期的にコスト縮減につなが

っていくということでございます。そういった

計画に基づいて、適切な補修に努めてまいって

いるところでございます。 

【宮本委員】 予防的保全という形で進めていき

ますということであります。もちろん全体的な

費用とかを考えますと、この方がもちろん長く

使えて、そしてまたコストも削減できる、縮減

できる利点があることは、今ご答弁があったと

おりであります。 

 そうするならば、最近の橋梁の補修状況につ

いてお聞きいたします。 

【馬場道路維持課長】 県の橋梁長寿命化計画と

しましては、第1期の計画におきまして、平成

20年度から平成26年度までの間に363の橋梁の

補修を実施しております。事業費は109億円程

度を必要としておりました。 

 また、平成27年度から平成36年度の10年間を

第2期として計画をしているところでございま

すが、その中では218橋梁を実施していくとい

うことで、平成28年度までには、そのうち36橋、

事業費では41億円で実施をしているところで

ございます。残る橋梁についても、しっかり予

算を確保しながら、適切な時期に補修をしてい

きたいと思っているところでございます。 

【宮本委員】 平成20年度から平成26年度まで

は363橋を補修、そして第2期となる平成27年度

から平成36年度までは218橋ということであり

ました。 

 そもそも、長崎県管理の橋梁は幾つあります

か。 

【馬場道路維持課長】 2メートル以上の橋梁に

つきまして、現時点で2,099橋がございます。 

【宮本委員】 結構な数がありますね。2,099橋、

2メートル以上ということであります。第1期に

363橋、第2期に218橋でありますから、580橋

ぐらいを平成36年をめどにという形ですね。予

防的保全によって、これがずっとスパンが長く

なる方向にいくんでしょうから、2,099橋を回る
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には相当な年月がまだかかるという認識をさせ

ていただきました。 

 今後の長崎県における長寿命化計画の概要に

ついて、簡単にで結構ですので、教えてくださ

い。 

【馬場道路維持課長】 今後の計画ということで

ございますが、第2期の計画が平成36年度まで

となっております。218橋を対象として、現在、

36橋をやっているということでございます。 

 今後につきましては、やはり計画的に、予算

を平準化しながらやっていく必要がございます。

年間19億円ぐらいを想定した中で、できるもの

をやっていきたいと思っております。併せて耐

震補強等もやっていく計画にしております。 

【宮本委員】 わかりました。 

 橋梁の塗り替えについては、ＰＣＢや鉛、ク

ロムという有害物質が含まれている場合がある

と勉強させていただいたところであります。こ

ういった有害物質がある場合、ない場合、さま

ざまあるかもしれませんけれども、その塗り替

えの方法が、乾式方法と湿式方法という2つが

あると聞いております。 

 これは確認ですけど、県は、どちらでほぼほ

ぼされているでしょうか。 

【馬場道路維持課長】 数値等について、若干補

足をした上でお答えをいたします。 

 塗装の塗り替えということになりますと鋼橋、

メタルの橋梁ですので、先ほど県管理の橋は

2,099橋と申しましたけど、そのうちメタル、鋼

橋につきましては230橋であります。そういっ

たところに今後、塗装の塗り替えを行っていく

ということになります。 

 県では、これまでは一般的には乾式の手法を

とりまして、研磨剤を高速で吹き付けて既存の

塗装をはぎ落すという手法を用いているところ

でございます。 

【宮本委員】 これも有害物質を点検された上で

の工法だと思いますけれども、先ほども申しま

したとおり、予防的保全という観点、そして人

的影響を考えた時、やはり乾式よりも湿式の方

を推奨すべしと国土交通省が言っていることも

認知しております。 

 こういった形を、長寿命化計画でも今後、県

としても考えていくべきじゃないかなと、工法

について。予算とかがあるので、なかなか厳し

い面もあると思いますけれども、人的影響、環

境保全について、乾式と湿式、これはどちらが

優勢か、今後、県としても考えていくべきとこ

ろであると思いますけれども、それについて、

もう一回お答えいただけますか。 

【馬場道路維持課長】 先ほど、乾式についてご

説明いたしましたが、湿式といったものは、既

設の塗装に薬剤を塗布しまして既設の塗装をは

ぎ落すというふうなことでございます。乾式と

比較しますと粉じん等が少なくて済むというメ

リットがございます。ただ、一方では決して安

価ではないと聞いている次第でございます。湿

式については新しい工法も出てきているという

ことでございますので、今後補修をしていく橋

梁の特異性とか周辺環境等、あるいは既設の塗

装がどういった種のものが含まれるか、そのあ

たりも分析をした上で、適切な工法を選定しな

がら実施していきたいと思っているところでご

ざいます。 

【宮本委員】 わかりました。ありがとうござい

ます。 

 実は、橋梁の塗り替え、長寿命化については、

国でも動きがあっているところです。昨日、12

月7日に参議院の総務委員会がありまして、イ

ンフラの老朽化対策、特に橋の点検・修繕とい
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うことで、我が公明党の秋野公造参議院議員が

質問いたしました。 

 これは大きな流れが出てきているかと思いま

すので、一応確認ですけど、野田総務大臣に対

して、今後は公共設備、総合的管理、点検、老

朽化対策の重要性をしっかりと総務大臣も確認

されたと。その上で、今年度、道路や建築物を

効率的に長寿命化を行う地方公共団体に対して、

地方単独事業の地方財政措置の対象としますと

いうふうな形で、要は交付税措置をやりますと

いうようなことも出てきています。同時に来年

度においては、老朽化対策に取り組む地方公共

団体の地方財政措置を拡充しますというような

ものも引き出していますので、今後大きなつな

がりが出てくるかと考えております。 

 ですから、道路や橋梁などの建築物の長寿命

化対策にいかに効率的に取り組むかと、そこに

予防的保全という考えをもって取り組む地方公

共団体をしっかりと国としてもバックアップし

ていきますというようなものが出てきておりま

すから、橋梁の長寿命化対策、塗装の塗変えに

おいてもそうでありますけれども、しっかりと

対応をとっていただいて、環境、人体的影響も

しっかりと考えて、今後取り組んでいただきた

いというふうに思っております。橋の塗り替え、

長寿命化については以上であります。 

【ごう委員長】 ほかに質疑がある方はいらっし

ゃいますか。 

【深堀委員】 幾つかあるので、時間は20分な

ので、とりあえず進めますけれども。 

 まず、ＪＲ長崎本線連続立体交差事業の件で

す。冒頭説明がありまして、事前にも話を聞き

ました。理由は、構造が一体構造から分離構造

に変わったという説明は受けたんだけれども、

それはどうして変わったというか、今の時点で

そういう話になった、その理由ですよ。そのあ

たりが全くわからなかったので教えてください。 

【池田都市計画課長】 構造的な変更の理由でご

ざいますが、新幹線が長崎駅に連続立体交差事

業とともに並行して入る形になりますが、新幹

線の事業認可になったのは平成24年で、その後

に詳細設計に入った段階で、高さとか駅舎の構

造、そういうものの詳細設計に入った段階で変

わってきたと。 

 具体的には、途中にある橋梁の高さとか、そ

ういう桁高から変わってきた。あるいは、高さ

が変わった関係で、連続立体交差事業の高架構

造も、杭の構造とか高架の形式、そういうもの

が変わってきたということでございます。 

【深堀委員】 だから、具体的にいつ、この変更

をすることになったのか。 

【池田都市計画課長】 平成24年に諫早－長崎

間の新幹線の事業認可がおりましたが、その後、

詳細設計に入りまして、デザインの検討を平成

26年から始めて、その折に構造的な変更も伴っ

て検討に時間を要したということでございます。 

【深堀委員】 そうしたら、平成26年の段階で、

この工期は平成30年度には間に合わないとわ

かっておったということか。 

 なんで今の時期に、平成29年の12月の段階に

なって、平成30年度までに高架の切り替えをや

りますと言っていた分が平成31年度までかか

りますというふうになったのか、そこがよくわ

からない。 

【池田都市計画課長】 構造の変更を検討する中

で、いろいろな施工方法とかで工期の短縮がで

きないかというような検討もしてまいりました。 

 今回、この事業認可の変更についてご説明い

たしましたのは、それとともに並行して国の方

とも協議をしてまいりまして、国の事業認可が



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月８日） 

- 30 - 

下りたのが先月、11月の末の時点で事業認可の

変更を認められたということでございます。 

【深堀委員】 ということは、それがはっきり動

いたのは先月の話だということなのね。国の認

可が先月と言われたから、11月のことなんです

ね。そこではっきりわかったと。 

 そういう説明なんだけど、資料として出され

ていますね、スケジュールがこう変わっていま

すというもの。これを見ると、デザインの検討

が1年間延びているという表になっているでし

ょう。あとの実際の期間は4年間で変わってい

ないわけだから、デザイン検討が平成27年度ま

でかかった段階で、この高架の切り替え時期が

平成31年度末までかかることはわかっていた

んじゃないのかなと、私は思ったんですよ、資

料を見た時に。その整合性はどうなんですか。 

【池田都市計画課長】ある程度、工期への影響

があるということは当然予期できたということ

で、先ほど申しましたとおり、できるだけ当初

の計画どおりに事業を進めるということでござ

いますが、この事業期間につきましては国の認

可を受けて初めて公表できる話でございまして、

もちろん我々は、そこの手前の段階で事業期間

が少し延びることは予想はしていたということ

でございます。 

【深堀委員】 今さらいろいろ言っても、この期

間は変わらないのはもうわかっているんだけれ

ども、そのあたりはどういう理由でそうなった

のかというのを確認したかったものですから聞

いています。 

 資料の説明の中で、平成34年度の新幹線の開

業に影響を与えることはありませんと書かれて

います。確かに新幹線の開業に影響はないだろ

うけれども、実際に高架への切替えが1年ずれ

ることによって、もちろん県民・市民生活に与

える影響はありますよね。当たり前ですけど、

踏切がなくなるのが1年間延びるという問題。 

 そして、ほかの長崎市が行っている駅周辺の

事業や、県が行っているのは高架事業ですけど、

市の事業とか、新長崎駅の整備に関するいろん

な事業に影響はないんですか。 

【池田都市計画課長】 2点の影響についてのお

話ですが、まず県民生活への影響というのは当

然。4カ所の踏切を撤去するということで事業

を進めておりますので、その4カ所分が撤去で

きないことに対しては県民生活への影響は少な

からずあると、その点については非常に申し訳

ないということでございます。 

 もう一つの駅前広場に関しましては、長崎市

の事業で行っているものでございます。お手元

の資料に航空写真がありますが、東口駅前広場

は国道に面した部分でございますが、駅前広場

につきましては在来線を撤去した上で工事をや

るということで、その辺の影響は出てまいりま

す。 

 ただ、段階的に、そういう施工をする中で歩

道の動線の確保とか、車をできるだけ駅に近づ

けるとかというものは今まさに検討をしながら、

少しでも県民生活に影響がないようにしてまい

りたいというふうに考えております。 

 また、駅の玄関口として、この下の方、西側

の方に西口駅前広場というものがございます。

これは長崎市が今度建設を始めます交流拠点施

設と駅との間にできる広場でございますが、こ

の広場は確保いたしまして、ここへの車でのア

クセスは確実にできるということでございます。 

【深堀委員】 わかりました。だから、長崎市が

行う事業にかなり影響を与えるということです

よね。そのあたりは当然、事前にいろんな協議

をやられていて、そこは齟齬がないようにやら
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れているというふうに認識をしておっていいで

すか。 

【池田都市計画課長】 長崎駅の地域には非常に

たくさんの事業が入ってまいります。我々が行

っております連続立体交差事業、新幹線事業、

交流拠点施設事業、それから区画整理といって

も、その中にライフラインが入ったり、道路を

つくったり、公園的なものをつくったり、駐車

場をつくったりといういろんな事業がございま

して、それぞれの事業者が一堂に会して工程を、

月に2回ずつ、密な工程を立てるということで、

できるだけそこの中でも工程を短縮できるよう

な方策がないかということを検討しているとこ

ろでございます。 

【深堀委員】 遅れることは、先ほどからの説明

の中で理解はするんだけど、その後、今から先

も各事業者としっかり連携をして、齟齬がない

ように、できる限り工期が短縮できるような形

で、県民生活に与える影響を最小限に抑えるよ

うな努力をぜひお願いしておきたいと思います。 

 それと、駅関連でもう一つだけ教えてほしい

んですが。 

 駅舎の屋根の図面をいただきました。平面図

というかね。その中で、在来線と新幹線が隣合

わせになっているわけですけれども、改札の場

所はどういうふうに置くのか。結局乗降客の動

線ですよ。例えばバリアフリーの問題もありま

す。結構高さがあるところで乗り降りをするわ

けだから、その後、そこに来るまで、そして出

る時の動線がどのようになるのか。そして、バ

リアフリーの対策は十分検討されているのか、

そのあたりをお尋ねしたいと思います。 

【池田都市計画課長】 駅舎につきましては高架

構造になっておりまして、要するに2階から1階

に下りるという形になります。改札につきまし

ては1階に設けるということで、その改札を通

ってホームの方に行くわけですけれども、改札

口から上っていくものについては中央に階段、

エレベータ、エスカレータを設置すると考えて

おります。 

【深堀委員】 改札が1階ということは、旅行客

が来たとしますと、エレベータか階段で１階に

降りて改札を抜けます。その後、例えば今の長

崎駅の前の大黒町商店街の方に行くとすると、

国道202号は平面横断できませんよね、今の駅

の前はですよ。ということは、また上って、下

りてという動線になりますね。駅の前を通って

国道202号の対面側に移動する時の動線を考え

た時に、どういう動きになるのかというのが非

常に気になっていて。 

 新県庁舎側に現段階ではつながりませんよね、

新幹線が来ても。将来行けるようにするとなっ

た時に、改札が1階にあることによって、また

動きが複雑になることも想定されるのではない

か。そういったいろいろな懸念を感じているん

ですけれども、その点についての対策はどうい

うふうに考えていますか。 

【池田都市計画課長】 このデザインを決めるに

当たってデザイン検討会議を開催いたしまして、

歩行者の動線をどう確保するかということをま

ず検討しております。その段階では、国道202

号線においては、一番最初は平面で横断をする

ということで、主な動線としては、改札を出て

そのまま、広い歩道があって、その延長線上に

横断歩道を設けるような、正確には延長線上と

いうわけではないんですが、202号を渡る動線

があります。 

 それから、もう一つ構想しておりますのは南

側への動線。要するに、先ほどおっしゃいまし

た県庁側への動線というものも構想いたしまし
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て、南側に改札を設けて、将来的には県道を歩

道橋で渡して県庁側に行くという構想も持って

いるところでございますが、現段階では、改札

は1カ所しか設けられないとＪＲ側から言われ

ておりまして、南側の動線につきましては、1

階に降りて、1階の西側の駅前広場を通って、

旭大橋の下を横断歩道で渡って、浦上川線を横

断歩道で渡っていくというような動線計画にな

っております。 

【深堀委員】 デザイン会議で種々議論はされた

と思います。先の事業がまだ決まっていない部

分も、旭大橋関連もありますけれども、旅行客

というか、そこを利用する人たちの動線の確保、

いかにスムーズな移動ができるかということは、

今のうちにしっかり検討していかないと、でき

上がったはいいけれども、こんな妙な動きをし

なければいけないということになっては、後に

なれば取り返しがつかないことにもなりかねな

いので、しっかりそこは議論をというか、実際

にやるのはＪＲなんでしょうけれども、そこに

しっかりと行政として意見を言っていかないと

いけないと思いますので、そのあたりはお願い

をしておきます。 

 時間はまだありますね。そうしたら、別件で

お尋ねをしたいと思います。 

 まず、「平成29年度事務事業の評価結果につ

いて」の7ページで、3世代同居・近居促進事業

の評価の中で見直しの方向という項目があって、

「具体的には、子育てサークルなど通常は捕捉

しにくいターゲットへの周知方法や、子育てし

やすいエリアでの3世代同居・近居促進事業の

重点的なＰＲなどの他、親世代側の移住・住み

替えを前提とした」云々と、支援策も検討する

というふうに書かれているんだけれども、もう

少し具体的な説明がいただけないかなと思うん

ですけれども。 

 これまで、この事業を始めて、なかなか実績

が伸びていないという実態があって、それに向

けてこういった見直しの方向性を書かれている

というふうに思うんだけれども、もう少し掘り

下げて、具体的な中身をご提示いただけません

か。 

【三原住宅課長】 3世代同居・近居促進事業に

つきましては、使われるであろう世代をターゲ

ットにしたＰＲをやるべきだというふうに考え

ておりまして、そのために、例えばＰＴＡ新聞

に載せたりとか、あるいは一般の新聞に載せた

りとか、そういうＰＲを行っております。 

【深堀委員】 それぐらいなのか。それぐらいだ

ったら、何かもう少し考えていかないといかん

のじゃないですかね。 

 見直しの方向で、もう一回繰り返しになるけ

れども、「通常は捕捉しにくいターゲットへの

周知方法や、子育てしやすいエリアでの3世代

同居・近居促進事業の重点的なＰＲ」と、それ

はどういう意味ですか。 

【三原住宅課長】 10月の予算決算委員会でも

堀江委員からご質問があったと思うんですけれ

ども、各市町によってエリアが、近いところも

あれば遠いところもあったりとかしましたので、

ひょっとしたら、遠いがためにできなかったと

かというのがあったりしますから、そういうと

ころを情報交換をしながら、近くでも遠くでも

できますよというようなことができないかとい

う意味だと思います。 

【深堀委員】 これ、住宅課でつくっているんで

しょう、事務事業の評価結果の分って。違うの

かな。見直しの方向というのは、住宅課がつく

った内容じゃないのか。よそが指摘した内容な

のか、どうなのか。ちょっとわからんのやけど。 
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【三原住宅課長】 住宅課でつくっております。 

【深堀委員】 あまりこれに時間をかけてももっ

たいないので、しっかりやってくださいね。見

直しの方向と書かれてあるわけだから、よりそ

れを具現化していく。それがＰＴＡ新聞とかぐ

らいでは、私は効果は発現しないと思うので、

より、ＰＲやいろんな形の周知をやっていくべ

きだというふうに思いますので、お願いしてお

きたいと思います。 

【ごう委員長】 休憩いたします。 
 

― 午後 ３時３８分 休憩 ― 

― 午後 ３時３９分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 再開いたします。 

【野口土木部技監】 3世代同居・近居促進事業

の今後の見直し方向について、ご説明いたしま

す。 

 初年度の平成28年度は、全体で32件という非

常に少ない数字でございまして、それを平成29

年度は、もともと中古住宅の購入しか対応でき

ないということを新築住宅にも拡充いたしまし

て、なおかつ、今年度上半期だけでも96件、相

談件数で518件きておりました。 

 この成果が何だったかといいますと、子育て

世帯、子どもたちがたくさんいるところ、保育

園、幼稚園あたりに十分な広報活動をやった成

果が今年度にあらわれております。 

 今後は、平成30年度に向けての見直しにつき

ましても、今年度をよく検証いたしまして、さ

らに不足分があれば、そういうところに拡充し

て新たな広報戦略を持って取り組んでいきたい

というふうに考えております。 

【髙宮土木部参事監】 ＰＲ方法について、補足

して説明させていただきたいと思います。 

 県といたしましては、この3世代同居・近居

促進事業のＰＲといたしまして全世帯広報誌、

さらには新聞での広報、チラシ、あるいははり

紙等の本庁や地方機関での配布、掲示等も行っ

ております。さらに市町におきましても、同様

な方法によりまして、この周知を図ってきてい

るところでございます。 

 それと、県住宅課だけではなくて、こども政

策局のホームページとか、あるいはながさき子

育て応援アプリにも情報を掲載しております。

さらに、建設関係団体への説明等も行っており

ます。 

 今後とも、先ほど住宅課長からございました

けれども、さらに市町とかこども政策局とも連

携を図りまして、ＰＴＡ機関紙であるとか、子

育て関連施設等に対してもＰＲを実施して、今

後に向けてさらにＰＲ活動をやってまいりたい

と思っておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

【深堀委員】 丁寧な答弁をありがとうございま

した。理解できました。 

 時間なので、一旦終わります。 

【ごう委員長】 ほかに質問のある方はいらっし

ゃいますか。 

【髙比良委員】 幾つかあるんだけれども、まず、

総合戦略のＫＰＩのことで、建設技能労働者の

就職件数というのがあるよね。これは長期総合

計画の数値目標でも同じ数字が掲げられている

んだけれども、そのことに関して、まず質問を

いたします。 

 「長崎県総合計画 チャレンジ2020 平成28

年度の数値目標の進捗状況」4ページに掲げら

れている表で、H28からＨ32で881件ずつとな

っていますね。Ｈ28については算定中というこ

となんだけれども、この具体的な取組はどうい

うふうにしているのか。建設労働者緊急育成支
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援事業を活用してやっていますとなっているん

だけれど、それだけではわからないので、具体

的にどういうふうな取組をやっていますかとい

うことと、併せて881件の根拠は何かというこ

とを説明してください。 

【佐々建設企画課長】 建設技能労働者の就労件

数についてのお尋ねですが、これに関しまして

はですね…。 

【ごう委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ３時４４分 休憩 ― 

― 午後 ３時４４分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 再開いたします。 

【佐々建設企画課長】 産学官連携の人材確保育

成協議会を立ち上げておりまして、その中でい

ろんな活動をしております。 

 一つは、土木の関係に関する広報で、1万人

土木建築プロジェクト、皆さんに土木・建設業

に関して理解をいただくというような活動をし

ている状況であります。 

 加えて、建設労働者緊急育成支援事業を厚生

労働省の支援で建設業振興基金において実施し

ておりまして、これに関しましては、建設業へ

の就職を希望する離職者、あるいは新卒者、こ

ういった者を対象に職業訓練を実施して、それ

を地元の建設業に導いていくという活動をして

います。本県においては平成27年度から5カ年

計画で実施しておりまして、現在、33名が就職

されているという状況であります。 

 次に、881人をどういうふうに算出したかと

いうことでありますが、高校生の就職件数と一

般の状況を加味しまして、過去のデータから

881という数字を設定しているということでご

ざいます。 

【髙比良委員】 よくわからんな。 

 高校生の就職状況から勘案して、過去のデー

タから出しているという説明なんだけれども、

それが目標値になるわけだ。これは基本的に個

別職種ごとの、12職種ごとの実態というものを

把握した中で、どこまで補てんできるかという

か補給できるかと、そこに基づいた目標値でな

いと意味がないんじゃないですか。そういう調

査はやっているのか。 

 それと併せて、さっき、職業訓練の話があっ

たけれども、これはどこがやっているのか。ポ

リテクなんか、昔からやっているよね。ポリテ

クセンターとか、産業労働部関係、職業能力開

発関係でそういうことをやっているんだけど、

それとは別にやっているのか、その2点、説明

してもらえるか。 

【佐々建設企画課長】 先ほどの881に関しまし

ては、平成22年から、電気とか建設躯体、建設、

土木という職種ごとの実績を踏まえまして、例

えば平成26年は833人、平成27年は783という

数字で、不足する分を補うという数字から割り

出した881であります。 

 それと、建設労働者緊急育成支援事業につい

ては、産業労働部でやっている高等技術専門校

とか、先ほど委員がおっしゃった国の機関、ポ

リテクセンターといったものとは別の流れでや

っているもので、先ほど申し上げた建設業振興

基金というのが、厚生労働省の支援を受けて、

実際には大村にありますナークで、やっている

ということでございます。 

【髙比良委員】 電気とか機械とか土木とかと分

けた中でという話があったんだけれども、例え

ば左官とか溶接とか、あるいは型枠とか、そう

いった12職種の把握はしていないのか。そこを

埋めるという話ではないんですか。 

【佐々建設企画課長】 先ほど申し上げました電
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気とか建設土木の中で建設躯体というのがあり

まして、これが型枠とか大工とか、そういった

ものに相当します。 

 また、建設労働者緊急育成支援事業の中では

職種を分けていまして、まずは職人さんが少な

い鉄筋工から入っております。平成27年度は鉄

筋工9名、平成28年度に入りまして、鉄筋工に

加えまして型枠工の養成をやったと。平成29年、

今年度は舗装工と、地方では、特に離島の方で

は鉄筋、型枠という区別をつけずに、いろんな

仕事ができる人が求められておりますので、多

能工も今年度は10月に6人養成したところでご

ざいます。 

【髙比良委員】 どこまでのパイで需要があるか

といったことで、マンパワーをどこまで整備す

るかと、そこは経済的な状況というか社会的な

要因というのはいろいろあって、そういったも

のを背景として決まってくるんでしょうけれど

も、一般的な現在の話として人手不足分野とい

うふうに言われて久しいわけです。看護とか介

護とか保育士とか、そういうものと併せて建設

現場で働く労働者が不足してきています。長崎

からよそに出ている。よそというのは東京とか

東北とかね。 

 今後、オリンピック関係の事業もさらに進捗

をしていくこともあって、建設作業現場を担っ

ているマンパワーはもっと不足をしていくんじ

ゃないかというふうなことが言われているわけ

です。 

 実際、私なども小さな工務店だけれども、左

官がおらんとさねとか、あるいは、大工もちょ

っと足らんとさということで、需要があっても

何カ月も仕事をというか、発注者が先延ばしを

されるような状況にあるというふうに聞いてい

る。実際に私のところにもそういう声が寄せら

れています。 

 そうであれば、公共事業なども担っていく指

名業者の中で、今と同じような状況で発注をし

ていく限りにおいて、それを遅滞なく、きちん

と工期を守った中で円滑に作業をやっていくと

考えると、現場の従業員としてはどれぐらい要

るかというのは出てくるだろう、今までの積み

上げで。そして、実態を調べてみる。 

 さっき労務単価の話があったけれども、いろ

いろ調査をやっているよね。そういうことと併

せた中で照会をしていけばわかるはず、どれぐ

らい足らんのか。それは、もう建設業協会とし

てまとめているんじゃないかと思う。人手不足

だから、もっと自分たちもやっていかないとい

かんということで、いろいろやっている。だか

ら、そのデータはあると思うんだけれども、そ

ういうものと、この数値目標は符合をしている

のかといったこと。 

 この事業は建設労働者緊急育成支援事業を中

心としてやっているという話だけど、それにと

どまらないで、もし売り手市場がさらに拡大す

る可能性があるとすれば、そこへどうやって供

給をしていくかという本質的なものについて、

よりやっていく必要があるんじゃないかなとい

うふうに思っているわけです。そういう意味で

これを取り上げさせてもらったんだけれども、

この辺はどういう認識を建設企画課は持ってい

るのか。 

【佐々建設企画課長】 委員のご指摘のとおり、

充足率がどうなっているか、求人に対してどう

いうふうな就職がなされたかという数字を調べ

ています。これでいきますと、技能労働者の求

人が県全体で5,078人です。これに対して実際に

就職されたのが698人で、充足率でいきますと

約13％と。これをほかの業種と比べますと、農
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業あたりでは充足率は33％、林業では34％とい

う数字ですから、やはり委員がおっしゃるよう

に危機的な状態ということは否定できないとい

うふうに考えております。 

 どういうふうに足らないかというのは、これ

はマッチングが必要だというふうに我々は思っ

ていて、実際に職があって、働きたい人がどう

いう仕事をしたいのかというところがマッチン

グできていないんじゃないかと考えております。

数だけ揃えればうまいぐあいにいくのかという

と、そこがミスマッチなところがありますので、

業界の各支部を回って意見交換しておりますが、

そういった中で今は幹部の皆さんと話すことが

多いものですから、もうちょっと小さい企業の

皆さんと話をしてみたいというふうに考えてお

ります。 

【髙比良委員】 Ａクラスあたりは、そこそこに

要りようなところを持っているんじゃないかと

思うんだけれども、ＢとかＣとか、あるいはも

っと言えばＤとか、そういったところになると、

これはもう大変だと思っているんだよね。 

 まさに課長が言われたみたいに、要するにつ

なぐ、マッチングの役割をする、サポーターと

いうか、これは今いろんな分野でやっているわ

けですよ。広く言えば、例えば高校生の県内就

職について学校にサポーターを置いているとか

ね。あるいは、大学あたりのＣＯＣプラスとか、

いろんなことをやっているわけです。要するに、

県内への就職促進策について、いろんなところ

が連携をしている。 

 産学官という話が一番最初にあったけれども、

そういう仕組みの中で、いろんなマンパワーを

活かしながら結びつけていく、マッチング、ス

イッチングをやっている。これはぜひ必要だと

思っているんだよね、建設労働者、技能者に対

しては。これは強くやっていかないと、ますま

す求人、求職のアンバランスというか、さっき

の充足率、大変な数字だと思うんですよ。13％

と聞いて驚きました。この解消がいつまでたっ

てもできないのではないかと、私は、放ってお

けばもっと開いていくのではないかなというふ

うな危機意識を持っています。 

 今、農業では33％という話があったけど、農

林部はどういうふうにしているかというと、国

の経済戦略特区の中で地域指定を受けて、外国

からの労働者をたくさん入れましょうと。特に

今はベトナムということで、そっちの方に向い

ているんだけれども、そこは幾ら入れるのかと

いったら、年間300人入れますと。受入団体と

いうか管理団体の方から、それだけの需要があ

っているわけです。そこを埋めますよと。 

 日本人の新規就農者を確保するのももちろん

だけれども、今のようにやっていてはうまくい

かんだろうから、もうそこは早速、外国から入

れようやと。技能実習生をやって、一遍帰って、

そういうふうな経験というか知識を持つ人を具

体的に長崎で就職してもらうという制度をつく

ってやりましょうと、もう既に動いているんで

すよ。 

 そういう意味では、技能実習生などをもっと

入れていくということも含めて、人手不足とい

うか労働力確保対策は、土木部として、建設産

業を振興する、あるいは地域の活性化というこ

とで結びつけていくと、ウイングを広げて、ぜ

ひ取組をしてもらいたいというふうに思うんで

すよね。 

 さっき、ナークでやっていると。ナークでや

るのもいいけれども、高等技術専門校もいろん

な科目を持っているわけだから、もっと定員定

数を増やしてもらうという呼びかけをしてもい
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いと思うんだよ。ぜひ積極的に捉えてもらいた

いというふうに思います。これは喫緊の課題と

いうふうに思いますが、技監、どうね。 

【野口土木部技監】 おっしゃるとおり、これは

全国的な建設産業の問題でございまして、日建

連の試算では、今後10年間に技能労働者、技術

労働者100万人不足するというふうな推測も出

ております。 

 本県におきましてもご多分に漏れず、先ほど

建設企画課長がご説明しましたように、5,000

人の求人に対して600人程度でございます。

我々も非常に危機意識を持っておりまして、ま

ずは担い手対策としまして、佐世保工業とか長

崎工業とかの高校生の技術者の卵をまず県内に

呼び込もうと、県内に就職してもらおうという

活動を産学官連携でやっておりまして、これま

で学校訪問を建設業協会と一緒に回った結果、

微々たるものではございますけれども、全産業

では県内が53.4％、県外が46.6％と県内の方が

今は上回っております。ところが、建設業にお

きましては県内が44.6％、県外が55％というこ

とで、いまだに県外が多い状況でございますの

で、ここを逆転させて、担い手をまず確保した

いというのが1点で、県内高校生の県内建設業

への就職率をまずアップさせたい。 

 それと、委員がご指摘になりました海外労働

者の件につきましても、今後もっと前向きに検

討しようと、今、部内でも検討いたしておりま

す。 

 ただ、建設業協会におきまして、建設現場に

おける外国人労働者の入職に対して、コミュニ

ケーションの問題で少しアレルギーがあるのも

事実でございます。ですから、この辺をできる

だけ払拭して、外国人労働者の受入態勢につい

ても、今後、建設業協会と十分な議論を重ねな

がら、その方向性について検討してまいりたい

と思います。 

【髙比良委員】 産業労働部とも一体になって、

今ある仕組みを十分に活用するということも含

めて、ぜひ一緒に取り組んでもらいたいという

ふうに思います。 

 時間だろうけんが、あとは2巡目でいいです。 

【ごう委員長】 ほかに質問のある方はいらっし

ゃいますか。 

【吉村(庄)委員】 実は私も、髙比良委員から話

があった人材育成、人材確保について質問した

かったんですが、大分話が進みましたので、別

の点について質問をさせていただきます。 

 まず一つは、先ほど深堀委員からもありまし

た長崎駅周辺工事関連で、特に連続立体交差事

業の工程が、先ほどいろいろお話があったよう

な理由で、最終的には立体交差事業自体が1年

延びるという計画にならざるを得なかったと、

そういう状況になったという話だったですね。 

 私は、ここら辺についてあまりぴんとこない

んです、先ほどの説明の中でも。いろいろずっ

とやってきて、平成24年度に新幹線の認可が下

りた状況の中で、どうするか、こうするかとい

う話もありましたと。私は常日ごろ、長崎市の

ＪＲ長崎本線の関係における立体交差事業は、

10年以上遅れている、20年ぐらい遅れているん

じゃないかと思っているんですよ。特に浦上駅

付近の、そこだけに限りませんけれども、交通

量が多い中でＪＲの特急も含めてどんどん走っ

てきて、開かずの踏切とは言わぬけれども、非

常に市民生活に悪影響が出ているという状況が

ずっと。私は佐世保の人間ですけれどもね。 

 多分、部長や土木部次長、それぞれの担当の

ところも十分ご存じだと思うんですが、佐世保

の場合は、駅の高架と立体交差をする時に、理
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想的には実はいかなかったんですけれども、ご

承知のように制限付き立体交差というのをやっ

た。制限付きというのは、基本的には全部の立

体交差のところについて、産業用トラックとか

なんとか、大きいものも全部通れるようにしな

きゃいかんのですけれども、必ずしもそういう

ところまで、なかなか待っておっても進まない

という状況がありまして、それはもちろんＪＲ

関係の佐世保駅の改築、駅前のまちづくり、こ

ういうところとも関連しておったんですけれど

も、制限付き立体交差と。幾つかについては産

業用トラックでも何でも行けるようにする。そ

れ以外は、通常生活をする車が踏切を渡らない

でいい、人もそうだという状態をつくって、今

はずっときているんですよ。 

 しかし、私は県におらせていただいて、そう

いうことを申し上げた機会もあるんですけれど

も、長崎の場合はずっと遅れてきている。やっ

と浦上駅を高架にするという話でね。 

 県民の皆さんや特に長崎市民の皆さん方は、

新幹線の関係で新駅ができる時点においては、

そういう問題を全て解決をさせると、あなた方

県の、あるいはまたＪＲも含めて、長崎市のま

ちづくりも含めて、そういう考え方でやってき

たのではないかというふうに私は思うんですけ

れども、いや、ちょっと待ってくださいと、2

階のところで新幹線と在来線が、高さがどうだ

こうだということの中で、実はこういうことに

なったんですよと、こういうふうに聞こえてね。 

 そういうところについて、市民生活との関係

における立体交差、踏切の取扱いについて、あ

なたたちは非常に何といいますか、考え方が何

か、状況に左右された中でずっと遅れていると、

こういうふうに私は判断せざるを得ないんです

けれども、いかがですか。まず、このことにつ

いて見解を聞かせてください。 

【池田都市計画課長】 事業期間につきましては、

確かに事業効果のことを考えれば、1日でも早

い開業が県民生活に反映できるものだというふ

うに思っております。 

 ただ、こういう高架事業につきましては、当

然線路を引いて最終的にそこに列車が走るとい

うことで、例えば2.5キロメートルの間に1カ所

だけでも支障があれば工事が、供用が遅れると

いうことがございます。 

 ですから、我々としては、新幹線事業と連立

高架事業は事業の目的が違うんですけれども、

まちづくりの中でこれを一体的に整備する効果

は非常に高いものだと考えております。結果と

して1年間遅れたことに対しては非常に申し訳

なく思っておりますが、今後とも調整を進めて、

1日でも早い開業に努めたいというふうに思っ

ております。 

【吉村(庄)委員】 次長か技監、そこら辺にお尋

ねしたいですが、私は、新幹線の問題が、長崎

－武雄線をずっとやってきてどうするこうする

というもっと前に、長崎市内の中心部の立体交

差事業は終わっておくべきだったというふうに

思っているんですよ。もっと前に。 

 それがずっと遅れている中で、新幹線事業と

の関係で一体的にというのは、今話があったよ

うに、そう思わざるを得ないです、今となって

は。今とというのは、こういう状態になってか

らは。 

 しかし、佐世保だって、新幹線は来ませんけ

れども、いろんな弱点がある、支障がある中で、

ＪＲとの関係その他も含めて、県も国もＪＲも

一緒になって、一定の時期にはそういう事業が

できたじゃないですか。 

 だから、それはもうおっしゃるとおり、ずっ
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とやっていく過程の中で1カ所でも遅れれば、

それは遅れますよ。遅れますけど、あなた方の

考え方の中で、新幹線と一体になっても、ちょ

っと遅れるという状態が出てきている。 

 目的は別なんですから、もっと前に、立体交

差は長崎市の中心部においてはできていなけれ

ばならなかった。問題になっていたでしょう。

開かずの踏切というふうな言い方も、例えば大

都会のもっと緊急に改良を要するようなところ

ほどにはないけれども、長崎市民の皆さん方に

とって、特に中心部の皆さん方の経済活動、日

常の生活、いろいろ問題が残っておったと私は

思うんですが、そういう認識があなたたちは薄

いというふうに私は思うので、そこのところの

見解を聞かせていただきたいと言っているんで

すよ。 

【野口土木部技監】 おっしゃるとおり、市民生

活を考えた場合、連続立体交差事業を先にやる

という話はあったと考えております。 

 ところが、長崎県の念願であります新幹線、

これはもうぜひとも長崎駅まで引き込みたいと

いうことでございまして、先ほど都市計画課長

もご説明しましたけれども、平成24年に新幹線

ルートが長崎まで乗り入れるということがはっ

きりしました。 

 それ以前から連続立体事業は起こしておりま

したが、連続立体交差事業を先行することによ

って、新幹線が入ってきた時に手戻りが生じて

はいけないということで、やはり新幹線と同時

に事業を進めるべきだという判断のもとに、今

現在、進めているところでございます。 

【吉村(庄)委員】 そういう認識は悪いとは言い

ませんよ、遅ればせながらと私も。だって、新

幹線の問題の前にできておかんばいかんですよ、

私に言わせたら、浦上付近その他を含めて。私

もずっと長崎に、県議会議員になる前だってし

ょっちゅう来ておりましたけど、本当に長崎は

そういう点では遅れているなと。新幹線がどう

だこうだという話は、もちろんある時期にあり

ましたけど、もっと前から私はそういうふうに

思っていましたから、認識を改めていただくこ

とをぜひ願いたいと希望しておきますがね。 

 そういう立場からいけば、事情があって1年

遅れるという状況については、先ほどもあった

けれども、それは遅れるという結果になりつつ

あるけれども、一日でも早くそういう事業は全

体として進むという認識で、県あたりはもっと

積極的に、もっと熱意をもって、持たないとは

言わぬけれども、しっかり頑張っていただきた

い。こういうふうに私は思うわけですよ。 

 それから、河川と道路の維持についてお尋ね

します。 

 「平成29年度事務事業の評価結果について」

という資料でいきますと15ページです。河川課

で、評価対象事業件数が幾らで、改善が幾らで

云々、現状維持がどうだというふうに書いてあ

って、それぞれ調査をやったりですね。 

 1つには、国の補助事業採択に向けての調

査・設計及び整備計画の策定を行ったと、改善

をもう少し進めろと、こういうものがあります。

一番下に河川維持修繕費では、河川敷の掘削、

伐採等を行ったと、でもって適切に維持管理を

するということになっているんですけど、どう

なんですかね、道路維持を含めて。道路維持は

また具体的な例も言いますけれども、道路、河

川の管理、維持について予算が十分に取れてい

ますか。どういうふうな判断をしていますか。

まずそこから聞かせてください。私は、十分じ

ゃないというふうに思って話をしていると前提

に置いてくださいよ。 
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【川内河川課長】 河川関係の掘削とか浚渫、伐

採とか、そういう維持関係の件をお聞きという

ことで理解しております。 

 例えば平成28年度、全県下で河川関係の要望

が535件ございまして、そのうち対応しており

ますのが246件でございます。46％、50％程度

を対応していると。 

 伐採、河床掘削に限りますと189件の要望が

出ておりまして、そのうち64件を対応している

ということで、浚渫・伐採については35％程度

の対応でございます。 

【吉村(庄)委員】 その状況はわかりました。道

路維持についてはどうですか。 

【馬場道路維持課長】 道路の維持管理について

の予算的なことにつきましては、こまごまな除

草であるとか、そういったものに使用している

維持補修費につきましては、平成29年度予算で

約20億円でございます。その他、橋梁の補修費

であるとか、道路の舗装の補修費であるとか、

そういったものを国の補助を交えながら対応を

しているところでございますけれども、単独費

予算については、できるだけ対前年度比97％と

かということで一定確保いただいて、十分足り

ているかということでいけば、その中でしっか

りやっていくと、工夫をしながらやっていって

いるということでございますが、国の補助等に

つきましては、現在は厳しいなというふうな思

いを持っているところでございます。 

【吉村(庄)委員】 河川の問題で、要望があって

云々という話をされて、何パーセントという話

をされましたけど、河川についても、道路もそ

うなんですけれども、例えば1年に何件あった

と、平成28年で結構ですが、何件やって何パー

セントぐらいと。 

 あのね、1年過ぎていくと、やっぱりまた要

望が出てくるんですよ。今まで、そう案ずるよ

うにはなかったところについて、川の両脇から

樹木が成長してというふうな状況でね。何パー

セントしておけば、それで終わりということは

もちろんないです。残りもありますし、新たに

出てくるものもあるわけです。ここら辺につい

て、公共事業的な、いわゆる補助事業に該当す

るようなところについては、何とか国の予算を

一生懸命に頑張ってというふうなことになる。 

 その中間にある、該当するやろうか、せんや

ろうかというところについて、調査を行い、で

きるだけ補助事業に該当するような形にもって

いきたいと、これはいいですよ。 

 しかし、問題は、単独費用で措置しなければ

ならない、どうしても補助事業に該当しない、

こういう部分がかなり存在していると私は思う。

実際的に要望もありますし、具体的に一つひと

つはしませんけれども、そういうのがあります

から、常に土木関係で私は単独費用をどうする

かということを言っていますが、全体的に、ほ

かのことも含めてね。そういう努力をしていた

だきたいと私は思うんです。それを申し上げる

と同時に、道路の問題です。 

 実は、県北振興局で私の地元の一般県道につ

いて、こういう状況があります。 

 私は、今はまちの中におりますが、地元は半

島地域です。海側と山側、一般県道があって、

俵ヶ浦日野線です。山側のところが、集中豪雨

その他で、いつの間にか石ころが壊れる、崩れ

る、そういうのがある。大規模になった時には

公共災害ということになるんですけれども、そ

うじゃなくて、ずるずる、ずるずるという形と

か、いろんな形で出てくるんです。それから海

側、土手の方というんですか、法面というんで

すか、坂になっているところについても、年数
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がたつごとに弱くなって云々と。 

 だから、この前、県北振興局では、ほかのと

ころも重点的にやらなきゃいかんところは調査

をしたんだと思いますが、私の言っている一般

県道についても調査しました。そうしたら、き

ちっと対応をしなきゃならんところがかなり出

てきたんです、箇所数が。 

 私もたまたま、その崩れかかっているところ、

補修をしなきゃならないようなところの隣接地

に私の土地もありましたので、1つだけですけ

れども、境がどうだこうだという立ち合いをさ

せていただきまして、設計事務所に委託をした

結果、今年から来年に向けて予算確保をしなが

ら、予算のあるものについて一定のことをして

いこうと。一定のところについては用地買収も

やらなきゃいかん。少し規模を大きくせにゃい

かん。しかし、そうは言っても、そがんならん

ところについては、これだけのことでやってい

こうと。 

 ここでもやっぱり単独費用が問題になってく

るんです。単独費用の確保がどうなのかと。私

も担当のところで話をしよると、やっぱりです

ね、予算的な確保をね。 

 今、たまたま環境生活委員会におるとばいと、

こういう話をしよりましたら、そういうところ

で、確保するためにひとつ頑張ってくださいよ

と、こういう話が出てくるように、やっぱり予

算の確保が非常に難しいという状況になってい

ますからね。 

 こういう点について河川も、道路を中心にし

てほかにもありますけれども、そういうところ

にそういう考え方をもって頑張っていただきた

いと私は思うんですけれども、この件について

の見解を聞かせてください。 

【馬場道路維持課長】 補助で取りにくいような

道路法面の対応についてのお話ですけれども、

そういった事業に充てる予算としましては、単

独費用としては道路災害防除費がございます。

平成29年度予算としましては8.8億円でござい

ます。5年前、平成25年には10億7,000万円で、

毎年少し減少をしているところでございます。 

 我々としましても、そういった地域の要望に

しっかり応えていきたいというふうな思いは強

く持っておりまして、予算をしっかり確保して

効率的にやっていきたいと思っておりますが、

どうしても限られた予算の中で、優先順位を考

えながら緊急性の高いところをまずしっかり対

応していくといった方針でやっていきたいと思

っております。 

【吉村(庄)委員】 先ほど言いました道路維持関

係で言いますと、県北振興局がやっているよう

な調査と対応を全県下の振興局管内、島原だっ

て、壱岐だって、そういうところはたくさんあ

るんじゃないかと思いますが、そういう一斉的

な調査、点検はどういうふうにしていますか。

してあると私は、佐世保の県北振興局の例を見

て思ったんですが、どういう状況になっている

のか。 

 もうついでに次までいきますから。そういう

中で河川もあれも含めて、単独費用の問題につ

いて先ほどあったでしょう、来年度予算をする

時に97％に抑えてくださいよと。私に言わせた

ら、102、103ぐらいはやってもらわないと、ど

うにもならんという実態が現実にあると思うん

ですがね。後段の部分について、部長か、次長

か。前段の道路維持がありますが。 

【吉田土木部次長】 まず、振興局ごとに点検を

しているかというお尋ねがございましたけど、

それについては、例えば出水期の前とか、集中

的に、振興局長をトップに各振興局で点検を行
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っております。そういったことで危険個所とい

うのが散見される場合がありますが、道路維持

課長が言いましたように単独費が、どうしても

厳しい財政状況の中で制約があり、委員がおっ

しゃいますように、これを103に、110にという

ふうなことにはなかなかならないわけでござい

まして、その中で、繰り返しになりますけれど

も、いかにめりはりをつけて優先度、緊急度を

どの事業にもってくるかという中で、しっかり

と効率的・効果的な事業の遂行に努めていると

ころでございます。 

【吉村(庄)委員】 いろいろ申し上げますが、や

っぱり積極的な努力をね。そういうところは市

民生活、県民生活と密着している部分がある。

もちろん幹線道路をどうするというのは当然あ

りますけれども、そういう部分についても十分、

目を配っておらんとは言わぬけれども、今のよ

うに97％、95％とずっと下げていきよったら、

何にもできませんよ、というふうな状況になっ

てくるんじゃないか。 

 道路だって、昭和28年にできた道路について

は、どんどんやり直しているかもしれんけれど

も、その後、35年代、40年代の前半にできたも

のが、今から老朽化していくんです。こういう

ふうなことを私は切に申し上げて要望いたして

おきます。 

【ごう委員長】 1巡目で、ほかに質問はありま

すか。 

 そうしたら、2巡目の質問のある方が何名か

いらっしゃるようなので、今日はこれにてとど

めて、土木部関係の所管事務一般に関する審査

の途中ですが、本日の審査結果について、一旦、

整理したいと思います。 

 暫時休憩をとります。 

 

― 午後 ４時２３分 休憩 ― 

― 午後 ４時２４分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 本日の審査はこれにてとどめ、12月11日は、

10時から委員会を再開し、土木部の審査を行い

ます。 

 本日は、これにて散会いたします。 
 

― 午後 ４時２５分 散会 ― 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２ 日 目 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年１２月１１日 

自   午前１０時 ０分 

至   午後 ４時３９分 

於   本館５－Ａ会議室 

 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) ごうまなみ 君 

副委員長(副会長) 山口 経正 君 

委 員 野本 三雄 君 

 〃   吉村 庄二 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   中島 義 君 

 〃   下条ふみまさ 君 

 〃   髙比良 元 君 

 〃   堀江ひとみ 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   宮本 法広 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

土 木 部 長 岩見 洋一 君 

土 木 部 技 監 野口  浩 君  

土 木 部 次 長 吉田 慎一 君 

土 木 部 参 事 監 
(都市・住宅担当) 髙宮 茂隆 君 

監 理 課 長 天野 俊男 君 

建 設 企 画 課 長 佐々 典明 君 

建 設 企 画 課 
企 画 監 

溝越 恵介 君 

新幹線事業対策室長 鈴田  健 君 

都 市 計 画 課 長 池田 正樹 君 

道 路 建 設 課 長 大塚 正道 君 

道 路 維 持 課 長 馬場 一孝 君 

港 湾 課 長 近藤  薫 君 

港 湾 課 企 画 監 井手 浩二 君 

河 川 課 長 川内 俊英 君 

河 川 課 企 画 監 浦瀬 俊郎 君 

砂 防 課 長 田中 比月 君 

建 築 課 長 
（ 参 事 監 ） 

大場 光洋 君 

住 宅 課 長 三原 真治 君 

住 宅 課 企 画 監 﨑野 義人 君 

用 地 課 長 岡本  均 君 

 
 

環 境 部 長 太田 彰幸 君 

環 境 部 次 長 
兼環境政策課長 

山口 正広 君  

地 域 環 境 課 長 吉原 直樹 君  

水環境対策課長 田口 陽一 君 

廃棄物対策課長 重野  哲 君 

自 然 環 境 課 長 田中 荘一 君 

 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時 ０分 開議 ― 
 

【ごう委員長】 おはようございます。 

 委員会を再開いたします。 

 堀江委員におかれましては、請願審査の紹介

議員として、現在、文教厚生委員会に出席をい

たしております。 

 なお、野本委員からは、所用により、本委員

会の出席が遅れる旨連絡があっておりますので、

ご了承願います。 

 それでは、12月8日に続き土木部関係の審査

を行います。 

 議案外所管事務一般について、ご質問はあり
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ませんか。 

【宮本委員】 議案外所管事務一般について、数

点、確認の意味も含めて質問させていただきま

す。 

 まず初めに、この時期に確認をしたいことが

あります。それは、県道の佐世保世知原線、通

称板山トンネルの事業の進捗状況について確認

をさせていただきます。 

 と申しますのは、報道によりますと、来年の

春ごろに玄海原子力発電所の再稼働というのが

見込まれているという報道があります。ほぼ確

定であると思いますけれども、これを踏まえて

このことを考えてみた時に、佐世保世知原線、

通称板山トンネルというのは、世知原町を抱え

るところであって、半径30キロ圏内にあるとい

うところからして、板山トンネルというのは避

難経路の一つで、非常に重要であるというふう

に考えております。私としても考えております

し、皆様方もそうであると思います。 

 冬場は凍結、その他いろんな状況がある中で、

この板山トンネルができるできない、あるない

にかかわって非常に住民の方々、地域の方々は

不安に感じられているところが多いというふう

に思っています。 

 そこで、今回の玄海原子力発電所の再稼働に

ついて、今現在の板山トンネルはどういう形で

どこまで進捗しているのかというのをお聞きい

たします。 

【大塚道路建設課長】 板山トンネルの進捗につ

いてのご質問でございます。 

 板山トンネルにつきましては、これまでルー

トの検討、詳細設計等を行ってまいりまして、

本年の3月に、地元において説明会を行わせて

いただいております。 

 その中で、世知原側につきましては、基本的

に計画了承ということで用地交渉に入っており

まして、現在、世知原側の取付道路の用地交渉

を進めているところでございます。 

 佐世保側につきましては、地元のほうから、

トンネルを掘ることによる地下水への影響、こ

ういったものをもう少しきちんと調査をしてほ

しいというご依頼をいただいておりまして、現

在、今年度にその調査を行っております。その

結果が出次第、改めてまた地元のほうにお話を

差し上げて、了承いただければ用地交渉に入っ

ていきたいと考えております。 

【宮本委員】 世知原側に関しては用地交渉、そ

して、佐世保市はトンネルを掘ることによる地

下水への影響を今確認しているということです

ね。 

 どんなでしょうか、ずっと事業化に向けて少

しずつ進捗しているという認識で、まず確認で

すが、これはどんなですか。進みぐあいについ

て、年度によって早くなっている、遅くなって

いる、なかなか進まない、そういった感触はど

うですか。 

【大塚道路建設課長】 進捗につきましては、比

較的順調にいっているのかなというふうに考え

ております。 

 しかしながら、やっぱり佐世保側の地権者の

皆様が、地下水の影響というのを心配なさって

いるということで、そこはしっかり調査をして、

問題がないかどうかというのをきちんと確認し

た上でやっていきたいと思っております。 

【宮本委員】 用地交渉、そして地下水の件、難

しいところではあるかと思います。となると、

完成までにはまだまだ時間がかかるという認識

になると思いますけれども、それまで、時を待

たずとして、来年の春には、玄海原発は再稼働

になります。避難経路は非常に大事なところで
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はあるんですけれども、完成までの間、この避

難経路について、ちょっと難しいかもしれませ

んけれども、どういうふうに進めていくのか、

その点だけ確認させてください。 

【吉田土木部次長】 完成までの間の対応という

ことでございますが、本年の9月、原子力防災

訓練が実施された時には、佐世保市世知原町の

住民の方は、県道54号から小塚岳トンネルを抜

ける形で、避難所がある佐世保市三川内地区に

避難をされたというふうに聞いております。 

 板山トンネルができますと、そういう大回り

をせずに佐世保市街地方面に、悪天候のもとで

あっても真っ直ぐ南下をすることができるよう

になるわけですが、それまでの間につきまして

は、先ほど申し上げましたような代替ルートを

お示しする、また周知するなど、防災部局と連

携しながら、地域住民の皆様の安全・安心の確

保に努めてまいりたいと考えております。 

【宮本委員】板山トンネルができることによっ

て直通になるということで、非常に大事になっ

てきます。 

 ちょっと部局は変わるかもしれませんけれど

も、玄海原発の再稼働については、避難訓練も

行っているという状況、そして、また別の方面

ですけど、薬剤師会のほうでも、松浦市の鷹島

についてはヨウ素剤を配布したりとか、準備も

行ってきているというふうに聞いております。 

 しかし、避難経路というのは非常に大事であ

ると考えていますから、板山トンネルの事業の

推進、そして、一刻も早い事業についての強い、

強い要望をさせていただきます。よろしくお願

いします。 

 もう一点ですけれども、課長の補足説明資料

の中にもありました。これも今回確認をさせて

ください。「長崎県賃貸住宅の供給の促進に関

する供給促進計画の策定について」という資料

がありました。いわゆる住宅セーフティネット

法の改正になりますけれども、これについてち

ょっとお聞きしたいことがあります。 

 この新たな住宅セーフティネット制度、これ

は非常に大事な法案であると考えています。た

だ、14ページの図に書いてあるとおり、この賃

貸人、そして都道府県、住宅確保要配慮者、こ

の方たちの3つの柱がしっかりとなれば、これ

は非常にすばらしい法案であると考えますけれ

ども、なかなかここまで行き着くのには難しい

んじゃないかという気がします。 

 まず、確認ですけど、住宅確保要配慮者とい

う方々、長崎は「移住者も含める」となりまし

たが、単身とか新婚世帯、高齢者世帯、これは

登録は必要なんですか。まず確認です。この住

宅確保要配慮者に対しては、それ全部が対象に

なる、もしくは新たに登録しなければならない。

これは登録の必要はないんですか。 

【三原住宅課長】 要配慮者の登録ということで

すか。（「はい」と呼ぶ者あり）それは登録は

必要ありません。住宅が登録が必要なのであっ

て、配慮者の登録は必要ございません。 

【宮本委員】 登録は必要ないということで、わ

かりました。 

 この方たちを探すというか、対象になる方々

に対して住宅を提供する。非常に難しいかなと

いう気はしますが、そこに供給目標量というこ

とで、年間約290戸とあります。平成37年まで

に2,500戸とありますけれども、年間290戸、こ

れの目標の設定の仕方というんですか、どこか

らこの数字が出てきたのかというのを確認させ

てください。 

【三原住宅課長】 国の方から示されました「賃

貸住宅供給促進計画の検討策定の手引」に基づ
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きまして、登録住宅として活用が見込める住宅

の戸数を推計するとともに、県内における住宅

確保要配慮者を推定いたしまして算定する方法

としております。 

 具体的には、低額所得者、高齢者、子育て世

帯等につきましては、平成25年度にあります住

宅土地統計調査の統計値におおむね10年間の

増減予測をもとに、移住者とか、障害者とか、

そういう方につきましては、地域づくり推進課

とか、障害福祉課からデータを提供いただきま

して、それぞれの新たな住宅セーフティネット

登録住宅を推定いたしまして算定いたしました。 

【宮本委員】 わかりました。昨年だったですか

ね、移住者が四百数十名ということもお聞きし

ております。290が多いか少ないかですけれど

も、これだけの方々に提供できれば、それはす

ばらしい法案であると考えますけれども、そも

そもは賃貸人が、この住宅確保要配慮者の住宅

を登録しなければならない。そもそも登録をし

てもらわなければならない。幾つこの登録住宅

がくるかということになるかと思うんですけれ

ども、この住宅確保要配慮者が、こういう物件

がありますと、長崎県内には、住宅確保要配慮

者に対しての住宅がありますよという周知とい

うか案内、要配慮者の方々は、どのような形で

これを確認できる仕組みづくりにしようとされ

ているのか、そこを確認させてください。 

【三原住宅課長】 まず、登録されることによっ

て、全国版のホームページ上に載せられますの

で、そこでまず確認することができます。 

 あと、どういうふうにして周知していくかと

いうことなんですけれども、長崎県の居住支援

協議会というのを開いております。これには全

市町が入っているんですけれども、それとあと

宅建協会とか、その他関係団体も入っています

が、この中で協力を依頼したりとか、全世帯広

報紙に掲載したりとか、新聞広告とかを行って

いきたいと考えております。 

【宮本委員】 わかりました。これは、住宅確保

要配慮者の方々がこういったものがあるという

のを確認できないと進まないですから、やっぱ

りその周知の方法の徹底というものをしっかり

と行うべきであると考えていますから、それを

要望させていただきます。 

 もう一点、長崎県内に空き家バンクに登録さ

れている空き家というのは今どれくらいあるか、

わかりますか。 

【三原住宅課長】 そら覚えで申し訳ないですけ

れども、370戸ぐらいだったと記憶しておりま

す。 

【宮本委員】 そうしたら、その空き家バンクと

これはかぶってもいいんですか、悪いんですか。

そこも確認いたします。 

【三原住宅課長】 かぶることは可能だと思いま

す。 

【宮本委員】 となれば、空き家バンクというと

ころからも、この法律と抱き合わせて空き家の

活用推進というのが今後確実に進むであろうと

予期されるわけですね。ということであれば、

両方の面から空き家の活用、そしてまた、こう

いった住宅確保要配慮者の方々に対する支援と

いうのが出てくるという理解で大丈夫ですね。

これも長崎県として、全国的に始まりますので、

今から制度が始まるんでしょうから、しっかり

と周知徹底をして、仕組みづくりをしっかりと

今から練っていかれることを強く要望させてい

ただきます。 

 もう一点だけ。今月頭ですね、12月1日から2

日にかけて国土交通省の石井大臣が佐世保のほ

うに来ていただいてご視察いただきました。1
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日の夜に入っていただいて、2日の午前中です

ね、佐世保のほうになりますけれども、視察を

していただきました。これについてちょっと確

認をさせていただきたいんですが、この時に、

2日に、長崎県からも要望し、そしてまた、佐

世保市からももちろんですけれども、要望があ

りました。その中で関係部局としては、長崎県

のほうからは、2バース化を進めるということ

で要望が出ておりました。「長崎松が枝国際観

光埠頭の整備促進について」ということで、岸

壁延伸の整備促進とあわせて、2バース化の早

期事業化、これについて要望をされたと思いま

すが、これにおける石井大臣のご意見、そして

また、それに対する県の感触、どういったもの

であったか、お聞かせください。 

【近藤港湾課長】 先週の12月2日でございます

けれども、石井国土交通大臣が、国際旅客船拠

点形成港湾の指定を受けた佐世保港に視察に来

られた際に、中村知事のほうから、まず、佐世

保港の拠点港指定のお礼と佐世保港の整備促進

ということ、あわせて、県内の国際観光拠点と

なる長崎港についても両輪となりますので、長

崎港の受け入れ環境改善のための松が枝の2バ

ース化の早期事業化のお願いをしたところでご

ざいます。 

 これについて、大臣のほうからは、長崎港は

世界遺産と観光地や市の中心部が近い非常にい

い港というお話がございました。それで、国と

しましては、現在、大型船対策として、松が枝

岸壁の延伸工事をやっております。加えて、柳

埠頭の22万トン対応にする工事を進めており

ますので、まずは、整備している事業をしっか

りと仕上げていくことが大事だということをお

っしゃっています。2バース目につきましても、

既存の施設の効果並びに今後の需要を踏まえて

検討してまいりたいというふうに回答されてい

ました。 

【宮本委員】 わかりました。今度は長崎市のほ

うにもお越しいただいて、実際現地を確認して

いただきたいというふうに思っておりますけれ

ども、今回は、佐世保における国際クルーズ拠

点の整備についてのご視察でありました。土木

部長も前半、午前中ですね、同行されたかと思

いますが、今回は佐世保ですけれども、長崎県

内全体を考えた時のクルーズ船の整備促進、そ

してまた、江上交差点であったり針尾バイパス

もご視察いただきましたけれども、土木部長と

しての全体的な感触、どういったものがありま

したでしょうか。 

【岩見土木部長】 まず、今回、大臣にご視察い

ただいたことは、非常によかったと思っており

ます。 

 クルーズ船につきましては、佐世保港と長崎

港と両方で、受入体制の強化を図っていくこと

が非常に重要だと思っております。長崎県は、

福岡に次いでクルーズ船が多いですし、今後も

その需要が見込まれるということで、しっかり

とした受入体制、それから、クルーズ客が県内

の経済振興等にも寄与していくと、そういった

ことから総合的に、このクルーズ客の効果とい

うものを考えていく必要があると思っておりま

す。 

【宮本委員】 わかりました。今後とも、またさ

らなる強い要望を国に対してしっかりとしてい

ただきたいというふうに考えておりますから、

また私たちもしっかり頑張ってまいります。 

【深堀委員】 今の宮本委員との、長崎県賃貸住

宅の供給の促進に関する供給促進計画の件での

質疑の中で、供給する側の家主側へのそういう

住宅のＰＲで、いろんなところに載せてＰＲを
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するという話の中で、空き家バンクと重複して

登録ができるという答弁を三原課長はされまし

たね。そこがちょっと気になったんですけれど

も、もともと、この登録した住宅は、改修費の

補助等々の支援策が家主側にはあるわけです。

こういった登録をすることによって、いろいろ

な補助をしてもらって整備をする。その住宅を

空き家バンクに登録をするということは、対象

外の人たちも入ってくるということになるんじ

ゃないですか。それはオーケーなんですか。確

認です。 

【三原住宅課長】 空き家バンクの住宅に入られ

る方というのは、対象者というのは移住者の方

であると思いますので、今回の新たな住宅セー

フティネットの住宅に入られる方についても、

移住者というのは対象にしておりますので、そ

れは入ることは可能だと考えております。 

【深堀委員】 空き家バンクは、全国的な空き家

バンクに登録することになれば、何も移住者だ

けが対象にはならないですよね。長崎市内で長

崎の空き家を探す人もいるかもしれませんよね。

そういう人たちが空き家バンクを見て、セーフ

ティネット制度を利用したものが載っていたと

して、それを申し込むことはできない、できる

んですか。こういう補助をもらって準備してい

るセーフティネット制度を利用した家に、一般

の人が入ることができると理解をしていていい

んですか。それとも、このセーフティネット制

度の対象者しか入れないのかどうかです。そこ

の確認です。 

【三原住宅課長】 一般の方というところの対象

なんですけれども、今回、要するに空き家バン

クであるならば移住者であると思うんですけれ

ども、よそから来られる方は移住者ということ

なので、その方は住宅確保要配慮者に該当しま

すので、入れると思います。 

【深堀委員】 移住者じゃなかったらさ。 

【髙宮土木部参事監】 深堀委員のおっしゃって

いる一般の方というのは、例えば、今回の要配

慮者に当たらない方も空き家バンクの住宅に入

れるんじゃないかというお話だと思います。そ

れは、確かにそのとおりでございます。 

 今、課長のほうから申し上げているのは、空

き家バンクに今回登録されている方の中で、家

主の方が、今回の新しい住宅セーフティネット

制度で、この住宅確保要配慮者に指定されてい

る高齢者の方とか移住者の方、子育て世帯とい

った方に対して住宅を供給するということを選

択された場合は、今、空き家バンクに登録され

ている住宅の家主の方がダブるというか、要は

重複してこの住宅セーフティネットのほうに登

録することは可能ではないかと考えております。

ですから、そこは今、空き家バンクに登録され

ている住宅を排除しているものではありません。 

 ただ、おっしゃるとおり、仮に今回の新しい

住宅セーフティネット制度に登録をされた場合

には、この住宅については新しい住宅セーフテ

ィネットの住宅確保要配慮者に限って住宅を提

供するということが条件になりますので、そこ

はやや入れる居住者の方というのは狭まってく

ると、限定されるということはあろうかと思い

ます。 

【深堀委員】 そこを確認したかったんです。と

いうことは、そういった一定のセーフティネッ

ト制度を利用して家主さんが整備をした住宅に

ついては、特定の方しか入れないということを

確認しました。 

 先ほど、供給目標量の2,500戸というところが、

どういう考え方で設定をしたのかという質疑も

ありました。気になっているのは、2,500戸、年
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間290戸というのが本当に確保できていくのか

と。家主さんにとってみれば、いろいろな改修

費の補助があるという有利な一方、入居者が限

定されてくるという、家主さんにとってみれば、

ある意味デメリットになってくるわけであって、

そのあたりのメリット・デメリットを考えなが

ら、この2,500戸というのが本当に達成していく

のかという見通し。まだ始まったばかりのこと

ですけれども、見通しはどうですか。 

【髙宮土木部参事監】 まず、このメリットとい

いますのが、今回新しい住宅セーフティネット

に登録された場合、そこにリフォームを行う場

合に、国の方から改修費に対して直接補助とい

う形で、その改修費の3分の1が補助されるとい

うような制度がございます。 

 それと、さっき課長からも答弁がありました

けれども、全国の情報提供システムのほうに住

宅セーフティネットの住宅の情報が掲載をされ

まして、全国の住宅確保要配慮者の方に向けた

ＰＲというものもできる。それと居住支援とい

うこともいろいろな形でできるということもあ

りますので、そういった形で住宅確保要配慮者

の方にＰＲをすることで、その住宅の賃貸が進

むというメリットがあろうかと思っております。

そういったメリットも強調しながら登録を促し、

さらに住宅確保要配慮者の方にＰＲする中で、

マッチングを図っていきたいと思っております。 

【深堀委員】 始まったばかりなので、見通しは

なかなか言いづらい部分もあるし、一定のメリ

ットはもちろんあるわけだから、この供給目標

量に向けて、しっかり確保できるように頑張っ

ていただきたいということを申し上げておきた

いと思います。 

 次に、ある新聞記事の中で、地すべり未調査

が2割という報道がありまして、これは何かと

いうと、国土交通省が市町村に対して、面積

3,000平方メートル以上の大規模造成地の有無

を確認の上、造成地での地すべりの可能性を調

査してマップにして公表するように要請をして

いると。可能性がある場合は、必要に応じて盛

土を支える壁の補強などの対策を求めていると

いう制度の中で、10月時点で、全体の2割に当

たる358の自治体が調査をしていないというこ

とがわかったというのが新聞の報道でわかりま

した。 

 長崎県内では、佐世保市が未調査ということ

が明記をされているんですけれども、この内容

について、県当局としての見解をまず求めたい

と思います。 

【ごう委員長】 休憩いたします。 
 

― 午前１０時２６分 休憩 ― 

― 午前１０時２６分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

【大場建築課長】 今の大規模盛土造成地の第1

次スクリーニング調査というのを補助事業で行

っておりまして、長崎県においては、長崎市、

佐世保市はその両市で自ら行うこととなってお

ります。それ以外の市町については県が行って

おります。 

 今年度が、県の事業としては4カ年目でござ

いまして、本年度、離島地区を最後に、今、調

査を行っております。これで一応、県分はすべ

て調査を終えまして、今随時、昨年度からマッ

プの公表をいたしております。あと、長崎市の

ほうももう着手をいたしまして、今、委員から

もご指摘がありました佐世保市のほうはまだと

いうことでございます。 

 あと、今年度も3つの離島地区が調査を終え

ますと、来年度早々にでもマップの公表をして



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１１日） 

- 50 - 

まいりたいというふうな進捗状況でございます。 

【深堀委員】 4カ年計画の中でやられていると

いうふうな報告がありましたね。長崎市と佐世

保市は、中核市だからということなんですか。

（「そうです」と呼ぶ者あり）県が関わってな

いと。佐世保、長崎以外については、県が関与

しながら、進捗状況としては順調にいっている

というような趣旨で理解をしていいわけですね。 

 ただし、佐世保がどこまで進んでいるのか。

新聞の中身でいけば、未調査となっているんで

すよ。マップをつくっていないとかいうレベル

ではなくて、未調査というふうになっているん

ですよね。これは事実ですか。 

【大場建築課長】 長崎市のほうは昨年度着手と

いうことで、佐世保市のほうは、まだ今年度も

調査に着手していないという状況でございます。 

【深堀委員】 やっぱり着手してないんですね、

確かに。その理由は何なんですか。やはり財源

的なものなんでしょうか。中核市の自主判断な

んだろうけれども、そこまでは把握していない

ですか。 

【大場建築課長】 そこまでの状況把握はしてお

りませんが、ただ、長崎市も佐世保市も非常に

斜面が多い都市でございまして、準備段階と申

しますか、佐世保市についてはまだそういう段

階で、まだ着手できていないところだというふ

うに考えております。 

【深堀委員】 中核市の話だとは思うんだけれど

も、でも、国土交通省がそれを調査してマップ

をつくって云々ということをしているというこ

とは、それだけやっぱり危険性を地域の住民の

人たちに知らしめるというか、安全のための目

的なんだから、もし必要があれば、盛土を支え

る壁の補強とかの対策を求めているということ

なので、安全かどうかというチェックは、やは

りやってもらわないといかんわけですよね。そ

こは長崎県が関与できないというのかもしれな

いけれども、そこはしっかり情報を共有化しな

がら進められるような支援というか、財源的な

支援はできないんだろうけれども、そういった

取組が必要だというふうに思うので、ぜひその

点はお願いをしておきたいと思いますが、どう

ですか。 

【大場建築課長】 先ほどの調査関係は、県のほ

うが先行して進んでおりまして、例えばどうい

ったところに調査を委託していくかとか、そう

いったいろいろな手法を佐世保市にも提供を行

いながら、協力しながら早期着手について促し

ていきたいと考えております。 

【深堀委員】 お願いしておきます。 

 もう一つだけ、これもマスコミの報道からな

んですが、浸水対策計画、これはどこの部署に

なるのかわからないんですけれども、想定され

る最大の降雨、最近はゲリラ豪雨とかよく頻繁

にあっているので、そういう時に浸水の恐れが

ある全国1,114カ所の地下施設のうち、約3割の

324施設、これは3月末現在なんですけれども、

民間を含む所有者らに義務づけられている避難

確保と浸水防止の両計画が未作成であることが

国土交通省のまとめでわかったという新聞記事

がまた出ているんですよね。 

 これ、長崎は大丈夫かなと思って調べてみた

んですよ。そうしたら、今言った、対象の全国

1,114カ所の地下施設が長崎県下で言えば1カ

所、大村市にありました。その大村の1カ所の

対象は、避難確保計画も、そして浸水防止計画

もできていませんでした。これについて、県当

局としては把握をされていますか。 

【川内河川課長】 実際的には、把握はしており

ません。 
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 一つ、先ほど深堀委員が言われたことで、最

大降雨に対する浸水想定区域図を作成する範囲

というのが、全国もそうですけれども、水位情

報周知河川のところに、最大降雨にかかわる浸

水想定区域図を作成することとなっております。 

 長崎県の場合、現在13河川でございまして、

新たに13河川を数を増やすように考えている

んですけれども、それについては平成32年まで

に作成することが義務づけられておりますので、

それまでに作成することとしておりまして、昨

年は佐世保の相浦川、今年度は、中島川をはじ

め数河川についてやるようにしておりまして、

大村につきましても、平成32年までに作成する

こととしておりますので、それを踏まえて、地

下街については計画を立てられるものと考えて

おります。 

【深堀委員】 今、河川課長から答弁があったわ

けですけれども、直接河川と密接な関係はもち

ろんあると思うんだけれども、場所がどこなの

かまでは、私は確認できてないんですね、この

地下施設がどこにあるのか。大村市内のどこか

だと思うんだけれども、国土交通省の河川環境

課が小規模施設を中心に対応策を検討するとい

うのが載っていたので、県下に1カ所あるとい

うのがわかっているので、そのあたり、状況を

把握されていないということだったから、ちょ

っと調査だけしてもらえませんか。県として何

かしらの対応をする必要がないのか、国土交通

省とも連携をしながら。 

 最近、特にゲリラ豪雨はものすごく心配され

ますので、いつも斜面地とかのことで、河川の

氾濫とか言っていいんだけれども、こういうふ

うに地下施設、まちなかであっても地下施設に

流れ込む、そういった降雨災害というのは考え

られないこともないので、そのあたりの調査を

ぜひお願いをしておきたいと思います。 

 これはこの場でなくてもいいので、後ででも

報告いただければと思います。 

 終わります。 

【ごう委員長】 ほかに質問ありませんか。 

【吉村(庄)委員】 まず最初に、次長さん以下、

各担当者ね、私たちが聞いていることとマッチ

するような答弁をきちんとやってもらいたい。

質問の趣旨がわからなければ、それはそれなり

に聞いていただいて結構だと思います。 

 それからもう一つは、今、深堀委員から話が

ありました。中身はあったんですが、新聞報道

等が幾つかあって、皆さん方に関係する先ほど

の、いわゆる国土交通省のところから言う調査

の問題とか、特に佐世保市が未調査だと、こう

いう話もあったでしょう。それから、今、地下

施設関係の問題も指摘されましたね。 

 こういうのについて、あなた方は、自分たち

の担当のところなんだから、じゃ、佐世保市が

未調査といったら、どんな状況になっているか

ぐらいは、それは中核市でやって、市の責任で

やることになっておったとしても、やっぱり私

は把握をしておかれるべきだと。多分、把握さ

れてないというように思いますよ、佐世保市の

状況なんか。 

 佐世保市だって、私は佐世保市ですが、とに

かく崩壊のところとか、そのほかを含めて、や

っぱりいろいろ問題が山積をしているんですけ

れども、それに対しては当然、それは長崎市も

そうなんですけど、していると思いますね。 

 今から私は、空き家対策についてお尋ねした

いんです。先ほどから宮本委員、それから深堀

委員からもございましたが、あなた方の「事務

事業の評価結果について」というところで、「今

年の秋から施行される新たな住宅セーフティネ
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ット事業により」云々ということで、Ｕターン

希望とかなんとかのところで、先ほど話があっ

たように、移住者対策とか、こういうのがある

ということで、土木の事務事業の評価結果につ

いてと、何か副題がついてないかな。そういう

事務事業の評価結果というのが幾つもあります

から、その部分の、ここには2項目にわたって

書いてある。6ページに、長崎型移住促進空き

家活用事業というのがありますね。それから、

12ページには、空き家再生プロジェクトという

のがありますね。これは住宅担当、先ほどのよ

うにね。 

 こういうのがありまして、今も説明があった

んですが、私は別の角度から言いますと、先ほ

どもちょっとありましたが、長崎市とか、佐世

保市とか、非常に斜面都市であって、そういう

空き家の問題という、そこではセーフティネッ

ト云々ということとかなんとかで言いますと、

あるいはバンクというところで言いますと、大

家さんがどういうふうに登録するかとか、こう

いう問題があると、こういう話だったんですが、

今、長崎市も含めて各市町では空き家が相当数、

それぞれの地域によって増えている、その場合

はいろいろあると思うんですがね。私は、佐世

保市の東山町というところに、駅からちょっと

東部寄りですね。そこの商店街を中心とした、

その脇の住宅街に住んでいるんですけれども、

やっぱり道路の関係で、長崎市なんかもたくさ

んあると思いますが、どんどん、どんどん空き

家が増えているんですね。 

 この実態について、県としては、全県下で、

いわゆる空き家、これは定義はどうするかとい

うのは、あなた方の定義で結構ですから、どう

いう状態にあるかというのをつかんでおられま

すか。後の対策のところで関係がありますから、

まず聞かせていただきたい。 

【三原住宅課長】 まず、空き家の定義ですけれ

ども、「適正な管理が行われていない住宅で、

1年間住んでいない」ということで解釈をして

おります。（「県内の状況の把握」と呼ぶ者あ

り） 

 県内の状況ですけれども、これは平成25年度

の住宅・土地統計調査によりますと、空き家率

が15.4％、空き家の数が10万1,800戸となって

おります。 

【吉村(庄)委員】 その後は調査があってないん

ですか、各市町で。いや、平成25年度と言うか

ら、今は平成29年度だから、もう4年たってい

るんですよね。 

 といいますのは、後で私は申し上げますけど、

先ほど帰ってくる云々のところで、今、これは

先ほどの再生プロジェクトにしても、長崎型移

住促進空き家活用事業についても、国の事業

等々の関係で、今から統合して、長崎県のもの

と国がやるものと、そういうのを統合しながら

拡充と、この事業評価では拡充となっているん

ですけど、それはそれでわかりますよ。わかり

ますが、先ほど2,500という数字が、そういう計

画の中での話として出てきてどうなのかと深堀

委員からもありましたが、私は、空き家の出現

率というか、空き家になる率、あるいは空き家

になる戸数、こういうのは最近、4～5年の間に

ものすごく進んでいるというふうに判断してい

るんですよ。 

 というのは、私もちょうど斜面地区におりま

して、上部のほうに横の道路がある。下のほう

に、また横の道路がある。縦の道路がない。そ

れから、以前から密集した住宅街であるために

車が入らない。こういうこともありまして、例

えば30年前、40年前は、その当時の子どもさん
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たちが住んでおられたけれども、40年たつと40

歳になられますから、大学に行ったりなんかし

ながら外に出られて、そして、結婚したりなん

かされた時に帰られないと、先ほどの理由とい

うのもありました。Ｕターンというのも、計画

としては考えておられました。 

 そういう状況の中で、私が住んでいる地域で

も、これは佐世保の場合も、例えば駅の対面の

上部とかこういうところ、全部ではありません

けれども、その間に挟まれたようなところ、こ

ういうところでは、空き家がものすごく増えて

いるんです。だから、私は長崎だって斜面都市

で、佐世保よりもっと坂があって、上の道路と

下の道路は間隔がない。そういう挟まれた地域

というのは、いつも見させていただいていても、

そういう状況でございますが、佐世保だってほ

かにたくさん、造船所の上側とかそういうとこ

ろはたくさんある。こういう状況ですから。 

 しかも、一定の年齢になると、年金生活かれ

これとかなんとかで病院その他、買い物とかと

いうことで周辺地域、いわゆる高台の田舎のほ

うからも実家のところを離れて、まちの中のマ

ンションに移ると、こういう率が傾向として非

常に強いんですよ。 

 だから、そういう状況の中で、4年間、最近

の調査をあまりやられてないというのは、私は、

各市町ではやられているというように思うんで

すよ、自分のところ、自分のところでは。例え

ば佐世保市であれば、平成27年度ぐらいには幾

らだと。こういう調査は、実はやってないんで

すか。まずそこから確認したい。 

【三原住宅課長】 平成27年度から空き家対策

特別措置法に基づきまして、空き家の実態調査

を行っております。 

 平成27年度には2市のほうで、平成28年度か

らは6市町のほうで実態調査を行っています。

また、平成27年度から、空き家特措法に基づく

空き家対策計画をつくっているところでござい

ます。 

 現在、空き家対策計画をつくっているところ

が、平成28年度末までに6市町ありまして、平

成29年度に9市町で策定予定で、15市町のほう

で策定する予定となっております。 

【吉村(庄)委員】 そうすると、例えば6市町が

今までに調査をやっていると。こういうところ

では、大体何％ぐらい、どういうふうになって

いるんですか。 

 そして、例えば斜面都市だと、あなたたちが

言った長崎とか佐世保、ほかのところもありま

すけれども、こういうところで、戸数は別にし

て、率あたりはどういうふうになっているんで

すか。 

 言うと、平成25年度の15.4％というのが、私

は増えているという認識が、当然あなたたちも

あると思うけれども、どういう状態ですか。 

 それで私は、あなたたちはきちんと実態把握

をしておいて、今の国のほうの事業推進、そう

いう法律もできたということの中で、それぞれ

空き家対策で、特に危険な状態にあるところに

ついて、各自治体の対策が具体的に財政援助ま

で含めて、こういうところの対策を、それはも

ちろん持ち主の問題がありますから、そこら辺

のことも含めて対策をずっと進めているという

ふうに思うんですよ。 

 ところが、私は、ここで言いたいのは、そこ

のところの対策が十分進んでいないと。いや、

進んでいないというか、空き家が出てくる状態、

危険になる状態のスピードが早いもんだから、

それから、財政的な問題とかなんとかあるもん

だから、対策で補えない、あるいはまた対策が
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追いつかない。こういう状態になっているが、

これをどうするかというのを、本当は聞きたい

んですよ。だから、認識を少しきちんとしてお

いていただかないとというのがありますが、そ

の前段階を。 

【三原住宅課長】 まず、空き家の率なんですけ

れども、各市町ごとの空き家率というのがある

んですけれども、これを見ますと、離島・半島

部のほうが、平均の15.4％よりも高いという率

を示しておりますし、長崎市とか大村市等につ

きましては、平均よりも低いというようなデー

タが出ております。 

 これは、現在平成25年度のデータなんですけ

れども、今度、平成30年度に調査を行いますの

で、その時にデータがまた新たに出てきます。

そうすると、恐らく、委員ご指摘のとおり、率

というのは確かに上がっているのかなというふ

うに感じています。 

 それと、対策についてなんですけれども、空

き家でも使える住宅、あるいはどうしようもな

くて解体しなければならない住宅というのはあ

ると思いますので、解体する分につきましては、

市町と国のほうとで補助を出しながら解体を進

めておりますし、活用できるものにつきまして

は、今度できております新たな住宅セーフティ

ネットの制度に基づいて改修を行って再利用で

きるように、そういうふうに進めていきたいと

考えております。 

【吉村(庄)委員】 だから、平成27年度に計画を

つくった、平成28年度までにつくったとかと、

平成29年度に幾らつくるんだと、その計画をつ

くるところは、長崎市で例えていいですけれど

も、あるいは佐世保市とか、今つくっていると

ころは、あなたたちは承知しておられる。そう

いうところでは、自分たちのところの空き家は

どのくらいあるというのは出ているんでしょう。

でないと、計画はできないですから。 

 だから、そういうことで言いますと、単刀直

入に聞きますが、長崎は計画をつくっているん

ですか。その計画をつくっているところに、長

崎市の場合は、何％空き家ということになって

いるんですか。あなた方の今言う空き家の定義

でいいですから。空き家とはこういうものであ

る、先ほどおっしゃったように。 

 どういう状態ですか。例えば住んでいるとこ

ろで、長崎、佐世保というのは大きな都市です

から、長崎を一つ出していただくと、あと、例

えば大村とか、松浦とか、そういうようなとこ

ろの市とか離島という話がありましたが、五島

はつくっているんですか。つくっているとすれ

ば、どういう状態でつくっているのか、率を教

えてください。 

【三原住宅課長】 長崎市におきましては、空き

家率は14.7％、これはもう策定済みです。離島

部でいきますと、例えば五島市につきましては

23.5％というデータがございます。 

【吉村(庄)委員】 ですから、地域によっては相

当、もちろん地域的な特性がありますから、私

たちは長崎とか佐世保がそういう斜面都市が多

いですから、やっぱり一つの都市で多いという

ふうに思っているけれども、必ずしもそうでな

い実態も今出てまいりましたがね。 

 そこで、先ほどの話の中で、先ほどあまりき

ちんとなかったんですが、先ほどの計画では、

2,500戸を目標にしているのは、これは実現可能

性があるんですか。深堀委員の質問に続けて、

少しあいまいだったから、再確認します。 

【三原住宅課長】 2,500戸につきましては、目

標として上げているわけなんですけれども、あ

くまで目標ですので、一生懸命周知徹底を行い
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ながら進めていきたいと考えております。 

 今、現時点では、まだ始まったばかりなので

何とも言えないんですけれども、正直、厳しい

のかなという気がしますが、一生懸命頑張って

いきたいと思っています。 

【吉村(庄)委員】 それは努力してください。そ

う言う以外にないですからね。 

 もう一つ、今度は具体的なところで、先ほど

ありました、空き家の中でも再利用ができるよ

うなものも当然あるし、いや、もうどうにもな

らんばいと、しかも危険な状態になっていて、

すぐ隣の住宅に迷惑をかける。こういうところ

については、国と自治体で一定の費用を助成し

ながら解体という話があるんですけれども、私

はよそのことは調査してないですから、あなた

たちに先に聞いておけばよかったんですが、佐

世保市の場合、かなりあるんですよ。数字はこ

こでは、一つずつ言う必要はないですけれども。

しかし、実際上の対策に対する財源確保はその

何分の一、10分の1ぐらいしかなくて、しかも

年間数十件程度、20件から50件ぐらいの間に予

算をどう確保するかということでやっていると

いうことで、実施率としては非常に低い状態に

なっているんですよ。こういう状態について、

県当局の担当としては、例えばほかのところに

ついても計画を立てたりなんかしているような

ところについても、実際の空き家対策が、例え

ば危険なところの解体に限って見ても、どうい

う状態になっているかというのをつかんでおら

れますか。 

 私は、非常に問題が残っていると思っている

んですよ。逆に言うと、空き家の率は進んでい

る。進んでいる中で、黙って対応が十分でない

と、活用できるというものについても対応が十

分でないと。最近は集中豪雨とかなんとかとい

うのもありますから、そういうことになると、

屋根とかなんとかというものについては、一定

の年数がたつに従って非常に厳しい状態になる。

そうしたら、やっぱり危険になる。こういう状

態にずうっといっているわけですから、そうい

うところの対策、あなたたちとしては、長崎も

そうですけども、各自治体についてどういう対

応をしておられるかというのをつかんでいるか

どうかということと、どういう方向でそういう

対策を県としては頑張っておられるかというの

を聞かせていただきたい。 

【髙宮土木部参事監】 今、委員おっしゃいまし

た、各市町で行っております老朽危険空き家の

対策の状況についてですけれども、11の市町で

老朽危険空き家に対する除却費を補助している

ということを把握しておりまして、今おっしゃ

った佐世保市につきましては、空き家の所有者

に対して、その対策費用の2分の1を補助してい

る。上限が60万円ということですが、こういっ

た補助金を持っておられます。 

 実績ですけれども、平成28年度で35件の実績

がございまして、平成29年度予算ですと、先ほ

ど委員がおっしゃいました20件ということで、

おおむねこういった形で推移しているというこ

とでございます。 

 確かに、この実績を見ましても、あるいは予

算を見ましても、先ほど申し上げています空き

家の増加の数にはとても追いついておりません

ので、やはりこれは全体としては非常に不十分

な実績になっているのかなと思いますが、ただ、

いずれにしても予算の確保ということもござい

ますし、老朽危険空き家で一般的に言われます

のは、所有者の方がなかなか確知できないとい

うような問題もありまして、そういったいろん

な総合的な対策も進めながら、県としても各市
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町に対しても、この老朽危険空き家の除却につ

いての支援というのも、いろんな形で技術的な

助言も含めて行って促していきたいというふう

に考えております。 

【吉村(庄)委員】 佐世保の例が出ましたが、私

はそういう意味で見ると、それぞれ計画を立て

ているようなところについて、あるいは実態、

それから、先ほど言いました解体をしなきゃい

かんような状況の対応、こういうものについて

は一定把握をしておられると思いますから、先

ほどの全体で活用していく空き家再生プロジェ

クトの拡充とあわせつつ、要するに、危険な状

態というのは、地域で生活している人から言う

と、不安で安全が損なわれる部分が、すべてじ

ゃないですけど、あります。そして、例えば建

坪が30坪だったら幾らになりますか、60平米ぐ

らいとか、70平米とか、100平米ぐらい以下の

ものでも、どの程度のあれをするにしても、そ

んな簡単にいかないんですよ。解体してどうす

る、こうするということになると、一定の費用

がかかりますから。先ほどおっしゃったように

持ち主、そういうのもあるし、それから、地域

によって持ち主がわからんようになっている部

分というのはたくさんありますので、どうする

かという問題もあります。 

 私は、対策を強化することについて、県とし

ても一定の、これは指導ということにならない

んですけれども、各市町と連携をとって、対応

が少しでも前進するように努力をしていただき

たいと、このように要望して終わります。（「関

連」と呼ぶ者あり） 

【髙比良委員】 住宅課長ばかり大変だけれども、

セーフティネットについて少し掘り下げてやり

たいと思っています。 

 人口減少・少子高齢化対策云々として実施を

していきたいというふうになっています。 

 そこで、住宅確保要配慮者、この定義をもう

一度述べてください。 

【三原住宅課長】 住宅確保要配慮者についてで

ございますが、まず法律で定めている者という

のは、月収が15万8,000円以下の低額所得者、

被災者、高齢者、子育て世帯等でございます。

さらに、省令で定めているのが、外国人とかＤ

Ｖ被害者になります。それ以外のところの分に

つきましては、供給促進計画で定める者が要配

慮者になるということで、今回のうちのほうの

供給計画の中では、移住者とか、新婚世帯とい

うのを追加しております。 

【髙比良委員】所得は15万8,000円以下の人も

該当すると法律上なっております。それに加え

たところで、計画で少しパイを広げることはで

きるということで、新婚世帯とか、そういうと

ころを入れましたという話だね。子育て世帯と

いうのはどこまでを考えていますか。 

【三原住宅課長】 18歳未満の子どもがいらっ

しゃる家庭ということになります。 

【髙比良委員】それは、1人でも2人でも構わな

いということですか。 

【三原住宅課長】 それは構いません。 

【髙比良委員】そこで、まず、家賃の低廉化の

補助、あるいは家賃債務保証金の補助、これは

敷金についての補助だと思うんだけど、これは

実際幾らを考えているんですか。 

【三原住宅課長】 家賃の低廉化と債務保証につ

きましては、これは地方のほうが補助金を出さ

ないと出ないようになっていまして、今現在の

ところでは、まだそういう予算措置はとれてい

ませんので、何とも言えないんですけれども、

制度上は家賃の補助は、国費がもし出た場合、

もし地方公共団体がやるとなった時には、家賃
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については低廉化は国が2万円、地方が2万円の

最大で計4万円になる制度になります。債務保

証につきましては、国3万円、地方3万円の計6

万円ということになります。これはまだあくま

で制度上の話であって、まだ地方がその制度を

やるというふうにならないと、これは出ないと

思います。 

【髙比良委員】地方とはどこを言っているわけ

ですか。 

【三原住宅課長】 地方とは、県とか市町になり

ます。 

【髙比良委員】県とか、市町。市町がまずベー

スとして考えて、そして、県が、義務負担じゃ

ないけど、一緒になってやりましょうと。そこ

のベースがあって、国が補助をする。それがト

ータルで2万円、2万円の計4万円と、そういう

ことですか。まずは市町がイニシアティブを持

っている。予算措置をするかどうか、そこにか

かっているという理解でいいですか。 

【三原住宅課長】 県の考え方としては、まず市

町がやるということを前提に考えていて、市と

県と連携してやるというふうに考えています。 

【髙比良委員】連携という意味は、だから、負

担割合としてどういうふうに考えているんです

かと。例えば、今のスキームの中で4万円とい

う枠があったらば、国は2万円やりますよ。だ

から、残りの2万円は、例えば、県として折半

で1万円ずつという話なのか、そうじゃなくて、

市が2万円という話なのかどうなのかという話

です。 

【三原住宅課長】 今の段階で考えているのは折

半で、2万円のうちの1万円ずつと考えています。 

【髙比良委員】そうすると、市の方が積極的な

取組をしない限り、これは制度として動いてい

かないというような仕組みになっているんだな。 

 だったら、そこをやっぱり掘り起こしという

のは、県として積極的に働きかける。これは来

年度から実施を予定しているんですか。 

【三原住宅課長】 県としては、来年度からやり

たいと考えております。 

【髙比良委員】そうすると、市の予算措置につ

いて相当積極的に働きかけをしていかないとい

けないね。よく県の方でこういうふうにやるか

らということで、予算編成の過程の中にぽーん

と来ちゃうので、それはいきなりというのはな

かなか難しいよということがよく言われるんだ

よね。そういう意味では、今回の委員会が済ん

だら、すぐにでも市町に対して働きかけをして、

予算措置をやっぱり促進するという取組をぜひ

しなきゃいかんと思うし、お願いをしたいと思

います。まあ、わかった。4万円出すという話。 

 そうすると、この2,500戸、年間約290戸だけ

れども、その分については市町も一緒にやるぞ

という前提の中で、県としても必要な予算措置

は講じていくという考えでいいですか、確認。 

【髙宮土木部参事監】 先ほど課長が答弁いたし

ました家賃低廉化、あるいは債務保証に対する

補助制度の創設ということにつきましては、県

といたしましては、現在、財政当局とも調整を

しているところでございまして、まだ来年度当

初から創設するということが決定しているわけ

ではございません。 

 ただ、そういった方向に行ければとは思って

おりますけれども、いずれにしても、今、髙比

良委員もおっしゃるように、これは市町にもあ

わせて予算措置をしていただかないと、県とし

ては、市町に対して補助するというスキームで

考えておりますので、市町に対しても、県が今

検討している制度についてもあわせてご説明を

していきながら、可能な限り市町にもあわせて、
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その補助制度の創設についてもご検討いただく

ような形で、スムーズにスタートができるよう

に考えていきたいと思っております。 

【髙比良委員】 15万8,000円以下の所得であれ

ば、例えば、もう既にどこかに入居しておって

も住みかえをしたいというようなことも対象に

なってくるわけですね。そうですね。 

 そうすると、新婚世帯の話もあったけど、例

えば、新規就業の予定者とか、新卒者とか、そ

ういう人たちも、やっぱりこの枠の中で対象と

して考えるということは可能ですよね。 

【三原住宅課長】 可能と考えます。 

【髙比良委員】 そこはだから、所得として15

万8,000円という話があるところなので。今、公

営住宅あたりでも特定優良賃貸住宅の特定公共

賃貸住宅か、ああいう制度の中に入っている若

い人たちもいるんだけれども、こういった者が

自己負担として、低廉な家賃であれば、こうい

った制度というのはどんどん活用したいという

ようなニーズがうんと高まってくると思ってい

るんです。 

 だから、290戸という話で、その供給が本当

に十分にできるかどうか、ちょっとねという話

がさっきあったけれども、私は決してそうじゃ

ないと思うんだよ。どこまでその普及を図るか

によって、需要は幾らでも掘り起こされる。む

しろ、だから、こういったものを活用した中で

住宅を確保したいというか、住むところを確保

したいという人たちがたくさん増えてくると思

うんです。 

 今日は、長崎大学の学生の諸君が後ろで傍聴

していますけれども、県内の就職を促進すると

いう意味においては、都会との賃金格差を埋め

るためには、やっぱり住みよさを長崎県として

どんどんつくっていく。特に住宅ですよ。福利

厚生制度が企業において十分でないところにつ

いては、公共においてそういう手だてを一定し

ていくということが、18歳から23歳までの転出

超過をうんと食い止めていくという有効な武器

になっていくんだよ。 

 だから、そういう意味では、この少子・減少

対策として、長崎県はいろいろなことをやろう

としているけれども、一つの大きな柱というぐ

らいに位置づけをして、この事業を推進してい

ってもらいたいと思うんです。 

 だから、290戸はどうかなと、埋まるかなと

いう話じゃなくて、290戸なんかとても足らな

いよというぐらい、そういうふうな意気込みを

持って、財政課にもその意を表していってもら

いたいと思います。 

 それで、これは民間のほうの取組を助長して

いこうという話なんだけれども、公営住宅でこ

ういった類のもので用意をしていくという考え

はないんですか。要するに県営アパート。 

【三原住宅課長】 県営住宅では考えていません。 

【髙比良委員】 だから、今までの整備に当たっ

ての枠組みの中では、特定の人たちだけを対象

として、そういう一定の政策目的でやっていく

というのはなかなか難しいところがある。そう

言いながら、障害者は一定やりましょうとか、

高齢者の単身も入れましょうと、そういうこと

もやってきたわけだね。 

 やっぱりこの狙いというのは、人口減少とい

ったものを幾らかでもその勢いを止めていくと

いう狙いの中でやるというのであれば、今後、

公営住宅の整備についても、新規就業者、単身

も入れるとか、そういったものを専用としてつ

くっていくとか、国の補助制度ではなかなか難

しかったらば、長崎県として独自に考えていく

とか、そういった手法が必要になってくると思
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っているんです。 

 そういったものとのあわせわざによって、初

めてこの人口減少対策としての一定の効果は出

てくると思っていますから、そういう部分に対

しても配慮をしていってもらいたいと思います。 

 移住者とか、高齢者とか、そういったことも

対象にしているみたいだけれども、ロットは少

ないですよ。高齢者は、住みかえをしていこう

みたいなことはなかなかしない。これはこうい

う制度ができたから活用してというふうには、

私はなっていかないと思っているんです。そう

じゃない、やっぱり若い人です。特に子育て世

帯、新婚者、それから単身。 

 だから、そういう意味では、さっきＰＲの仕

方でどうこうという話があったけど、例えば、

高校とか、大学とかいったところに対しても、

きちんとこのことを教える。あるいは新規就業

者の採用を予定する企業に対しても、こういっ

た制度があるということを教える。不動産業者、

宅建業者に対しては当然です。 

 そういうことで、本当に人口減少対策の柱と

してやっているんだというような意気込みを持

ってやってもらいたいと思います。技監、どう

ですか。 

【野口土木部技監】 先ほど吉村(庄)委員からも

出た空き家対策の中で、10万戸と住宅課長が答

弁しましたけれども、その10万戸のうちの約半

分の5万戸が賃貸住宅なんです。賃貸住宅をど

う活用していくかという一つの柱として、この

セーフティネットは考えておりますし、また、

もう一つ、今、髙比良委員がおっしゃいました

ように担い手対策、子育て世帯、新婚世帯、そ

れらの方々に有意義に使っていただくことが、

先ほど言った老朽空き家、除去しなければなら

ない空き家を出さないというためには、やっぱ

り流通を潤滑にやるのが一番でございますので、

このセーフティネットを活用して、確かに10月

に始まったばかりで、目標2,500戸でございます

けれども、できるだけこの目標を超えるような

格好で進めていきたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

【髙比良委員】 とりあえず、いいよ。まだある

けれども、2巡目でやる。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありますか。 

【山口副委員長】 また住宅関連で、住宅課長ば

かり申しわけないですけれども、1点だけです。 

 先ほども2,500戸は難しいということであり

ましたけれども、やっぱり今のいろんな賃貸の

現状を考えないと、そこら辺は対策がなかなか

出ないんじゃないかというふうに思っておりま

す。 

 賃貸物件を所有するオーナーとしては、どう

しても今、不動産会社のほうに管理を外注する

わけでありまして、管理を外注するということ

は、所有者がそれは登録をしなければならない

んでしょうけれども、促進をするためには、不

動産の管理をしていらっしゃる業者さんのほう

にこういうことをアピールしていかないと、な

かなかできないんじゃないかと思っております

けれども、その点はいかがですか。 

【三原住宅課長】 家主さんに対してもそうです

し、不動産を管理されている不動産屋さんに対

してもそうですし、こういう制度というのはこ

ういうものなんですよということのＰＲという

のは当然やっていくべきだと考えます。 

【山口副委員長】 その点を十分配慮いただきた

いと思うんですけれども、それからまた、先ほ

どありました空き家の10万戸のうち5万戸はや

っぱり賃貸物件であるということですね。今、

賃貸物件が新しく建つうちで、家賃保証という
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のを組まなければ、銀行は新たな融資はしない

んです。もうここ10年ぐらいそういう状態にな

っておりますので、家賃保証を組むということ

は、やっぱり住宅管理会社ですよね。そういっ

たところが情報は一番持っておるわけです。オ

ーナーとしては、何もしなくても管理をしてく

ださるところにそういうことをやる。そしてま

た、銀行としても、家賃保証がついたところに、

取りっぱぐれがないという形で融資をなさる。

そういう世の中の現状となっておりますので、

この制度でいけば、そういう新築物件といいま

すか、10年以内の新しい物件に対しては、そう

いう適用がないわけです。その点はいかがお考

えですか。 

【ごう委員長】 休憩いたします。 
 

― 午前１１時１１分 休憩 ― 

― 午前１１時１２分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

【三原住宅課長】 新たな住宅セーフティネット

の3本の柱の中に、支援体制というのがあるん

ですけれども、これはＮＰＯ法人が主体となっ

てやっていくわけなんですけれども、まだまだ

指定されている法人がございませんので、その

指定に向けて県のほうも研究を行って、債務保

証の事業を実施してもらったりとか、高齢者へ

の生活支援サービスとかというものをやってい

きたいなと考えています。 

【山口副委員長】 なかなか質問の趣旨には答え

ていただいていないようですけれども、現状が

そういう形で回っているということをしっかり

認識をなさって、2,500戸の目標というのをいか

にしていくか。そしてまた、オーナー側として

は、やっぱり15年以内の新しい物件であれば、

すぐ入られます。しかし、それ以上超えた物件

に対してなかなか入らないということで、そこ

にはやっぱりリフォームが必要になってくるわ

けです。6年以上住み続けた人に対しては、も

う借りた人の責任じゃなくて、6年以上たてば

オーナーの責任でそれはリフォームしなければ

ならないんです。そういう現状がずっとあると

いうことを認識なさりながら、この2,500戸につ

いて、やっぱり難しいじゃなくて、現状も把握

しながらやっていただきたいということを言っ

ているのであって、そこら辺はご理解いただき

たいと思いますけど、いかがですか。 

【三原住宅課長】 副委員長のおっしゃるとおり、

努力してまいりたいと思います。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【大場建築課長】 佐世保市の先ほどの大規模盛

土造成地の第1次スクリーニング調査の取組状

況でございますが、現在、佐世保市の担当部局

が、財政当局と来年度の予算の確保について協

議中ということでございます。 

 この協議がうまくいくと、平成30年度から事

業着手の可能性が出てくるかなという今の状況

でございます。 

【川内河川課長】 先ほど深堀委員のほうからご

質問がありました、大村市内での地下街という

のを把握しているか、どこなのかということだ

ったんですけれど、今調べましたところ、大村

マリーナホテルというところで、地下街等とい

うことで地下駐車場があるということで、そこ

につきましては、近辺に二級河川の内田川とい

うものがございまして、その内田川につきまし

ては、浸水想定区域図を平成30年度、来年度作

成する予定にしておりますので、作成がなった

後には、マリーナホテルとも協議を進めていき

たいと思います。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 
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【溝口委員】 国道202号線の整備について、前

回も質問したんですけれども、平成29年7月26

日に国土交通大臣から、国際クルーズ拠点港湾

として指定をされているんですけれども、その

中で、今回佐世保はカーニバル社等との関係を

進めていると思うんですけれども、これが年間

大体300回ぐらいで100万人の寄港計画で、今進

めていると思うんですけれども、これを単純に

割ると、1回に3,000人以上の方々が来るという

ことになるんですね。そうしたら、車にしても

100台ぐらいのバスを利用しないといけないと

いうことになるんですけれども、300回といっ

たら、ほとんど毎日のように来るということに

なるんですね、このカーニバル社だけで。そう

したら、ほかの会社の方々も考えると、やはり

1日に必ず100台のバスが必要になってくるん

じゃないかと思うんですけれども、その辺の整

備について、前回の時に佐世保とよく話し合い

をしながら進めていくと、そういう話だったん

ですけれども、その進捗状況について聞かせて

ください。 

【大塚道路建設課長】 委員ご指摘の浦頭港に関

する道路整備の件でございますけれども、せん

だってからも佐世保市のほうといろいろ協議を

進めておりますということでご報告をさせてい

ただいておりました。 

 例えば、今お話もございましたように、バス

の台数でありますとか、船の寄港の頻度、それ

に加えて現況の交通量もかなり多い道路でござ

いますので、こういったことを踏まえまして、

当面、浦頭港の供用である平成32年の春までに、

国道202号の浦頭入り口の交差点改良は最低限

必要なものではないかと現時点で考えておりま

して、これの事業化に向けた準備を現在進めて

いるところでございます。 

 それに加えまして、指方までの国道について

も、かなり渋滞なり交通量が増加することは予

想されますので、これにつきましても、4車線

化の可能性といったものについても、引き続き

検討しているという状況でございます。 

【溝口委員】 今、交差点の改良だけでは、平成

32年が開業ですから、それに向けて進めていく

ということですけれども、それだけでは100台

のバスが出入りするということがちょっと不可

能ではないかと思うんですね。地元の方々から

いろいろな不満が出てきているんじゃないかと

思うんですけれども、地元の方々との話は、佐

世保のほうから聞いていますか。 

【大塚道路建設課長】 地元の方と意見交換をし

てほしいというお話は佐世保市のほうからも承

っておりますので、それについては、早い時期

に行っていきたいと考えております。 

【溝口委員】 わかりました。ただ、もうあと2

年後、来年度からしても、あと2年で道路の改

良等も進めていかないといけないということに

なるんですけれども、その中にあって、例えば

お客さんが年間100万人近くの方々が来たとし

ても、この交通渋滞等を考えれば、今度はリピ

ーターの方々がいなくなってくるんじゃないか

と思うんですね。だから、1年目はそういうふ

うに来ても、何か交通の便が悪かったねという

ことになったらいけないと思うんです。だから、

来年度の予算に向けて、本当は交差点改良だけ

ではなくて、4車線化について、少なくとも指

方まで、江上までのあそこまでですけれども、

それよりか300メートルとか、500メートルとか

部分的に早く工事をする必要があるんじゃない

かと思うんですけれども、そのことについての

検討はいかがでしょうか。 

【大塚道路建設課長】 300メートルから500メ
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ートルぐらいのというお話は、恐らく浦頭交差

点からということだと思うんですけれども、そ

ういったことも含めて、どれだけのものが必要

なのかということも含めて、今検討しておりま

す。 

 委員ご指摘のとおり、正直2年しか時間がご

ざいませんので、予算の確保はもちろんなんで

すが、一番大事なのは用地の話になろうかと思

いますので、そこは佐世保市とも連携して一生

懸命取り組んでまいりたいと考えております。 

【溝口委員】 わかりました。一生懸命取り組む

姿勢はわかりました。ただ、来年度予算に向け

て、今から計画を進めていかないといけないこ

とになるんですけれども、来年がどこまででき

るか、そして、再来年度にどこまで要求してい

けるかということになってくるんですけれども、

できる限り、やはり道路整備というのはきれい

にしていただいて、そしてスムーズな出入りが

できるようにしていただきたいと思っているん

ですね。 

 だから、100台のバスのためだけにするんじ

ゃなくて、反対に私は、地元の方々がものすご

く不便になってくると思うんですよ。このこと

を考える時に、早急に整備をしていく必要があ

るんじゃないかと思っているんですね。地元の

方々が本当に使われないというような状態にな

ってきたら、大変なことになるんじゃないかと

思っているんです。そのことについての検討は

どうですか。 

【大塚道路建設課長】 本年1月にクルーズ拠点

に選定されて以降のお話になって、非常に短い

時間の中でタイトなスケジュールでありますけ

れども、繰り返しになりますが、予算の措置、

それから、道路の整備には用地の取得というの

が一番重要になってきますので、そこは地元と

も連携しながら、最大限頑張っていきたいと考

えております。 

【溝口委員】 わかりました。ただ、もう一つは、

西海パールラインの利用ですね。今、ちょうど

料金所が、ＥＴＣが全然ないんですけれども、

長崎の出島のほうには整備がされたんですけれ

ども、あそこは、せっかく短縮して来ても、渋

滞になると、結局その時間が使われてしまうわ

けですね。だから、どうしても202号のそちら

のほうに行くと思うんですけれども、その辺に

ついてのＥＴＣに関する考え方、それは持って

ないのかどうか、お尋ねいたします。 

【大塚道路建設課長】 西海パールラインのＥＴ

Ｃ設置に関してなんですけれども、本来、ＥＴ

Ｃの設置というのは、非常にお金がかかること

でございまして、今回、出島の分が実現したの

は、出島に関しましてはＮＥＸＣＯ西日本が、

直近に長崎インターというのがありまして、そ

このシステムを使わせていただくことで、非常

に安価な金額で実現したという経緯がございま

す。 

 西海パールラインにＥＴＣを設置するために

は、恐らく10億円単位の費用がかかってくる可

能性もございますし、独自のシステム等を使わ

ないといけないということもありますし、それ

をやるためには、やはり料金に反映させないと

いけないという可能性もありますので、現時点

では考えておりません。 

【溝口委員】 結局、小迎インターかな、長崎か

ら来た時におりるところは、（「江上」と呼ぶ

者あり）いやいや、針尾におりるところがある

でしょう。針尾におりて、それで202号線を使

って来るというのが多いので、結局渋滞になっ

てくるんですよね、202号の浦頭のあそこがで

すね。 
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 だから、そのことを考える時に、いかに西海

パールラインのほうに逃がすかというのが、私

は課題になってくると思うんですよ。そうする

と、202号も少し渋滞が緩和されてくるという

ことになるんですけれども、そのことについて、

多分、西海パールラインが無料となれば、利用

価値がものすごくあって、そこをほとんどの

方々が利用してくると思うんですよね。ただ、

無料にするのは、まだ困難だと思っていますの

で、そのことについて、ＥＴＣというのは非常

に重要な、やっぱり進めてくるんじゃないかと

思うんですけれども、部長、いかがでしょうか。 

【岩見土木部長】 ＥＴＣ設置につきましては、

先ほど道路建設課長からお答えしましたとおり、

費用がかなりかかると考えております。 

 西海パールラインのほうにいかに交通量を配

分するかというのは非常に重要な問題だと思っ

ています。 

 現在、回数券が結構利用されていると聞いて

おりますし、いろんなソフト面も含めて、この

周辺の渋滞対策を考えていきたいと思います。

（「無料化」と呼ぶ者あり） 

【溝口委員】 今、「無料化」の声が出たんです

けれども、無料化というのが一番最適なんです

けれども、ただ、料金所が2カ所あるんです。

それが、平日は1カ所しか使われていないんで

すよ。それが渋滞の原因になってくると思うん

です。そうしたら、ＥＴＣをつける前に、2つ

の料金所を利用するとか、そういう考え方はな

いんですかね。 

 ただ、それも、今度は人件費が要るというこ

とになると思うんですけれども、その人件費を

ずっと払っていくのと、そうしたら、ＥＴＣを

使っていくのとどちらが有利かということも考

えていく必要があると思うんですけれども、そ

のことについての考え方をお願いいたします。 

【大塚道路建設課長】 実情もよく調べさせてい

ただいて、今後、当然委員がおっしゃるとおり、

浦頭が拠点になってくると、新たな交通量も発

生してきます。料金所の使用実態等も踏まえな

がら、そこは今後検討してまいりたいと考えま

す。 

【溝口委員】 わかりました。ただ、国際クルー

ズ拠点港だけではなくて、今度は県のほうとし

てはハウステンボスのほうにＩＲを誘致しよう

ということなので、そのことについても、また

交通量が増えてくるということになるんですね。

東彼杵道路の建設というのも私は必要になって

くると思うんですけれども、今県がいろいろや

っていこう、そして、なるだけ人口減を減らし

ていこうという中では、やはりいろいろな交通

網の整備というのが重要になってくると私は思

っておりますので、その辺について、全体的な

考え方を一回検討していただければと思ってお

ります。 

 このことについては一般質問の中で、どうい

う計画を立てていくかということについて、私

は2月の議会で聞いてみたいと思いますので、

その辺についてしっかりと検討していただきた

いと思っております。よろしくお願いいたしま

す。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【髙比良委員】 総合運動公園で、議案の中で指

定管理について質疑をしましたけれども、指定

管理者制度導入施設の評価結果概要一覧の7番

め、松が枝の国際ターミナルと松が枝の緑地、

これは長崎の緑地公園管理事務所事業協同組合

が指定管理者としてやっているという話なんだ

けれども、まず、現状においてどういった利用

状況になっているのか。年間の利用者数とか、
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利用の概要とか、そういったことをお知らせし

てください。 

【井手港湾課企画監】 松が枝国際ターミナルビ

ルの利用状況でございますけれども、すみませ

ん。平成28年度は今手元にないんですけれども、

平成27年度で大体52万8,000人の施設利用とい

うことになっております。 

【髙比良委員】 52万8,000人は大体どういう人

たちかというのは、どういうことで利用がなさ

れているかということの話なんだけれども。 

 端的に言えば、この国際観光船の乗船客の、

言ってみれば、乗船の待合い場所みたいなこと

で使われているのかどうなのか。そのほかにも

利用の実態があるのかということなんだけれど

も。 

【井手港湾課企画監】 あそこの利用実態としま

しては、松が枝ターミナルのところに駐車場が

ありまして、そこの利用とか、それから緑地等々

もありますので、入港した時にイベントとかが

行われた時の利用者数というふうに理解してい

ます。 

【髙比良委員】 何だ、それはトータルでの話な

んだな。要するに、緑地とかそういったところ

も含めたところ、イベント等が行われる。そこ

の中に入場者がどれぐらいおったかとか、ある

いは駐車場があるので、そこの利用者が何人お

ったかとか、そういったことを含んだトータル

の数字という話なのか。 

 私が聞きたいのは、あそこの建屋というか、

ターミナルビルそのものの利用者はどれくらい

いるのか。 

【近藤港湾課長】 松が枝ターミナルの利用者な

んですけれども、平成27年以前はクルーズ船が

それほどというか、70隻の時代がございました

ので、クルーズ船が入ってこない時にイベント

等であるとか、会議室であるとか、そういった

フリースペースとしての利用が結構なされてお

ったんですけれども、もう130数隻、200隻、300

隻という中では、完全にターミナル機能として

の利用しかございませんので、いわゆるクルー

ズ船が入港してきた時の乗船客並びにその乗員

の方の利用でしか把握はできておりません。 

 入港隻数から言えば数十万人、80万人とかそ

ういった数字になってきているとは思っていま

す。 

【髙比良委員】 今、答弁があったけれど、課長、

本当にそうですか。 

 私は、普通考えた場合に、乗船客というのは、

要するに、おりてランドオペレーターがずっと

回して、それで出港時刻に合わせて帰ってくる。

結局、あそこのターミナルで出港の待機をする

ために使うというような状況にはなっていない

んじゃないかと思うんだ。いつでも船に乗れる

わけ。定期航路みたいに、ああいう時間が決ま

っていて、そこのために待合いが要りますよと

いう話だったらわかるんだけど、そこは常時乗

船ができるんじゃないの。そうじゃなくて、一

定の時刻、要するに出港間際じゃないと乗船が

できないと、そういう仕組みになっているんで

すか、どうなんですか。 

【近藤港湾課長】 基本的に乗船されているお客

様というのは、一度ＣＩＱを通って、バス等に

乗り換えられて市内観光であるとか、市内から

出られて免税店で買い物をされたりとかいうこ

とで、夕方に帰ってこられて、そこでまた船に

乗るためのチェックを受けて船に乗るというふ

うな手続になるんですけれど、昼間においては、

いわゆるクルーの方々、乗務員の方、実際作業

されている方が、仕事の合間を縫って観光に出

られるということがあるので、昼間は三々五々、



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１１日） 

- 65 - 

出たり入ったりということになっています。そ

の際に自由に出入りできるわけではなくて、や

っぱり出入国の管理というのが出てくるので、

それなりの手続を経て、一回ターミナルにおり

て、市内に出られて、帰ってきて手続を経て、

また中に入るということになるので、一般の

方々が入るということはございません。 

【髙比良委員】 いや、それは質問に答えてない

よ。 

 ＣＩＱは、だから、別の建物でやっているわ

けだな。だから、そこは順番待ちじゃないけれ

ども、本当にたむろするぐらいに行列ができて

いる状況になってきているんだけれども、そう

じゃなくて、ここのターミナルビルというのは、

ＣＩＱと関係ないところで、例えばさっき言っ

た、船の出港待ちのために使うとか、あるいは

その他、要するに国際ターミナルとしての活用

を図っていく上での必要な施設として本来つく

られているわけですよ。 

 ところが、利用実態としてどうかと見た時に

は、今は出る時にはＣＩＱのほうにどんと並ん

で、そして手続が済んで、ランドオペレーター

の車で行きますよと。帰ってきた時も、だから、

車で帰ってきて、ＣＩＱのところでもう一回チ

ェックをして出港しますよと。その出港する時

には、船が出港する時刻の間際のところで、岸

壁で待たなきゃいけないのかと、あるいはター

ミナルビルで待たなきゃいけないのかというと、

そうじゃなくて、それはもう常時乗船ができる

と、そういう仕組みになっているから、そうで

あれば、ターミナルビルそのものの利用価値と

いうのは一体何なんですかということを言いた

いわけだ。今、だから、そういう実態になって

いるでしょう。だから、あそこはいつ行っても

がらんとしているじゃないか。毎日通っている

んだけれども。 

 そうすれば、じゃ、どういうふうな利用促進

策を考えているのかという話になってくるわけ

よ。そういうことを話す前に、一体指定管理を

した場合の収支状況というのはどうなっている

のか。それをまず説明してください。その中で、

県の負担割合がどうなっているのかというのを。 

【井手港湾課企画監】 国際ターミナルに対する

県の負担割合としては、負担金支出状況という

ことでお答えしますけれども、平成28年度で約

3,300万円、指定管理者に対して負担金を支出し

ております。 

【髙比良委員】 いやいや、指定管理者の収支は

どうなっているの。県の負担金を3,300万円入れ

込んだ中で、全体の収支はどうなっていますか。 

【ごう委員長】 休憩いたします。 
 

― 午前１１時３４分 休憩 ― 

― 午前１１時４２分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

【近藤港湾課長】 松が枝ターミナルビルの指定

管理者の自主収入というんでしょうか、利用料

金の質疑でございますけれども、平成25年度が

1,500万円ありました。昨今の平成28年度は

2,000万円ということなんですけれど、もともと

クルーズ客が少なかったころは、いわゆるフリ

ールームといいますか、多目的ルームの利用が

多くて、そういった中でイベント事であったり

とか、企画展示であるとか、そういったものの

収入に加えて駐車場収入、松が枝駐車場につい

てはバスについて17台分の駐車場があり、そこ

の駐車料金等の収入がございましたけれども、

クルーズ船が増加することによって、そういっ

たクルーズ客を対象にしたバスは無料化してお

りますので、その分の収入が減っております。
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それと、イベント事が、クルーズ客がしょっち

ゅういらっしゃることによってイベントができ

ないということで減収になっておるんですけれ

ども、逆に免税店と申しますか、そういった方

のテナント収入が増えていまして、その分での

収入が上がっているという状況でございます。 

 逆に、お客さんが増えることによって、光熱

水費とかそういったものが増加、並びにかなり

トイレがすぐ満杯になってしまうので、トイレ

の清掃等々によって人件費が増加するというこ

とで、県の負担金も増加傾向にあるということ

でございます。 

【髙比良委員】 今言った2,000万円の事業収入

というのは、あそこのターミナルビルだけの話

ですか。（「それと駐車料です」と呼ぶ者あり）

駐車料を除いたら、ターミナルビルは幾らです

か。 

【近藤港湾課長】 すみません。今、内訳までは

持ち合わせをしておりません。 

【髙比良委員】 あそこ、テナント入れているよ

ね。そこは、だから、どういう選定基準で、ど

こがどうしてやっているのか、よくわからない

けれども、ほとんどあそこでは購買がされてな

いんじゃないかと思うんですよ。今言った2,000

万円の中の大きな収入というのは駐車場料金だ

というふうに私は思っているんだけれども、今、

乗船客、乗員といったものが活用しています、

そこが主流ですよみたいな話をしているんだけ

れども、そうであれば、そういう人たちがあそ

こで購買がうんと進むというような仕掛けをも

っとつくるべきじゃないかと思うんだ。非常に

貧弱な話ですよ。みんなどこに行っているかと

いうと、ラオックスだとか、百円ショップだと、

そういったところで購買をして、そのまま船に

乗り込んでしまう。ターミナルビルでそういっ

たものの活用を図っていくというか、そういう

仕掛けづくりという意味においては、全然足ら

ないと思っているんだよ。 

 2,000万円の中身を見れば、もっと端的に出る

んじゃないかと思っているんだけれども、もっ

と活用を図るというか、事業収入を増やしてい

く。そのことによって県の負担金をもっと軽減

化していくと、そういう考え方というのをすべ

きじゃないかと思うんだけれども、この辺はど

うやっていますか、運営者は。運営する側とし

ては。 

【近藤港湾課長】 指定管理者で運営しておりま

す駐車場とそのターミナルビルなんですけれど、

駐車場収入については大分減少していると思っ

ています。逆に、テナント収入は増えています。

委員おっしゃっていますけど、実際、クルーの

方々が、一昔前であれば、お客さんもそうなん

ですけれど、免税店に行かれて家電製品等々を

爆買いされて持って帰るということはあったん

ですけれども、それはもうなくなっております。

どちらかというと、健康食品であるとか、目薬

であるとか、オムツであるとか、生活必需品を

買って帰っているケースが多うございまして、

松が枝ターミナルにつきましては、クルーの

方々が食材であるとか、健康食品であるとか、

化粧品であるとか、そういったものを結構買っ

てらっしゃるというふうに私は理解しています。 

 テナントの店についても、もう二十数軒入っ

ていると思うんですけれども、毎月抽選をやっ

ておりまして、一定登録をされた業者がいるん

ですけれども、それを毎月、毎月抽選をして、

指定管理者のほうで選定をした形で進出してい

ただいているというふうな状況です。 

【髙比良委員】 あなたは、あそこはものすごく

活用されていてから、よかばっかりみたいな話
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をするけども、いつ行ったってがらんとしてい

るよ。なんでもっと活用が図れないのかという

ふうなことをいつも思っているよ。もっといい

仕掛けをやっていけば、うまい工夫をやってい

けば、もっともっと利用の促進が図れるんじゃ

ないかな、もっと事業収益を上げることができ

るんじゃないかなというふうに思っているんだ

けれども、じゃ、単価の安い百円ショップで買

うようなものをいっぱい買っていってますよと

いう話だったらば、そういうものを、今、20何

店舗という話だったんだけれども、そういう需

要を満たすためにどーんとつくればいいじゃな

いの。もっと収入を上げる工夫というのは必要

なんじゃないかというふうに思っているんだけ

れども、この辺ね、やっぱり指定管理者に全部

中身というかテナント、どこをどういうふうに

するかという話も含めて任せてしまうというん

じゃなくて、もっと利用促進、そして収益を上

げるということに対して協議をして、活用をさ

らに増進させるということはぜひ必要だと思う

んですよ。 

 なんでこういう話をするかというと、2バー

ス化をやっていこうとしているわけよ。そうす

ると、やっぱり既存の施設も利用促進を図って

いくということを合わせわざでやっていかない

と、またそこは、2バース化したけども、従来

のものというのは利用ができなくて、新しいと

ころばかりという話になると、そこは、トータ

ルの活用の仕方としてはまずい話なんでね。 

 やっぱりね、毎日とは言わんけど、あそこを

通るたびに眺めていて、いつも空いているなと

いうふうな、そういう状況しかないものだから、

そこは、ほかのイベント等で活用する。私たち

も活用させてもらったことはありますよ。こう

いう仕掛けもして、一般県民でも使えるんだと。

イベント等でも使えるという話であったらば、

ここはＰＲをもっとしていって、これだけ文化

施設とかなんとかが不足していると長崎市内で

言われているぐらいなんだから、もっとああい

ったところにも触手を伸ばしてもらうような仕

掛けをする。そして、利用として収益をより上

げるというような工夫というものを、さらに受

け皿として整備をしていく。ここはぜひ、やっ

ぱり取り組んでもらいたいというふうに思って

います。そうでないと、本当にもったいない。 

 ちょっと話変わるけど、今、あそこの前に孫

文と梅屋庄吉の像があるでしょう。中国から毎

日のように入ってくるけど、あそこの乗船客は

誰も見ませんよ。せっかくつくっといて。要す

るに、案内がなされていないから見ないんだ。

あるいは、梅屋庄吉の記念館というのは、香港

上海銀行のところにつくっているけれども、こ

こにもほとんど行かない。あそこにそういった

ものがあると知らないからなんだ。ここは、だ

から、文教厚生委員会の中で大分話をしました

けれども、それと同じですよ。やっぱり利用促

進を図っていく。やっぱりつくった以上は活用

はしっかりやって、最大限その効果を出す。こ

れは、民間だったら当然の話なんだよ。もっと

どん欲に、言葉で尽くせるかどうかわからんけ

れども、やっぱり利用促進策を講じてもらいた

いというふうに思います。 

 最後に、一言言ってください。 

【近藤港湾課長】 今の松が枝ターミナルにつき

ましては、指定管理者制度を導入して2期目に

当たっているんですけど、来年度で一区切りつ

きます。来年度、新たな指定管理者の選定に向

けた作業を始めるんですけれども、その際に、

やはりターミナルの利活用、並びにその収入を

いかに増やして支出を減らすという中で、元船
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ターミナル、委員のほうもご指摘があって、非

常にいい例だというふうにおっしゃっていまし

たけれども、ああいった形で利用収入をいかに

上げて、県の負担を減らし活性化していくとい

う観点で、次期の指定管理者においてはそのよ

うにやってまいりたいと思っています。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 ほかに質問がないようですので、

土木部関係の審査結果について整理したいと思

います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時４９分 休憩 ― 

― 午前１１時４９分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、土木部関係の審査を終了

いたします。 

 引き続き環境部の審査を行います。 

 しばらく休憩し、午後1時30分に再開します。 
 

― 午前１１時５０分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会及び分科会を再開いたし

ます。 

 これより、環境部の審査を行います。 

 分科会に入ります前に、委員の皆様にお諮り

いたします。 

 本日審査を行う一般会計補正予算の議案と第

95号議案「公の施設の指定管理者の指定につい

て」は、関連があることから、まず、予算議案

及び第95号議案について説明を受け、一括して

質疑を行い、その後、予算議案についての討論・

裁決を行い、委員会再開後、第95号議案につい

ての討論・採決を行うこととしたいと思います

が、ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 それでは、そのように進めさせ

ていただきます。 

【ごう分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 環境部長より、予算議案及び第95号議案につ

いて説明をお願いいたします。 

【太田環境部長】 予算決算委員会環境生活分科

会関係議案説明資料の環境部の1ページをお開

きください。 

 環境部関係の議案についてご説明いたします。 

 今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第83号議案「平成29年度長崎県一般会計補

正予算（第4号）」のうち関係部分であり、歳

出予算の額及びその内容につきましては、記載

のとおりでございます。 

 次に、債務負担行為につきましてご説明いた

します。 

 田代原野営場並びに金泉寺山小屋及び野営施

設の指定管理者の指定に伴い、平成30年度から

平成32年度までの経費として、記載の額を計上

いたしております。 

 続きまして、環境生活委員会関係議案説明資

料の環境部の1ページをお開きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第95号議案「公の施設の指定管理者の指定につ

いて」であります。 

 第95号議案「公の施設の指定管理者の指定に

ついて」は、自然公園内県営公園施設条例第2

条の規定により、平成30年3月31日をもって指

定期間が満了となる雲仙公園テニスコートなど

7施設について、指定管理者を指定しようとす

るものであります。 

 以上をもちまして、議案関係の説明を終わり
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ます。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【ごう分科会長】 次に、自然環境課長より補足

説明を求めます。 

【田中自然環境課長】 「公の施設の指定管理者

の指定について」、ご説明させていただきます。 

 先ほど部長からご説明させていただきました

が、予算議案は、予算決算委員会環境生活分科

会説明資料【平成29年度補正予算概要（11月補

正）】の7ページとなりますが、指定管理者制

度を導入している2施設に係る管理運営負担金

の債務負担行為にかかるものです。 

 また、議案は、環境生活委員会説明資料環境

部の1ページにあります、第95号議案「公の施

設の指定管理者の指定について」となります。 

 このため、まず、第95号議案の「公の施設の

指定管理者の指定について」のご説明をさせて

いただき、その後に予算議案の説明をさせてい

ただきます。 

 それでは、自然公園内県営公園施設条例第2

条の規定に基づきまして、自然公園内県営施設

の管理運営を指定管理者に行わせるため、7つ

の施設につきまして、その指定管理者を指定し

ようとするものです。 

 本件にかかります公の施設の名称、指定管理

者となる団体の名称、それから指定の期間は、

資料1ページのとおりですが、補足説明資料1に

基づきまして、選定の経過等をご説明させてい

ただきます。 

 補足説明資料1をご覧ください。 

 今回、指定管理者を指定しようとする施設は、

平成18年度から指定管理者制度を導入してお

ります雲仙公園テニスコートをはじめとした7

つの施設を予定しております。 

 今回の指定管理者候補者については、1、施

設名一覧の表のとおり、民間が3施設、市町が

指定管理者の候補となっている施設が4施設と

なっております。また、応募者数は、7施設そ

れぞれに1者ずつという状況でございました。 

 次に、指定管理者の選定経緯についてですが、

2の（1）にありますとおり、6月12日に第1回選

定委員会を開催し、7月3日から8月2日にかけま

して公募を行いました。この結果、7施設全部

に応募があったことから、9月1日に第2回選定

委員会を開催し、7施設の指定管理者候補者を

選定していただきました。 

 選定委員会の構成につきましては、2の（2）

に記載しておりますが、学識経験者、財務会計

の専門家、類似施設等に関して知識や運営経験

がある外部有識者5名となっております。委員

長は、委員互選の結果、長崎大学名誉教授で環

境政策がご専門の早瀬氏になっていただいてお

ります。 

 次に、選定方法についてですが、（3）のと

おり、管理運営に関する方針などの審査項目に

よる採点を考慮した総合評価によりまして、指

定管理者の候補者として適当であると委員全員

が認めた者を指定管理者候補者といたしました。 

 次に、2ページをご覧ください。 

 施設概要を上段の表に記載しておりまして、

選定結果を下段の表に記載しております。 

 まず、①雲仙公園テニスコートについてです

が、現在の指定管理者である株式会社青雲荘を

指定管理者候補者といたしました。選定委員か

らは、民間経営ノウハウを活用した管理運営及

び平等な施設利用促進が期待できる点が評価さ

れております。 

 3ページをご覧ください。 

 ②田代原野営場です。現在に引き続きまして、



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１１日） 

- 70 - 

雲仙市が指定管理者候補者となっております。

選定委員からは、地元自治体の管理運営であり、

安定的な管理運営が可能である点が評価されま

した。また、自然に関する知識を施設の維持管

理に生かしてもらいたいとする意見がございま

した。 

 4ページをご覧ください。 

 ③高浜園地休憩施設でございますが、現在に

引き続きまして、五島市が指定管理者候補者と

なりました。選定委員からは、隣接する市の施

設との一体的管理による安定的な管理運営が可

能である点が評価されております。 

 次に、5ページをご覧ください。 

 ④頓泊園地休憩施設ですが、現在に引き続き

まして、五島市が指定管理者候補者となってお

ります。選定委員からは、高浜園地休憩施設と

同様、市の施設との一体的管理によりまして、

安定的な管理運営が可能である点が評価されて

おります。 

 6ページをご覧ください。 

 ⑤蛤浜園地休憩施設ですが、現在に引き続き

まして、新上五島町が指定管理者候補者となっ

ております。選定委員からは、町の施設との一

体的管理による安定的な管理運営が可能である

点が評価されております。 

 次に、7ページをご覧ください。 

 ⑥大浜園地休憩施設ですが、こちらも現在に

引き続き、株式会社丸勝興産が指定管理者候補

者となりました。選定委員から、民間経営ノウ

ハウを活用した管理運営が期待できる点が評価

されております。また、事業執行について、県

の適切な指導を期待したいとの意見がありまし

た。 

 続きまして、8ページをご覧ください。 

 ⑦金泉寺山小屋及び野営施設ですが、現在に

引き続き、民間団体である多良岳登山者山の会

が指定管理者候補者となりました。選定委員会

からは、周辺山岳地理等を熟知した団体ならで

はの利用者ニーズに合った管理運営が期待でき

る点が評価されました。 

 なお、7施設の指定管理期間は、平成30年4月

1日から平成33年3月31日までの3カ年を予定し

ております。 

 9ページには、指定管理者が行う主な業務内

容を記載しております。 

 また、付け加えまして、南島原市の論所原野

営場も指定管理施設でありますが、市から委譲

の意向を受けまして、今年度末までの委譲に向

けた手続を現在進めており、これに伴う自然公

園内県営公園施設条例の改正案を平成30年3月

議会に上程する予定にしております。 

 以上が、第95号議案「公の施設の指定管理者

の指定について」の説明でございます。 

 続きまして、予算決算委員会環境生活分科会

説明資料【平成29年度補正予算概要（11月補

正）】環境部の7ページをご覧ください。 

 先ほどご説明しました指定管理施設のうち、

山間部にありまして、特にトイレ等の維持管理

費を要する施設であります田代原野営場並びに

金泉寺山小屋及び野営施設につきましては、従

前から、県が管理運営負担金を支出していると

ころですが、今回の指定管理期間が平成30年度

から平成32年度までの3カ年を予定しておりま

すことから、3カ年分の債務負担行為を計上さ

せていただくものです。 

 なお、田代原野営場につきましては年間138

万円、3カ年で合計414万円、金泉寺山小屋及び

野営施設につきましては年間40万円、3カ年で

120万円となっており、いずれも現在の負担金

と同額となっております。 
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 以上で補足説明を終わります。 

 ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

【ごう分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び第95号議案に対する

質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【下条委員】 指定管理の第95号議案について、

1、2、お尋ねをいたします。 

 今回は、皆さん方が所管する7施設の指定管

理者を設定しようということですが、単純な質

問がまず一つです。 

 これは国立公園内ということで法の規制があ

るのかと思うのですが、7つのうち4施設が、い

わゆる県が指定をして、市がそれを受けるとい

う形ですよね。もともとが指定管理というのは、

公がずっとやるよりも、その施設は必要だけれ

ども、これからどこまでか、汎用的な公共の施

設として県民・市民が使っていくと、そういう

ためには必要な施設だけれども、そこを公が管

理すると、いわゆる高くつくのではないかと。

効率化を図っていくと、サービスも向上させて

いくと、そういうことで指定管理者制度が導入

をされてきたと思うのですが、7つの中で4施設

が、雲仙市であったり、五島市であったりする

わけですけれども、これは、やはり国立公園と

いう一つの縛りがあるからそういうことになる

のかどうか、あるいは、単純にほかに応募が民

間がなかったので、1者を選定したところは適

当と認めたということなのか、まずお尋ねしま

す。 

【田中自然環境課長】 今、委員からご質問があ

りました4施設につきましては、これは国立公

園を中心とした自然公園内の施設でございまし

て、特に離島地域、あるいは遠隔地に所在する

公園施設が中心となっております。 

 今回の場合も、民間のノウハウを活用した指

定管理者制度ということで、一般に公募をいた

しましたが、最終的には、4施設については、

地元の市町が応募していただいたということで、

その他の民間の団体からの応募はなかったとい

うことになっております。 

 指定管理者導入以前も、地元の市町に管理を

お願いしていた経緯もありますし、また、地元

の市町につきましては、非常に重要な観光的な

施設でもあるということで、管理運営、住民へ

のサービスを行っていただいているというとこ

ろでございます。 

【下条委員】 そうしますというと、季節的なこ

ともあってでしょうけれども、民間で常駐させ

るというのが難しいと。だから、いわゆる民間

のノウハウとか活力というものを導入する必要

があるかもしれないけれども、こういったとこ

ろには民間が手を挙げてくれないくらいの、い

わゆる年間の稼働数が、365日の中の、ずうっ

と1年間回っているということではないから、

そういうことにならざるを得ないということだ

というふうに理解をし、民間も手を挙げて、こ

の選定委員会にかかって、民間が勝っていると

いうことになれば可能ではあったんだというこ

とに理解をしていいですね。（「はい」と呼ぶ

者あり）これが1点です。 

 いずれにしても、しかし、行政と言っても、

行政の各市からは、民間のほうにも委託が出さ

れていくんじゃないですか。どうですか、ここ

はずっとこういった各市が今までなさってきた

ということですが、その状況はどう見ています

か。もう何回目かと思うんですけれどもね。だ

から、もう10年ぐらいはそれぞれ地方公共団体

の市がされていると思うんですが、市の職員が

やるんですか、それとも民間に委託して、また
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市が出しているんですか。 

【田中自然環境課長】 各公園施設につきまして

は、地元の市町が直接やっている部分もござい

ますし、また、地元の町内会の皆さんにご協力

をいただいてやっているところもございます。 

 特に夏のシーズンだけになっております海水

浴場の休憩施設等につきましては、やはり地元

の町内会の皆さん方がご協力をいただいて、管

理に携わっていただいているというふうに聞い

ております。 

 また、大浜園地につきましては、民間の活力

を使っているということで、ここは離島の海水

浴場でありますけれども、地元の丸勝興産とい

う株式会社が熱意を持ってやっていただいてい

うるという状況もございます。 

【下条委員】 この問題はそのくらいで置きたい

と思います。 

 この件についての2つ目が、債務負担行為が

設定されているのが2施設ですよね。ほかのと

ころは、いわゆる費用負担はどういう形になる

んですか。維持経費等の費用負担。この7つの

うちで2カ所、120万円と414万円、ほかのとこ

ろはどういうふうな形で費用負担がやられてい

るんでしょうか。 

【田中自然環境課長】 県の負担金についてのご

質問でございますが、現在、田代原野営場と金

泉寺山小屋につきましては、その特殊な地理的

条件もございますし、また、管理運営における

負担が大きいということが判断されることから、

これは指定管理者制度を導入する以前から、県

が負担をしているという施設でございます。 

 特にこういった経緯を踏まえまして、現在も

この2施設につきましては、山岳地でのトイレ

の維持管理でありますとか、そういったものに、

他の施設よりも負担がかかるということで、県

が支払いをしておるところでございます。 

 また、田代原野営場につきましては、（「負

担があるのは当たり前さ。ないところを聞きよ

るさ」と呼ぶ者あり）負担のない5施設につき

ましては、そういった負担金がないことを明確

にしまして公募を行いまして、応募者は、これ

を理解した上で応募されているということを判

断しております。 

 そういったことから、5施設については負担

金をお支払してないということで、維持管理の

中での収入によって運用をしていただくという

形にしております。 

【下条委員】 どうも合点が、一番最後の1行が

理解できなかったですね。他のもので利益を出

してこういうふうにやっているということです

が、全体に公募したけれども、民間の応募がな

かった。だから、市にさせた。指定管理費用は

もともとただだった。全然理屈が通ってこない

んですよね。ただで民間にやれといったって、

それは無理ですよ。 

 だから、ここは特殊なもので、長年県立とし

てつくり上げたけれども、昔から五島市である

とか、新上五島町であるとか、そういったとこ

ろがずっと運営をしてきたんだと。それが、今、

歴史的にこのようになっているんだと。だから、

指定管理というよりも公設民営と言うんですが、

県設市営、県設町営で歴史的なスタートがある

んだと。だから、その歴史をずっと踏襲してい

るとか、そういうふうな言葉のほうがぴたっと、

私は納得するんですけれどもね。指定管理で民

間を募集したけれども、それは30日か40日ぐら

いの稼働しかなかったら、民間は来ないだろう

なと。1人どうしても職員をつけたり、何かの

忙しい時には日当で雇って除草とか清掃とかを

やらないといかんと。そういったところは、な
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かなか民間は参入できないよなと思って見てい

たら、逆に管理費、維持代というのはここに計

上されないという非常におもしろい、納得でき

ないというところがあるんですけれども、もっ

とずばっと、私たちを説得するように、なぜそ

こはこういうふうな管理費として計上しなくて

いいんだというようなことを説明してもらわな

ければ、そうすると、もう、そこの市が、ある

いは町が管理するのはごく当たり前のことじゃ

ないですか。それを指定管理者選定、選定基準

を設けました、応募として、結果的に1者しか

ありませんでした、1団体しかありませんでし

たと、そういうのはちょっと私はぴんとこない

んですけれども、どうですか、ちょっと説明を

してみてください。 

【田中自然環境課長】 負担金を支出してない5

施設につきましては、委員のおっしゃったよう

に、以前からの経緯もありまして、地元市町が

管理されているということで、特に県が負担金

を支出しなくても、これまでの中でも運営が図

られてきたということがございます。 

 そういった中から、今回も、先ほども申し上

げましたが、負担金なしで公募を行いましたと

ころ、そういったところで、地元の市町以外に

は応募がなかったということで、今回の指定管

理者ということで上げております。 

【下条委員】 要するに、競争になじまないと言

えばいいんですよ。競争になじむものじゃない

んですよと。しかし、現在受け入れてくれてい

る市町が3カ年契約はするけれども、4年、5年

後はわからないと。やってくれなければ民間に

出さざるを得ないとか、あるいは県が直営で運

営しなければならないとか、そういうふうな中

での、お互いが信用しあって、そういうことで

お願いをしていると、そういうふうに理解を、

私が勝手に、もう答弁は求めませんから、そう

いうふうなことなのかなと思っているところで

す。 

 それから、そういったことであれば、なお一

層質問しづらくなりましたが、一番最後の金泉

寺のところは、前回もそうだったと思うのです

が、これをずっと委託するならば、多良岳登山

者山の会というのはＮＰОか何かをおとりにな

るよう指導したらどうですか。いわゆる任意団

体になっているでしょう。そこのところはちょ

っと調子が悪いでしょうが、そう思いませんか。

何かＮＰОでもおとりになったらいかがですか

とかということはないんですか。そういうアド

バイスはしているけれども、今のところはまだ

この状況なんだということなのかどうなのか。 

【田中自然環境課長】 多良岳登山者山の会につ

きましては、委員ご指摘のとおり、任意団体と

いうことでございますが、会の方々にも機会が

あるたびには、そういった形で、しっかりとし

た形の応募が好ましいということはお伝えをし

ております。 

【下条委員】 以上です。 

【深堀委員】 幾つかお尋ねします。今、質疑が

ありましたけれども、田代原の分と金泉寺の分

とこの2つの施設だけが債務負担行為で金額を

出すということになっているわけですけれども、

この7つの施設の昨年度でもいいんですけれど

も、収入がどれくらいあったのか。収支として

プラス・マイナスどうだったのかという額は、

手元に資料がありますか。田代原と金泉寺はこ

ういう県費が入らなかったとして収支はどうだ

ったのかという額をちょっと教えてもらえませ

んか。 

【田中自然環境課長】 それでは先に、現在県の

負担金がございます田代原野営場の平成28年
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度の収支についてなんですけれども、収入の合

計が377万円、そして支出のほうが、同じく377

万円というふうになっております。収入のうち

県の負担金が138万円という形でございます。 

 それから、金泉寺山小屋につきましてでござ

いますが、こちらのほうも平成28年度の収支に

つきましては、収入が93万4,000円、支出のほ

うが91万5,000円という形で、収支でいきます

と、1万9,000円の若干の黒字という形になって

おります。（「県費は幾ら入っとるのか」と呼

ぶ者あり）県費のほうは、こちらが40万円でご

ざいます。 

 それから、その他の5施設についてでござい

ますけれども、雲仙公園テニスコートが、平成

28年度の収入が66万4,000円、それから支出が

57万3,000円、9万1,000円の黒字になっており

ます。 

 それから高浜園地、五島市でございますけれ

ども、平成28年度の収入が335万2,000円、支出

のほうも同額の335万2,000円となっておりま

す。 

 同じく五島市の頓泊園地、こちらのほうも平

成28年度の収入が142万4,000円、支出が84万

7,000円、収支が57万5,000円の黒字になってお

ります。 

 それから、新上五島町の蛤浜園地の休憩施設

でございますが、収入が165万1,000円、支出の

ほうが同額の165万1,000円という形になって

おります。 

 それから、最後でございますが、大浜園地、

収入が36万1,000円、支出も同額の36万1,000円

ということになっております。 

【深堀委員】 ありがとうございました。そうし

たら、指定管理で田代原と金泉寺を除けば、指

定管理者の努力というか、プラスがあったのは

頓泊園地だけだったということですね、大きな

黒字になったのは。 

 問題は、債務負担行為の分の414万円と120

万円の金額の妥当性で聞いているわけですけれ

ども、今言った説明の中では、田代原も年間138

万円ちょうど入ってとんとん。金泉寺も40万円

が入って大体とんとんということですよね。金

額を合わせているということはないとは思うん

だけれども、今言った138万円とか、40万円を

入れなきゃいけない。収支でいけばそうなんだ

ろうけれども、その大きな要因は、トイレの話

を先ほど課長が言われていたけど、収支の差、

支出の分の項目は、多分全部わかっていると思

うんだけれども、そこの額と合致するんですか。

県費を出すお金の、例えば田代原の分が138万

円のお金は、支出の分で見ると、トイレの維持

管理の分がそれぐらいかかっていると、その辺

の分析ですよ。そのあたりはどうですか。 

【田中自然環境課長】 金泉寺の山小屋につきま

しては、金泉寺の頂上付近にある山小屋でござ

いますので、トイレにつきましては、無放流タ

イプのオガクズを使ったトイレを使用しており

ます。これについては、年に数回ほどオガクズ

の入れ替えでありますとか、そういったものが

必要になっております。 

 また、一部のトイレにつきましては、太陽光

を使いました撹拌システムも利用しております

ので、そういったものの電気系統の点検であり

ますとか、そういった費用を40万円の中で見て

いるという形にしております。 

 その他につきましては、金泉寺の場合は山岳

地の建物でございますので、車を使って点検に

まいりますので、旅費といった費用を含めて40

万円の中で見ているという状況でございます。

（「田代原は」と呼ぶ者あり） 
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 田代原野営場につきましては、県の負担金が

138万円ということになっておりますが、これ

につきましては、野営場の維持管理ということ

と、もう一つは、すぐ近接してトレイルセンタ

ーという利用者のための施設をつくっておりま

す。これは利用者に周辺の登山の案内でありま

すとか、あるいは休憩する施設ということでご

ざいまして、こちらのほうにも管理人を1名配

置しております関係上、当時は旧千々石町でご

ざいますが、県と千々石町との間での話し合い

の中で、そのトレイルセンターの増える分の管

理人については、県の負担金をお願いしたいと

いう経緯がございまして、その人件費も含めた

維持管理費という形で138万円の県の負担金と

いうのをお支払しているという状況でございま

す。 

【深堀委員】 わかりました。先ほどの説明の中

で138万円だったり、40万円だったりというの

は、過去からあまり変わってないという説明が

されたでしょう。これ、ずっと変わってないん

でしょう。（「はい」と呼ぶ者あり）だから、

そこの妥当性をしっかり精査されているのかな

ということが気になったんですよ。前からこの

金額を指定管理者の負担金として出している。

だから、本当に経営努力といったらおかしいけ

れども、指定管理を受けた側が一生懸命努力し

て、例えば収入を上げたとか、支出を抑えたと

か、そういった努力の成果が出てきているのか

なといった時に、前からずっと負担金を一定額、

これだけ出していますからということになれば、

そういった努力というインセンティブにならな

いんじゃないかというふうに、非常に気になっ

たんですよ。 

 だから、そういうふうな支出、確かに赤字に

ならざるを得ない施設だから、負担金を出すの

はわかるんですよ。わかるんだけど、その額が

本当に適正なのかどうか。毎年ずうっと、過去

から同じ額が毎年、毎年出ていくことが妥当な

のかどうかという検証は、私はすべきだと思う

んですけど、そういう感覚でした上で今の結果

になっているのかどうか、そこの点だけ教えて

ください。 

【田中自然環境課長】 田代原につきましては、

以前は138万円よりも少額で雲仙市のほうに委

託で管理していた時代もございますが、ここ数

年は138万円ということで、毎年、年度協定を

結ぶ時に、雲仙市とは、その内容につきまして

お話をしております。138万円の妥当性につい

ては、雲仙市との協議の中で内容を精査しまし

て、こういった金額でお願いしますという形で

話をしております。 

 また、今回の指定管理者の更新の公募を行う

際には、県の内部では、当然、財政当局ともこ

の金額について協議をいたしまして、3カ年で

またお願いしたいという形で公募を行っている

という状況でございます。 

 また、金泉寺のほうにつきましても、これも

先ほど申しました、主にトイレの維持管理費と

いうことで特殊な業務が入っておりますので、

この分については県のほうで負担すると。それ

から、山小屋の宿泊等利用につきましては、収

入がございますので、そういった部分を含めて

管理運営を行っていただくということで、こち

らのほうも、年度初めには指定管理者の方とお

話をして進めていっているという状況でござい

ます。 

【堀江委員】 指定管理者制度の導入は、施設評

価調べというのがあって、総務部の財政課評価

班で、これは毎年更新されていて、その資料に

基づいて質問いたします。 
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 今回の7つの施設のうち、②と⑦、田代原と

金泉寺については負担がありますよと。138万

円が田代原ということなんですが、この評価調

べを見ますと、毎年138万円ということになっ

ているんですが、平成27年度の実績が761万円、

それから、平成28年度の実績が792万円という

ことで、指定管理者の段階で債務負担行為で、

今回もそうですけど、138万円をするんですけ

ど、こういうふうに、その年によって県が負担

する分、一般財源が増えるのはどういうことで

すか。 

【田中自然環境課長】 今、委員ご指摘があった

のは、事業評価調書の県予算のところだと思う

んですけれども、ここにつきましては、各年度

ごとに県が改修を行ったり、あるいは修繕を行

った費用がそこに加算されておりますので、こ

れは県の負担金、指定管理者にお支払いしてい

る負担金とは別に、県が独自で整備を行った金

額がそこに計上されております。 

【堀江委員】 そうしますと、例えば大浜につい

ても、平成28年度の実績が551万円、ここはい

わゆる指定管理者にするんだけれども、県とし

ては負担金はありませんよと言うけれども、

551万円の負担をする。これは修繕費、言われ

るとおりですね。 

 そうしますと、今回債務負担行為に上がって

いる金泉寺につきましても、40万円で毎年やり

ますよということですけれども、平成27年度も

実績としては、これは110万円、長崎県として

は出していますね。ということは、これも修繕

費、いわゆる110万円のうちの40万円が県が出

した分、これは指定管理者として出す分ですか

ら、70万円については修繕費という理解でいい

んですか。 

【田中自然環境課長】 今、委員ご指摘のとおり、

金泉寺の山小屋につきましても、40万円の負担

金とは別に、屋根の修理でありますとか、ある

いは床の修理でありますとか、そういったもの

につきましては、県がその年度ごとに施設管理

者からお話を伺いまして、必要なものについて

は支出をしているという状況でございます。 

【堀江委員】 そうしますと、私としては、指定

管理者を導入というのは、一つはコスト削減と

いうのもありますので、本当に40万円でやれる

のかという思いがあるんですけど、施設の管理

として毎年40万円という債務負担行為になる

けれども、必要な修繕については、県がそれ以

外にきちんと見て修理をしていくと、そういう

認識でいいですか。 

【田中自然環境課長】 委員ご指摘のとおり、そ

ういった形で県の施設で改修が、単純な施設修

繕という場合には、指定管理者のほうで行って

いただく場合もございますけれども、そういっ

た専門的な工事が必要ということになれば、県

のほうで実施するという形にしております。 

【ごう分科会長】 ほかに質問はありませんか。 

【吉村(庄)委員】 私も、今の指定管理者問題に

ついてお尋ねをしたいんですが、まず一つは、

市が指定管理者になっているのが、さっきから

ありますね。これは再委託というか、「再」と

いう言い方がいいかどうか知らないですけど、

五島市なら五島市にやった場合に、またどこか

に委託をするとか、指定管理という形で受けた

のを指定管理というわけにはいかん。市だって、

指定管理にするところがあるんですけどね、今

の法律では。それはどういう状況ですか。 

 委託をしているという状態があるのか。ある

とすれば、それはできるとするなら、どの指定

管理要綱の条文等がきて、こういうものについ

てやれるのかとか、そういうところについて、
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ちょっとご教授願いたい。 

【田中自然環境課長】 県が指定管理をお願いし

ております、特に市町の部分につきましては、

夏季のシーズンに限られたような海水浴場の休

憩施設等があります。こういった施設につきま

しては、地元の市町ではほかにも抱えている施

設もございますので、その一部をやはり地元の

自治会等の方々にお願いをしておりまして、そ

ういった面で維持管理、運営を行っていただい

ているという状況がございます。 

【吉村(庄)委員】 質問の趣旨をきちんとしてく

ださい。私はあると知っているんですよ、そう

いうのがあるというのを。だから、それは何に

基づいてそういう形になっているのかというこ

とを、それも一緒に聞いているんです。 

【田中自然環境課長】 指定管理者につきまして

は、県のほうで指定管理者に関しますガイドラ

インをつくっておりまして、その中でそれぞれ

の指定管理者にお願いすること、それから、で

きることについては、そのガイドラインの中で

定めております。 

 そういったことに基づきまして、先ほど言い

ましたように、各指定管理者ごとに管理を行っ

ていただいているという状況でございます。 

【吉村(庄)委員】 それは了解としましょう。そ

うしたら、ガイドラインを後で見せてください。 

 それから、先ほど堀江委員からもあったとこ

ろ、これは非常に、いつも問題になるんですよ、

指定管理者の関係で。ここのところだけじゃな

くてね。例えば、今もあるのかな、障害福祉と

いうところか知りませんが、教育委員会関係と

か、それぞれありますが、公の施設について、

指定管理者制度を利用して指定管理することが

できると、こういうことに法律がなってずっと

やっているわけですね。 

 そこで、先ほど質問があったところと、説明

があったところが関連するんですよ。施設の、

例えば簡易な維持管理のところで改修しなけれ

ばいけないようなところの簡易なもの。それか

ら、物品とか、それに類するようなもの、その

中で使用するものについて、いわゆる指定管理

の条件の中で指定管理者が負担をするものとか、

あるいは、例えば備品等で言うと、高価なもの

については、先ほどの話のように、修繕費が非

常に大きいものについてはどうだと。これはい

つも問題になって、これは指定管理者側から言

えば、県が担当していいじゃないかと、県の費

用でやっていくべきだと、こういうふうに言う

ようなところも含めていろいろ出てきているん

ですね、今も。ずうっと出てきているんです。

いろいろ指定管理者とあれと、あるいは指定管

理者の中で、例えば労働組合があるところはそ

こで指定管理者、使用者側との話なんかもして

問題提起して、また県に持っていくとかいろい

ろあるんですけど、そこの基準はどういうこと

でしてありますか。 

 例えば、簡易なものは指定管理者がしなさい

と。それはいろいろありましょうから、幾つも。

それから、他課にわたる件で言うと、県当局内

部としては、ほかのところにある部分もありま

しょうから、共通する部分があるんですね、教

育の施設とか。今言うのは、自然環境課担当の

ところの施設、休憩地とかあるわけです。そう

いうところの基準というものはどういうふうに

なっているのか。あるはずだと私は思うんです

けれども、教えていただきたい。どういうふう

になっているか、教えていただきたい。細部に

ついては、あるとすれば、後から私にも見せて

もらいたい。さっきの話と一緒に。 

【田中自然環境課長】 自然公園内の各指定管理
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者の施設につきましては、先ほど申しましたガ

イドラインに基づきまして、3カ年の基本協定

をまず結んでおります。さらには、各年度ごと

に年度協定というのを結んでおります。 

 先ほど委員がおっしゃった施設の改修であり

ますとか、補修関係につきましては、細部にわ

たります部分につきましては、先ほど言いまし

た年度協定の協定書の中で、県と指定管理者の

役割を分けまして、そこの中であらわしており

ます。 

 先ほども堀江委員からのご質問がありました

ように、多少金額が張るような改修につきまし

ては、建物につきましては県のほうで行ってお

りますし、施設の中で管理運営に使われている

ような物品につきましては、指定管理者のほう

で行うというのが大まかな割り振りになってお

ります。 

【吉村(庄)委員】 だから、指定管理をする時の

相手側との条件の中で決まるのもあるでしょう

けれども、先ほど言いましたように、県全体と

してならば、あなたのところだけじゃなくて、

指定管理の問題があって、やっぱり施設の大き

な改修とか、そういうものは、そこそこでの決

め方によるというふうに聞きますけど、それは

県の中に統一的な指定管理者における、施設本

体の改修その他とか、あるいは、先ほど言いま

したように物品、これは備品になるのか、消耗

品になるのか、こういうものはありますけれど

も、値が張るとか、こういうものは当然出てく

るんですけれども、そういう基準があって私は

しかるべきだと思う。 

 例えば教育委員会におけるキャンプ場、こう

いうところについても指定管理者制度をとって

いるところはありますから、そういうところと、

あなた方が言うところと、大体線が合ってなけ

ればならんと思うんですよ。こっちではこうい

うところまで見るけれども、こっちはこういう

ところは見ませんよと、一つひとつの指定管理

の条件じゃなくて、ちゃんとあるというふうに

思うんですけど、その点はわからないですか。

次長あたり、答弁してください。 

【田中自然環境課長】 委員ご指摘のとおり、県

全体につきましては、県が定めております指定

管理者のガイドラインというのが県全体の中で

の共通の指針になっております。 

 先ほど申し上げました個別の施設ごとにつき

ましては、それぞれの事情や抱えております施

設が違いますので、基本協定と年度協定の中で、

それぞれの役割分担を示しているという状況で

ございます。 

【吉村(庄)委員】 あなたのところはそれでいい

かもしれないけれども、ほかのところと線が合

ってなければ問題になってくるでしょうが。 

 例えばキャンプ場、環境の建物についてはど

うかと、自然環境課担当のところで建物の修理

はどうかという時に、同一基準がないと、県全

体としておかしいでしょう。だから、私は環境

部次長にお尋ねしたんですよ。そういう点につ

いてどういうふうに認識をしているか。そうい

うガイドラインは全体的に今あるとおっしゃい

ましたが、そういうところまでちゃんとしてあ

るのかどうか、私は聞いているんですよ。 

 あなたのところはあなたのところで、基本協

定でガイドラインの大まかなものがあって、そ

れから個々と、そのガイドラインが統一されて

なければおかしいでしょう。備品のようなもの

について、備品でも金額によりますが、高くな

るのは、やっぱり県費の中で持つのかとか、こ

ういう問題が、ちゃんと一線を画されていなき

ゃというふうに思うんですが、そういうのはな
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いんですか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 今の吉村

(庄)委員のほうからご質問がありました件でご

ざいますけれども、今、自然環境課長が答弁い

たしましたとおり、全庁的な分としてはガイド

ラインというのがございます。それに基づきま

して、先ほど自然環境課長がお答えしましたけ

れども、個別の事案ごとにそのガイドラインに

沿ったところで基本協定、それと、年度ごとの

協定として年度協定ということを結んで、その

指定管理の中でするのか、もしくは県費をつぎ

込んで改修するのかというところを判断させて

いただくということでございます。 

【吉村(庄)委員】 答弁でわかったような、わか

らんような気がしますけれども、いや、思いま

せんか。例えばこっちのほうの担当の指定管理

者の公の施設、あなたたちの担当の公の施設、

例えば先ほどの、私は当然、金額の張るものと

か、基礎的な施設とか、こういうものについて

は県がちゃんとしなきゃいかんと思うんですよ、

県営であれば、県の管理であればね。市の管理

であれば、市に当然やってもらわないといかん

けれども。 

 しかし、それは、県としては一つの基準でや

っていただかないと、我がところではここまで

しかやらないですよ。金額的に、仮に言うとす

れば、ここから先は県が持ちます。ここから下

はと、そんなのは、あっちとこっちで基準が違

うというのは、私は納得できませんから、そこ

ら辺は明確に、後でしていただきたいと思いま

す。 

 そして、私はいつもここの指定管理者のとこ

ろで、経費節減とかなんとかというところにか

かわってくるわけだけれども、人件費の査定ね、

チェック、これをどうしていくのかというのが

非常に気になるんですよ。だから、市に指定管

理者をしていて、まだ委託をしてある。特に、

さっきおっしゃったように季節的なものがある。

そうすると、臨時的に雇用すると、自治会あた

りに引き受けてもらえるかどうか知りません、

そういう事例もあります。例えば昔は、佐世保

にオートキャンプ場があったんですけど、今、

市に渡ってしまっていますが、白浜海水浴場と

して。ここは全体的に管理委員会を地元の自治

会が、佐世保では公民館と言いますが、ここの

皆さん方が管理委員会をちゃんと整備をして、

それと市がやっているんですが、それもやっぱ

り季節的なものですから、どうするかというこ

との流れが、賃金がどうだこうだというのが、

どっちかというとあいまいになっているんです

よ。 

 しかし、指定管理者の中で、指定管理を受け

た中で働いていらっしゃる皆さん方から言うと、

やっぱり県の立場から言ったら、例えば最低賃

金はきちんと守っといてもらわないといかんと

か、こういう問題は出てくると思うので、そう

いう問題も含めて、例えば県が指定管理を行う

場合の一定の基準といいますか、そういうもの

は、先ほどのものと一緒のようにして、やっぱ

りきちんと持っておいてもらわないといかんと

いうふうに思うんですね。 

 例えばあなたたちは今ここで、自然環境課が

担当しているところは、ここで出ているような

部分ですが、こういうところについての人件費

のチェックというか、人件費に対する考え方と

いうのはどういうふうにしてありますか。これ

だけ聞いておきます。 

【田中自然環境課長】 各施設ごとの収支につき

ましては、毎年度各指定管理者施設に赴きまし

て、関係します証拠書類等を県の職員のほうで
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チェックを行っております。 

 先ほど言われました人件費につきましても、

適正に支払われているか等につきましても、県

の中でチェックをして、実態と相違ないかとい

うところを行っております。 

【吉村(庄)委員】 それは、一応聞いておきます。

実態から言うと十分でないと、私は思っていま

すがね、現場を知っていますから。そういうこ

とを聞いておきます。 

 それで、例えば今のあなたたちのところでも、

ずうっと続けてやっているところがありますね。

市の場合もそうでしょうし、団体の場合も。継

続してやっているところ、かわっているところ

もあるかもしれないし、競争性を持ってね。た

だし、1者ずつしか応募がないと、こういう状

況の中では、継続していくというところがある

んですよね。 

 そういう中で、法律と県の指定管理者制度に

対する経緯とか、かれこれを考えてみて、指定

管理者をする場合、「知事が、必要があるとき

については指定することができる」という条項

があったと思うんですけれども、この点があっ

たかどうかという問題と、それがあったとすれ

ば、そういうものを活用して、ここはこれでや

っていかなきゃしようがないじゃないか、ほか

に方法はない、あるいは競争というものができ

てこないと。実際ここのところ、ずっと続いて

いるところがありますから。だから、例えばＡ

というところについて、五島市がしていますね、

市が。こういうところについては、従来からそ

ういう立場でやってもらっているし、責任持っ

てやってもらえるという立場、それから、委託

されようと何しようと、どういう形、法的に正

しいやり方でやってもらえば、市が責任を持っ

てやってもらえるというところについては、そ

の条項を活用して、公募なんかというのはしな

いでよろしいんじゃないかと、こういうふうな

考え方もありますが、その点について考え方を

聞かせてください。前段のそういう取り扱いが

できるのかどうかというのも。必要な場合、知

事が指定することができる。 

【田中自然環境課長】 指定管理者制度につきま

しては、平成15年度の地方自治法の改正により

まして、管理委託制度から指定管理者制度が導

入されるということになりましたので、先ほど

委員がおっしゃったとおりだというふうに思っ

ております。 

 長年管理運営を行っていただいております市

町でありますとか、それから、民間の団体の方

もそうですけれども、特に自然公園の施設につ

きましては、なかなか収益がたくさん上がる施

設というのがございません。そういった中で管

理運営を行っていただくということで、また、

先ほどからも何回か出ておりますが、遠隔地等

ということもありまして、なかなか民間の方が

すぐ行って管理できるという施設でないところ

もございます。 

 そういった面からも、指定管理者制度と若干

なじまない部分もあるのは事実でございますけ

れども、現在のところ、平成18年度に導入した

際に、自然公園施設の中でも収益が上がる施設

については指定管理者制度を使って民間のノウ

ハウにより経費削減、それから住民に高い質の

サービスを行っていただくということを目的に

導入されたということになっております。 

 指定管理者制度に若干なじまないところがあ

るところについては、そういった部分的なとこ

ろも考慮に入れて、今後また、検討を図ってい

きたいと思っております。 

【ごう分科会長】 ほかに質問はありませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 ほかに質問がないようですの

で、これをもって予算議案及び第95号議案に対

する質疑を終了いたします。 

 次に、予算議案に対する討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので、採決を行います。 

 第83号議案のうち関係部分は、原案のとおり

可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案は、原案のとおり可決すべ

きものと決定されました。 

【ごう委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 議案を議題といたします。 

 第95号議案についての質疑は終了しており

ますので、討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第95号議案は、原案のとおり可決することに

ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、第95号議案は、原案のとおり可決す

べきものと決定されました。 

 次に、環境部長より、所管事項説明をお願い

いたします。 

【太田環境部長】 環境生活委員会関係議案説明

資料の環境部の1ページをお開きください。 

 環境部関係の議案以外の主な所管事項につき

まして、ご説明いたします。 

 資料の4ページをお開きください。 

（島原半島満喫プロジェクトについて） 

 環境省では、国立公園における外国人利用者

数を2020年までに倍増することを目指し、「国

立公園満喫プロジェクト」としてインバウンド

対策を進めているところです。雲仙天草国立公

園は昨年度、残念ながら先行的・集中的に取組

を実施する8国立公園に選定されませんでした

が、環境省は今年度から、先行する8公園の取

組を全国の国立公園に展開するためのソフト支

援事業を新たに始めております。 

 本県におきましてもこの事業を活用し、島原

半島観光連盟と連携を図りながら、二次交通改

善のための交通社会実験や利用者動向調査等を

実施し、島原半島が一体となったインバウンド

対策を進めることとしております。 

 島原半島におきましては、地域自らも、国立

公園やジオパークなどの地域の魅力を増すため

の様々な取組を始めており、県もこのような地

域の取組を積極的に支援するため、今後も国の

支援事業等を活用しながら、地元市町とも連携

して地域の活性化に取り組んでまいります。 

 このほかご報告いたしますのは、1ページに

戻りまして、地球温暖化対策について、2ペー

ジ、島原半島の窒素負荷低減対策について、食

品ロス削減対策の推進について、3ページ、災

害廃棄物処理計画の策定について、生物多様性

保全の推進について、4ページ、長崎県総合計

画チャレンジ2020の数値目標の進捗状況につ

いて、5ページ、事務事業評価及び研究事業評
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価の実施について、6ページ、地方創生の推進

についてであります。内容は、記載のとおりで

ございます。 

 以上で、環境部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【ごう委員長】 以上で説明が終わりましたので、

次に、提出のあった、「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について、説明

を求めます。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 お配りして

おります資料に基づきまして、説明いたします。

「政策等決定過程の透明性等の確保及び県議

会・議員との協議等の拡充に関する決議」に基

づきまして、本委員会に提出いたしております

環境部関係の資料について、ご説明いたします。 

 なお、今回の報告対象期間は、本年9月から

10月までに実施したものとなっております。 

 初めに、1ページをご覧ください。 

 県が箇所づけを行って実施する個別事業に関

し、市町等に対し内示を行った補助金でござい

ます。 

 直接補助金の実績につきましては、資料1ペ

ージに記載のとおり、緑といきもの賑わい事業

補助金の1件であり、間接補助金につきまして

は、今回、該当ございません。 

 次に、2ページをご覧ください。 

 1,000万円以上の契約状況についてでござい

ますけれども、2ページ記載のとおり、1件とな

っております。 

 また、3ページに入札結果一覧表を添付して

おります。 

 次に、4ページをご覧ください。 

 知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

につきましては、五島市からの要望など5件で

あり、それに対する県の取り扱いは、資料4ペ

ージから8ページに記載のとおりでございます。 

 次に、9ページをご覧ください。 

 附属機関等の会議結果報告についてでござい

ますけれども、附属機関については、今回該当

がなく、私的諮問機関等については、希少野生

動植物種指定等検討会を1回開催しております。

その内容につきましては、資料10ページに記載

のとおりでございます。 

 説明は、以上でございます。 

 ご審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

【ごう委員長】 次に、廃棄物対策課長より補足

説明の申し出があっておりますので、これを許

可いたします。 

【重野廃棄物対策課長】 「長崎県災害廃棄物処

理計画」について、補足説明をさせていただき

ます。 

 右上に、補足説明資料2－1と記載された資料

をご覧ください。今回の計画の概要をまとめた

ものでございます。補足説明資料2－2と記載さ

れたものが素案になります。 

 この計画は、国が平成26年3月に策定した「災

害廃棄物対策指針」等を踏まえ、県内で発生が

予想される大規模災害等に伴う災害廃棄物の処

理について基本的な流れを整理し、処理体制や

処理方法など、基本的事項を定めるとともに、

市町が災害廃棄物処理計画を策定する際の指針

となるよう策定するものです。 

 計画は、第1編総則、第2編災害廃棄物処理対

策、第3編災害廃棄物処理計画の見直しの3部構

成となっております。 

 第1編の総則は、第1章の基本的事項と、第2

章の組織・推進体制となっております。 

 第1章では、素案、2ページに記載しておりま
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すように、計画の対象とする災害について、地

震災害21ケース、津波災害6ケース、風水害12

ケース、計39ケースを対象としております。 

 次に、素案4ページ、処理主体の役割につい

て、県及び市町の役割を記載し、災害廃棄物は

一般廃棄物に位置づけられていることから、市

町に処理責任があること、また、県は市町が適

正に災害廃棄物の処理を実行できるよう技術的

支援や各種調整を行うこととしております。 

 そのほか、素案7ページ以降に、災害発生時

の県組織体制や市町、他県等との連絡、支援体

制、収集する情報の内容等を記載しております。 

 次に、2編の災害廃棄物処理対策でございま

すが、全般的事項、災害廃棄物発生量の推計、

災害廃棄物処理の全3章で整理しております。 

 第1章では、素案14ページに、長崎県におけ

る災害廃棄物処理の基本方針について記載し、

処理期間をおおむね3年間で終了すること、極

力再資源化や中間処理による減量化により最終

処分量の削減に努めること等を記載し、災害発

生後の事務の流れでは、初動期、応急対応期、

復旧・復興期の対応をタイムテーブルで整理し、

記載しております。 

 次に、素案24ページ、第2章災害廃棄物発生

量の推計では、地震・津波による災害廃棄物に

ついて、県内で最大被害となる5ケースの想定

活断層による地震に加え、各市町中心部直下の

震源を想定した16ケース、津波被害の6ケース

で推計を行い、素案34ページからは想定地震等

における県内各市町での災害廃棄物の発生量を

推計し、素案39ページからは、災害廃棄物の種

類ごとに処理フローを記載しております。 

 このほか、風水害による災害廃棄物、し尿発

生量及び仮設トイレ必要数等についても、同様

に推計を行い記載しております。 

 次に、素案53ページ、第3章では、災害廃棄

物処理の流れを記載し、実際の処理に当たって

の収集・運搬体制、仮置場、処理施設における

処理の方法や留意すべき事項を中心に記載した

ほか、離島における災害廃棄物処理対策等につ

いて記載をしております。 

 最後に、素案70ページ、第3編災害廃棄物処

理計画の見直しでは、上位計画等の変更時、災

害発生後の検証時など随時見直しを行うことと

しております。 

 今後の予定といたしましては、市町への照会

及びパブリックコメントを12月中旬から1月中

旬まで行い、意見等を反映後、3月の県議会環

境生活委員会において最終案をご説明させてい

ただき、年度内に策定・公表まで行いたいと考

えております。 

 あわせて、今年度中に、市町災害廃棄物処理

計画策定のためのマニュアルを作成し、平成30

年度4月の市町担当課長会議時に説明を行い、

平成30年度中の策定に向け、市町を支援してい

きます。 

 以上で、補足説明を終わらせていただきます。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【ごう委員長】 以上で説明が終わりましたので、

陳情審査を行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。 

 審査対象の陳情番号は、35、38、39、42、

48でございます。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。 

【吉村(庄)委員】 陳情書の最初のほうの、これ

は五島市からですかね。陳情のところで書いて

ありますように、私も時々質問の中にあります
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けど、五島市のあれでいきますと、11という数

字が出ているところがあります。6番、合併処

理浄化槽設置に係る補助金の問題で、補助係数

の問題が取り上げられていますね。これは0.9

に、平成27年からそういう係数になったと。財

政力指数で、平成26年度までは分かれておった

んだけれども、平成27年からは、財政力指数に

関係なくという形で0.9という数字になってい

て、これを1.0に復元してもらいたいと、こうい

うのが出てきています。 

 それから、あなた方の今まで説明があったと

ころの問題で言えば、一方では、浄化槽に対す

ることについて幾つかのところから補助を増や

してほしいとか、こういうのが出てきています

が、私も不勉強で大変申しわけなく思いますが、

まず、項目は補助金ということになっているん

ですけど、補助係数か、上には補助係数と書い

てありますが、下のほうは補正係数となってい

るんですが、これは正確にどっちが正解なのか、

教えてもらうことも必要ですけど、ここのとこ

ろの内容をちょっと説明していただきたいんで

すが。 

 1.0というのがあったのに0.9になった経過、

あるいは0.9になったということで、例えば五島

市から言われているように、そういうところで

は問題が出てきていると、こういう状況にある

とは思いますが、その現状について。この2つ

についてお願いします。 

【田口水環境対策課長】 まず、制度の内容につ

いてご説明をさせていただきます。 

 まず、個人が設置する浄化槽に対しまして、

国の補助制度がございます。国の補助制度とい

たしましては、個人が設置する浄化槽に対しま

して、国の補助制度を活用して市町村が補助す

る、県は3分の1を補助しております。 

 具体的に申し上げますと、全体の設備費の6

割、これは個人の負担となっております。残り

4割について、国と市町と県が負担することに

なります。その4割の内訳として、国が2分の1、

そして県が3分の1、残りが市町6分の1というふ

うになっておりました。 

 この3分の1に対しまして、平成26年度までに

おいては、財政力指数というのを加味しまして、

補正係数というのを設定いたしました。3分の1

掛け補正係数という制度をつくったものでござ

います。 

 五島市の要望書の中にありますように、財政

力指数が0.42を下回る、いわゆる財政力が弱い

ところにつきましては、一律1.0、つまり3分の1

を県が補助しておりました。財政力指数が0.42

よりも大きいところにつきましては、低減させ

るということで、最大0.9まで引き下げておりま

した。つまり、財政力がいいところは3分の1掛

け0.9というふうな形で県が補助しておりまし

た。平成27年度から、財政力指数による補正を

改めまして、一律3分の1掛け0.9という県の補助

制度にいたしておるものでございます。 

 その経緯でございますが、浄化槽の設置基数

の要望が増加し、そういう中で、要望数を確保

するためには予算を上げるというのが好ましい

ことでございますが、なかなか財政的にもその

財源を用意することが難しいということもござ

いましたので、要望基数を切るのではなく、要

望基数を確保するために、一律補正係数を引き

下げることで、皆様方の要望基数を確保したと

いういきさつがございます。 

 そういう形の中で、平成27年度から一律0.9

という補正係数を適用したというのが実情でご

ざいます。五島市としましては、その分につい

てもとに戻してくれというご要望の趣旨でござ
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います。 

【吉村(庄)委員】 わかりにくいんですが、まず、

五島の陳情の内容の中で、これは補助係数と書

いてあるのは誤りなんですか。誤りと言ったら

おかしいけど、正確に言えば「補正係数」とい

うことで言わないといけないですね、今の説明

だと。 

 そこで、お尋ねしますが、基数を確保した、

基数のほうを確保する、そっちを重視してそう

いう形にしたので、全体の予算としてはどうか

という問題もあったので、0.9に一律、財政力指

数にかかわらず、従前の制度を変えてきたんだ

と、こういう話になったわけよね。全体の予算

はどういうふうになったんですか。平成26年と

平成27年を比べてみたら、それは確保の基数に

もよるんだけれど、全体としては、やっぱり予

算は増えたんですか。それとも、0.9に減らした

ところの関係もあって、基数は確保したけれど

も、全額としては減ったんですか。そういう見

方ができるかどうか、私はわかりませんが、基

数の変更もあるでしょう。 

【田口水環境対策課長】 当初予算に要望がござ

ました基数を申し上げますと、平成26年度にお

きましては2,187基の要望がございました。それ

に対しまして、平成27年度は2,311基というこ

とで増加をいたしました。この数字では、前の

制度のままですと、予算の限度を超えてしまう

ものですから、枠内におさめるために、先ほど

申し上げましたような補正係数の見直しを行っ

たものでございます。 

 それによりまして、約2,000万円の予算が確保

できたものですから、すべての要望基数に対し

て補助ができたということでございます。 

【吉村(庄)委員】 そうすると、前後では制度を

変えたと、制度という言い方をすれば、限度を

変えたということで、大体似たような予算をち

ゃんと確保していますよということだろうとい

うふうに私は受け取りましたが、それはそれで、

ちょっと変化はあるかもしれませんがね。 

 結局、下水道処理事業でやる部分、浄化槽を

中心にしてやる部分、市町、あるいはそこのト

ップだとか議会、あるいは地域の皆さん方の考

え方がかなり変わったですね、今も、現状があ

るでしょう。いつも私は、例えば島原あたりは

下水処理はどうなっているのかと、こういうふ

うなことをずっと言っているんですが、それは

それとしてもね。 

 いずれにしたって下水処理ということである

と、下水道の管理をしていくためには多額の費

用が要るし、もちろん国の費用もあるんだけれ

ども、多額の費用が要る。だから、そこの地域

の考え方やそれぞれ住んでいる人の考え方の中

で合併浄化槽とか、あるいは個人浄化槽もある

んでしょうけれども、最近は、合併処理浄化槽

をそこの地域でちゃんと整備することによって、

あるいは設備をして、アパートとかマンション

とかは、そういうことをすることによって、し

尿処理については、合併処理浄化槽というのが

非常に大きな役割を果たしていると、私はそう

思っているんですね。これも大きな要素だと。

もちろん下水処理計画をやるので、それは市に

よって違うんでしょう。 

 だから、そういうことを考えれば、やっぱり

ここのところの予算についても、いわゆる基数

の問題も、それから補正係数の問題も含めて、

やっぱり従前のものは確保してもらうと同時に、

あるいは、その中で市町によって係数が、財政

力指数ですか、これが非常にいいところについ

ては、前にもありましたように、格差をしてと

いうふうなことを私は考えられると思うんです
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が、ここのところの政策について、いずれにし

たって、私は予算は拡充で確保してもらわない

といかんというふうに思っていますが、あなた

たちは、今のところこの要望については、補助

係数を引き下げる一方で、浄化槽設置基数を確

保したんだからというのが、五島の陳情に対す

る回答として、基数を確保して、今も話があっ

たので、0.9の分を0.1加えて1.0というふうに復

元するのは難しいと、こういうふうに思ってい

るという回答をしているんですけど、この考え

方は、今のところどうですか。変えるつもりは

ないんですか。 

 私は、どういう形をとろうと、もっと確保し

てもらいたい、拡充してもらいたいと、こうい

うふうに思っていますが、その点についての見

解を聞かせてください。 

【田口水環境対策課長】 浄化槽整備を進める上

で、予算の確保というのは非常に重要だという

ふうに思っております。一方では、市町もそう

ですし、私ども県におきましても、非常に財政

状況が厳しいところがございます。 

 個人型浄化槽の補助制度としましては、個人

設置型、個人の負担が6割で、残り4割を行政が

負担するという形になっておりますので、その

あたりの負担率の割合、特に国の割合を上げて

くれることができないのかどうかという要望を

継続して行っているところでございます。そう

いう中で、市町の予算を確保していきたいとい

うふうに考えております。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。 

 次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。 

【堀江委員】 契約状況一覧表の中の説明があり

ました、この3,024万円契約の長崎県環境放射線

テレメーターシステム中央監視局機器更新業務

委託なんですが、これは応募が1者だけなんで

すけれども、これは更新業務委託という性格か

らですか。 

【吉原地域環境課長】 このシステムについては、

機器の5年目の更新ということで、業者が、シ

ステムのほうのソフトの改修をしている業者と

いうことで、1者の応募になっているところで

す。 

【堀江委員】 そうしますと、これは現県庁、そ

れから新庁舎もそうですよね。そうしますと、

ずっとここは更新になりますので、ここの業者

に限られるということになれば、契約方法とし

ては一般競争入札なんですけど、これは実態が

合わないのではないかと思うんですが、その点

はどうなんですか。 

【吉原地域環境課長】 業者は1者に特定される

というところなんですけれども、実際、更新の

ほうにつきましては3回目になりますが、1者か

どうかという確認を含めまして、今までやって

きたところです。実際、できるところが1者し

かございませんので、次回以降は随契で実施す

るようなことで考えていきます。 

【堀江委員】 ちなみに、落札金額は2,800万円、

契約金額が3,024万円、この224万円の差額はど

ういうふうに分析されるんですか。 

【吉原地域環境課長】 この差額は消費税でござ

います。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 では、次に、議案外所管事務一

般について、ご質問はありませんか。 

【堀江委員】 災害廃棄物処理計画について質問

したいと思います。 

 まず、これは災害廃棄物処理計画、通常で言

うところの災害対策というふうに捉えていいん

ですか。それとも、災害対策とは違うんですか。 

【重野廃棄物対策課長】 今、委員ご質問の件で

すけれども、通常は災害廃棄物の処理計画とい

うのは、県の防災計画の中に位置づけてはいる

んですけれども、今回、熊本地震とかそういう

ふうな形で災害廃棄物を復旧することが地元の

復興に非常に大きなものが出てくるというふう

なところで、国が平成26年3月に指針を発出し

まして、それに基づいて各県がこういう災害廃

棄物の処理計画に特化した計画をつくっている

というところでございます。 

【堀江委員】 そうしますと、災害対策という認

識の点からも見ていいということですかね。じ

ゃ、具体的な質問に入りますね。 

 46ページですね、し尿の発生量及び仮設トイ

レの必要基数の推計というのがあるんですが、

日本トイレ研究所というところがあって、そこ

が出しているハンドブックに、「東日本大震災

3.11のトイレ 現場の声から学ぶ」というハン

ドブックがあるんですけど、それをもとに質問

したいと思うのですが、この46ページに、し尿

発生量の推計方法として、断水により仮設トイ

レを利用する住民は、上水道が支障する世帯の

うち半数、そして、残り半数が在宅住民の用水

を確保するということで、仮設トイレを利用す

る住民が半数というふうに推計をする根拠とい

うのがあるんですか。 

【重野廃棄物対策課長】 今、46ページのし尿

発生量の推計方法の下のところに出典と書いて

おりますけれども、環境省が出しております技

術資料の中に避難所のごみの発生量、し尿必要

処理量というふうな形で、こういうことで推計

してくださいよという方法を出しておりますの

で、これに基づいて、今回、推計をさせていた

だいているということでございます。 

【堀江委員】 そうすると、一応例示があるんで

すよと。それに基づいてやりましたということ

なんですけど、場合によっては、災害によって

は、全く使えないということもあるんですよね。

そういう場合は、要するに仮設トイレがこれぐ

らい、そうでない携帯トイレであったりとか、

自宅のトイレで何とかするというふうな、そう

いうのは半数、半数ということじゃなくて、全

く仮設トイレも使えませんよということもある

んじゃないか。逆に、自宅が全く使えませんよ

ということもあるのではないかと思うのですが、

そういうケースというのは想定しないんですか。

とりあえず、国が示した一つの指標に基づいて

計算をしましたということですかね。 

【重野廃棄物対策課長】 今回の計画は、あくま

で国の指針に基づいた計画ということでござい

ますけれども、実際、地震が起きた時には、そ

ういうふうなところが出てくるということでご

ざいますので、16ページのほうを参照していた

だければと思いますけれども、ある程度発災が

起きた時に情報収集をするという形で情報を収

集してトイレの不足量とか、し尿の処理はどう

いうふうにしたらいいかというふうな情報を収

集した中で、災害廃棄物の実行計画というのを

改めて立て直して実行するというところもござ

いますので、し尿の状況を情報収集しながら、

その辺については対応していきたいということ

で考えております。 
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【堀江委員】 先ほど私が示したガイドブックの

中では、災害時のトイレ対策は段階的にやるべ

きだというのがありますよね。災害の発生直後

は携帯トイレを使用して、その間に避難所に備

えてある組み立てトイレを準備して、さらに不

足する場合には、避難所の仮設トイレを配備す

るということで、災害が発生していきなり仮設

トイレとなりませんよね。実際に仮設トイレの

業者と協定を結んだとしても、それこそすぐに

とはならないし、道路が寸断されたら、仮設ト

イレも設置できないということもあるんですけ

ど、そういった順を追って、災害が発生した場

合の対策が行われていくと、その順を追っても、

これでは、今、16ページの説明がありましたけ

れども、そこでし尿の量とかを把握するという、

そういう視点はちゃんとあるということですか。 

【重野廃棄物対策課長】 その辺を含めまして、

なかなか最初から想定というのが難しいもので

すから、一応技術指針に基づいて、今回計画を

つくらせていただいております。 

 そういうふうな想定も今後出てくると思いま

すので、そこについては随時検討をしながら、

見直しが必要であれば見直していくという形に

なっていくと思いますけれども、今のところは、

この指針に基づいて、一応計画を立てさせてい

ただいているところでございます。 

【堀江委員】 今回の立てた計画の中に、実際に

東日本大震災でありますとか、そういった人た

ちの現場でトイレの問題についてさまざまな記

録なり発信があると、そういう情報もきちんと

視野に入れて計画がつくられているのかという

ことがちょっと疑問に思ったので、この質疑を

しているんですが、もう一つ、災害用のトイレ

の指示系統を決めておくべきだという意見があ

りまして、例えば下水道の被災状況がわかれば、

仮設トイレ等の配備を効果的に行うことができ

ると。つまり下水道を把握している部署が、災

害時のトイレの衛生対策のリーダーシップをと

ることが必要だというふうに指摘をされている

点があるんですが、その場合、今回の計画とい

うのは、指揮命令系統も含めているという計画

なんですが、例えば災害トイレの指示系統とい

うことでは、そうした視点というのは加味され

ているんですか。 

【重野廃棄物対策課長】 災害が起きた時には、

県のほうに県組織チームという体制をつくって

やっていくという形で考えておりますので、そ

の中で下水道を担当している水環境対策課にも

ご協力をいただいて、対応のほうを図っていき

たいということで考えております。 

【堀江委員】 これまでの災害の中で一番言われ

たのは、マンションとかはわかると。しかし、

個別の一戸建ての住宅とかの排水がわからない

と、いろんな意味で仮設のトイレも簡単にいか

ないという指摘があって、災害時のトイレの指

示系統はきちんと決めておくべきだというご意

見があったので、あわせて質疑をさせていただ

きました。 

 もう一つなんですが、計画書の61ページに、

7のし尿処理というところの白丸の3番目に、平

常時どうするかという時に、処理に関する備蓄

を促進するというのがありますよね。例えば携

帯トイレを備蓄するということで、例えば仙台

市ではそういったことを進めているとかという

のがあるんですが、今、長崎県も避難所の問題

でいろんな備品を置くというのがありますけれ

ども、携帯トイレを備蓄するという点について

は、どうなんでしょうか。 

【重野廃棄物対策課長】 携帯トイレについては、

今のところ検討というところまで至っていない
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んですけれども、仮設トイレの供給に対する協

定ということでは、今、長崎県のほうが株式会

社レンタルのニッケンのほうと結んでいるとい

うことでございますので、その辺を含めて、今

後どういうふうに進めていったらいいかという

のも同時に検討していきたいということで考え

ております。 

【堀江委員】 今回の計画は、国の指導のもとに、

つくりなさいということでつくったというふう

に理解をしているんですが、トイレの問題で、

改めてこうしたハンドブックを読む中で、やは

り避難所に食料とか水というのはあるんだけど

も、仮設トイレを業者と契約しているから、そ

れでよしという考えがないか。むしろ、まずは

災害発生時には携帯トイレだと。実際、それも

日ごろから使わないとわからない、使うことが

できないというのもありますし、本当に携帯ト

イレから組み立てトイレ、そしてその上で仮設

トイレという段階を踏んでのトイレの設置は、

やはり県民に十分に周知をしていかないといけ

ないなと私自身思ったものですから、ここで書

かれているように、備蓄を促進する中で、し尿

処理という、結果としてどれくらいの処理をす

るんだということを立てるのであれば、最初の

段階の災害が発生した時の携帯トイレが、本当

に長崎県内の避難所にこれがあるのかというふ

うな視点も、やっぱり持つべきではないかとい

うふうに私自身思ったものですから、あえてこ

の質問をしたんですが、その点はどうですかね。 

【重野廃棄物対策課長】 この災害廃棄物の処理

につきましては、九州各県集まって広域連携と

いう面も含めて協議を現在しておりますので、

熊本地震等の事案等も参考にしながら、今後、

今、委員が言われたことも含めて検討していき

たいということで考えております。 

【堀江委員】 災害が起きた時に携帯トイレの備

蓄というのがないので、いわゆるビニール袋と

凝固剤を即配ったというふうな対応ももちろん

あると思うのですが、なかなか避難所の備品の

中にもそういったものというのは、これまで視

点としてはそうなかったのではないかというふ

うに、私の反省もありまして、ぜひ、備蓄とい

う意味では携帯トイレの部分も今後検討してい

ただきたいということをこの機会に申し上げて

おきたいと思います。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【吉村(庄)委員】 今、最初に堀江委員がお尋ね

になったところと関連があるんですけれども、

ちょっと教えていただけないでしょうか。 

 この計画の2ページ目に、真ん中より下のほ

うに、先ほど質問がありましたが、長崎県地域

防災計画、これと左側に廃棄物処理計画という

のがあって、真ん中に県災害廃棄物処理計画と

いうのがあって、右のほうには、相互に整合を

図るというのがあって、下のほうには、市町の

一般廃棄物処理計画というのがあって、市町の

地域防災計画があって、市町の災害廃棄物処理

計画、こうなっているね。これはどういうこと

ですか。 

 ありていに言えば、廃棄物処理計画というの

はそのまま存在をし、地域防災計画というのも、

例えば県で言えば、例えばというか、下のほう

に市町を書いてありますが、県で言う場合で結

構ですが、その計画はそのままあり、しかし、

整合性を図って、今回、災害廃棄物処理計画と

いうのを立てると、こういうことなのか、それ

とも、ここら辺が一緒になっているのかという

ところが少しあいまいなんですけれども、どう

いうふうに理解したらいいんですか。 

【重野廃棄物対策課長】 今、委員ご指摘の件で
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すけれども、「長崎県廃棄物処理計画」という

ものが、平成28年3月に策定したものがござい

ます。それとあと、「長崎県地域防災計画」が

ございますので、この辺を踏まえた中で、今回、

「長崎県災害廃棄物処理計画」を策定させてい

ただいております。 

 この策定に当たりまして、今後、市町におい

て災害廃棄物処理計画をつくっていただかない

といけないということがございますので、県の

ほうである程度ひな形をつくって、今後、市町

に災害廃棄物処理計画をつくっていただくとい

う形で考えております。 

【吉村(庄)委員】 いやいや、そういうことを聞

いているんじゃないんですよ。廃棄物処理計画

というのは、そのまま残るのかと、県で。（「は

い」と呼ぶ者あり）はい、じゃないですよ。そ

れを聞いているわけです。右の地域防災計画と

いうのも残るんですか。まず、そこを聞かせて

ください。 

【重野廃棄物対策課長】 長崎県の廃棄物処理計

画も、地域防災計画も残ります。 

【吉村(庄)委員】 そうすると、そことの調整を

図るということですから、この長崎県災害廃棄

物処理計画の素案を今出していますね。これに

ついては、廃棄物処理計画との調整はあなたた

ちの担当です。当然いいんですよね、あなたた

ちがやられて。防災計画になると危機管理監に

なるんですね。ここには関連があって、相互に

整合を図る計画があるから、例えば今議会で、

この素案というのは、私たちで言うと総務委員

会に提出してあるんですか。 

【重野廃棄物対策課長】 総務委員会には提出し

ておりません。 

【吉村(庄)委員】 いや、しかし、相互に整合を

図るとなっています。だから、内部的に図るの

は結構ですよ。しかし、私たちが議論する時に

は、総務委員会に地域防災計画に関係のある災

害というところに関する廃棄物ですから、そこ

には、議会には諮られないというか、私たちの

ところで諮るという立場になっているわけです

が、それは諮る必要があられるんですね。とい

うのは、ちょっと私が理解できないんですけれ

ども。 

 そして、やられるのであれば、私たちも委員

会という意味では、各会派を代表した委員とし

て出ていますから、それは素案を議論すること

についてはやぶさかではないですが、防災計画

との関係があるんだったら、これをお示しいた

だくのが正当だろうと私は思うんですけれども、

そういう関係にはなってないですね、確認です。 

【重野廃棄物対策課長】 一応、災害廃棄物に特

化した計画ということでございますので、今回

の環境生活委員会のほうに諮らせていただいて

おります。 

【吉村(庄)委員】 災害廃棄物でしょう。地域防

災計画の中でも整合性を図るとしてあるように、

左のほうの廃棄物処理計画もそうなんですけど、

当然整合性が図られなきゃいかんと、こういう

ふうに、これは右だけ書いてありますけど、左

も普通の廃棄物、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律、一般処理ですね、そういうところとの

整合性を図られなきゃいかんと、こういうのは

当然出てくるんです、今からね。ここはあなた

方のところですから、あなた方のところで、我々

もそこの整合性について議論をして、意見を申

し上げます。 

 何かちょっと私では理解が非常に厳しいと思

うんですが、これですよ、これを3月までにす

るというんですけど、議会としては、もちろん

委員会の取り扱い次第なんですが、これはずう
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っとやっていたら、とてもじゃないけど時間が

かかるんですけれども、どうなんですかね。パ

ブリックコメントなんかもやるということなん

ですけれども、議会としてはいつまでに意見を

出す、3月までに意見を出せばいいと、そうい

うことなんでしょうかね。どうなんですか。 

【重野廃棄物対策課長】 一応、3月議会にもう

一度諮らせていただきたいということで考えて

おりますので、その前にご意見をいただければ

一番ありがたいですけれども。 

【吉村(庄)委員】 通常、3月議会に提出する時

には、ある程度の成案ね、ある程度と言ったら

おかしいけど、あなたたちは成案化するんです

よね。案として出すにしても。私たちに対して

はいつごろ、いろいろ検討した経過とか、それ

までのいろんなパブリックコメントだとか、何

かそういうところとか、市町とどういうことを

やっていくのか知りませんけれども、そういう

意見を集約したものとかというのは、いわゆる

成案という意味では、いつ提示をなさるつもり

ですか。私は、十分時間をとっていただきたい

というふうに思いますが。 

【重野廃棄物対策課長】 今回の災害廃棄物処理

計画については、議会にお諮りをしないといけ

ない案件ということではございません。今回は、

こういう計画をつくりますということでご報告

をさせていただいているという形で、議案外の

中で報告をさせていただいているということで

ございます。 

【吉村(庄)委員】 それはね、議会と理事者側と

の関係を含めて、それから、いろいろな法律と

の関係を含めて、どれだけの重要性とか、そう

いうものがありますから、議案として出すとか、

議会がちゃんと議題的に結論を出す計画案と、

こういうふうになっているとか、なっていない

とかは別にして、素案を説明されているわけだ

から、私がお尋ねしているように、多分あなた

たちは3月議会に成案を出されるんですよ。そ

して、意見を言う必要があるなら言うわけです

ね。それは構わんですよ。 

 しかし、成案にしても、ある一定の時に出し

てもらわないと、前とどう違ってきたのかとか

なんとかということを含めて我々は検討、あな

たたちが出す以上は検討していかないといけな

いし、この問題は、先ほどからも話があってい

るように、非常に重要な部分を含んでいますね、

いざとなる時の。現場では問題になる、いろん

な事項がね。トイレの問題もありましたが、そ

ういう問題のほかにもあると思いますがね。 

 そういう点を含めて、私たちも災害のあった

ところを視察したりなんかしていますので、そ

ういうところについての意見はあるんですけれ

ども、なかなか今のような状態でされると、今

日から明日までかかって言っていいのかどうか

という問題もあるんだけど、私は国の方針に基

づいてやられたのはわからんでもないけれども、

何か突然出てきたような感じがしますから、当

然しなきゃいかんことであることは認めますか

ら、その労はねぎらいたいと思いますけれども、

やっぱり我々にも一定の期間というか、そうい

うものが欲しいので、例えば3月議会の議案と

して出すのではないけれども、3月議会の前に

は成案をまとめていただいて提示をしていただ

くということは、私は必要ではないか、こうい

うふうに思うのですが、その点についてのお考

えが今あるのかどうかわかりませんけど、どう

いうふうにお考えですか。 

【重野廃棄物対策課長】 先ほど説明で申し上げ

ましたとおり、市町のご意見、それからパブリ

ックコメントを含めた中で、早めに素案を成案
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として決定して委員会のほうに提示をしたいと

いうことで思っております。 

【吉村(庄)委員】 最低、そういう議論とか意見

などを私たちも十分、今でもこういうふうにず

っと、今から見ていきますから、個々には言え

ると思いますね。委員会としてやっぱりいろい

ろ議論するようなところを十分、十分とは言わ

ないけれども最低の時間がとれるように、なる

べく早い時期に、それは、例えば今からやって

1月の初めに示せとか、こんなことは言いませ

んけれども、一定の時期には成案なるものを私

は出してもらいたいと思います。 

 中身については、お尋ねしたいこともたくさ

んあるんですよ。しかし、時間もありませんか

ら、私は手続的なことだけ申し上げておきたい

と思います。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【溝口委員】 組織なんですけれども、7～8ペ

ージになっているんですけれども、県の体制は、

見れば大体わかるんですけれども、市町がどこ

に、どういうふうにかかわってくるのかという

ことがちょっとわからないんですけれども、8

ページのあれから言ったら、例えば県のほうに、

一応こういう体制ですけれども、例えば2番目

の情報収集・連絡・広報担当というこのチーム

をつくっておくということと、それから、広域

調整担当、適正処理指導担当とかあるんですけ

れども、下はもう県のほうのそれぞれの部局に

なると思うんですけれども、これはどういうふ

うな担当のあれをつくっていこうとしているん

ですか。 

【重野廃棄物対策課長】 今、委員のご指摘の件

ですけれども、8ページに記載していますとお

り、災害廃棄物の対策における県の組織チーム

の中に情報収集担当、広域調整担当、適正処理

担当、庁内関係部局との連携というところをつ

くりまして、県としては、そういう組織の中で

災害廃棄物対策における対応をしていきたいと。

あと、市町にそれと同じような形になるのか、

そこについては、今後、市町のほうに災害廃棄

物の処理に対してどういう体制をつくれるのか

というマニュアルを示した中で、各市町で組織

をつくっていただいて、市町は市町で対応をし

ていただいて、そことの連携を図っていくとい

うふうな形になっていきます。 

【溝口委員】 それはわかります。でも、情報収

集・連絡・広報担当とした場合に、例えば水産

部から誰々とか、この担当チームをつくらない

といかんわけでしょう。そのチームがどういう

ふうな組織になってくるんですかと聞いている

んです。 

 例えば広域調整担当としていると、やっぱり

これは県の中につくるわけでしょうから、誰が

そこを担当しているのかということを聞いてい

るんです。 

【重野廃棄物対策課長】 その組織につきまして

は、環境部の中に一応設置させていただいて、

各関係部局から代表者を出していただいて、庁

内の連携体制というのをつくっていきたいとい

うことで考えております。 

【溝口委員】 こういうふうにつくっているから、

私はもうあるものと思って、組織・推進体制と

いうのをつくろうとしているその部分がどうい

うふうになって、市町のほうにもお示しして、

自分たちは、例えば上の情報収集・連絡・広報

担当としては、こういう人たちが組織的に入っ

て、ちゃんとチームのリーダーとしては環境部

がなりますと、誰々がその担当になりますとか、

そういうあれはきれいにつくっていかないと、

そういう体制をつくっても、市町からの連絡と
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いうのがどこにやれば、情報収集としているか

ら、最初には、一番上の情報の担当になると思

うんですけれども、そこら辺ははっきり示して

おかないと、市のほうも、そうしたら、誰が担

当してからこちらに来るのかということをやっ

ぱり示していかないと、こちらは、例えば水産

部誰々、どこの誰々がこういうふうにして入っ

て、担当としてはチームリーダーは環境部がな

りますので、そうしたら、市町もそういう形を

つくって、ちゃんと一人に情報を集めて、県の

ほうのチームをつくらないと、今度は国に持っ

ていけないという形になるんじゃないかと思っ

ているんですけれども、その辺については、や

はりしっかりとした素案の中で考えて、市町に

提案していかないといけないんじゃないかと思

うんですけれども、いかがでしょうか。 

【重野廃棄物対策課長】 先ほども申し上げまし

たとおり、3月までには、市町が廃棄物対策処

理計画をつくるためのマニュアルというものを

作成していきたいということで考えております

ので、その中にきちんと示させていただきたい

ということで考えております。 

【溝口委員】 そうしたら、先ほど吉村(庄)委員

が言われましたけれども、私たちとしては、で

きてしまったものは、後から追認でも、そのま

ま3月に一応意見を出して、もう認めてくださ

いということになってくると思うんですよね。

だから、本当は、やっぱりこの素案の中で、そ

ういうチームをどういうふうに考えていますよ

ということまで、やはり今日、示せたら示して

もらって、また違う場所で示してもらって、そ

して、それで足りるのか、足りないのかという

のを私たちも審議していかないと、内容が、ど

こがどう入ってくるのだろう、この中にと。別

に、そういう部局じゃなくて、そういうのをつ

くるのかどうかというそんな方向、課とかです

ね。ちょっとそういうあれが、本当に情報の伝

達がきれいにぱっぱっぱとできていくような体

制づくりになってくるのかなと思って、これを

見ながら、どこに言えばいいんだろうと、私が

市町になった時に、どこに、例えば県北地方本

部に言うにしても、それがしっかりとした体制

が、地方のほうに言ったら、ちゃんと環境部の

ところに伝わって、それがすぐ本部長に行って、

そして、これは大きいからということで国のほ

うに行っているかと。 

 やはり災害だったら1日が勝負の時だと思う

ので、やっぱり大きな災害だったら、国のほう

にすぐに飛んでいかないと、先ほどの仮設のト

イレとかなんとかにしても準備ができないとい

う形になりますので、これについては、やっぱ

りしっかりとした組織、伝達というものができ

るような体制づくりをしていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【深堀委員】 今の廃棄物処理計画の分で1点だ

けお尋ねしたいんですけれども、いろいろ中身

は見せてもらっていますけれども、一つの視点

として、収集運搬体制という項目が55ページに

載っているんですけれども、通常の廃棄物処理

計画じゃないわけですね。何か大規模な災害が

発生した時の処理ですよね。となれば、例えば

熊本地震の時を考えてみれば、至るところで道

路が寸断されて行けなかった。物を運搬する人

たちも確保できなかったというようなことがあ

るわけですね。それに対する想定が、全くこの

計画の中にないわけです。例えばトイレの話で

あったりとか、じゃ、どこの施設がどれだけ受

け入れられるというのはありますよ。じゃ、誰

がそこに届けるのか、持っていくのか、そうい
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う緊急事態を想定した中身として、この計画の

中にはそういったところが、私は見えない。災

害対策の別の計画の中であれしているのか、災

害が発生した時には、当然救援物資を届けない

といかん。その一方で、壊れたものを廃棄物と

して処理しないといかんと。優先されるのは、

どうしても救援物資とかを届けるほうが、多分

優先されるんでしょうね。 

 そういう事態を想定した時に、じゃ、廃棄物

をどうやって、今計画しているところに運搬す

るのかとか。例えば災害の時に、輸送会社とい

ろいろ協定を結んでいる自治体がありますよね。

そういう計画、こういう災害対策の廃棄物処理

計画の中にも、例えばどういった事業者と協定

を結んで、これを間違いなく届けるんだ。道路

の状況に関しては、例えばどことどこと連携を

して、その情報をタイムリーに入手した上です

るんだとか、そういう視点が見えないんだけど、

そのあたりはどう考えていますか。 

【重野廃棄物対策課長】 協定の部分につきまし

ては、前半のほうに、一応、産廃協会とかそう

いうふうなところと協定を結んでいると記載を

させていただいております。 

 その辺の具体的な、今、深堀委員が言われた

収集運搬体制をどういうふうに具体的にするの

かというところは、今回、記載が十分行き届い

ていなかったところがございますので、今後そ

こについても見直しを図っていきたいというこ

とで考えております。 

【深堀委員】 一つの視点です。一つの視点とし

て、十分な計画をつくってもらうためには、そ

ういう視点もちゃんと入れてしていただきたい

ということは、要望しておきます。 

 引き続き、チャレンジ2020の数値目標の進捗

状況の資料が出ていますので、お尋ねをしたい

んですが、「身近な環境保全活動に取り組んで

いる人の割合」という指標が、進捗状況として

は遅れているということが、資料の3ページな

んですけれども、ここの状況なんですよね。「平

成20年度70％から平成26年度64％と低下傾向

にあったが」云々と、現時点で、平成28年度が

56.4％ということでして、「取り組んでいない

理由」として、「情報がない」とか、「参加し

たい活動がない」とか、「どうしていいかわか

らない」と回答した人が45％以上いたことから

云々というふうに書いてあるんですけれども、

具体的に現在までのＰＲ活動というのはどうい

うふうにしたのかということ。そして、56.4％

とかというパーセンテージが出てきていますけ

れども、その算出方法、このあたりを少し教え

ていただきたいと思います。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 2点のお尋

ねでございます。 

 まず、ＰＲ方法でございますけれども、環境

教育につきましては、いろんな活動をやってい

ます。一つは、環境アドバイザーの派遣とか、

あとは情報発信をやっておりまして、総合情報

サイトというのを平成27年度に立ち上げまし

たけれども、この中で各種環境活動団体の活動

について、インターネット上で発信をしたり、

メールマガジンで発信をしたりしております。 

 あと、そのほかにも環境の団体でございます

けれども、環境カウンセリング協会長崎という

のがございますが、そことＥＳＤの普及啓発活

動ということで、教育委員会とも連携をとりな

がら普及啓発活動を図っているところでござい

ます。 

 また、今年度からの事業といたしましては、

環境活動の養成講座等も開催して、幅広く環境

活動、環境教育の普及啓発には努めているとこ
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ろでございます。 

 あと、算出の方法でございますけれども、こ

れにつきましては、政策企画課がインターネッ

トを通じて、県民の方々の意識調査を年一回や

っております。その中で、「環境活動に取り組

んでいますか」ということで調査をかけており

まして、その割合をここに毎年計上するような

形で取り組んでいるところでございます。 

【深堀委員】 わかりました。非常に定性的な指

標なので、この数字を捉えて本当にやってない

ねなんていうことでは、私はないだろうなとい

うふうに、数字として下がってきているからと

は書かれているんだけれど、本当に真の数字な

のかというのは大変わかりにくいので、その数

字にあまり左右されることなく、地道な取組を

続けてほしいなということだけは申し上げてお

きたいなと思っています。あまりこの数字にと

らわれて、何が足りないのかとは。 

 ただ、その一方で、今度は別なんですけれど

も、例えば総括説明資料の中で、県下一斉ノー

マイカー＆エコドライブウィークとかが12月

から始まるというふうな説明があるわけですけ

れども、こういったところをやっていますと言

うけど、実際にそれがどれだけ効果が上がって

いるのかとか、どれくらいの人がこれに参加し

ているのかとか、そういった実数をつかむ努力

というのは、実際にこれはされていたんですか。

ちょっと話がずれて申しわけないんですけれど

も、お願いします。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 県下一斉ノ

ーマイカー＆エコドライブの実績でございます

けれども、これにつきましては、エントリーを

していだくような形でしております。 

 それの結果につきましては、また報告をして

いただくようなシステムをとっておりまして、

昨年度は12月14日から20日までの1週間取り組

んでおりますけれども、約3万7,000人の方々に

参加していただいておりまして、ＣＯ２の削減効

果といたしましては、66トンのＣＯ２の削減効

果があったというふうに我々は、その報告をも

とに算出をしているところでございます。 

【深堀委員】 県下で3万7,000人参加されたと。

これは、実際にエントリー制ですから、その人

たちは確実に実施したわけですよね。 

 だから、やはりこういった実数が間違いなく

出る数字というのをしっかりまた追いかけてい

く必要があると思うんですけれど、これについ

ては、目標の数値というのはなかったんですか。

例えば長崎県下で138万人とか人口がいる中で、

じゃ、何十万人とかという目標は立ててなかっ

たんですか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 これにつき

ましては、目標が幾らということは設定はして

おりません。ただ、徐々には増えていると思っ

ておりますし、土曜日の長崎新聞には、県下の

皆様方にＰＲをしたいということで広告も打っ

ておりますので、見ている方と見ていない方は

いらっしゃると思います。なるべく幅広く参加

を促したいと思っております。 

【深堀委員】 ぜひ今のようなこういう数字とい

うのは実数なんだから、そこをしっかり求めて

いく。だって、これに参加した人は、イコール

身近な環境保全活動に取り組んでいる人の割合

にもつながりますよね。感覚的な何％なんてい

う数字よりも、実際に取り組んだ人の数を増や

すというのを、実数をもっと明確に目標として

掲げて。だって、企業は協力しますよ、絶対、

こういう環境活動に関しては、恐らく。もっと

企業にどんどん、企業として取り組んでもらえ

ば、もっと参加者は増えると思うので、環境先
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進県としての取組をぜひお願いします。 

 最後にもう一つだけ。下水道関係なんですけ

ど、福岡で道路が陥没したのは、結局水道関係

だったんですけれども、そういったところ、結

局老朽化が進む水道管の対策として調査がいろ

いろ行われているわけですけれども、昨今、国

土交通省が発表した下水道全国点検の結果、多

くの老朽化したものが対策が必要だというふう

に自治体に求めているということがあったわけ

ですけれども、長崎県下も恐らく、実際に調査

をやったのは基礎自治体だと思うんですけれど

も、長崎県の状況について教えていただきたい

と思います。 

【田口水環境対策課長】 国土交通省が硫化水素

による腐食の恐れが大きい管路、具体的に申し

上げますと、管路の勾配があるところは、どう

しても硫化水素が滞留しまして、マンホールの

内壁を腐食する可能性が高いということで、そ

ういったところを指定をしまして全国調査をす

るということで始めたものでございます。基本

的には5カ年でやる調査でございまして、今年

はその初年度ということでございます。 

 本県におきましては、調査数としましては、

マンホールで74カ所、管渠におきましては1.6

キロメートルについて調査を行いました。結果

といたしまして、マンホール74カ所のうち7カ

所について腐食があったという報告がございま

した。具体的には、マンホールの内側の壁面が

劣化していたということと、あとはマンホール

のふたがさびついて開かなかったというところ

でございます。 

 対応につきましては、来年度から再来年度の

予算を使って補修するということで報告を聞い

ております。 

【深堀委員】 5カ年調査の中の初年度というこ

とで、それぐらいの結果だったというわけです

けれども、当然、調査を進めていく中では、い

ろんなケースが出てくると思うんですね。その

ケースによっては、福岡で起こったような、道

路が陥没するようなことにつながるようなケー

スも、もしかしたらあるのかもしれないし、そ

のあたりの調査をできるだけ前倒しするという

ことは、それはできないんですか。やっぱり5

カ年かけざるを得ないという状況なんですか。 

【田口水環境対策課長】 今回、公表されたのが

平成28年度に実施された調査結果でございま

して、今年度においては、まだ予定ではござい

ますが、マンホールで473カ所、そして、管渠

につきましては13.2キロを調査するという計画

で進めているところでございます。 

 委員がおっしゃいますとおり、5カ年でやる

のではなく、可能な限り前倒しでやっていくと

いうのが非常に重要だと思っておりますので、

調査の促進という観点から、市町のほうに要請

してまいりたいと考えております。 

【深堀委員】 最後にします。恐らく点検の結果、

早急に、緊急に対策を講じなければいけない部

分と、それは長期的に、そんなにあせらなくて

もいいというような結果があると思うんですけ

れども、そのあたりの財源というのは、当然こ

れは恐らく基礎自治体がやる話なんでしょうけ

れども、そこの予算というのは、国からの補助

金制度というのは何かあるんですか。それとも、

基礎自治体の自主財源でやらなければいかんと

いう状況なんですか。そこらあたりだけ、教え

てください。 

【田口水環境対策課長】 下水道施設の更新につ

きましては、防災安全交付金というのを活用す

ることができるわけでございますが、その損傷

の内容ですとか、損傷の規模によって補助金が



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１１日） 

- 97 - 

使えるかどうかというのは個別に判断していく

必要があるというふうに思っております。 

【ごう委員長】 それでは、ここで一旦休憩をと

らせていただきます。 

 再開は、3時50分としたいと思います。 
 

― 午後 ３時３８分 休憩 ― 

― 午後 ３時５０分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 次に、質問のある方はいらっしゃいますか。 

【宮本委員】 数点、確認の意味で質問させてい

ただきます。 

 まず、長崎県災害廃棄物処理計画、先ほどか

らさまざま議論があっていますけれども、1点

だけ確認させてください。 

 3ページの表がありますけれども、災害廃棄

物の種類ということであります。これは環境省

が出したということで出典が書いてあるんです

が、この中に有害廃棄物がありまして、ＰＣＢ

があります。こういったのが出てくるとなると、

これは非常に大ごとになります。特に長崎はカ

ネミ油症という問題がありました。これは環境

省が出した資料なので、長崎県内にＰＣＢが出

てくるような発生源となるようなもの、今の現

段階で特定とかされていますか。その確認をさ

せてください。 

【重野廃棄物対策課長】 ＰＣＢにつきましては、

現在掘り起こし調査を行っております。高濃度

ＰＣＢのトランスコンデンサーにつきましては、

平成30年3月までに処理を委託しないといけな

いというふうな形で決まっていますし、安定器

につきましては、平成33年3月まで、高濃度に

つきましては処理委託をしないといけないとい

うふうなところで、現在、ＪＥＳＣＯの関係で

処理委託のほうを進めておりますので、現在、

掘り起こし調査を行っております。 

 ただ、今回、熊本県の地震でも起きたように、

まだ掘りおこしが十分届いてないところで災害

が起きた場合については、ＰＣＢの漏れが起き

たというふうな事案もございましたので、環境

省のほうで、今回、ＰＣＢのほうもきちんと注

意してくださいというふうな意味も含めて、こ

の災害廃棄物の種類というところで記載があっ

ております。 

【宮本委員】 平成30年度、そして平成33年度

までに処理委託ということでありますけれども、

掘りおこし調査ということですね、これについ

てはしっかりと原因を突きとめて、ＰＣＢ、例

えばこういったのが出てくるという想定はした

くはありませんけれども、やっぱり計画ですか

ら、しなければいけないというのはもちろんで

しょうけれども、熊本の先ほどの事案も言われ

ましたので、いち早くあらかじめ予防という観

点から、課長、どういったところに長崎県内に

ＰＣＢがあるのかというのも、また独自で、一

刻も早くしていただきたいというふうに思って

います。 

 これについては、環境部だけでなく、横断的

にしていくことが必要だと思っています。例え

ば土木部関係だったりだとか、そういったとこ

ろとの連携というのもとってもらいたいと考え

ていますが、そういった横断的な部局との連携

については、一応確認ですが、どんな方面に進

められますか。 

【重野廃棄物対策課長】 今、委員おっしゃられ

た連携につきましては、庁内関係各課を交えて

ＰＣＢ廃棄物の対策協議会というのをつくりま

して、このＰＣＢの対策について協議をして、

今計画的に進めているところでございますので、

その辺にも情報をきちんと流しながら、漏れが
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ないような形で対応を行っていきたいというこ

とで考えております。 

【宮本委員】 ぜひともその協議会ではしっかり

と進めていただいて、ＰＣＢの原因物質、今後

は、こういったのは使わないという社会には、

もちろんしていくべきではありましょうけれど

も、そういった形でしっかりと連携をとってい

ただきたいと、これは強く要望させていただき

ます。 

 もう一つ、循環型社会の構築という観点から

確認というか、今後の取組についてお尋ねいた

します。 

 中国が2017年12月までに廃棄されたプラス

チックの輸入を禁止するということが報道であ

っております。この背景、原因について、県の

環境部で何か知り得ている情報があれば、教え

ていただければと思います。 

【重野廃棄物対策課長】 今、委員ご指摘の件で

すけれども、中国政府より、本年の12月31日か

ら、生活由来の廃プラスチック等の廃棄物の輸

入を禁止するということで公告がされたという

ことで聞いております。 

 環境省のほうでは、現在、廃プラスチックに

つきましては、容器リサイクル制度に基づいて、

国内で循環型の社会、リサイクルのほうを進め

ておりますので、そのルートに乗っけていただ

きたいというふうなところで、今、海外のほう

に出している部分も市町村のほうであるんです

けれども、市町のほうに、国内のリサイクルの

ほうに回していただきたいということで通知を

出しておりますので、うちのほうもそれに基づ

いて、市町に対して通知を出したところでござ

います。 

【宮本委員】 確認ですけど、現状では、恐らく

日本全体としても中国に輸出をしていた。長崎

県も相当量を中国のほうに出していたという現

状は今までありますか。確認です。 

【重野廃棄物対策課長】 平成27年度の全国集

計でございますけれども、ペットボトル自体が

64万トン回収がされていると、そのうち海外に

出ているのが29万トン、それで国内で35万トン

がリサイクルに充てているということで、海外

のほうにも40％ぐらいは出ているということ

でつかんでおります。ただ、県内については、

その辺の情報は持ち合わせておりません。 

【宮本委員】 となれば、40％が今まで出てい

た。それが来年からは、国内でどうにかして処

理をしていかなければならない。もちろん、長

崎県においてもそれは同様であるということな

ので、これは県内の業者さんにおいては、非常

に問題であろうと思います。今までのような循

環がなかなか厳しくなるというふうなイメージ

で、何か業界からそういった意見とか、要望と

かというのは上がっていますか。 

【重野廃棄物対策課長】 今のところ、我々がつ

かんでいるところでは、そういうふうな要望等

はあっておりません。 

 ただ、環境省のほうでそういう補助制度、リ

サイクルに回すための洗浄をする機械とかそう

いうふうなものを導入するような補助制度を設

けておりますので、そういうものを使っていた

だいて、よりリサイクルに努めていただきたい

ということで推進しているところでございます。 

【宮本委員】 それは、今後は県内の業者に対し

てもそれを推進していくという方向性でよろし

いんでしょうか。 

【重野廃棄物対策課長】 環境省のほうが、今の

リサイクル事業の補助金制度につきましては、

公益財団法人の廃棄物・3Ｒ研究財団のほうに

委託して事業を行っているということでござい
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ますので、そちらのほうから周知を図っている

というところで、県のほうにつきましては、先

ほど言いましたように、市町に対しては、国内

でよりリサイクルが回るように、国内の容器リ

サイクル法にのっとったリサイクルを進めてい

ただきたいということで周知を図っているとこ

ろでございます。 

【宮本委員】 わかりました。国内でのリサイク

ルの確立というのが今後重要になるということ

は明らかなので、これは各市町ともしっかりと

連携をとっていただいて、廃プラスチック、今

まで出してきたものが、今回からは国内にとど

まる。そして、それを国内でリサイクルしてい

く、循環する仕組みづくりをしっかり国として

もとっていくという認識で、これに対しても県

内もしっかりこれで取り組んでいくという認識

で確認をいたしました。 

 来年に向けていろいろ問題が出てくるかと思

いますので、これについてもひとつしっかり連

携をとっていただいて、いい具合の循環ができ

るように措置をとっていただきたいというふう

に思っています。 

 それともう一点、先日、壱岐のほうに行きま

して、「チーム防人」に行ってまいりました。

視察に行きました。 

 海岸漂着物、実際見るとすごかったですね。

1週間前にきれいにした海岸が、1週間後はこの

状態ですよというふうに見せられました。そこ

には、やっぱりいろんなものが落ちているわけ

ですね。それを一つひとつボランティアの方々

ととっていく作業をやっているんですよという

ことを言われた時に、この海岸漂着物は産業廃

棄物だから、取りはする。けれどもそれを処理

するところは長崎にはないというお話だったと

思います。北九州に送っているということを言

われていました。こういうのも長崎県で処理す

るような、そういう動きができないのかという

のをちょっと思ったんですが、今の流れは、や

っぱり県外に出ているということでよろしいん

でしょうか。これは確認です。 

【重野廃棄物対策課長】 壱岐のほうについては、

壱岐の一般廃棄物の処理でできる部分について

は処理をして、産廃で処理している部分につい

ては島外に出しているというふうなところで聞

いております。 

 対馬の分については、今年度から島内で処理

ができるような形で、島内業者を使うような形

で計画をしているというふうに聞いております。 

 業者が島内にいれば、島内処理というのをよ

り進めているんですけれども、なかなか島内に

業者がいない場合については、島外に出してい

るというふうな状況も各島においてはあってお

ります。 

【宮本委員】 対馬では、そうしたら、それを処

理する業者がいるということですね、来年度か

ら。いるわけですね。壱岐でもそれができれば、

そこで完結できるということ、これは今後はど

うなんですか。壱岐市自体としては、考えてい

ってはないんでしょうか、今の現状では。 

【重野廃棄物対策課長】 海岸漂着物の処理だけ

では、多分、採算がとれないと思いますので、

その辺が、事業としてやっていけるかどうかと

いうふうなところで、処理業としてやっていく

かというところになってきますので、その辺に

つきましては、壱岐市のほうも、島内でできる

分については島内でということは考えておりま

すけれども、あとは業者がそこまで育っていけ

るかどうかというふうなところも含めて、今後

の課題というところで認識はしております。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 
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【髙比良委員】 何点かあるんですが、まず、さ

っきから話に出ている災害廃棄物処理計画、全

部読ませてもらったけれども、1点だけ気にな

るんですよね。15ページに、応急対応期と、こ

れは時間の目安で、災害発生から2、3カ月程度

ということになっているでしょう。これが、要

するに、1次仮置場とか、2次仮置場とか、そこ

に搬入を完了する期限として、最大、マックス

で3カ月程度という話なんだけど、これは遅過

ぎるというふうに思うんだけれども、なんでこ

ういうふうにしたのかな。 

 したがって、実際に処理をやっていくという

のが2、3カ月後からしか始まらないという話な

んだよな。 

 さっきから地震という話が出ているんだけれ

ども、現実的には、台風被害というか、豪雨被

害というか、本県における災害の中では一番頻

度が高いのはそれなんですよね。仮に台風とか、

豪雨とかいったことによってどういうことが生

じるかというと、台風の57号じゃなかったけれ

ども、家屋の場合は屋根が飛ばされる、瓦が飛

ばされる、あるいは樹木の倒木が起こる。ある

いは河川の氾濫による浸水被害があっておると。

あるいは、土砂崩れがありますよと、もっと言

えば、漏電等による2次災害の火災発生がある。

そういうのが想定されるわけだな。 

 そういう中で、じゃ、廃棄物として一番多く

出てくるのは何かというと、さっきし尿の話も

ありましたけれども、一番ロットとして大きい

のは、やっぱり瓦れきですよ。あるいは一般家

庭の、浸水被害に遭ったということでもう使用

に耐えないようなごみというか、そういうもの

を考えた時に、1次仮置場までの搬出期間を2、

3カ月もとるという話になると、町中に、その

辺に溢れているという話になる。家屋の、要す

るに居住地周辺のところに野積みをしてあると

いうか、そういう状況が普通は想定されるわけ

たいね。その処理を自力でしなさい。しかも2、

3カ月間はそのための期間、その後でないと処

理をしませんよと。これは日常生活に大変な支

障が起きてくるというふうに思うんだけれども、

県がこれをつくった上で、市町がつくるという

話なのか。であれば、ここのところはやっぱり

もう少しスピードアップするような取組を最初

からつくっておいたらどうかな。何となれば、

1次仮置場とか、2次仮置場というのは、市町が

事前に候補地を選定しておくわけでしょう。そ

この中で、現実的な対応を見た中で、具体的に

指定をするという話になるわけ。 

 そうすると、候補地というのはどういうとこ

ろかというと、やっぱり居住地の周辺の小中学

校のグラウンドであったりとか、あるいは広場、

あるいは一定面積を持つ公園、そういったとこ

ろに限られてくるわけよね。そうすると、地区

ごとにメッシュで切った場合に、どこがどうだ

ということは、候補地としてはおのずからわか

ってくるというか、わかってなきゃいかんのだ。

そこの中からピックアップするだけの話だから、

仮置場はどうするか、いろいろ要件は書いてい

るけれども、こういったことも想定しながら、

迅速な対応はより図られるというふうに思うん

だけれども、受け皿は、だからそこにあるとす

れば。そういうことを考えるのに2、3カ月とい

うのはどうかなと思うんだけれども、この辺は

どうですか。 

【重野廃棄物対策課長】 今、15ページの中の

復旧・復興期の2、3カ月というのは、廃棄物の

処理のほうを進めるのが、実際、1次選別が終

わって2次選別があって、そこから処理をしま

すよというふうなところが2、3カ月になってく
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るのかなということで考えております。 

 56ページに仮置場の選定方法ということで、

今、委員がおっしゃられたとおり、仮置場につ

いては、市町において事前に選定をしていただ

いておくと。発災が起きた時には、そこで早急

に仮置場を選定して、そちらのほうに持ち込ん

でもらうというふうなのが、災害復旧に対して

は非常に有効なところだと、我々も考えており

ます。 

 持っていく中で、できれば選別が1次仮置場

でできて、今後のリサイクルに進めるに当たっ

て、2次、3次とうまく進めるようにしていくに

は、早めの対応が必要だと考えておりますので、

そこの仮置場の設定につきましては、市町と協

議を交えながら、候補地については早めに出し

ていただいて対応を図っていきたいと考えてお

ります。 

【髙比良委員】 処理に当たっての行政の目標値

の立て方としては、やっぱりより迅速に行って

いく。それは選別をしていって、発災をしてど

うだこうだと、そこは、だから、ある意味2次

的な話ですよね。 

 だから、要するに、住民の生活から考えた場

合に、早く身近にあるところのごみを処理して

もらう、処理できるというような、そこの時間

だよね、私が言っているのはね。だから、ここ

のところは、なるべく早く、スピーディーにで

きるように。 

 もちろん、例えば大規模な台風で、家屋等の

倒壊被害が出ましたよと。それは罹災証明から

とっていかなきゃいかんとか、そういう手続が

被災者のほうは必要になってきて、そのために

ちょっと時間はかかるというようなことはある

んだけれども、さっき言った、そこまでの状態

じゃなくて、瓦れきがそこの周辺に散乱をして

いると、ここが相当時間がかかるという話にな

ると、生活上はやっぱり不便ですよ。それから、

2次的ないろんな問題が出てくるわけだよな。

だから、ここのところの処理は、もっとすっと

上げてできるような、そういう立て方をしても

らいたいと思う。 

 それと、1次仮置場までは自分で運びなさい

という話になるんだろう、原則として。書いて

いるもんね。これはね、やっぱりなかなかかな

うものと、かなわないものとあると思うんです

よ。さっき産廃業者云々という話は出たけれど

も、あるいは災害ボランティアの活用等々も含

めた中で、ここもやっぱり処理というか、どう

いう方法にするかというのは、少し検討を多角

的にしたほうがいいと思います。1次置き場ま

では被災者が自分で搬入するんだというふうに

限定をしないでと、そうしたほうがいいという

ふうに思います。 

 次、地球温暖化対策。これは、長崎県地球温

暖化対策実行計画を策定して、ＣＯ2の排出抑制

に取り組んでいくと、そういう話なんだけど、

そもそもこの計画において、本県におけるＣＯ2

の排出量と、そこからの削減目標量というのは

どうなっているのか。そしてまた、これまで取

り組んできた実績というのはどこまでなってい

るのかといったことをまず答えてください。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 地球温暖化

対策実行計画でございますけれども、目標とい

たしましては、2020年度における長崎県の温室

効果ガス排出量を1990年度比で13.4％削減す

るということでおります。 

 実際の数字といたしましては、1990年（平成

2年）の排出目標に対して、先ほど言いました

13.4％の削減ということで掲げておりますけれ

ども、平成32年度の目標とする排出量といたし
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ましては、平成2年が892トン排出量があったの

が、平成32年度には838トンまで下げるという

ふうな目標にしております。 

 現在の状況でございますけれども、現在把握

しているのが平成26年度の速報値ですが、987

万トンの排出という状況になっております。 

【髙比良委員】 これは京都議定書をもとにして

やっているのかね。そうではないのか。13.4％

というのは、これは他の都道府県もやっぱりそ

の目標値ということで考えていいわけ。長崎県

独自の数値ですか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 基準年度に

つきましては、先ほど委員がおっしゃいました

京都議定書のところが基準年、同じでございま

すけれども、この算出につきましては、県独自

の分として算出をいたしておるところでござい

ます。 

【髙比良委員】 それじゃ、平成2年が892万ト

ン、それを平成32年には、うん？私が間違った

かな、838万トンでも13.4％の削減にはならな

いね、ぱっと計算して。どうかな。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 申しわけご

ざいません。舌足らずのところでございまして、

これに、あとは吸収量を含めたところで13.4％

というふうになっておりまして、排出量の削減

としては、森林吸収の分を3.3％含んだところで

ございまして、排出量の削減としては約10％の

削減という形にしております。 

【髙比良委員】 そこはあまり当てにならないん

だよな。森林ＣＯ2、森林にはＣＯ2の吸収効果

というのは、足し算、引き算に使ってくるんだ

けれども、じゃ、森林の吸収量を拡大するため

にどういう手を打っているかというと、特に手

を打ってないよ。森林整備で幾つかはやってい

るけれども、吸収量をうんと拡大するような、

そういう手だてまでにはなってないんじゃない

かなと思うんだよな。でも、それはそれで一定

の効果があるから、百歩下がってそれを認める

としても、基本的には、排出量そのものをやっ

ぱりうんと削減をしていくと、そういう取組が

ベースだよね。 

 それで、さっき言った、平成26年度987万ト

ンという話、うん？987万トンあったら、平成2

年の892万トンを超えているじゃないか。これ

はどういうことなのか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 基準年度の

平成2年度が排出量としては892万トン、それと、

先ほど申し上げました平成26年度が987万トン

と増えております。これにつきましては、ご承

知のように、平成23年に東日本大震災がありま

して、その後、原子力発電所が止まったという

ことで、火力発電所に頼らないといけないとい

うような状況がございまして、排出係数が高く

なったというところで排出量が増えたと、要因

としてはそういうことでございます。 

【髙比良委員】 要するに、ＣＯ2をたくさん排

出するその発生源というのは2つなんだよね。

要するに、火力発電所のＣＯ2の排出、それから、

車ですよ。ガソリン車、ディーゼル車、そこが

一番大きい。もちろん家庭での消費に伴う部分

での排出量がどうかと、そういうこともあるん

だけれども、本県でも松浦の火力発電所、ここ

をやっぱりどうするかという話が、この計画を

つくる時点において、だから、その辺の議論も

やっぱりあるんじゃないかと思うんです。 

 そういう中で、かつかつ省エネ対策とかいろ

いろ進めている。それはとってもいいことなん

だけれども、そのことで、しかし、本格的にＣ

Ｏ2を削減していくということにどれだけ欲し

得るかという話になると、ロットとしてはやっ
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ぱり少ないのではないか。例えば発生源が一番

大きなところの排出量をうんと減らしていくと

か、そういう取組をしていかないと、なかなか

地球温暖化対策としての効果は出てこない。も

ちろん中国だ、インドだ、そういったところに

対してもっと知恵をしっかりつけていくという

ような、そういう国際的な取組を促進するとい

うことでないと、それはできはしないけれど、

ただ、長崎県としてそういう目標値を掲げた以

上は実行というか、成果が上がるためには、一

定やっぱり大規模に排出するところをどうやっ

て少なくしていくか。言ってみれば、今の排出

をしている状況をベースとして、そこをどう知

恵を絞って少なくしていくかというやり方では

なくて、今の排出している状況をいかに変えて

いくかと、ここにやっぱり切り込まないと、な

かなかその達成が難しいという話になってきは

しないかと思うんだけれども、この辺を環境部

として取組をどう考えているかということです。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 二酸化炭素

等の排出削減につきましては、県だけでなく、

国の政策等も含めながらやっていきたいと思っ

ております。 

 先ほど委員おっしゃいましたように、排出量

が多いところについてどうやっていくのかとい

うところでございますので、県でやれるところ、

あと、国ベースでやれるところ、確かにおっし

ゃるところの石炭火力発電所の問題等々もあろ

うかと思います。これにつきましては、国のエ

ネルギーミックスの問題等ともあろうかと思い

ますので、国の事業等と連携といいますか、国

の事業も含めながら、私どもの県のほうでやれ

るところは何なのかというところを考えて取り

組んでいきたいと思っています。 

【髙比良委員】 私は、基本的に環境は産業でな

いと進まないと思っているんだよ。要するに、

環境を守るためには、産業をそういう構造に変

える。製品をそういうふうなものにやっていく。

要するに、環境というテーマでその産業の進化

を図る。そうしないと、本来的な意味での環境

の保全というのはできないと思っているんです。 

 だから、そういう意味で、例えば国の場合は、

車の排出基準というか、それについて規制をか

ける。あるいは、発電所についての排出規制を

かけていくための技術革新を求めるとか、そう

いうことをやってきているわけよ。 

 例えば再生可能エネルギーを拡大をしていく

とか、バイオマスのボイラー等々の普及によっ

て、カーボンニュートラルの促進をどんどんし

ていくとか、あるいは、もっと言えば、電気自

動車とか、水素自動車とか、そういったものの

普及を図られることによって排出量がうんと減

ってくるというふうに思っているんですよ。も

ちろん家庭の省エネの取組も必要だけれども、

ベースはそういうことだと思う。 

 そういう意味で実行していこうとすると、少

なくとも本庁においては産業労働部と一緒にな

ってやらなきゃいけない。あるいは、農林部の

ほうと一緒になってやっていかなきゃいけない

とか、そういうことがあると思うんですよ。 

 そこで、ＣＯ2を本格的に、この計画に基づい

て削減をしていくというものを全庁的に取り組

むという、そういう仕掛けを環境部のほうでで

きないのか。ＣＯ2削減庁内戦略会議とか、言っ

てみればそういう話なんだけれども、この辺に

なったら、本当に環境部としての役割がうんと

上がってくるというふうに思うというか、責任

がさらに重くなるかもしれないけれども、いわ

ゆる仕事としてやる意味というのはうんと高ま

るというふうに思っているんだよ。この辺につ
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いてはどうですかね。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 今、委員が

おっしゃいましたとおりだと、私どもは認識し

ております。 

 この地球温暖化対策実行計画につきましては、

環境部だけの計画ではないと思っていますし、

この中の政策といたしましては、まさしく産業

労働部のほうだったり、農林部のほうだったり

ということだと私どもは思っております。関係

する部局とともに、やはり二酸化炭素の排出が

抑制されるような方策に取り組んでいきたいと

いうふうに思っていますし、県でできるところ

につきましては取り組んでいきたいと考えてお

ります。 

【髙比良委員】 ぜひ進めてもらいたというふう

に思います。ちょっとウィングを広げてね、環

境部は大変だけれども、そういうふうな取組を

促進してもらいたと思います。 

 長崎県食品ロス削減推進協議会をつくって、

その具体的手法を検討していくと。次は、安心

して協力できる方策をつくりますということな

んだけれど、これは具体的にどういうことをや

っていくのか。 

【重野廃棄物対策課長】 具体的には、11月22

日に長崎県食品ロス削減推進協議会を開きまし

た。今後につきまして、食品ロスを削減するに

当たって、入り口の部分で、まず、発生抑制を

どうやっていくかというふうなところを、製造

業者、小売業者を含めて食品ロスが発生しない

ように、例えば「食べきり協力店」を増やして

いくとか、そういうふうなところをやっていく

ところと、あと、出口の部分で、フードバンク

を今後どうやって活用していくかというところ

が出てくると思います。フードドライブ、フー

ドバンク、どういったところで食品ロスが出て

きて、まだ食べられるものが廃棄物になる前に、

どうやったら廃棄物にならないようにやってい

くかというところも検討していきたいというこ

とで、長崎県には、今、フードバンク自体が2

者あります。この辺をうまく活用して、県内の

中でどういうふうなシステムができるかどうか

というのを検討していきたいということで考え

ております。 

【髙比良委員】 食べきり店というのは、狙いは

そうなのかは別として、そう簡単じゃないと思

います。 

 フードバンクというのは、具体的に、どうい

うふうな仕組みでやるんですか。この食品ロス

対策というのは、もっと進めていく必要がある

と思っているので、だから、実効ある施策、取

り組み方をぜひつくってもらいと思うから言っ

ているんだけれども、フードバンクというのは、

具体的にどういうふうにやっていくんですか。 

【重野廃棄物対策課長】 フードバンクは、現在、

長崎の業者と佐世保の業者がございます。佐世

保の業者については、企業が自分のところで期

限切れになりそうな食品を回していくというこ

とでやっていますので、ある程度母体がしっか

りしているところでございますけれども、長崎

のフードバンクについては、一人で、自分で意

欲を持ってやっているところでございますので、

この辺の事業につきましては、今後どういうふ

うに活用したらやっていけるのか。今、県南地

区でやっている部分について、事業の拡大がで

きるのかどうかというふうなところも踏まえて

検討していきたいと考えております。 

 それとあと、先ほど説明した佐世保の業者と

の連携ができないかどうかというのも検討して、

よりフードバンクが地域に根差すような形でや

っていけるように、今後進めていきたいという
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ことで考えております。 

【髙比良委員】 最後にしますけれども、例えば

協和商工なんかが、消費期限が切れそうなやつ

を、従前はここに卸していたけれども、ほかの

ところに回しながらやっていくと。そこに協力

店を集めていくということ。そういうふうなロ

スが、要するに、入り口の部分で発生しないよ

うな、そういうふうな取組をやっていこうと、

そういうシステムなんですか。（「はい」と呼

ぶ者あり） 

 そうすると、問題は、やっぱり出口の分だよ

ね。ここのところは非常に難しいと思うんだよ

な。どうやって食品ロスをたくさん扱っていく、

企業等の協力を得ることができるか。そう簡単

じゃないと思いますが、これからつくるわけで

しょう、具体的な手法を検討する。 

 この問題については、特に関心を持って推移

を見守りたいと思いますから、いろんな進捗が

あったら、今後また、ぜひ連絡をするようにお

願いをしたいと思います。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【山口副委員長】 災害廃棄物の処理計画の中で

各委員も大分お聞きですので、私からもちょっ

とだけお聞きをしたいと思います。 

 まず、災害が発生すれば、第一に人命救助の

活動がなされて、それから避難生活の対応、そ

れからまた、生活再建という形で復旧活動に移

っていくわけですけれども、復旧活動に移って

いった際の廃棄物という処理が一番大事に、こ

こでなってこようかと思うんです。 

 そういう中で、災害の想定物の中で、長崎県

で一番経験があるのは、土石流とか風水害の災

害が一番多いわけです。それも局所的ですね。

その時に、私も7.23で経験をしたわけですけど

も、消防団活動の中で、やっぱり土石流が発生

して、そして家屋の中に土砂が流入した際に、

水分を含んだ土砂というのを最初にかき出さな

いといかんわけですね。そういったものを災害

の廃棄物に入れられないのか、そこら辺はいか

がですか。 

【重野廃棄物対策課長】 そちらの風水害による

災害廃棄物というのを、44ページから想定した

部分を12河川の部分で記載をしております。あ

と、水害廃棄物の特徴につきましては、54ペー

ジのほうに水害廃棄物の概要というところで記

載をしておりますけれども、水害廃棄物の特徴

で、例えば大量に発生した粗大ごみとかがどう

いうふうな状況で発生しているのかというふう

なところでは記載しておりますので、この辺を

うまく処理のほうに活用できるような形で、今

後、この辺の見直しをやっていきたいというこ

とで思っております。 

【山口副委員長】 津波の堆積物という形では、

3ページに海底から上がった汚泥とか、そうい

うものの記載があるわけですけれども、こちら

で一番想定できるのは、風水害の土石流による、

水分を多く含んだ土砂ですね。これも夏場に1

カ月ぐらい干しておかないと、なかなかそれが

普通の土、土砂という形では処理できないもの

ですから、やっぱり濡れたものは、なかなか処

理できないんでしょう。だから、そこら辺を含

めて考えていただきたいというふうに思います。 

 それから、仮置場の件、先ほども髙比良委員

からあっておりますけれども、仮置場の中で、

55ページですか、住民用仮置場という形で規定

をしてありますけれども、市町が指定する仮置

場、そしてまた、住宅の近くに小積んでおる住

民用仮置場、そういったものがあろうかと思う

んですけれども、そういう定義づけについては

いかがですか。 
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【重野廃棄物対策課長】 一応仮置場については、

県のほうではなかなか地域の実情がわからない

ものですから、市町のほうに設置をしていただ

くというふうな形で56ページに、仮置場の選定

方法という形で、こういう考え方で選定してい

ただきたいということで記載をさせていただい

て、市町の実情に応じて、どういう仮置場を選

定するかというふうな設置になっていくのかな

ということで考えております。 

【山口副委員長】 マニュアルを示して、市町に

そういう処理計画をお願いするというわけです

から、こういう住民用仮置場とか、そういった

文言を挙げるならば、しっかりとそれを定義づ

けしていって示さないといけないんじゃないか

というふうに思います。仮置場については、復

旧を早く進めるためには、どうしても仮置場が

必要です。それも、身近なところに仮置場が必

要です。そういう考え方も盛り込んでマニュア

ル化をしていただきたいというふうに思います。 

 それからもう一つが、地球温暖化計画の中で

2ページに示しておりますけれども、県有施設

の省エネルギー改修モデル案を今年度策定する

ということになっておりますけれども、この内

容について、もう少し詳しく説明いただけませ

んか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 県有施設の

省エネルギー改修モデル案の策定でございます

けれども、これにつきましては、環境省の地方

公共団体カーボンマネジメント強化事業を活用

いたしまして、県有施設のＣＯ２排出削減モデル

事業ということで実施しているところでござい

ます。 

 これにつきましては、県有施設がございまし

て、これを幾つかの分類に分けていきたいとい

うふうに思っています。その中で代表的な施設

につきまして改修モデル計画を策定するように

しておりまして、それに基づきまして、今後改

修計画をモデルとして実施していきたいと考え

ております。 

【山口副委員長】 国の支援という形で、今年度

モデル案を策定するのに、2分の1の国からの支

援、それから、来年度、今度はモデル改修をす

る時には3分の1の支援が国からあるというこ

とを事前にお聞きしておりますけれども、これ

は波及効果を狙っていろいろやっていかれるわ

けでしょうけども、県の類似施設ということに

なりますと、公共施設等の総合管理基本方針と

いうのが今策定されておりまして、この中で、

いろいろ内容もあろうかと思います。そのグル

ープ分けに対しまして、そういう県の総合管理

計画と整合性をとれるようにやっていかれます

か。そういうリンクの方法については、いかが

ですか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 今の山口副

委員長がおっしゃいました基本方針でございま

すけれども、これは管財課が所管しているもの

だというふうに承知しております。 

 このモデルの選定等につきましては、管財課

が所管しております基本方針も活用しながら、

データとして提供したりしておりまして、管財

課と一定連携をとりながらやっているところで

ございます。 

 この基本方針の中で改修計画があったりして

おりますので、その順番等を勘案しながら、こ

のモデル等も考えていきたいと思っております。 

【山口副委員長】 国のほうでは、インフラ長寿

命化計画ですか、そういうふうに名前が変わっ

ているようでありますけれども、その中でいろ

んな形で橋梁の長寿命化であったり、トンネル

の長寿命化であったりあっておりますけれども、
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公共施設の管理計画というのがありますから、

そういったものと、グループ分けに際してしっ

かりそういう協議をなさらないと、どういうグ

ループ分けをやって、そして、それを県の施設

に波及をやっていくのかというのがはっきりし

てこないと思うんです。ですから、そこら辺は

しっかりと協議をなさってほしいわけですけれ

ど、いかがですか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 この環境省

の事業につきましては、まず、建物等の施設を

対象としております。それについては、基本方

針等が、建物についての分がございますので、

管財課と連携をとっているところでございます。 

 あと、山口副委員長がおっしゃいましたトン

ネルとかの耐震化とか、もろもろあろうかと思

います。これにつきましては、例えば街灯のリ

ース方式によるＬＥＤ化等もありますし、その

辺を含めたところで、また関係課と協議を進め

ていきたいと考えております。 

【山口副委員長】 それから、省エネについては、

10年ほど前からＥＳＣＯ事業というのが市町

では始まっておりまして、幾つかの市町がこの

ＥＳＣＯ事業を取り入れてやっていると思うん

ですけれども、そういう実態の把握はやってお

られますか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 県内におけ

るＥＳＣＯ事業につきましては、佐世保市と長

与町のほうで実施されているということで把握

はいたしております。 

【山口副委員長】 そういう実例があるわけです

から、そのＥＳＣＯ事業がどうであったのかと

いうのをしっかりと検証なされて、そして、省

エネに対してもそういう考え方を持ってやらな

いといけないと思うんですけれども、このＥＳ

ＣＯ事業がなかなか公共施設では、俗に言う、

おいしいところが少ないという形で、あまり普

及が進んでないわけですね。公共施設の省エネ

に対していかにあるべきかということを、今回、

ここでモデル案を示すわけですから、そこら辺

はいろんな事業もありましたので、そういう検

証を加えながら、今回、どうやるかというのも

しっかり検討していただきたいわけですけど、

いかがでしょうか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 山口副委員

長おっしやるとおりでございまして、私どもは、

この省エネ改修のモデルの手法検討に当たりま

しては、ＥＳＣＯ事業をはじめとして、あと、

リース事業等の外部資金を活用した場合も含め

まして、費用効果等も考慮しながら、適切な手

法というのを検討していきたいというふうに思

っております。 

 例えば国の補助事業だったり、ＥＳＣＯ事業

だったり、リース事業だったり、その辺をモデ

ルの中で検討、比較しながら、進めていきたい

というふうに考えております。 

【山口副委員長】 今回、モデル案を一般競争入

札でなさっておられまして、2者が応札したと

いうことなんですけれども、やっぱりそういう

ノウハウというのをしっかり引き出していただ

きたいと思うんですよね。そしてまた、どれく

らいの省エネができたのかというのもしっかり

見える化をして、そして、波及効果を狙ってい

くというのが一番の方法じゃないかと思うんで

す。その見える化に対してどういう提案があっ

ておりますか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 確かに、見

える化につきましては重要だと思っております。

今後、このモデル事業の中で削減効果というの

が、多分示されるものと考えております。それ

を実際、改修を行いまして、その結果がどうだ
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ったのかということをきちんと検証するという

形になってくると思いますので、この事業その

ものが、そういうＰＤＣＡサイクルを回すもの

だと認識をしております。 

 今後ともモデル事業の中で示された効果がき

ちんと保たれているのか、それ以上の効果があ

るのかというのを検証していきたいと考えてお

ります。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 ほかに質問がないようですので、

環境部関係の審査結果について整理したいと思

います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時３８分 休憩 ― 

― 午後 ４時３８分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、環境部関係の審査を終了

いたします。 

 明日は、午前10時から委員会を再開し、県民

生活部の審査を行います。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 お疲れさまでした。 
 

― 午後 ４時３９分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年１２月１２日 

自   午前１０時 ０分 

至   午後 ４時４３分 

於   本館５－Ａ会議室 

 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) ごうまなみ 君 

副委員長(副会長) 山口 経正 君 

委 員 野本 三雄 君 

 〃   吉村 庄二 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   中島 義 君 

 〃   下条ふみまさ 君 

 〃   髙比良 元 君 

 〃   堀江ひとみ 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   宮本 法広 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

県 民 生 活 部 長 木村伸次郎 君 

県民生活部次長兼 
県 民 協 働 課 長 松尾 和子 君 

男女参画・女性活躍推進室長  中尾美恵子 君 

人権・同和対策課長 宮崎  誠 君 

交通・地域安全課長 宮下 直樹 君 

統 計 課 長 笠山 浩昭 君 

生 活 衛 生 課 長 加藤 佳寛 君 

食品安全・消費生活課長 永橋 法昭 君 

 

 

交 通 局 長 山口 雄二 君 

管 理 部 長 小畑 英二 君  

営 業 部 長 小川 雅純 君 

貸 切 部 長 濵口  清 君 

 
 

環 境 部 長 太田 彰幸 君 

土 木 部 長 岩見 洋一 君 
 

 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時 ０分 開議 ― 
 

【ごう委員長】 おはようございます。 

 環境生活委員会及び予算決算委員会環境生活

分科会を再開いたします。 

 これより、県民生活部の審査を行います。 

 分科会に入ります前に、委員の皆様にお諮り

をいたします。 

 本日審議を行う補正予算の議案と第93号議

案及び第94号議案「公の施設の指定管理者の指

定について」は関連があることから、まず、予

算議案及び第93号議案、第94号議案について説

明を受け、一括して質疑を行い、その後、予算

議案についての討論・採決を行い、委員会再開

後、第93号議案及び第94号議案についての討

論・採決を行うこととしたいと思いますが、ご

異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 それでは、そのように進めさせ

ていただきます。 

【ごう分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 県民生活部長より、予算議案及び第93号議案、

第94号議案について、説明をお願いいたします。 

【木村県民生活部長】 県民生活部関係の議案に



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１２日） 

- 110 - 

ついて、ご説明をいたします。 

 予算決算委員会環境生活分科会関係議案説明

資料の県民生活部をお開きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第83号議案「平成29年度長崎県一般会計補正予

算（第4号）」のうち関係部分であります。 

 第83号議案のうち県民生活部関係部分につ

きましては、歳出予算について353万8,000円の

減を計上いたしております。これは、職員給与

関係既定予算の過不足の調整に要する経費でご

ざいます。 

 また、債務負担行為については、記載のとお

りでございます。 

 なお、「1 県民ボランティア活動支援センタ

ー」及び「4 長崎交通公園」の指定管理者の指

定については、補足説明資料を配付させていた

だいております。 

 続きまして、環境生活委員会関係議案説明資

料の県民生活部をお開きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第93号議案及び第94号議案「公の施設の指定管

理者の指定について」であります。 

 これは、県民ボランティア活動支援センター

の指定管理者として、特定非営利活動法人Ｆｉ

ｎｅネットワークながさきを、長崎交通公園の

指定管理者として一般財団法人長崎県交通安全

協会を、それぞれ指定しようとするものであり

ます。 

 この指定管理者の指定及び債務負担の関係に

つきましては、後ほど、県民協働課長及び交通・

地域安全課長から補足説明をさせていただきた

いと存じます。 

 以上をもちまして、県民生活部関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【ごう分科会長】 次に、県民協働課長及び交

通・地域安全課長より補足説明を求めます。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 第93

号議案「公の施設の指定管理者の指定について」、

補足説明をさせていただきます。 

 お手元の補足説明資料1の1ページをご覧願

います。 

 本議案は、県民ボランティア活動支援センタ

ーの指定管理者の指定についてでございます。 

 本支援センターは、県民ボランティア活動の

普及及び促進並びに健全な発展を図るため、県

民のボランティア活動の拠点として、長崎市出

島町にある出島交流会館内に設置している施設

でございます。 

 指定管理期間につきましては、平成30年4月1

日から平成33年3月31日までの3年間としてお

り、限度額を4,623万1,000円とする債務負担行

為を計上いたしております。 

 今回の指定管理者の選定におきましては、去

る8月3日から9月12日までの期間に公募を行い、

1団体からの応募がございました。 

 指定管理者の候補者は、現在の指定管理者と

は異なります特定非営利活動法人Ｆｉｎｅネッ

トワークながさきでございます。 

 選定の経過でございますが、県で定めた指定

管理制度の運用に関するガイドラインに基づき

まして、ＮＰＯ、ボランティア活動に関して見

識の深い外部有識者などから成る5名の委員で

構成されます選定委員会を設置いたしまして、

去る10月18日に委員会を開催し、申請がありま

した1団体から事業計画などの概要説明を受け、

質疑応答を行い、審査を実施いたしました。 

 2ページをご覧願います。 

 選定審査の結果、特定非営利活動法人Ｆｉｎ
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ｅネットワークながさきを指定管理者の候補者

として選定をいたしました。 

 選定理由としましては、県民ボランティア活

動支援センターの管理運営や目的に対する理解

が十分で、支援センターの機能強化を図るため

の事業提案をするなど支援センターの活性化に

向けた意欲的な姿勢が見られること、さらに、

本法人の活動メンバーの中には、過去に支援セ

ンターでの勤務経験のある者が3名、ＮＰＯ、

ボランティアへの支援実績が10年以上ある者

が5名おり、指定管理業務やＮＰＯ法人の相談

対応など専門的な視点での支援ができるととも

に、また、現在、支援センターを利用している

立場からも利用者目線に立った支援センターの

発展、改善に期待がもてるということが理由と

して挙げられております。 

 なお、選定委員からの主な意見といたしまし

て、「事業執行においては、県への適時な報告

や連絡等を行い、県の適切な指導、助言を受け

るもの」という意見がございましたので、今後、

その的確な実施を図ってまいりたいと考えてお

ります。 

 指定管理者が行う業務及び施設の概要につき

ましては、記載のとおりでございます。 

 説明は以上でございます。 

【宮下交通・地域安全課長】 それでは私の方か

ら、第94号議案「公の施設の指定管理者の指定

について」、補足説明をさせていただきます。 

 お手元の補足説明資料の2、1ページ目をご覧

ください。 

 本議案は、長崎交通公園の指定管理者の指定

についてでございます。 

 長崎交通公園につきましては、委員ご承知の

とおり、長崎市油木町にございまして、平成18

年度から指定管理者制度による管理運営を行っ

ております。 

 指定管理の業務内容といたしましては、交通

公園の維持・管理のほか、視聴覚教材などを活

用しました交通安全教育、また、模擬的横断歩

道及び遊具等を利用した実践的な交通安全教育

などを行っております。 

 指定期間につきましては、平成30年4月1日か

ら平成33年3月31日までの3年間としており、限

度額を4,725万円とする債務負担行為を計上し

ております。 

 今回の指定管理者の選定におきましては、去

る8月7日から9月7日までの期間に公募を行い

まして、2団体からの応募がございました。 

 今回、指定をしようとしておりますのは、長

崎市城栄町にあります一般財団法人長崎県交通

安全協会でございます。こちらは、現在の指定

管理者でもございます。 

 選定の経過でございますが、外部有識者など

6名の委員で構成されます選定委員会を設置い

たしまして、去る10月3日に選定委員会を開催

し、申請がありました2団体から事業計画など

の概要説明を受け、質疑応答を行い、審査を実

施いたしました。 

 次の2ページをご覧ください。 

 選定結果でございますが、審査基準に基づき

各委員が採点を行った結果、候補者であります

一般財団法人長崎県交通安全協会が1,200点満

点中996点、Ａ団体が752点ということになって

おります。 

 選定した理由といたしましては、補足説明資

料の6に記載のとおりでございます。 

 団体の持つノウハウや事業実績を活かして、

交通公園利用者に応じた交通安全教育に取り組

む事業計画であり、教育能力を有する人材も適

切に確保されていること、2つ目が経費縮減に
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努めている事業計画であること、3つ目が交通

公園の目的や運営に対する理解が十分であり、

安定的な施設管理、事業運営が期待でき、前回

の指定管理期間の公園利用者も増加しているな

ど、過去の運営実績も良好であり安定している

こととなっております。 

 なお、選定委員からの主な意見といたしまし

ては、市外からの利用促進や団体利用者の増加

を図ってほしいと、高齢者を対象とした交通安

全教育等についても積極的に取り組んでいただ

きたい等の意見がございました。 

 指定管理者が行う業務及び施設の概要につき

ましては、記載のとおりでございます。 

 説明は以上でございます。 

【ごう分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び第93議案、第94号議

案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【堀江委員】 まず、第93号議案についてです

が、課長補足説明資料1の2ページだけでは、施

設の概要にあるのは、これまで指定管理者とな

っていた社会福祉法人長崎県社会福祉協議会の

内容であるので、新たに指定管理者となるＦｉ

ｎｅネットワークながさきの概要がわかる資料

を求めたいと思います。 

 そして、長崎県社会福祉協議会は、これまで

4期12年にわたって指定管理者として指定を受

けてきたんですが、今回、9月1日付で指定を辞

退するという文書を県民協働課長宛てに出して

いると聞いておりますので、その県民協働課長

宛ての文書も資料として要求したいと思います。 

【ごう分科会長】 今の堀江委員から要求の資料

を配付させていただきます。 

（資料配付） 

【堀江委員】 これまで4期12年、県社協が担っ

てきた県民ボランティア活動支援センターの指

定管理を、なぜ辞退をするのかということです

が、ここには、るる、辞退をする理由がきちん

と、組織で協議をした上で判断をしたというふ

うに書かれているんです。この文章の横線が引

いてある2段目ですかね。県社協と組織の一部

門ではなく、県民ボランティア活動支援センタ

ーの目的実現に専念できる現場経験の豊かな中

間支援組織により云々ということで、要は県社

協としては、いろんな意味で大きくなったので

手が回らなくなったというか、一言で言えばそ

ういうことで辞退をしたいということなんでし

ょうか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 実を申

しまして、応募期間が8月3日から9月12日まで

の間でございまして、8月17日に応募をされる

方向けに説明会を行いましたが、その時には県

社協を含めた4者の事前申し込みをいただきま

して、当日は3者の方の参加がございまして、

現指定管理者である県社協の方も説明を受けて

おられました。 

 その後にこの文書をいただきまして、県社協

の組織のご都合もあるのだろうとは思いました

が、県社協へ出向きまして、専務理事さんを含

めたところで幹部の方にご事情を伺ったところ

でございます。私どもに、指定管理者にお願い

するに当たって何か不都合でもあったのかとい

うようなお話を差し上げましたら、そういうこ

とではなくて、書いてあるとおり、社協の組織

のことで、よくよく考えて、ＮＰＯや指定管理

に関してはもっと専門の人がいるんじゃないだ

ろうかというふうなことを思っている時に、自

分たちが育てたと言っては何ですが、そういう

団体が大きくなってきたので、ここはひとつ手

を放して新しいところにお任せしてはどうかと
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いう議論と、それから、2段目の下線のところ

にございますが、社協のいろんな事業が増大し

ている要因もあるというようなご事情でござい

ました。 

【堀江委員】 私は、最初に議案を読んだ時に、

ここは県の社協が指定管理者を受けているとい

う認識がありましたので、なぜ今回、県社協に

ならなかったのかと、特別な理由があったのか

ということで、事前に県の社協にもお尋ねをい

たしましたら、文書があるので、その文書で対

応させていただきますということだったので、

この委員会にも出していただきました。 

 今、課長が言われた、県社協が育てたという

のは、今度、指定管理者になるＦｉｎｅネット

ワークながさきを指しているのでしょうか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 はい。

もう一つのＦｉｎｅネットワークながさきの資

料を見ていただきますと、この団体は平成19年

に組織されまして、実を申しますと3年前と6年

前も、この指定管理者に応募をしておられる団

体でございました。それに関しましては、やは

り自分たちの実力をつけないといけないという

ことで、平成26年にNＰＯ法人化された団体で

ございます。 

 実際、現在の講演会とか研修会の講師にも、

このＦｉｎｅネットワークながさきの方の力を

借りながら指定管理者の業務を行っているとこ

ろがございます。 

【堀江委員】 そうしますと、いただいたＦｉｎ

ｅネットワークながさきの資料で、指定管理施

設の運営体制は、中心的役割を果たした職員が

3人いるということですが、来年の4月からＦｉ

ｎｅネットワークながさきは6人体制になると

いうことですか。要するに、どれぐらいの体制

なのか。83人というのはあくまでも会員数でし

ょうから、中心的にやっておられる人数は、こ

こに書いているのを見ると来年の4月から6人

体制になるという理解でいいんですか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 現在、

主だった活動をされている方は7名おられると

聞いておりまして、そのうち6名の方を指定管

理の専任に向けられる予定になっております。 

【堀江委員】 7人いるんですね。 

 課長説明の2ページ、選定理由の2番目に、支

援センターでの勤務経験者が3人と、支援実績

が10年以上ある職員が5人、これでダブってい

なければ8人ということですけれど、こことの

数字の兼ね合いはどうなるんですか。教えてく

ださい。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 こちら

は重複もおられるという説明でございます。 

【堀江委員】 なるほど、わかりました。 

 じゃあ、体制としては、ここに書いてあるよ

うに運営には支障がないという理解でいいです

か。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 こちら

は審査委員会の議論にもなったところでござい

ますが、ノウハウとして、勤務実績が相当長い

ということも踏まえまして6人でも十分やって

いけるというふうな回答をいただいております。 

【堀江委員】 これまでの県社協との関わりの中

で何がどう違うかということでは、例えば負担

金については、さほどこれまでと変わらないと

いうふうに理解をするんですが、毎年出される

指定管理者制度導入施設評価調べの中では、県

民ボランティア活動支援センターが出島交流会

館の4階と5階で業務を行われているんですけ

ど、長崎県が出す負担金の部分で大体1,500万円

という債務負担になっていますけれど、実際は

毎年2,100万円ぐらい出していますよね。この差
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額は何ですか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 こちら

は、出島交流会館を使わせていただいておりま

して、その施設の管理費、下水道料とか敷地の

使用料などについては県の方で負担して、再配

当という形で所管の管財課の方にお出しをして

おります。 

【堀江委員】 債務負担行為の約1,500万円は、

そっくり施設運営費ですか。この中に事業費と

してはどれぐらいあるんですか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 負担金

1,574万3,000円のうち、人件費が1,078万7,000

円というふうになっておりまして、残りの金額

を事業費及び運営経費という形で充てさせてい

ただいております。ですから、事業費といたし

ましては、手元に詳しいものを持っていないん

ですけど、ざっくり言いますと大体350万円ぐ

らいになろうかと思います。 

【堀江委員】 債務負担行為の細かい数字は置い

ておいて、約1,500万円のうち、それは県の社協

の時も変わらない額ですよね。今回新たにＦｉ

ｎｅネットワークながさきを指定管理者とする

んですけど、その中の350万円ぐらいの事業費

は変わらないという理解でいいんですね。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 内容に

つきましては、今出されている負担金の内訳な

どを参考にしながら、新しい施策、提案等がご

ざいまして、大体ほぼ似通った額です。ただ、

内容につきましては、新しい指定管理者の工夫

などがあると思います。ただ、事業費ベースと

しては大体同額ぐらいになるのかなというふう

に思っております。 

【堀江委員】 最後にしますが、これまで県社協

が担ってきた県民ボランティア活動支援センタ

ーの指定管理者を、もちろん人的に厳しくなっ

てきたというのも一方であるんですが、専念で

きる現場経験の豊かな中間支援組織ということ

で、県民ボランティア活動支援センターの質を

より高めていきたいという思いの中で県の社協

としては辞退したのかなという思いも私にあり

ましてね。 

 そうしますと、今回の新たなＦｉｎｅネット

ワークながさきは、これまで県社協が行ってい

た指定管理者としての中身の問題で、選定理由

の一つにもなるんでしょうけれども、発展、改

善に期待ができるという、この改善、発展とい

うのは具体的にどういうところなのかというこ

ともお聞きしたいと思います。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 Ｆｉｎ

ｅネットワークながさきの概要のところに主な

業務実績とございますが、そちらの2段目の項

目で、こちらはＮＰＯを支援するために結成さ

れたＮＰＯ法人でございますので、市民活動並

びにＮＰＯの資金不足の問題とか人材が足りな

いというような問題に対して個別に指導や助言

ができる法人であり、県民ボランティア活動支

援センターの業務といたしましては、ＮＰＯの

体力強化というような側面で、そういう支援が

強化できるものと期待しております。 

【堀江委員】 言葉で言えば体力強化なんですけ

ど、具体的にどういうふうに違うのかというと

ころがイメージとしてわかないです。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 今まで

県社協としては、もちろん福祉やボランティア

に関して非常にノウハウを持っていらっしゃる、

市町の社会福祉協議会に対するネットワークも

持っていらっしゃる、そういう意味での強みが

ございました。 

 一方、Ｆｉｎｅネットワークながさきは、例

えば、よその県のＮＰＯ団体、そういう造詣の
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深い人たちをたくさん知っているとか、企業に

対するネットワークも持っていると。フットワ

ークを軽くして、いろんな人とつながっていけ

るという強みがあろうかというふうに思ってお

ります。その強みを生かして、県内のＮＰＯ法

人の体力強化をしていただきたいと。 

 実際にどこが弱いのかというような、経営診

断と言ってはちょっと語弊があるかもしれませ

んが、それぞれ悩みを抱えていらっしゃるＮＰ

Ｏに個別に出向いて行って助言をしたいという

ふうなご意見も伺っております。 

【ごう分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【吉村(庄)委員】 予算関係で、債務負担行為の

ところです。これは食品安全・消費生活課です。

これは計量検査の問題で書かれていますが、一

時、長崎市あたりに移管したらどうかという話

があったような感じがしますがね。ほかのとこ

ろとちょっと関連するんですけれども。 

 それはいいとして、今、どういう状況で業務

委託をしているのか教えてください。平成30年

度の債務負担行為は1,400万円ですか。これが限

度で全部一般財源だと横長資料の18ページに

書いてありますので、1,400万円の概略的な根拠

を教えてください。 

【永橋食品安全・消費生活課長】 計量関係の委

託で債務負担をお願いしている案件でございま

す。横長資料の18ページをお開きください。 

 これは、6月定例会の本委員会で髙比良委員

からもご質問がありました案件でございまして、

県の計量協会で、現在、例えばタクシーのメー

ターとかガソリンスタンドとか、水道・ガスメ

ーターとかやっておりますけれども、計量法の

第20条に、秤、質量計については委託ができる

という条項ができております。平成15年から、

私どもでは委託をとらせていただいておりまし

て、法律の中で指定定期検査機関に委託ができ

るとされておりまして、それが県内には長崎県

計量協会が今は1者ということで、6月にご説明

をいたしました。 

 1,400万円のうちの約1,000万円が、それに従

事される人件費です。約3名の方が従事してお

られます。計量士の資格を持った方々です。そ

れ以外に活動費、旅費とかレンタカーの賃料と

かです。全てで1年分で1,400万円という計算に

なっております。 

【吉村(庄)委員】 私もずっと以前、この業務に

行政マンとして従事をしたことがありますから、

大体内容はわかるんですがね。 

 例えば長崎とか佐世保の中核市では、この権

限は、県との関係で、どういうふうに法体系は

なっているか教えてください。 

【永橋食品安全・消費生活課長】 先ほど委員か

らご指摘がございましたが、長崎市と佐世保市

につきましては、それぞれの中核市でやってお

られます。ですから、私どもがやっております

のは、長崎市と佐世保市を除いたところで委託

をしています。2年に1回ですので、来年度は5

市2郡がその調査対象の範囲になっております。 

【吉村(庄)委員】 そこも私はお尋ねしようと思

ったんです。多分、長崎市と佐世保市の中核市

は、権限上そういうことになっていると思いま

すが、そのほかの地域がそれぞれあるんですね。

離島から県南、県北ずっとあると思いますが、

その5市云々というのは、計画では2年に1回だ

から、2年間で全県下、もちろん長崎と佐世保

を除いて回る計画といいますか、そういう状況

になっているのか、確認させてください。 

【永橋食品安全・消費生活課長】 おっしゃると

おり、2年に1回必ず受けていただくということ

で、県内の長崎市と佐世保市を除くところを2



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１２日） 

- 116 - 

つに分けてやっているという状況でございます。 

【吉村(庄)委員】 それはわかりました。 

 それで、先ほどの公の施設の指定管理者の指

定の関係です。県民ボランティア活動支援セン

ターの指定管理者を、今まで県社会福祉協議会

にしておって、今度はＦｉｎｅネットワークな

がさきとすることになって、説明がいろいろあ

っていました。 

 これは県全体でこういう状態になっているん

ですけど、各地域のボランティアセンターはど

ういうふうになっていますか。あるいは、それ

についての考え方はどうなっていますか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 ボラン

ティアセンターがございますのは、長崎県内で

は長崎市、佐世保市、大村市という形になって

おります。 

 ただ、基本的には長崎県のボランティア活動

支援センターが、県の中核施設として、例えば

離島などのボランティア、ＮＰＯへの支援体制

を十分整えるという形の役割を有しております。 

 また、先ほどありました3つのボランティア

センターにつきましても、別々に事業をすると

いうことではなく、研修をする時にお声をかけ

たりというような形で一緒にさせていただいて

いるところでございます。 

【吉村(庄)委員】 長崎と佐世保と大村が市で設

置しているとおっしゃっているんですか。きち

んと説明をしてもらいたいんですが。 

 そういうところとは連携をとるということで

すが、長崎、佐世保、大村はボランティアセン

ターという形で持っているとすれば、郡部地域

とか離島地域の持たないところについては県の

活動支援センターの活動としてどうしていくと

いうのがあると思います。 

 長崎市にあれば、長崎が中心だというふうな

ことになっていくだろうと思うんですよね。 

 それで、社協の時に利用者数は平成28年度で

2万3,997人という数字が出ていますが、これは

地域的には長崎市が中心だろうと思います、出

島にあるわけですから。2万3,997人の相談者の

住居の一番大きなところはどこですか。長崎市

だろうと思いますが、どのくらいですか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 一番多

いところは長崎市だろうという予測はつきます

が、地域ごとの分析は特段いたしておりません。 

【吉村(庄)委員】 しかし、おかしいですね。県

の施設としてボランティア活動支援センターを

きちんと持つと、それは中心的には県全体の問

題として、関係のところとはもちろん支援をね。

今の長崎県社会福祉協議会の場合でいいますと、

各地に社協がありますから、いずれのところも

ボランティアの問題などについてはなかなか、

こういう団体が少ないということもあるのかも

しれませんが、今まで十分にできているのか知

りませんけれども、できているのを私も承知は

いたしておりますが、とにかく県の社協という

ことであれば各地域の社協との連携がうまくと

れるんです。ボランティアのところで、例えば

島原の社協がどういう活動をしているかという

のは私も知りませんけれども、やっぱり関係が

あるということで。 

 例えば佐世保の場合は、支援センターをつく

っていますけれども、ずっと以前は社協の中に

そういう部分がありまして、そういうところが

今のように発展するというか、そこの経験者が

おられるという話ですが、そこのところの細目

は知りませんけれども、そういう状況できてい

て連携がとりやすかったというふうに思うんで

す。 

 それで、社協が言っておられる理由は、社協
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から言うとそういう部分も本来の部分に入るか

もしれんけれども、まだほかにもたくさん事情

があるのでというふうな感じにとりますから、

それはそれでわかりますけれども、県全体のも

のとして生かしたい、しかし、長崎につくって

いる、そして今度はＦｉｎｅネットワークなが

さきを指定管理者にしようとしている。これの

地域全体、県全体の活動との関係をしっかり連

携していただかないといけないのではないかと、

私はこういうふうに思うんです。 

 例えば、島原の社協の中でボランティア活動

支援をやっておられるとするならば、ほかに団

体がやっておられれば、それはそれでいいんで

すけど、そういうところとの連携をきちっとや

っていただく必要があるんじゃないかと、私は

こういうふう思います。 

 ここだけじゃないんですけれども、ほかのと

ころでも何とかセンター、何とかセンターと長

崎市におつくりになるんですよ。頑張っている

ところは、少し離れた市で、自分たちでそうい

う部分を自治体の考え方で曲がりなりにも、県

のものには匹敵せぬけれども、何とか相談セン

ターとかつくっていくんです。人権センターな

ども後で申し上げようと思いますがね。 

 そういう意味でいいますと、長崎市につくる

のはつくっていいですが、地域とのネットワー

クという問題についてはきちっと考えていくと

いうことを県の活動の中で、方針の中できちっ

と位置づけて。位置づけておられると思うけど、

もっとこういうものについてやっていかないと。

長崎市に、3年間で4千何百万円、1年に1,500万

円、指定管理として人件費その他を考え、運営

を考えて県の予算を使っていくんですから、そ

れはそれだけのものを各市だって、各町だって、

くださいよというふうに言いたいです。規模が

小さいなら金額が少なくていいからですね。そ

ういうことを私は要望しておきたいと思うんで

す。各地域のボランティア活動支援についての

ネットワーク、あるいはまたコミュニケーショ

ン、こういうものを大事にしてもらいたい。 

 それから、具体的にお尋ねしますが、指定管

理者選定委員会の委員があります。委員長に経

営学部の教授とあるんですが、この方の履歴と

言ったらおかしいけれども、ボランティア活動

に経験があられるから委員長をしていただいて

いるんですか。単に経営学部の教授だからして

もらっているんですか。どうですか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 指定管

理に関する補足説明資料の1、委員のメンバー

の件についてでございます。 

 委員長につきましては、長崎県立大学経営学

部教授の村上則夫先生をお願いしているところ

でございますが、村上先生はＮＰＯ・ボランテ

ィア関連の委員を長年務めていただいておりま

して、平成26年度から長崎県ＮＰＯ・ボランテ

ィア活動推進協議会、これは県で言うところの

私的諮問機関に該当する組織でございますが、

そちらの委員を務めておられます。 

 それから、外郭団体になりますが、公益財団

法人県民ボランティア振興基金の評議員を平成

27年度から務めておられるということで、ボラ

ンティアやＮＰＯに対して見識が深いというと

ころで委員を推薦した段階で、互選で委員長を

選任されたということでございます。 

【吉村(庄)委員】 それはいいですけど、長い間

云々というのはいつごろからですか。具体的な

ものは平成26年から何とか協議会の委員だと

か、評議員だとかという話がございましたが。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 申し訳

ありません。平成26年度からと平成27年度から、
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それぞれの委員を務めていただいております。 

【吉村(庄)委員】 それぞれの委員を、県の関係

あたりも含めて、諮問機関がありましたから、

平成26年とか平成27年はいいですから、あなた

の説明が、長い間そういうところの委員を務め

られたと、そういう役割を果たしてこられたと

いうふうにおっしゃったので、その「長い間」

というのはいつからいつまでですかと聞いてい

る。 

 あのね、あなた方は非常に不正確なんです、

答弁というか考え方が。例えば諮問機関の委員

になられる、あるいは協議会の委員になられる

と、これも理由があるわけでしょう。例えばそ

ういう経験があられるとか、そういうところを

頑張ってこられた経験があるとか、それは役職

とかなんとかはないけれども。そこから出発し

ているわけですから。 

 だから、平成26年も平成27年も、そういう役

割を果たしてこられたんですよと、その時に選

ばれる。ほかの委員の方もいろいろあるかもし

れんけれども、私は委員長だから言っているん

ですけれども。 

 あのね、きちっとそういうところについては、

我々にも、それから県民にも説明ができるよう

な状態をつくっておっていただきたい。 

 長い間というのは、いつごろからこういう経

験があられたのか。あなたたちがそう言ってい

るだけじゃないですか、長い間と。平成26年か

らは長い間じゃないですよ。今年は平成29年で

すから。平成27年からだったら2年ですよ。長

い間というのは、少なくとも5～6年以上とか、

そういう話になってくるんですけれども、不用

意にお使いになっているんじゃないかと私は思

います。そうじゃなければ、例えば委員に選任

する時に、あるいは諮問機関に来てもらう時に、

こういう経験があられたから選びましたよとい

うことが出てくるでしょう。そうだろうと思う

から、いつからですかと聞いたら、曖昧な答弁

にしかなりませんから、もうそれ以上はね。委

員の選定は、あなた方が適任だと思ってやって

おられると思いますから、それはそれでいいん

ですけれども。 

 例えば交通公園のところ、3ページ、もうは

っきりしているでしょう。子どもたちが交通公

園を一般的に利用するから、委員長は大学の先

生だけれども、きちっと幼児教育のところで職

業として頑張っておられるから選んだんですよ

と、こういう説明がつくでしょうが。 

 経営学部というのは、わからんです、私は。

それはあまり強く言うことではございませんが、

予算関係については、以上です。 

【ごう分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【宮本委員】 第94号議案「公の施設の指定管

理者の指定について」の長崎交通公園について

お伺いいたします。補足説明資料の3ページか

らになります。 

 長崎交通公園、平成30年4月1日から平成33

年3月31日まで、限度額4,725万円。次の5ペー

ジに入園者とありまして、平成28年度に13万

8,083人、推計と書いてあります。結構多いんで

すね、というのが率直な私の感触でした。1年

間でこれだけの方が使われている公園があるの

だなと思っていまして。 

 これの内訳が分かりますか。長崎市から何人

とか、市外、例えば佐世保市から何人とか、そ

ういう内訳はわかりますか。 

【宮下交通・地域安全課長】 昨年度の入園者は、

おっしゃったとおり13万8,000人、平成27年度

も13万7,000人と、13万人台に上っております。 

 お尋ねの利用者の内訳ということでございま
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すが、11月末でご説明をさせていただきます。

11月末で9万7,920人とカウントしている状況

でございます。これの長崎市と市外の利用者の

内訳ということですが、今年は6月、昨年は5月

に1カ月間のアンケートをとりまして、アンケ

ートの住居地によりますと、大体9割は長崎市

民、1割が市外ということです。11月末統計か

らすれば8万8,000人が長崎市内、市外が1万人

というようなところでございます。1人ずつ市

内、市外というような把握はできておりません

で、そのような内訳になっている状況でござい

ます。 

【宮本委員】 わかりました。大体9割が長崎市、

1割が長崎市外ということですね。 

 申し訳ないですが、私は佐世保ですけど、正

直申し上げて、こういった公園があるというの

を知らなくてですね。私の認知度不足かもしれ

ませんけれども。 

 佐世保市にも佐世保市の交通公園があります。

県内に、佐世保市以外にもこのような交通公園

が存在するんですか。確認させてください。 

【宮下交通・地域安全課長】 このような形態の

交通公園は、佐世保市と長崎市の交通公園以外

は把握はしていない状況でございます。 

【宮本委員】 これはどうなんでしょうね、長崎

県のものと考えるところが、どうなのかなと思

ってですね。長崎市交通公園でもいいんじゃな

いかなというそもそもの意見なんですけど。 

 これを市に移譲するということを議論とか、

市と協議とか、されたことはありますか。 

【宮下交通・地域安全課長】 長崎交通公園の長

崎市への移管という懸案は、開設当初の昭和46

年ごろからずっと引き継がれて、その時から協

議を行っております。 

 私も、ここに2年おりますけど、毎年2回ほど、

長崎市の担当と協議は行っております。 

 要は9割が長崎市民ということで、交通安全

教育は市の方で担当すべきじゃないかと、そう

いうことも含めれば市の方が妥当ではないかと

いうことで、今までの問題提起と一緒でござい

ます。 

 しかしながら、この年間負担金1,590万円でご

ざいますけど、やはり長崎市も優先すべき事業

があるということで、この全額負担は困難と、

財政が厳しいというところがありまして、折半

の2分の1負担でと、このような条件を取り交わ

した経緯もございまして、なかなか移管が進ん

でいないという状況でございます。 

【宮本委員】 開設当初からあったということで

すね。昭和46年ですか。相当前からこういった

議論があって今に至るということなんですね。 

 長崎市と負担の折り合いがつかないというの

はわかりますけれども、これはどうかなと単純

に考えて思うわけです。今後ともそういった議

論はされるんでしょうけれども、恐らく、昭和

46年から議論されていて今までだったら、ずっ

と変わらないかなという思いもありますけれど

も。 

 そうであるならば、もうちょっと拡充した形

で。パンフレットを見せていただきましたけれ

ども、かなり老朽化が進んでいるというのもあ

ります。もうちょっとリニューアルするといっ

たところを考えてもいいのかなという気はしま

すけど、今後とも長崎市との協議は続けていか

れるのかどうか、確認をさせてください。 

【宮下交通・地域安全課長】 長崎市との協議は

継続していきたいと思います。 

 この交通公園のあり方ですけど、子どもたち

に対しまして交通知識の教養普及、道徳の涵養

とマナーを向上させたりというような大きな役



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１２日） 

- 120 - 

割を担っていると思います。必要不可欠な施設

と認識しているところでございまして、今後と

も、この施設をしっかり運営しながら、移管は

移管で協議を継続していきたいと思っていると

ころでございます。 

【宮本委員】 実際に行ったことはないんですが、

このパンフレットを見るに、恐らく地域の幼稚

園、保育園の方々、そして小学校等でも遠足と

かで使われているところだなとわかります。た

だ、先ほどから言っているとおり、県北の方々

はこれはほとんど利用していないんじゃないか

なというふうに私は考えているんです。 

 これ自体は、私はなくてはならないものだと

思います。ですから、なくすことはもちろんせ

ずに、管理に関しては、もうちょっと議論を深

めていくべきではないかなと思っています。 

 選定委員からの主な意見が3つあるんですね。

結構多いかな、今までずっとされてきた割には

意見が結構あるなと感じているんですが、①に

長崎市外からの利用促進を図るため取り組んで

いただきたいとありますけれども、今後、市外

からの利用促進って難しいんじゃないかなと思

うんですけど。わざわざ佐世保から、平戸から、

松浦から、島原から来て利用するものかなと思

うんですが、どうでしょう、今後、長崎市外か

らの利用促進をどのような形で取り組むか、現

段階でわかりますか。 

【宮下交通・地域安全課長】 この交通公園の利

活用、有効活用につきましては、本年2月定例

会でも髙比良委員からご指摘を受けたところで

ございます。 

 その後、9割が長崎市内から利用されるとい

う現状を鑑みまして、大村から以西の大村市、

諫早市、島原半島3市、時津町、長与町に、こ

のパンフレット等を含めてご利用の案内、通知

文を発出しました。保育園、幼稚園、小学校、

全部で490カ所ぐらいあるんですけど、ここに

発送しまして、遠足で使ってくださいとか、研

修施設もありますのでということで活用をお願

いしているところでございます。 

 あとは、知ってもらうという意味で、地元民

放テレビ局で取材をしてテレビ放映していただ

いたり、新聞社で取り上げてもらったりという

活動もしております。 

 もう少し踏み込んだところでいけば、高齢者

の事故が多発しておりますので、高齢者の交通

安全講習会を開催しました。長崎警察署とうち

の担当も赴いて、これまで9月、10月と秋口に5

回ほど、公園の2階の教室を使って、そのよう

な取組を行っているところでございます。 

 さまざまな取組で、これ以上に有効活用を、

市外からの利用を図っていきたいと考えている

ところでございます。 

【宮本委員】 最後に1点だけ。ゴーカートが51

台、自転車69台、結構な数があるんですけど、

これは設備として点検していらっしゃるんでし

ょうけど、これの修理代は管理限度額から出す

という形ですか。 

【宮下交通・地域安全課長】 修理のところでご

ざいますけど、経費縮減ということで、職員が

一生懸命、草刈りをしたり、修理をしたりして

いる状況でございます。 

 この経費は、基本協定でリスク分担というこ

とで、限度内108万円と設定しておりますけど、

軽微な場合は修繕は指定管理者の方で、それを

超す場合は県の方でという原則で、そういうふ

うな取り決めを年度協定で結んでいる状況でご

ざいます。日ごろ行う修理等は、極力自分たち

で、自前で修理を行って縮減に努めていると、

そのような状況でございます。 
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【宮本委員】 わかりました。 

 長崎交通公園、いろいろな問題等あるかもし

れませんけれども、実際私も行って確認をして

こようかと思っていますが、今後とも広く活用

できるよう、子どもさんたち、そしてまた今後

は高齢者が安心して使えるような施設に努めて

いただきたいと要望しておきます。 

【ごう分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【深堀委員】 1点だけ、県民ボランティア活動

支援センターの件でお尋ねしたいんですけど、

先ほど、県下にセンターがどういうところにあ

りますかという質疑があって、佐世保市、長崎

市、大村市の3カ所にありますという答弁があ

りました。 

 この県のボランティア活動支援センターの業

務活動の内容と、各市がやられている活動は、

目的とか内容が違うんですか。それとも、全く

一緒なんですか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 それぞ

れの施設の運営方針とかを具体的に手元に寄せ

て比較したことはございませんが、長崎市でい

きますと、ボランティアの人たちのためのイン

キュベーションルームと申しましょうか、5室

ほどをボランティア、ＮＰＯに年間を通じて貸

し出す事業をしておられます。そこら辺は、県

の支援センターとは少し役割が違うのかなとい

うふうに思っております。 

【深堀委員】 違いはそれぐらいの話ですか。 

 というのが、よくこの委員会でも言っている

んですけど、例えば消費生活センターは、県の

ものは法令に基づいて設置されて、長崎市にも

ある。相談を受け付ける内容はほとんど一緒な

ので、重複しているんじゃないのかと、もっと

効率的にできるんじゃないかと提言したことが

過去に何回もあった。 

 このセンター自体が長崎市内にもあって、目

的といいますか、やっている内容がほぼ重複し

ているのであれば、長崎市のセンターと県のセ

ンターとのコラボと言ったらおかしいけれども、

協働するとか、そういったことができるんじゃ

ないのかなというふうにちょっと感じたんだけ

れども、その点はいかがですか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 もちろ

んそれぞれ別々にやられている事業もあります

が、年に1回は寄り合いをいたしまして、それ

ぞれの施設の運営方針とか講座開催の状況など

をすり合せをして、一緒にやれるような事業は

一緒にやろうとお話を差し上げているところで

あります。 

 また、例えば相談の内容がちょっと込み入っ

たりして専門的になってくると、長崎市の方か

ら、県の方に詳しいことは聞いてというような

ご相談もあっておりますので、振り分けといい

ましょうか、一緒にやっていくところもありま

すし、それぞれの強み、特徴を生かした事業を

やっている状況でございます。 

【深堀委員】 今の答弁で、消費生活センターの

話ばかりして申し訳ないですけど、県の役割は、

県内にある各センターの指導といった役割もあ

ると聞いていました。 

 このボランティアセンターも、県内のそうい

った機関、市のセンターを指導するような役割

があるんですか。今の答弁でいけば、あるよう

な答弁だったと思うんです。そうであるなら、

今度は逆に、こういったＮＰＯ法人に任せてい

いのかという議論になると思うんです。県の社

協が今までやっていて、県内各地に拠点もあっ

て、そういったところを指導することもできた

と思うんですよ、県の社協だったら。 

 しかし、それを完全にＮＰＯ法人に移行して
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しまった時に、県民協働課長が答弁したような、

県内各地にあるそういったところを指導するよ

うな役割は担えないんじゃないのか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 すみま

せん、ちょっと言葉が不足しておりますが、あ

くまでも連携とか協力という意味合いでの相談

は、あっちに行ったら、こっちに行ったらとい

うような交通整理ということになっておりまし

て、市を指導するとかということではございま

せん。 

【深堀委員】 であるなら、今度はまた、言葉じ

りを捉えるようで悪いんだけど、長崎市のセン

ターと県のセンターの役割がほとんど一緒じゃ

ないのか。結局、長崎にいる一般の市民がボラ

ンティアのことで相談する時、県に行くか、市

に行くか、どっちでもいいわけでしょう。施設

としての役割が重複していないのか。 

 そういうのはもったいないと私は常日頃から

感じているので、なぜ、県のボランティアセン

ターが長崎市に必要なのか。長崎市もあえて持

っている。そこの明確な線引きはあるのか。な

いんでしょう。そこをもったいないというふう

に私は感じているんですよ。それに対して、何

か明確な答弁をもらえますか。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 ボラン

ティア活動支援センターは、県内の情報発信を

するような役割も担っておりまして、メールマ

ガジンや広報誌を発行したりしております。 

 また、例えば、Ａという法人が長崎市にあり、

Ｂという法人とか企業が別の市にあって、コラ

ボレーションが図られるようだったら、一緒に

研修をやりませんかというような情報発信、あ

るいは情報の収集ということができる施設かな

というふうに思っております。 

 加えまして、貸し館という形で会議室を持っ

ているところが大きな違いかなと思っておりま

す。長崎市の方は、会議室はございますが、数

が1室しかないという状況です。 

【深堀委員】 今現在ある施設でやっているわけ

ですから、できる限り連携をする。そして、そ

れぞれのセンターの役割を県民の皆さんにもわ

かりやすくＰＲしながら、重複感がないような

形でやっていただきたいと思います。 

【ごう分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって予算議案及び第93号議案、第

94号議案に対する質疑を終了いたします。 

 次に、予算議案に対する討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって、討論を終了いたします。 

 予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。 

 第83号議案のうち関係部分は、原案のとおり

可決することに、ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案は原案のとおり可決すべき

ものと決定されました。 

【ごう委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 まず、議案を議題といたします。 

 第93号議案及び第94号議案についての質疑

は終了しておりますので、討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 
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 質疑・討論が終了しましたので、採決を行い

ます。 

 第93号議案及び第94号議案は、それぞれ原案

のとおり可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、第93号議案及び第94号議案は、それ

ぞれ原案のとおり可決すべきものと決定されま

した。 

 県民生活部長より、所管事項説明をお願いい

たします。 

【木村県民生活部長】 環境生活委員会関係議案

説明資料の県民生活部をお開きください。 

 県民生活部関係の議案以外の主な所管事項に

ついて、ご説明をいたします。 

 今回、ご報告いたしておりますのは、女性の

活躍推進について、人権尊重の社会づくりの推

進について、交通死亡事故多発警報の発令につ

いて、犯罪被害者等支援について、統計の普及

啓発について、長崎県総合計画チャレンジ2020

の数値目標の進捗状況について、事務事業評価

の実施について、地方創生の推進についてであ

り、内容については記載のとおりであります。 

 以上をもちまして、県民生活部関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【ごう委員長】 次に、提出のあった政策等決定

過程の透明性等の確保などに関する資料につい

て、説明を求めます。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 「政策

等決定過程の透明性等の確保及び県議会・議員

との協議等の拡充に関する決議」に基づき、本

委員会に提出いたしました県民生活部関係の資

料について、ご説明いたします。 

 1ページ目をご覧願います。 

 知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

本年9月から10月に県議会議長宛てにも同様の

要望が行われたものは、「平成30年度 離島・

過疎地域の振興施策に対する要望書」の1件と

なっており、それに対する県の取り扱いは資料

記載のとおりであります。 

 次に、2ページ目をご覧願います。 

 附属機関等会議結果についての本年9月から

10月の実績は、長崎県消費生活審議会など計2

件となっており、その内容については資料3ペ

ージから4ページに記載のとおりであります。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

【ごう委員長】 以上で説明が終わりましたので、

陳情審査を行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。審査対象の陳情番号は38番です。 

 陳情書について、何かご質問はありませんで

しょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 質問がないようですので、陳情

につきましては承っておくことといたします。 

 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんか。 

 質問がないようですので、次に、議案外所管

事務一般について、ご質問はありませんでしょ

うか。 

【吉村(庄)委員】 今度、新庁舎になりますよね、

県庁がね。それで、男女共同参画推進センター

とか人権教育啓発センターとかと言われる部分

が新県庁舎の中に移っていくと。そして1階と2

階で処理していくというか、体制としてとって
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いくということです。 

 一般質問で坂本(浩)議員から質問して、部長

答弁もずっとあっているんです。そういうとこ

ろが、各人権団体その他で非常に不安というか、

今までのような機能をきちっと果たしていける

んだろうかという話がございました。 

 それで、先ほどもちょっと申し上げたボラン

ティア活動支援センター、県がつくっている。

ほかにも人権問題で言うならば男女共同参画推

進センターもありますけれども、人権教育啓発

センターに限っていいますと、新県庁舎に相談

体制だとか、そういうものの研修とか、交流を

する場所を集約することになったんですけれど

も、センターが持っている広報、啓発、教育研

修、相談、学習支援、交流連携、こういう主な

機能が果たせるのかと質問したら、これは十分

果たしていくんですよと答弁なさっているんで

す。最後のあたりは、きちっとそれが将来に向

かって大丈夫なのかというふうなことになって

いくと、部長答弁は少し、私も聞いていて曖昧

なようなところがございましたが。 

 この点について、報告がありました関係の審

議会というのかな、一番最後あたりにありまし

た男女共同参画審議会で男女共同参画推進セン

ターの移転について説明があっていますね、あ

なたたちの資料に。そういう立場で十分説明し

ていかれるべきだというふうに私は思っており

ますから、人権団体、それから利用者の団体と

いったら、利用者という意味では団体が限られ

てはきますけれどもね。 

 そういういろんな皆さん方、関係の皆さん方

に、これまでどういう説明をしてこられたのか、

お聞かせを願いたいです。 

【宮崎人権・同和対策課長】 吉村(庄)委員の質

問で、県庁舎移転に際しまして、人権教育啓発

センターも新しい庁舎内に入るということで、

その利用、特に機能面について利用者の方のご

不安があるんじゃないかというご質問と、それ

に対して県はどういうふうに説明してきたのか

ということでございます。 

 一般質問でお答えしましたように、新県庁舎

においての人権教育啓発センターも、委員ご案

内のとおり広報啓発、教育研修、人権相談、学

習支援、交流連携事業、この5つの機能につい

てはしっかりと担保をしてまいりたい、確保を

してまいりたいということで、最終的な詰めを

行っているところでございます。 

 1階の部分にこういった機能は集約されて、

県の執務室は2階になりますが、非常にまとま

った形で存在しているということ、それと人

権・同和対策課との連携も図られる関係にある

ことで一体的な機能を保っていくという方針で

貫いてまいりたいというふうに考えております。 

 この5つの機能につきましては、人権教育啓

発センターが平成17年に開設した時に、こうい

った機能をしっかり持ちましょうというふうな

提言を受けて、それに従いまして私どもが開設

しまして、それをずっと10年展開してまいりま

して、新しい県庁舎においても、そういう形で

やっていくとご説明をさせていただいていると

ころでございます。 

 利用者の皆様方は、一昨年ぐらいから、こう

いった移転に際してどういう機能になるのだろ

うかと、年に1回、要求というのがございまし

て、そういう場でもお尋ねになってきたところ

でございます。私どもは、今ある機能をしっか

り展開できるような形でというご説明を、ここ

2年ぐらいしてきたところでございます。 

 本年度に入りまして、いよいよ具体的な設計

とか、形が具体的に見えるようになってまいり
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ましたので、いろんな利用者の方から具体的な

要望も上がってきたところでございます。例え

ば、図書とかビデオのライブラリーの使い方で

あるとか、貸出しの方式であるとか、そういっ

たレファレンス、相談機能もちゃんとやってい

ただけるんでしょうかというふうなご質問。ま

た、少数者のご利用、例えばＬＧＢＴであると

か、そういう方がしっかりプライバシーも保ち

ながら、いろんな連携、交流ができる機能がで

きるんでしょうかといったご質問も上がってき

たところでございます。私どもは、そういった

お尋ねに対しては、いろんな場をお借りしてご

説明を差し上げるとともに、10月には関係団体

の方が一堂に会した場で、部としてご説明をさ

せていただいたところでございます。 

 また、将来に向けてというご質問もあってい

ます。私どもは、今ある一体的な機能を新しい

県庁舎の場でしっかり展開していく。また、こ

れに加えまして新県庁舎の利点を最大限生かし

て、人権教育・啓発のさらなる充実に向けてや

っていきたいというふうなご説明を差し上げて

いるところでございます。 

 例えば、新県庁舎には女性とか子ども、障が

い者、こういった各部門の直接の課が入ってお

りますので、こういう方に必要に応じてご案内

をしていくとか、あるいは、今まで駅前にござ

いましたセンターは、人権の関係でお寄りにな

った方に対応する施設でございましたけれども、

新県庁舎におきましては一般の多くの皆様が来

られるわけでございまして、こういう方にもい

ろんな形で情報発信、あるいは啓発ができるの

ではないかというふうな利点を生かしたセンタ

ーの充実を図っていきたいという趣旨でもって

ご説明を差し上げているところでございます。

【吉村(庄)委員】 部長、あなたの答弁でこうい

う話をされておりましたから、ここは確認をし

ておきますよ。 

 坂本(浩)議員への答弁で、「新庁舎に移るわ

けでございまして、そこでの機能の充実、利用

者の方にご不便をかけないようなシステムにき

ちんとしていく、まずそういうところに注力し

てまいりたいと考えております」と、ここに書

いてあります。それはもうそういう認識と受け

取っておってよかですね、確認します。 

【木村県民生活部長】 委員おっしゃるとおり、

今ある機能を低下させることなく、加えて、機

能充実に努めていきたいというふうに考えてお

ります。 

【吉村(庄)委員】 本会議の答弁ですから、それ

は当然確認されるものだと思いますがね。 

 坂本(浩)議員からも話が出ていましたけれど

も、ここ最近、法律が幾つか、前にも関係法律

があったのが、さらに新しい法律という形で、

例えば障害者差別解消法、これは我々のところ

では「障害のある人もない人も」云々という条

例を先につくったんです。国はちょっと遅れま

したが、そういうものができて、そのほかにも

いろいろできているんです。今まであった法律

が進んだ形でね。 

 最近の状況の中でそういうところが出てきた

のは、国家行政も含めて、一般国民、一般県民、

一般市民含めて、人権をめぐるさまざまな課題

がある、あるいは起こっていることについて認

識が進んできていると、我々としてもこういう

認識をしなければならないというふうに思いま

す。 

 考え方によっては、これが全ていいとは思い

ませんけれども、人権の問題に対することを中

心的にやっていくとなった時には、いわゆる行

政組織を介してどうだということが当然あって、
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あるいはコネクト、あるいはそういう意思疎通

はあってしかるべきですけれども、行政組織そ

のものとは切り離して、独立してそういう機能

を果たせるように、今の人権教育啓発センター

がもっと進んだ形で、県庁のほかにそういう体

制ができる。 

 これはなぜ、別のところというふうに。あな

たたちが考えたのは、一番最初は、男女共同参

画推進センターもそういう意味があったかどう

かわかりませんが、どっちかといえば県庁が狭

かったといった問題もあったんですね。 

 ですけど、特に人権の問題について言えば、

男女参画のところにも関係がありますけれども、

非常に何といいますか微妙なね。相談をすると

か何だとかということについても微妙な問題が

ね。今はそういう言い方しかしません。いろい

ろ長く言ったって始まりませんからね。そうい

う問題があります。そういう人権意識に市民の

皆さん方の関心が出てきた中で、従来からの人

権侵害というのはやっぱり、本来は、人権問題

についての関心が深くなれば、周りが、あるい

は世の中全体がね、あるいは行政もそういうと

ころについて、例えば人権迫害とか、人権差別

とかは少なくならにゃいかんですけれども、逆

にいろんな問題が出てくる中で、今まではあま

り取り上げられなかったが、いわゆるヘイトス

ピーチ関係の法律、こういうことを絶対に言う

てはならんよというような法律ができてきたわ

けです。 

 言いたいことは坂本(浩)議員と一緒なんです

けれども、行政組織とは別に、独立して、そう

いう機能を果たすべきという意見を捨てること

はできないと私は思うんですよ。 

 だから、当面はそういうことでずっと計画を

してやってこられましたから、1階に相談その

他で、行政は県庁組織という意味で2階でとい

うことですから、それはそれでいいし。先ほど

言われたように、いろんな意味で優位性をです

よね。活用していくということについては私も

否定はしませんが、そういう考え方もあるとい

うことをぜひ認識をしていただきたいと思いま

す。 

 今からの運営の問題についても先ほどありま

したから、私はそういう認識に立っていただい

ていると思いますけれども、そういう人権団体

あたりとも十分意思疎通を必要に応じてやって

いただいて、その皆さん方のご理解も得る、あ

るいは皆さん方からの意見についても皆さん方

は真剣に向き合うと、こういう姿勢を貫いてい

ただきたいと思うんです。最後のところについ

て、ご見解を聞かせてください。 

【宮崎人権・同和対策課長】 今、吉村(庄)委員

からいただきました、今後の運営に際しまして

は利用団体と十分意思疎通を図りながら誠実に

対応していただきたいということでございます。 

 私どものセンターのあり方につきましては、

こういう形で来月からスタートするわけですけ

れども、必ずしもこれが完全形とは思っており

ませんので、課題が出てきた時には適切に対応

していかないといけないと思いますし、足りる

もの、足らざるものをしっかり見極めながらや

っていきたいというふうに思っております。 

 その際、利用者の方々のご意見はしっかり私

どもも把握をし、ご意見をしっかり噛み砕いて

業務に当たってまいりたいと思っております。

そのためのいろんな話し合いの場も考えていき

たいというふうに考えております。 

【ごう委員長】 ほかに質疑はありませんか。 

【深堀委員】 幾つか質問させてもらいます。 

 部長説明の中で、女性の活躍推進の項目があ
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りました。12月上旬から中旬にかけて長崎、佐

世保、諫早地区において、ダイバーシティマネ

ージメント等に精通するファシリテーターのも

と、若い人たちと企業の経営者、管理職の意見

交換を実施するということです。意見交換をや

るのは非常にいいことだと思うんですけれども、

要はそれをどう生かすかという話であって。 

 この説明資料の中では、「働きやすい職場環

境づくりや多様な人材の活躍に向けた企業の自

発的な取組を推進してまいります」と、いうな

れば企業任せになっているわけですよね。果た

してそれぐらいでいいのかなと。参加してもら

って意見が出た内容を企業がどういうふうに改

善につなげたかとか、若い人たちの意識も少し

変わったとか、そういったところを定量的に何

かで数値化して、わかるようなことをやらない

と、掛け声で、あとは企業に任せますからとい

うことでは、行政の役割としてはちょっと足り

ないんじゃないかというふうに思っているので、

そのあたりをどう考えているのか、お尋ねをし

たいと思います。 

【中尾男女参画・女性活躍推進室長】 このセミ

ナー、働き方を考えるワールドカフェを開催す

ることといたしました趣旨でございますが、こ

れまでも、女性の活躍を推進するためにはそれ

ぞれの職場の働きやすい環境づくりが必要だと

いうことで、経営者向けの啓発セミナー等を行

ってまいりました。ただ、座学といいますか、

一方的に話を聞くだけではなかなか、その意識

に訴えるものがない、届いていないのではない

かということもありまして、今回、今後の職場

を担っていく大学生であるとか、若い職員の方

の率直な意見を直接、管理職層に伝えることで、

例えば人材不足であるとか、離職の防止である

とか、そういったところも含めたところで、そ

れぞれ自身の問題として深く考えていただくと

いうことを目的として開催をしたものでござい

ます。 

 委員のご指摘の、それをどうつなげていくの

かというところでございますが、まず根本は、

それぞれ意識をきちんと持っていただくという

ところをスタートにしまして、職場に戻って取

組をするためにどういった支援ができるのかと

いうことで、職場環境づくりのアドバイザーの

派遣等を実施しております。そういったご案内

もして、それぞれの企業の取組につなげていき

たいというふうに考えております。 

【深堀委員】 理由は大体わかるんですけど、あ

とは、やっている事業が成功しているかという

ところの把握の部分です。そこらあたりをしっ

かりやらないと、次の施策の展開には、ＰＤＣ

Ａサイクルを回すためには、それがどうだった

かというところをしっかり評価しないと進んで

いかないと思うので、その点はしっかり踏まえ

た上で。今までの経過を踏まえて、反省を踏ま

えて新たに取り組むわけだから、今度やったこ

とをまた次のステップに生かすような数値化と

いうか、そういったことをしっかり取り組んで

いただきいというふうに思います。 

 次に、犯罪被害者支援の件ですけれども、一

般質問でも、これに対する条例の話が出ていた

と思います。それについて、県としては必要性

を現段階では感じていないというような答弁が

あったわけですけれども、この中で、9月末現

在で相談件数が227件で昨年同時期の1.5倍で

推移をしているという報告になっています。 

 で、感じたのは、相談内容をどういうふうに

分析しているのかということ、そして、相談を

受けたサポートながさきが、どうやってその相

談者の悩みを解消していったのかというところ
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に少し着目をしたいと思ったんです。相談内容

の分類や、相談があったことをどうやって解決

をしたのかというところの分析です。そのあた

りがわかれば教えていただきたいと思います。 

【宮下交通・地域安全課長】 サポートながさき

の相談件数と対応のところでございます。記載

では9月末現在で227件としておりますけど、10

月末では252件と、昨年と比較しまして65件、

1.3倍ぐらいに増えている状況でございます。 

 相談の内容、種別等につきましては、婦女暴

行事案、強姦のたぐいで81件、強制わいせつ事

案が69件と、パーセント的にもそれぞれ30％か

ら27％、約3割を占めている状況でございます。 

 相談員は、初めに電話で相談を受け付けるわ

けでございますが、内容を伺いまして、緊急を

要するという場合は、まずは警察につなぐとい

うことで事件化を促している状況でございます。

それでも、かかる事情でご相談したいというこ

とで、電話で相談を受け付ける場合はなかなか

わからないところもあり、古い話もあるという

ことで、そこから直接支援につなげてサポート

センターに来てもらうとか、こっちから行って

接触いたしまして、学校や警察に同伴するとか、

必要であれば弁護士相談につなげます。経済支

援ということで医者の相談、公費負担とか、弁

護士とか、精神的カウンセリングもありますの

で、相談内容に応じて、ニーズに応じて対応を

親切丁寧に図っているというふうな状況でござ

います。 

【深堀委員】 わかりました。女性が被害を受け

るようなケースの事案の割合が結構多いと。事

件化していない分については警察につないで事

件化をする。電話だけでは内容がよくわからな

いので、直接面談をしながら、より中身をしっ

かり把握していくという取組をやられていると、

円滑にいっていると理解を一応しておきたいと

思うんですけどね。 

 犯罪被害者の精神ケアが4割不十分という新

聞の記事を持っています。その中で私が気にな

ったのは、全国48カ所にある犯罪被害者支援セ

ンターのうち約4割の20カ所が、犯罪被害者や

遺族に心的外傷後ストレス障害、ＰＴＳＤなど

の治療ができる提携医療機関と精神科医のリス

トを持たないことがわかったということです。

長崎県も、精神科医リストがない、提携医療機

関もないというくくりに入っています。 

 そういったところを持たないセンターはどう

しているかというと、紹介を求められると、個

人的な判断でいろんなところを紹介したりとか、

もしくはインターネットで探したりとかという

ようなことをやっていると、これは新聞記事の

話なんですけどね。 

 で、長崎県はどうなんですかという話ですよ。

そのあたりをしっかりやられているのかどうか。 

【宮下交通・地域安全課長】 先ほどの委員のお

尋ねでございます、リストがないと、確かにそ

ういう報道もございました。 

 サポートながさきについては、犯罪被害者支

援センターのスタッフが一緒になって支援に当

たっている状況でございまして、サポートなが

さきの産婦人科の医療機関は18医療機関とか、

これはしっかりしております。 

 そして、直接支援につなげる場合は、当然カ

ウンセリング支援も臨床心理士と提携している

状況でございます。 

【深堀委員】 ということは、私の懸念は問題な

いと、サポートながさきではしっかりと、そう

いった精神的な専門家につなぐ時には一定のリ

ストがあって、的確にそこにつないでいると理

解をしておってよろしいんですね。わかりまし
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た。 

 もう少し、この案件でですけれども、一般質

問でやられたのは山本(啓)議員じゃなかったの

かな、被害者条例をつくるべきじゃないかとい

う話。あの時に部長の答弁では、冒頭に言った

同じような答弁でなかったんだけど。ただ、条

例をつくるということによってね。 

 直近の新しいデータはわかりませんが、都道

府県では、9県が犯罪被害者支援条例をつくっ

ているということで、その条例では見舞金制度

を設けているのが多いと。死亡で30万円、全治

1カ月以上の傷害で10万円とされている自治体

が多いと、ある報道で見ているんです。 

 佐世保市が今、そういった条例をつくろうと

していて、佐世保市もそのような内容を盛り込

もうとしていると報告を受けています。 

 国の犯罪被害者給付制度があるんだけれども、

それは給付するまでに半年以上かかっていて、

実際に被害を受けた方々の救済という意味では、

治療費とか生活費とかで非常に厳しいんだと、

国の制度では。だから、各県がそういった条例

をつくって、被害を受けている方に手を差し伸

べると。ある県とない県があれば当然、同じよ

うな被害を受けても助けてもらえる県と助けて

もらえない県がある不合理があると報道で見た

時に、部長は本会議で、いやいや、そこまでの

必要性はないんだと言われたんだけど、どうか

なと、これを考えた時に。 

 例えば佐世保市がこういう条例をつくれば、

同じ長崎県の中で同じような被害を受けた時に、

手を差し伸べられる人とそれがない人と出てく

るということになるでしょう。私は、それを考

えた時に、やはり長崎県の条例としてつくるべ

きだと思うんだけど、もう一度、そういう点も

踏まえて、給付制度という点も踏まえてどう思

うか、答弁をお願いします。 

【木村県民生活部長】 犯罪被害者支援条例の制

定についてのお尋ねでございます。 

 9県で条例をつくっているということは、そ

のとおりでございます。ただ、その中身でござ

いますが、見舞金等々の内容を書き込んでいる

都道府県はございません。 

 都道府県で金銭的な給付というか支援といっ

たものをつくっているところは3県でありまし

て、見舞金は1県のみで、あとは貸付金が2県で

ございます。ただ、近年の実際の支給の実績を

見ると、ほとんど実績は上がっていないという

ような状況でございます。 

 委員がおっしゃったのは、県ではなくて市や

町の条例の中で見舞金というような制度をつく

っていらっしゃる市や町は、全国的には割と見

られるというような状況でございます。 

 私が本会議の席でご説明いたしましたのは、

被害に遭って、すぐに金銭的に困るという中で、

条例をつくって金銭給付をすべきじゃないかと

いうお尋ねでございましたので、それについて

は、例えば犯罪被害に遭って家に住めなくなっ

た、あるいは医療機関にかからなければいけな

い、もしくは弁護士に相談しなければいけない

というような緊急の事態があれば、現在、警察

の方で現物給付という形で、もうその日から実

際は支援をしているわけでございます。 

 その中でも本当に直ちに、例えば少額でもい

いから金銭が要るというような事態があれば、

またこれは別の民間の支援センター等を通じて、

早ければ3日ぐらいで、少額ではありますけれ

ども金銭の給付が受けられるという仕組みもご

ざいます。 

 それを越えて本当に経済的に困るというよう

な実態があれば、そこは県なり市町なりの福祉
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のセーフティネット、あるいはさまざまな支援

の方策もございます。そういったところで実際

は支援ができている実態がございます。 

 今年の3月に県の犯罪被害者の支援計画をつ

くって、そこの中で実際進めているという状況

にありますので、直ちに条例をつくって何かを

するというような状況には、まだ少し遠いので

はないかというようなご答弁をさせていただい

たところでございます。 

【深堀委員】 私の認識している分とは若干違う

ような話だったので、もう一回確認しますけれ

ども、9県が犯罪被害者支援条例をつくってい

ると、その中に見舞金とか給付の部分が入って

いるのは3県しかないと、その3県はほとんど実

績がないということなんですね。 

【宮下交通・地域安全課長】 全国で県の条例が

あるところが9つでございます。九州では佐賀

県が最後でございます。 

 それで、金銭給付のところでございますけど、

見舞金は岐阜県のみで、これは傷害児、被害児

に対する奨励金制度で、小学生に1万5,000円、

中学生に2万円、高校生に2万5,000円というこ

とで、給付が行われているんですけど、実績が

ないというわけではございませんが、例えば平

成27年度は3件、6万5,000円ということです。

見舞金については少ないというふうな状況でご

ざいます。 

 また、貸付金につきましては山形県があるん

ですけど、平成20年4月に県の条例ができまし

て、これまで殺人事件での適用1件のみという

ことです。山形県で貸付金制度を設けているん

ですけど、今まで1件のみということです。ま

た、神奈川県につきましても、これは平成28年

度に1件ということで、貸付金制度は手続がち

ょっとかかるというようなところも含めて、利

用がされていない、実績があまりないというふ

うな情勢でございます。 

【深堀委員】 確かに、今の報告を聞けば、制度

をつくってから利用しているケースは少ないん

だろうと理解しました。 

 ただ、利用が少ないからといっても、ゼロじ

ゃないわけですよね。本当に長崎県でそういっ

た事件が発生して困る方が出てくる可能性は当

然あるわけで、あるとないのでは全然違うわけ

ですよ。だから、そこは件数が少ないからとい

う視点ではなくて、そういった困った人が出て

くる。 

 だって、9県はそういう条例をつくったわけ

だから、必要性がなくてつくっているわけじゃ

ないと思うんですよ。もう一度、よくよくそこ

は県民の立場に立って、県民サイドに立って。

件数が出なければ財政的な支出は少なくて済む

わけですよね。ある意味セーフティネットです

よ。そこにお金がかかるわけではないので、や

はり考えていくべきだということは申し上げて

おきたいと思います。 

 チャレンジ2020の数値目標の進捗状況の中

で一つだけ気になったのが、7ページに載って

いる消費生活センターの相談件数が1万1,149

件、91％、目標値は1万2,200で進捗状況が「遅

れ」となっているんだけど、「遅れ」なのか。

相談件数が少ないということは、私は、ある意

味いいことじゃないのかなと、困っている人が

減ったのかなと思うんだけど、書き方を見ると

相談件数が多いのが正なんだというふうに見え

てしまって、非常に気になったんですけど、ど

うですか。 

【永橋食品安全・消費生活課長】 この「遅れ」

とか「順調」とかという表現は、チャレンジ2020

全体の中で、目標値に達していない、かつ基準
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年よりも落ちている、そういうものは自動的に

「遅れ」という表現をつけるという一定の整理

がなされております。 

 ですから、委員がおっしゃるように、相談件

数が多いのがいいのか、少ないのがいいのかと

いう議論がございますが、一応、そういう視点

で整理がされているということでございます。

（発言する者あり） 

【深堀委員】 わかるんだけど、目標値が多けれ

ばいいのか、その逆かというのは、これを取り

扱っている課に、いろんな指標があって、そこ

に対しての記載の仕方とか、分析とか、書き方

でも、そのあたりはちょっと考え方を整理しま

しょうということは言っておってください。わ

かりにくいですよ、こういう出し方をされたら。

お願いしておきます。 

【ごう委員長】 ほかに質疑はありませんか。 

【宮本委員】 1点だけ、確認させてください。

民泊について確認です。 

 来年の6月に民泊を解禁する住宅宿泊事業法、

民泊法が解禁になるということで、各自治体で

は独自の上乗せ規制をしているという報道があ

っておりまして、2月定例会で意見書を採択し

ていただいたところですけど、この報道を見ま

すと都市部ですね。京都、北海道、横浜、東京

では、来年6月に向けて自治体としての独自の

規制をかけていくということであります。 

 ここ長崎においても、非常に外国人観光客、

宿泊客も増えているという現状の中、県内にお

ける民泊規制について何か動きがあるのか、教

えていただきたいと思います。 

【加藤生活衛生課長】 今ご質問のありました民

泊の上乗せ規制ということですけれども、住宅

宿泊事業法の第18条におきまして、環境の悪化

を防止するために必要のある場合は、合理的に

必要と認められる限度において区域を定めて、

また、期間を定めて制限ができるというふうに

なっております。 

 それで、各自治体で先行して条例を制定しよ

うとする動きがございますけれども、今のとこ

ろ制定には至っておらず、6月の施行に向けて、

先ほどの委員のお話にありました幾つかの自治

体で進んでいるところでございます。 

 また、この条例を制定するに当たりましては、

各市町の意見を十分聴取することとなっており

ます。制限できる期間とか区域といったガイド

ラインが、今度の19日に説明会が開かれますの

で、その時に示されたものをもって、説明会等

を開きまして、さらに市町の方に、どういった

制限をしなければいけない区域があるかという

ことをお伺いしようとしております。それで市

町の意見、関係団体の意見等を聞きながら、条

例の制定の必要があるか検討していくように生

活衛生課では考えております。 

 上乗せというのは、先ほどおっしゃいました

自治体で出ておりますけれども、今のところ、

国が具体的な案として示された部分にほぼ沿っ

ているような形、近い形で上乗せをしようとし

ているところでございます。 

【宮本委員】 地域の実情に応じて、こういった

規制をつけていいということで、今度、ガイド

ラインが示されて、それをもとに各市町に説明

をすると。そこで、制限区域とか、関係団体の

方々とのいろいろな意見交換をする流れという

ことを確認いたしました。 

 今後、市町と協議をする中において、関係団

体はさまざまあるかと思いますが、例えば旅館

業の組合の方は協議する団体の中には入ってい

ないんですか。 

【加藤生活衛生課長】 先日も旅館・ホテル業の
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方と意見交換というか、お話をしたところでご

ざいます。 

 予定としましては、ガイドラインが示されて、

制限できるものの具体例が出ましたところで、

また、ホテル・旅館業を含めた団体とも意見交

換を続けてまいりたいと思っております。 

【宮本委員】 わかりました。現段階では具体的

な案が示されていないと、その案に沿って話を

進めていくということですね。 

 この報道には、地域の住民からの不安、不信

感を取り除くために独自の制限、規制をかけて

いるという話があります。例えば北海道では、

学校周辺は休みの日だけに営業を限るとか、住

宅地であっても駅周辺は規制対象外だとかとい

うのがあります。こういったものも各地域で、

自治体によって取り決めていいという認識でよ

ろしいでしょうか。 

【加藤生活衛生課長】 先ほどお話ししましたよ

うに、国の政省令が発表された後に、ガイドラ

インの具体例の案が自治体連絡会議で示されま

して、その中には、学校・保育所の運営に支障

を来すほど現状で保たれている生活環境が悪化

する場所、具体的な距離というのはございませ

んけれども、学校とか小学校の周辺とか、別荘

地において住宅宿泊事業法を行うことにより現

状では静かな環境が悪化を招くような場所とか、

山間部の道路が狭いところで観光客が増えると

交通渋滞が起きて周辺の住民が通れなくなると

か、そういった具体例は出されております。今

後、もう少し深い具体例というかガイドライン

が示されるものと思っております。 

【宮本委員】 あくまでもガイドラインに沿って

というのが基本になるかと思います。 

 ただ、旅館業の組合の方々の意見もしっかり

と聞いていただいて、どういう形で民泊を長崎

県において進めていくのかというのを、来年の

6月の解禁に向けてしっかりと協議をしていっ

ていただきたいと要望しておきます。 

【ごう委員長】 暫時休憩します。 
 

― 午前１１時５０分 休憩 ― 

― 午前１１時５０分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 再開いたします。 

 午前中の審査はこれにてとどめまして、午後

は1時30分から再開したいと思います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時５１分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 午前中に引き続き、県民生活部の審査を行い

ます。 

 議案外所管事務一般についての質問はありま

せんか。 

【堀江委員】 部長説明の4ページ、統計の普及

啓発について質問します。 

 この中で、統計教育の一環として「初めて出

前講座を実施し、大変好評でした」とあるんで

すが、これは統計課の職員が例えば中学校に出

向いたのか、中身をもう少し教えてください。 

【笠山統計課長】 出前講座についてのご質問で

ございますが、こちらは、本県の統計課として

初めて取組をさせていただきました。 

 ご質問いただきましたように、今年は2カ所

で実施いたしまして、私立日大中学校で約90名

の参加をいただきました。もう1カ所は、江戸

町の学童保育星座クラブで実施させていただき

まして、28名の参加がございました。 

 内容でございますが、中学校は「統計で見る

長崎県」というテーマで統計クイズを実施しま
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して、データで見る長崎県の全国に占める位置

とか、そういったところを学んでいただきまし

た。 

 学童の方は○・×クイズ、例えば「長崎県の

人口は男性と女性でどっちが多いですか」とい

う質問をして右左に分かれていただく、遊びな

がら統計に親しんでもらうようなテーマで実施

させていただきました。 

 併せて報告させていただきますと、出前講座

を実施した後にアンケートをとります。そのア

ンケートの中で、お一人だけ「よくわからなか

った」という方がいらっしゃったんですけど、

それ以外は「満足」ということが大勢を占めて

おりまして、成果としましては、最初の取組と

しては効果があったのかなと考えております。 

【堀江委員】 「統計教育の一環として」という

言葉がありますね。この統計教育というのはど

ういうことなのか、この機会に教えていただけ

ますか。 

【笠山統計課長】 統計教育という言い方をして

おりますのは、いろんな学問に通じて必要とな

る基礎的な素養が統計というふうに私は考えて

おります。それは、いわゆる科学であれ、ある

いは数学であれ、社会であれ、必要であろうと

考えております。 

 文部科学省では、この統計に関しまして学習

指導要領に定めております。しばらく前、ゆと

り教育の段階で一時、統計教育が非常に手薄く

なったことがございました。 

 最近でいきますと、平成23年、平成24年、平

成25年と学習指導要領の改訂がございまして

強化されております。身近な問題について統計

的にものを考えるというふうなことが教育サイ

ドで求められておりまして、今年の3月には学

習指導要領の改訂がさらにございまして、例え

ば小学校1年生でいきますと、身近な問題をグ

ラフにできるというものが求められるレベルと

しますと、それから一歩進んで、平成32年から

の実施では、グラフにすることに加えて考察を

加える、いわゆる思考力や判断力を身につけさ

せるということが目標として掲げられておりま

す。 

 そういったことで統計教育という言い方をし

ておりますけれども、教育庁とも連携しながら、

こういった出前講座も使いながら進めていけれ

ばと考えております。 

【堀江委員】 確かに統計課長が言うとおり、算

数・数学というとどうしても正解が一つしかな

い答えを出す教科だと思われがちだが、実は、

必要な情報を取り出し、解釈し、正解が1つと

は限らない答えを自分なりに出すというプロセ

スも、これからの算数・数学教育では一層重要

視されてくると。社会や仕事で当たり前の統計

の見方というのも改めて教育の中に活かそうと

いうことでの統計教育というのは、私も今回改

めて学ばせていただいたんですが。 

 その統計教育の一環として、今回出前講座を

やったということですけど、これは、統計課か

ら「行きますよ」というふうに言ったのか、そ

れとも中学校の方から「来てください」と言っ

たのか、最初としてはどうなんですか。 

【笠山統計課長】 今年初めての取組でございま

すので、年度途中で始めたこともありまして、

日大中学校は、実を申しますと国の方で統計教

育に関する先生方の研修をやっております。そ

こで、うちの方から各学校に参加される方はい

らっしゃいませんかと募集をして、行っていた

だいた先生を通じてこういった企画ができまし

た。 

 学童も、すぐ近くの学童でございますので声
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かけをしたところ、喜んでと応じていただいた

という経過でございます。 

 現在、県内の小学校から、うちもやりたいと

いう話が今、きているところでございます。 

【堀江委員】 県民生活部の概要の中で、当初予

算の時には、事業の概要として、統計課のホー

ムページの中に、小・中学生を対象としたキッ

ズページを開設して、「教育現場における統計

教育の支援」という言葉がありますね。この時

には「統計教育の支援」と言っていて、今回、

「統計教育の一環として」というふうになって

いるんですが、これは同じような意味と理解し

ていいんですか。 

【笠山統計課長】 はい。その延長線上にあると

考えております。これまでは統計教育の支援と

いうことで、平成15年から県のホームページに

キッズコーナーを設けております。そこに、例

えば人口の減少の問題を取り扱って、子どもさ

んにわかりやすく見ていただくようなものを設

けております。 

 これからは、こういった出前講座を通じて、

私どもも現場に入って、冒頭に委員から誰が説

明しているかというご質問があったんですけれ

ども、うちの職員が現場で説明をしております。

ある意味、その支援の延長線上ではあるんです

けれども、学校現場とよく話し合いをしながら、

総合学習、あるいは統計教育の一環で、各教科

の中で統計を扱うようなことにつながればと考

えております。 

【堀江委員】 そうしますと、統計教育の支援と

してということで、今まではキッズコーナーを

設けて、子どもたちが統計に親しみを持てるよ

うに、イラスト入りで本当にわかりやすいホー

ムページがあるんですけれども、それだけでは

なくて、実際に職員が出向いて統計教育の一環

を担うということで、より積極的に統計課が統

計教育に関わってきたのかなという認識を持っ

たんです。 

 そこで質問ですけど、今、来てくださいと言

いう学校があるということですが、より積極的

に統計課から、こういうふうにやりますから、

どうぞ利用してくださいという呼びかけなりは

されないんですか。 

【笠山統計課長】 ありがとうございます。こう

いう場でご質問いただくことでＰＲになると思

っておりまして、（発言する者あり）すみませ

ん。 

 具体的に今進めておりますのは、先ほど申し

上げたような研修会に行かれた学校の先生方と

連絡をとって、こういったことができるんじゃ

ないですかという話を、研究会みたいなことも

やってみたいと思っておりまして。 

 年度途中でしたので、県民センターが取りま

とめております出前講座の一覧にもまだ載って

いないかと思います。そういったいろんな情報

発信、あるいはうちの方から先生方のネットワ

ークを、協議の場をつくらせていただいてＰＲ

に努めていきたいと考えております。 

【堀江委員】 私も、こういう場を機会にちょっ

と苦言を呈したいと思うんですけど。 

 統計課のホームページに、出前講座を行いま

すというのがありますね。でも、それはただ1

行、「出前講座を行います」、あとは「連絡先

はこちらです」というだけですよね。 

 例えば、出前講座をすることによってどう違

うのかとか、どういうことをやりますみたいな

ものがもっとわかるようなホームページにして、

どうぞ利用してくださいというんだったらいい

んですけど、積極的に統計教育に関わると言う

わりには「出前講座をやります」と1行しかな



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１２日） 

- 135 - 

いから、私としては、もうちょっとホームペー

ジもいろんな知恵を出しながら、ぱっと見て、

これが必要だと思うように、ホームページの見

直しも含めてもうちょっとアピールしてもいい

のではないかと思うんですが、この機会に見解

を求めます。 

【笠山統計課長】 大変申し訳ございません。う

ちのホームページがちょっと見にくいというの

は私も感じておりまして。あと数年かけて、う

ちのホームページを、統計のニーズに応じて、

ユーザーのニーズに合った形につくり変えてい

きたいと考えております。 

 例えば、今ご指摘いただきました出前講座に

つきましても、実はフェイスブックでＰＲはし

ているんですけど、なかなかフェイスブックま

でたどり着かないというところもございまして。

ＳＮＳ、ツィッターも実はやっております。そ

ういったものも少しずつはやっているんですけ

ど、より県民の皆様がわかりやすいホームペー

ジにつくり変えていく中で、この出前講座も積

極的にＰＲを進めていきたいと考えております。 

【堀江委員】 最後にしますが、要は、初めて出

前講座を実施したというところに、ちょっと私

はすごいなと思いまして、いろいろ調べつつ、

私も学ばせていただいて、一言だけ取り上げよ

うと思って準備したところなんですが。 

 もちろん教育委員会との連携も当然ですけれ

ども、統計課としても、統計教育の一環という

形で、より積極的に県民の中に統計の重要性、

必要性を、本当に地道な活動だと思うので、そ

の必要性を認めていただくには時間がかかるこ

とかと思いますが、大事なことだと思いますの

で、積極的にＰＲをしていただきたいと思いま

して取り上げましたので、よろしくお願いいた

します。 

【髙比良委員】 それでは、私の方から3点ばか

り質問させてもらいたいと思います。 

 まず1点目は、午前中に指定管理のことでい

ろいろ議論がされた、ボランティア活動支援セ

ンターの件です。 

 私は、今のというか、これからの自治体運営

のあり方を考えた時に、県としては必要不可欠

な機関として率先して設置をしたというふうに

認識をしているわけです。それはどういうこと

かというと、一人行政が公共サービスを担う、

あるいは公益的な活動に関わっていくという今

の自治体運営のあり方を今後もずっと続けてい

く限りにおいては、いろんな制度を維持してい

くといったことが非常に難しくなる。そういう

中では、住民と企業、団体、行政、そういった

もののベストミックスによって地域運営を、お

互いの連携の中で役割分担をしながら担ってい

くと、そういう協業型の社会をつくっていく必

要がある。 

 もう一つは、それに関連するんだけれども、

住民は、公共サービスの受け手となるだけでは

なくて自ら自治体運営に参画をしていくと、市

民の本当の意味での自治社会をつくっていくこ

とに奉仕をしていこうということで、単なる奉

仕活動をやる個人、団体を育てるということで

はなくて、まさに今言った自立ある市民を育成

するというふうな認識というか、使命を持って

ボランティア活動支援センターをつくったと、

大変に意義のあることだと私は思っているんだ

よ。だから、もっともっとこれは拡充していか

なきゃいけない。そういう意味では、市町村も

いろいろつくっていくでしょう。そこと一定の

すみ分けをしなきゃいかんけれども、重複する

ようなものがあっても私は構わないと思ってい

る。 
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 ただ、県の業務は市町村とどう違うかといっ

たことを端的に言いあらわすキーワードとして

は、この間も言ったかもわからんけれども、高

度、専門、総合、広域ですよ。そういう意味で

は、今回の指定管理者は、知識・経験において

専門性が高い、あるいは高度な取組ができる、

ふさわしいところが選ばれたと思う。 

 そういう中で受動的に相談を受ける、指導を

するといったことについては、今の機能が十分

発揮されるだろうと思う。それに加えて総合と

か広域といったことが必要になってくるので、

そういう意味では、例えば県内各地でのいろん

な研修をやるとか、巡回相談活動をやるとか、

あるいは県内のいろんな支援機関のネットワー

クももちろんだけど、県内外のＮＰＯ団体等の

ネットワークをつくっていくとか、もっと言え

ば災害ボランティアを災害対策本部だけに任せ

るんじゃなくて、受付とか送り出しといったこ

とについての構えをやっていくとか。 

 これまでもやってきたかもしれんけれども、

そういったところに特に能動的な取組としてや

っていくことが必要ではないかなと思っている

んだけど、この辺についてはどう考えています

か。 

【松尾県民生活部次長兼県民協働課長】 今まさ

に委員がおっしゃったとおり、県の支援センタ

ーとしての立ち位置とすれば、広域性、総合性、

そういうものをますます重視していく必要があ

るんだろうというふうに考えております。 

 指定管理者が提案の中で、地域担当というも

のを置いて、出向いて行って、それぞれのニー

ズを把握して、足らざるところを補うような形

での支援をしたいというふうに言っておりまし

た。 

 また、ＮＰＯ同士で県外の方ともいろいろ情

報交換をしていますので、もっとたくさんの方

を講師に招いて、実践型の研修を深めていきた

いというふうに思っております。 

【髙比良委員】 十分な展開をされることを望み

たいと思います。 

 2点目は、女性の活躍推進です。 

 まず、説明資料に書いてあるダイバーシティ

マネージメント、ファシリテーター、ワールド

カフェ、ライフデザイン、キャリアデザインと、

横文字を使うなとは決して言いませんけど、ボ

キャブラリーが乏しい私にとっては、ちょっと

意味がようわからんとさ。噛み砕いて説明して。 

【中尾男女参画・女性活躍推進室長】 わかりに

くい表現になりましたことを、まずお詫び申し

上げます。 

 ダイバーシティマネージメント等に精通する

と申しますのは、今、経営をする中で、多様な

人材の能力とか発想を生かしていく、それを会

社の組織の活性化とか経営基盤の強化につなげ

る経営戦略、そういったことに詳しい方です。 

 ファシリテートは、日本語でいいますと促進

者とか調整役、要するに会議を円滑に、より充

実したものにするための進行をしていただくと

いうことです。女性活躍も含めたダイバーシテ

ィ、多様性を活かした経営に詳しい方にまず説

明をしていただいて、それから意見交換をする。

その意見交換を有意義に進行していただくとい

う形でのセミナーを実施したものでございます。 

 ワールドカフェは、意見交換をより有意義に

する一つの手法でございまして、テーブル幾つ

かに分かれまして、1人のホストを残して、一

度テーマで話をした後、次は別のテーブルにホ

スト以外の方は動いていただく、そういった中

でさまざまな人の意見を交換していくことを、

リラックスした雰囲気でするという一つの手法
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でございまして、働き方を考えるというテーマ

で、活発な意見交換、さらに深層に訴えるよう

なセミナーをしたいということで実施したもの

でございます。 

【髙比良委員】 ありがとうございます。 

 要は、働きやすい職場環境をつくっていこう

と、あるいは、多様な人材が活躍できるような

職場環境をつくっていこうと、それにつながる

ような取組として、ツールとしてやっています

よという話なんだね。 

 一つは、能力が生かせるような職場環境を整

備していくことが求められている。ワークライ

フバランスのとれた就業形態といったことが求

められているというようなことで、働く上で生

き生きとやっていけるような、そういう環境づ

くりに腐心をしてください、取り組んでくださ

いと促していくという話だろうと思うんだけど。 

 ただ、私はね、何というかな、女性が働き続

けていく上で一番ネックになっている、もちろ

ん毎日の業務の中で個々の仕事の仕方について

の環境はどうかということは当然あると思うん

だけれども、それにも増して、これは前にも言

ったと思うんだけど、やっぱり一番大事なこと

は、結婚して妊娠して出産してという女性のラ

イフサイクルを考えた時に、働くことと子育て

とが両立できるためには、働く上での産前・産

後休暇とか、あるいは一旦休んだ後での完全復

職の確保だとか、あるいは育児休業とかという

就業規則、ここをきちんとつくらないと、なか

なか女性が頑張りたくても頑張れないというこ

とになってしまうと。根本のところの取組こそ

が大事だと思っているんだけど、この辺はどう

いうふうにやっているんですか。 

【中尾男女参画・女性活躍推進室長】 委員ご指

摘の就業規則とか、休暇の整備についてはもち

ろん、まず根本になるものだと考えております。

それにつきましては、労働基準法の第89条の中

で、常時10人以上の従業員を雇用する雇用主に

ついては、就業規則を作成して労働基準監督署

に届け出が義務づけられております。届け出が

あった際に監督署でその内容を確認して、仮に

法律の定めを満たさない項目があった場合には、

そこは自動的に法定の内容が適用されることを

説明した上で修正の指導をしていると聞いてお

ります。 

 併せまして監督署の方で、年間約2,000件程度

の立ち入り調査なども行われまして、就業規則

の届け出状況の確認、指導も行われていると聞

いております。 

【髙比良委員】 それは、具体的な業務として担

っているのは労働局なのか。男女参画・女性活

躍推進室としては、その辺の実態把握は承知を

しているんですか。 

【中尾男女参画・女性活躍推進室長】 細かな就

業規則の中身等の把握まではいたしておりませ

ん。 

 就業規則の整備等が必要なのはもちろんのこ

とですけれども、男女参画・女性活躍推進室と

しましては、規則が整備されていても、実際に

その制度が運用されていない、されにくいとい

うことがないように、そういった意味での働き

やすい職場環境づくりへの支援をしていきたい

と考えております。 

【髙比良委員】 就業規則の改善の促進というこ

とも併せて、説明があっている事業も含めたと

ころで男女参画・女性活躍推進室の取組として

ね。 

 今、政府は、働き方改革を推進、実現をして

いこうとしているわけだ。そのことに寄与をす

る室として、役割を担うことについてはどうい
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うふうに考えているのかなというふうに思うん

ですよね。 

 例えば、雇用形態の違いによる不均等待遇と

いうか、待遇の格差というか、これを改善して

いこうとか、あるいは労働時間等の設定を改善

していこうとか、あるいは短時間労働者の雇用

管理を改善していこうとか、あるいは派遣労働

者を保護していこうとか。今言ったようなこと

は、女性に特に関わってくるような、あるいは

対象として女性のシェアが多いというような話

だろうと思っている。こういうことを進めるこ

とがまさに、女性が働きやすい職場づくりとい

うか、ここの使命というか、命題とするところ

につながってくるというふうに思っている。 

 ここは、直接的には労働局の話になってくる

んだろうけれども、そこだけに任せるのではな

くて、まさにある意味連携をするとか、今言っ

たようなことを視野に入れた今後の事業活動を

展開するとか、こういったことが必要じゃない

かというふうに思うんだよね、より今の取組の

成果を上げさせていくためには。この辺につい

てはどう考えているのか。 

【中尾男女参画・女性活躍推進室長】 委員ご指

摘のとおり、労働局、あるいは労働監督署、そ

れと県庁の中で言えば産業労働部が就業規則等

の説明会を開催しておりますので、こういった

ところとの連携は必要だと思います。 

 先ほど申し上げましたように、私どもは、規

則の指導をするというよりは、規則を整備され

た上で、それをいかに活用して働きやすい環境

をつくっていくかといったところの意識啓発な

り、働きやすい職場をつくっていくためにはど

うしたらいいか、そういったことを担っていき

たいと考えておりますので、例えば、派遣する

アドバイザーは社会保険労務士の資格も持って

いる方ですので、就業規則をどういうふうに改

正していったらいいかというノウハウをお持ち

です。両方合わせたところで、他の所管部局と

も連携しながら努めてまいりたいと考えており

ます。 

【髙比良委員】 そういう立ち方になるんじゃな

いかと思うけれども、一歩さらに踏み出して取

組をお願いしたいと思うんです。女性にとって

働きやすい職場は、男性にとっても働きやすい。

もちろん性差によって特別なこともあるかもし

れないけれども、通常は男女関わりなく働きや

すい職場環境をどうつくっていくかという話で

しょうから、基本のテーマになっているところ

については、しっかり視野に入れて、より成果

が上がるように頑張ってもらいたいと思います。 

 考えてみるに、このメンバーでの生活環境委

員会は今回で終わりなんですよね。そういう意

味で、最後に、発言の機会が少なかった優秀な

統計課長にちょっと、最後にお願いしたいなと

思っているんだけど。 

 今の長崎県の命題、あるいは知事がとにかく

集中して取り組むんだというテーマ、一つは人

口減少対策、もう一つは県民所得の向上対策だ

よね。 

 そういったものを何年かずっと継続してやっ

ていって、直ちには成果が発現しないところは

あるんだけど、進捗状況についてどうかといっ

たことを検証してく、そのベンチマークという

のは、まさに統計ですよね。それが指標として

使われているというようなこともあるわけだね。 

 それで、例えば人口のことについては国勢調

査をやる、あるいは住民基本台帳から一定、人

口統計というものをやっていきます。 

 県民所得が産業の振興を含めてどういうふう

な状況にあるかということを見るに当たっては、
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例えば年間工業出荷額、工業統計、年間商業販

売額の商業統計、あるいは農林業センサス、ち

ょっとほかの部門で扱っているかもしれないけ

ど。そういうものをもとにしたところでの県民

経済計算をやっていくことによって県民所得が

どうかということが出てくる。その辺がベース

になっていくわけだね。 

 要は何を言いたいかというと、そういった統

計が、各部各課が事業として企画立案する際の

ベースになってくるわけですから、統計が表し

ていることの意味を読みくだくというか、読み

取るというか、そういう作業は非常に大事だと

思っている。 

 逆に言えば、そういうことがしやすいように、

通常やっている統計のほかに、それを補完する

ような調査資料とか参考資料といったものを整

えてやることは、施策立案にとってはベターに

なる環境をつくることにつながってくるという

ふうに思うんだよね。 

 そこで、もちろん各課がそれぞれの事業をや

るに当たって市場調査をやってみるとか、ある

いはフィジビリティスタディをやるとか、そこ

はそれぞれの課独自でやらなきゃいかんところ

だけど、統計課が今やっている、担っている統

計にプラスして、統計資料を読みこなすという

か、より理解をして課題を発見、問題を発見し

て、それに対策を打っていくことに奉仕するよ

うな、関連するような調査とか、参考となる資

料の添付とか。 

 もっと言えば、統計を業務としてやっている

プロとして、いろんな統計の原因分析ではない

けれども、要するに原因についての一定の指摘

といったことを含めて、各部各課と統計をもと

にした協議をやっていくような取組があってい

いんじゃないかなというふうに思っている。 

 今、いろいろ資料が出ました、速報値が出ま

したと配付をするだろう。もちろん少しコメン

トなんかもあったりするんだけど、もっと踏み

込んで、やっていることを施策立案にさらに生

かしていくということについて統計課としてど

ういうことができるかと。これは、統計課の立

ち方というかあり方としてはすごく重要なこと

かなと私は思っているんだよ。この辺はどう考

えているのか聞かせてください。 

【笠山統計課長】 大変重たいご指摘でございま

して、今のご質問に対して十分なお答えになる

かどうかわかりませんけれども、今進めている

ことについてご説明をさせていただきます。 

 県政の最重要課題の一つであります人口減少

については、ご案内のとおり歯止めがかからな

いという状況があり、一方、県民所得向上対策

については、大企業の業績の影響が大きく、平

成26年度分の県民所得はちょっと低迷をして

いるところでございます。 

 そういったところも含めて、今後、統計課の

立ち位置といいますか、どういうことができる

のかというのを、私も赴任してずっと考えてお

ります。 

 そういう中で、5月に県庁各課にアンケート

調査をいたしまして、その中で出てきた主な意

見をご紹介させていただきますと、大きく3つ

に分かれます。 

 1つ目は、十分な情報提供をしてほしいと。

相談した時に、十分応えられる体制をとってほ

しいということ。2つ目は、要因分析について、

委員からご指摘がありましたように、より深掘

りをする時の助言をお願いしたいというもの。

3つ目が、研修の部分でもう少し関わってもら

えないかということでございました。 

 こういった大きく3つに分かれた意見を踏ま
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えまして、来年度、再来年度、少し時間はかか

るんですけれども、どういったことができるの

かと今まさに検討しております。まだここでご

説明できる段階ではございませんけれども、ま

ず、統計課の体制をしっかり固める中で、そう

いったニーズに応えていけるように私も頑張っ

ていきたいと思っております。 

 先般の決算審査でもお話ししたんですけれど

も、まず、基礎的な統計をしっかり正確にやる

ということはもちろんでございますが、国の方

でもＥＢＰＭ、根拠に基づく政策立案というこ

とを盛んに言っておりまして、我が県の統計課

も、そういうふうなことができるような環境を

つくっていき、各部局の下支えをしていきたい

というふうに考えております。 

【髙比良委員】 仕事としてやることは、いろん

な調査をやって統計としてまとめることでしょ

う。しかし、それから引き出すべき成果という

のは、まさに統計分析をして、いろんな課題等

を指摘して、それをいろんな施策につなげると

いうことだろうと思うので、今、課長が言われ

たことを私は了としたいと思っている。スタッ

フの業務量とか、そういうこともあってなかな

か大変ではあるんだけど、目指すべきはそうい

うことだと思っているんだよ。 

 国の場合は、もう嫌というほどいろんな調査

を頼んでくるじゃないか、各省ともね。そこま

でやる必要はないと思うんだけど、一定実態を

しっかり把握した中でやっていかないと、本当

に成果のあるものはできないと、そういう意味

で統計課の果たす役割は高いと思っているので、

頑張っていただきたいと思っています。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありますか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 質問がないようですので、県民

生活部関係の審査結果について整理したいと思

います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ２時 ３分 休憩 ― 

― 午後 ２時 ３分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、県民生活部関係の審査を

終了いたします。 

 では、この後でございますが、2時30分から

交通局の審査に入らせていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ２時 ４分 休憩 ― 

― 午後 ２時３０分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 これより、交通局の審査を行います。 

 交通局は、分科会付託議案及び委員会付託議

案がないことから、委員会による審査とし、所

管事項についての説明及び提出資料に関する説

明を受けた後、所管事項についての質問を行い

ます。 

 交通局長より、所管事項説明をお願いいたし

ます。 

【山口交通局長】 今回、交通局関係の議案はご

ざいませんので、所管事項についてご報告いた

します。 

 環境生活委員会関係議案説明資料の交通局を

お開きください。 

 今回、ご報告いたしますのは、営業・広報の

取組について、車椅子介護優秀者コンテストと

バスの乗り方教室について、小集団活動総決起

大会について、バスツアー等を通じた地域貢献

の取組について、次期中期経営計画の策定につ
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いて、平成30年1月ダイヤ改正についてで、そ

の主な内容についてご説明いたします。 

 営業・広報の取組について。 

 さまざまな取組を通じてバスに親しんでもら

い、バスの利用促進を図るため、積極的に営業・

広報活動を行っております。 

 県外から高速バスと長崎～雲仙特急バスを利

用し、雲仙・小浜へ訪れていただくため、「バ

ス旅車窓マップ」を作成し、県営バス長崎ター

ミナルに加え、天神や博多バスターミナルに設

置したところであり、今後は、大分や熊本、宮

崎、鹿児島の各共同運行会社と連携し、それぞ

れのバスターミナルへも設置していくこととし

ております。 

 また、11月から長崎～雲仙特急バスの車内放

送に西陵高校放送部の皆さんにご協力いただい

ており、生徒の皆さんのアナウンスによって、

沿線風景の紹介に加え、名物や観光地等の案内

を行っております。 

 9月20日のバスの日企画として実施したバス

中古部品チャリティバザーでは、売上総額が24

万8,590円に上り、熊本城復興支援及び九州北部

豪雨災害支援として寄付しております。 

 これからも営業・広報活動を継続していくこ

とで、バスの利用促進と地域の活性化に寄与し

てまいりたいと考えております。 

 車椅子介護優秀者コンテストとバスの乗り方

教室について。 

 高齢者や障害のある方が、より安全で快適に

バスをご利用いただけるよう、乗務員の車椅子

取扱いの習熟とサービス向上を目的として、平

成15年から毎年、車椅子介護優秀者のコンテス

トを行っております。 

 15回目の開催となる本年度は、11月14日に諫

早市社会福祉会館で開催し、コンテスト終了後

は、身体障害者福祉協会と意見交換を行い、貴

重なご意見をお伺いすることができました。 

 さらに今回は、諫早市老人クラブ連合会にも

ご協力をいただき、高齢者のお客様に向けた、

バスの車内事故防止を図るための安全教室の開

催にあわせ、ＩＣカードを使ったバスの乗り方

教室等を実施いたしました。 

 今後も、高齢者や障害のある方がより一層利

用しやすい公共交通機関となるよう努めてまい

ります。 

 小集団活動総決起大会について。 

 利用者の安全・安心とサービス向上を目的と

して取り組んでいる小集団活動について、これ

からの活動をより効果的に推進していくため、

平成30年2月に小集団活動総決起大会の開催を

予定しております。 

 総決起大会では、各チームのこれまでの活動

報告や、次年度へ向けた新たな目標を発表し、

職員一丸となって更なる事故防止に対する意識

の向上を図ることとしております。 

 今後とも「安全」「確実」「快適」「親切」

をモットーに輸送品質の向上に努めてまいりま

す。 

 バスツアー等を通じた地域貢献の取組につい

て。 

 子会社である長崎県営バス観光とタイアップ

し、毎年、県内のすばらしい観光素材を改めて

認識していただくことを目的としたツアーを実

施しております。 

 今年度は、国の国境離島関係交付金を活用し、

「日本遺産認定！国境の島 対馬1泊2日の旅」

とするツアーを11月に催行し、また、来年度の

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

の世界遺産登録を見据え、関連施設を巡る日帰

りツアーについても今後実施を予定しておりま
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す。 

 今後も観光振興と交流人口の拡大を通じた地

域の活性化に寄与するツアーを企画し、一人で

も多くの方に参加いただけるよう、職員一丸と

なって集客活動に取り組んでまいります。 

 次に、別冊でお配りしております「追加1」

をご覧ください。 

 次期中期経営計画の策定については、補足説

明資料を配付させていただいております。内容

につきましては、後ほどご説明させていただき

ます。 

 平成30年1月ダイヤ改正について。 

 今回のダイヤ改正の主な内容としましては、

来年1月に予定されている新県庁舎の供用開始

に伴い、諫早市及び大村市と長崎駅前を結ぶ高

速シャトルバスや長崎市内線の一部について、

新県庁前に設置予定の新たな停留所での乗降が

可能となるよう、運行経路の変更を行うなど利

用者の利便性を向上させようとするものであり

ます。 

 なお、ダイヤ改正に伴う九州運輸局への事務

手続は、現在申請中であり、12月中の認可を経

て、1月4日から実施する予定としております。 

 このほか、「政策等決定過程の透明性等の確

保及び県議会・議員との協議等の拡充に関する

決議」に基づく提出資料について、補足説明資

料を配付させていただいております。 

 以上をもちまして、交通局関係の説明を終わ

ります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【ごう委員長】 次に、提出のあった政策等決定

過程の透明性等の確保などに関する資料につい

て、説明を求めます。 

【小畑管理部長】 「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した交通局関係の資料について、ご説明いたし

ます。 

 1,000万円以上の契約案件について、本年9月

から10月までの実績は、資料1ページに記載の

とおり、計4件となっております。 

 以上をもちまして、ご説明を終わらせていた

だきます。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【ごう委員長】 次に、管理部長より補足説明の

申し出があっておりますので、これを受けるこ

とといたします。 

【小畑管理部長】 お手元に配付しております環

境生活委員会補足説明資料に沿って、説明させ

ていただきます。 

 交通局では、現在、平成25年度から平成29年

度までを計画期間とする中期経営計画に基づき

事業運営を行っておりますが、今年度が終期と

なることから、平成30年度からの次期経営計画

を定めようとするものであります。 

 今回、素案として作成しておりますが、本委

員会におけるご意見等を踏まえまして、最終的

には3月定例会に成案を提出の上、今年度中の

策定を予定しております。 

 資料を1枚めくっていただき、目次をご覧く

ださい。 

 計画全体は4部構成としており、県営バス事

業の現状と今後の経営の課題、経営計画の策定

について、具体的な取組施策、計画期間中の収

支見通しとなっております。 

 今回の計画策定のポイントといたしまして、

これまで順次策定してきた中期経営計画につき

ましては、主に、いかに収支不足を解消してい
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くかという経営健全化が主眼となっておりまし

たが、今回の計画につきましては、総務省の指

導のもと、10年の計画としており、経営の健全

性を保っていくことを前提としながら、加えて

今後の県営バスの方向性や具体的に取り組んで

いく施策を、県民の皆様やお客様にお示しでき

るような計画にするという考えのもとに作成し

ております。 

 それでは、資料ボリュームがありますが、順

にポイントを絞って説明させていただきます。 

 資料1ページをご覧ください。 

 県営バスの使命と役割でございます。 

 まず、県営バスは、長崎市、諫早市、大村市

を中心とする路線バス及び各都市や長崎空港と

長崎市を結ぶ都市間輸送などの乗り合い事業の

ほか、本県と九州5県を結ぶ県外高速事業、県

内最大規模の車両数とガイドを有する貸切事業

を中心に総合的なバス事業を展開しており、通

勤・通学のほか、通院や買い物などの日常生活

を支えるとともに、県外からのビジネスや観光

客、修学旅行、国外からのクルーズ船などの対

応に取り組んでおります。 

 その上で、（2）の県営バスの使命と役割で

ございますが、下の四角囲みに記載のとおり、

日常生活を支える交通基盤として、地元行政と

連携しながら、地域生活路線を将来にわたりし

っかりと守っていくこと、県外や国外からのお

客様の移動手段として、交流人口拡大に向けた

役割を果たしていくこと、さらに、公営企業と

して観光や高齢者の移動手段の確保などの分野

において行政部門と連携しながら率先して貢献

していくことであると考えております。 

 2ページをご覧ください。 

 県営バスの経営改善に向けた取組としており

ますが、県営バスでは、これまで数次にわたる

経営計画を策定し、経営の健全化に取り組んで

まいりました。特に、平成16年2月に県が策定

した県営交通事業のあり方に関する方針に基づ

き、コスト削減や県繰入金の縮減などの取組を

進めております。 

 図1に交通局の決算の推移を記載しておりま

すが、この中にございますように、付帯事業と

して実施していた駐車場収入が平成18年度以

降大きく減少する中、県央地区における子会社

への運行委託、貸切部門における福岡営業所の

設置など、可能な限り収入の確保やコスト削減

を図ることで、平成17年度には約3億5,000万円

あった県独自の繰出金が、平成27年度に、昭和

57年度以降初めてゼロとなるなど着実に経営

の健全化に取り組んでおります。 

 3ページの図2に現行計画の取組状況を記載

しておりますが、これまで計画を上回る収支改

善を図ってきており、計画期間において約2億

6,000万円の収支改善を達成する見込みとなっ

ております。 

 3ページの中段で、現行計画における主な取

組を記載しております。 

 増収・増客対策として、都市間輸送の強化に

よる高速シャトルバスの大幅な増便や貸切事業

の強化などを中心に取組を進めております。 

 また、安全対策の取組として、ドライブレコ

ーダーの全車導入などに取り組んでおります。 

 次に、4ページでございますが、新たな取組

として、免許返納者パスの実施や高齢者パスの

試行運用のほか、空港リムジン車内へのＷｉ−

Ｆｉ環境の整備や空港券売機の多言語化対応な

どに取り組んでおります。また、地域と連携し

た営業、広報活動にも積極的に力を入れている

ところでございます。 

 4ページの四角の下、「また」以降でござい
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ますが、総務省が、公営企業の経営状況の把握

のため全国的に作成を求めている経営比較分析

表の状況を記載しております。 

 平成27年度決算の主な指標としまして、経常

収支比率は100％を超え、経営の健全性を維持

しており、他会計負担比率は3.8％と公営バス平

均の7.7％を大きく下回っており、一般会計の負

担を可能な限り縮減しながら事業運営に努めて

おります。 

 また、総運行距離当たりの運送原価につきま

しては民間事業者平均を下回っており、民間事

業者と比較しても低いコストでの運行を実施し

ております。 

 5ページの下、図5に記載しておりますように

県営バスが運行する路線の約7割は採算がとれ

ない赤字路線ですが、指標によるとおり、経営

の健全性を維持しながら可能な限り一般会計の

負担を縮減しつつ効率的な運行を行っていくこ

とで、不採算路線を含む路線の維持の確保に努

めております。 

 資料6ページをお開きください。 

 今後の経営の課題としまして4つの項目を掲

げております。 

 まず、（1）少子・高齢化の進行と人口減少

ということで、全国的に少子・高齢化が進行す

る中、県営バス路線においても、その傾向は今

後さらに顕著になると考えられます。下の図6

にありますとおり、県営バスの乗車人員は、近

年は下げ止まり、直近では増加に転じています

が、今後、人口減少やさらなる少子・高齢化の

進展により、通勤や通学などの乗車人員は減少

が想定されます。 

 一方で、高齢者が増加していくことで、公共

交通機関の重要性はこれまで以上に高まってい

くと考えられることから、通勤通学での利用に

加え、高齢者のお客様の利便性向上や増加が見

込まれる国内外からの観光客など、新たな利用

者の確保を図っていくとともに、都市間輸送な

ど市町の域内を越えた広域移動に係る需要を積

極的に取り組んでいく必要があると考えており

ます。 

 次に、7ページでございますが、（2）施設・

設備の老朽化対策ということで、全国的に公共

施設が大量に更新時期を迎えることになり、県

営バスにおいても、ターミナルや営業所などバ

スの運行に必要不可欠な施設の老朽化に対応し

ていく必要があります。 

 次に、（3）経営基盤の強化でございますが、

地域の生活路線を将来にわたり維持・確保して

いくため、人材の確保や収益性の向上など、経

営基盤を強化し、経営の健全性を維持していく

必要があります。 

 次に、公営企業としての責務への対応としま

して、公営企業として、行政と連携しながら、

高齢者の事故防止対策などの社会的要請に率先

して対応していくとともに、不採算路線を含め

た地域生活路線の確保が求められております。 

 次に、8ページをご覧ください。 

 経営計画の策定についてといたしまして、本

計画の位置づけと経営方針とを記載しておりま

す。 

 先ほどご説明しました課題を踏まえ、経営方

針につきましては、下の四角囲みに記載してお

りますとおり、1．安全水準をさらに向上し、

今まで以上に安心してご利用いただける公共交

通を目指します。 

 2．高齢者や障害者、国内外からの観光客な

ど全てのお客様が利用しやすく、質の高い輸送

サービスを提供します。 

 3．公営交通として、地域のまちづくりや交
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流人口の拡大の貢献に率先して取り組みます。 

 4．地域生活交通を将来にわたり守っていく

ため、経営基盤の強化に取り組みます。といた

しております。 

 9ページでございますが、本計画の計画期間

については平成30年度から平成39年度までの

10年間とし、平成34年度までの5年間を前期、

以後を後期と位置づけ、5年後に改めて見直し

を行うこととしております。 

 4の計画の着実な推進として、計画の進捗状

況等について、本委員会への報告など適切な管

理を行っていくこととしております。 

 続きまして、10ページをご覧ください。 

 これまでご説明いたしました方向性を具体化

していくための施策体系を記載しております。 

 大きく4つの柱で構成しており、まずは輸送

の安全性の確保、2番目として新たなターミナ

ルの設置や利便性の向上など、誰もが利用しや

すく質の高い輸送サービスの提供、3番目とし

て交流人口の拡大など観光振興への貢献及び地

域のまちづくりと連携した事業推進、4番目と

して、経営基盤の確保・強化としております。 

 12ページをご覧ください。 

 ここからは、項目ごとに、今後取り組んでい

く施策や継続して力を入れていく施策などを記

載しております。 

 まず、輸送の安全性の確保としまして、運輸

安全マネジメントの徹底や、重点施策2として

効果的な事故防止対策の実施を掲げております。

12ページの下の主な取組の欄に記載しており

ますが、ドライブレコーダーを活用した指導の

強化や、新たな取組として、県営バスの運転技

術や接客水準の向上を図るため、県営バスドラ

イバーズコンテストの実施などを計画しており

ます。 

 13ページで、重点施策3として、安全教育な

ど乗務員の人材育成及び健康管理に取り組むと

ともに、計画的な車両更新や整備により安全性

の確保を図っていくこととしております。 

 14ページをご覧ください。 

 誰もが利用しやすく質の高い輸送サービスの

提供として、まず1番目に、新幹線建設や都市

機能の再配置を見据えた対応を上げております。

平成34年度に予定されている九州新幹線西九

州ルートの開業や、周辺のまちづくりの進展に

合わせ、重点施策1として、長崎及び諫早ター

ミナルの新たな設置による他の交通モードとの

結節機能の強化に取り組むこととしており、ま

た、15ページでございますが、都市機能の整備

状況に応じたダイヤ改正や路線の見直し等に取

り組むこととしております。 

 次に、2番として、高齢社会の進展を踏まえ、

今後さらに増加が見込まれる高齢者や障がい者

のお客様の利便性向上に向けた取組を進めてい

くこととしております。 

 具体的には、近年の高齢者による重大交通事

故の増加に対する交通事業者への社会的な要請

に応えるものとして実施している「免許返納者

パス」のさらなる利用拡大や、今後、高齢者の

方がさらに公共交通機関をご利用いただけるよ

う、「高齢者パス（プラチナパス65）」の本格

実施を進めていくこととしております。 

 次に、16ページ及び17ページでございますが、

バリアフリー車両の導入促進や、重点施策3と

して主婦層や高齢者のお客様の日常生活のサポ

ートを図るため、昼間の時間帯の効率的な運行

を実施してまいります。 

 また、右の重点施策4でございますが、高齢

者や障がい者のお客様が利用しやすい環境づく

りとして、バリアフリー化の推進やバスの乗り
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方教室の開催、ガイドを活用したバーチャルバ

ス旅行などに取り組むこととしております。 

 18ページをお開きください。 

 快適な輸送サービスの提供といたしまして、

まず、新たなＩＣカードの導入による利便性の

向上を上げております。具体的には、長崎県内

の交通事業者で全国相互利用カードであるｎｉ

ｍｏｃａ（ニモカ）を導入し、積み増し箇所の

大幅な増加や観光客のお客様の利便性向上など

を図るとともに、バス車内での積み増しが減少

することで車内事故の防止にもつながるものと

考えております。 

 次に19ページで、誰もがわかりやすい行き先

表示・案内サービスの充実ということで主な取

組欄に記載しておりますが、わかりやすい行き

先表示案内といたしまして、主要な行き先を番

号で表示する制度の導入などに取り組むととも

に、わかりやすく多言語表示が可能な液晶運賃

表示機の導入や、外国人観光客のお客様に対応

するため、通訳ソフトを内蔵したタブレットの

導入、ホームページの刷新による情報発信の強

化などに取り組むこととしております。 

 その下の重点施策3でございますが、車両へ

のＷｉ−Ｆｉ環境の整備や高速車両への車内コ

ンセントの設置など快適な利用環境の整備を図

ることといたしております。 

 次に、20ページをお開きください。 

 接客、接遇サービスの向上に向けた取組とし

て、接客接遇研修や県営バスドライバーズコン

テストの実施を通じ、県営バス職員一人ひとり

が、お客様に親切で丁寧な応対を行うよう取り

組んでまいります。 

 続きまして、21ページでございます。 

 観光振興への貢献及び地域のまちづくりと連

携した事業推進といたしまして、まず、交流人

口の拡大を通じた観光振興への貢献を上げてお

ります。 

 重点施策1として、県外高速や貸切事業の利

用促進を図っていくほか、子会社であります県

営バス観光とのタイアップによる企画ツアーの

造成により、対応を進めていくこととしており

ます。 

 次に、重点施策2でございますが、来年度の

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

の世界遺産登録を見据えながら、国内外からの

本県への観光客の利便性向上を図るため、長崎

市内の観光地を周遊する観光バスの実施に向け

た取組を進めてまいります。 

 続きまして22ページをご覧ください。 

 誰もがわかりやすい行き先表示・案内サービ

スの充実を重点施策3として再掲としておりま

す。その下の2番、地域のまちづくりと連携し

た情報発信と地域貢献ということで、地元自治

体との連携強化や地域イベント等への積極的な

参加を通じ、バスの利用促進とともに地域での

存在感の向上を図ることとしております。具体

的には、主な取組欄に記載しておりますが、今

年度、諫早市と連携して、熊本行き高速バスの

車体に市の観光施設や物産などをラッピングし

たバスを運行しており、このような各自治体の

観光戦略などと連携した取組を推進していきた

いと考えております。 

 23ページでございますが、地域の観光情報と

連携した広報活動による交流人口の拡大としま

して、ローカル線にスポットを当てて地域の魅

力を紹介するお出かけマップや、雲仙線のＰＲ

パンフレットの作成など地域の観光情報と連携

した広報活動を実施していくこととしておりま

す。 

 続きまして、24ページをご覧ください。 
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 経営基盤の確保・強化としておりますが、ま

ず、事業基盤の充実・強化を上げております。 

 重点施策1として、安定的な人材の確保・育

成ということで、大型二種免許保有者の減少な

ど、運転士の確保はバス事業全体の課題となっ

ておりますが、平成27年度から実施している大

型二種免許未取得者に対する免許取得資金の貸

与制度の活用などにより、安定的な人材の確保

に努めていくこととしております。 

 また、その下、車両及び営業所の計画的な更

新・整備や、コンプライアンスのさらなる徹底

に取り組んでまいります。 

 続きまして25ページでございますが、増収・

増客による収入の確保として、都市間輸送のさ

らなる強化に取り組んでいくこととしておりま

す。県営バスの路線特性を生かした高速シャト

ルバスなどの都市間輸送について、需要動向を

踏まえた増便や情報発信の強化などにより増

収・増客を図っていきたいと考えております。 

 また、重点施策2として、ＩＣカード利用デ

ータ等の活用による効率的、効果的なダイヤ編

成に取り組むとともに、大規模施設などの地域

の開発状況に合わせた路線の再編・強化に取り

組んでまいります。 

 26ページをお開きください。 

 戦略的な営業・広報活動の推進として、地域

イベントと連動したＰＲによる利用促進や、今

年度から実施しております夏休み子ども定期券

や、新たに計画しております親子連れを対象と

したお仕事体験など、将来のバス利用促進に向

けた取組を進めるほか、ＳＮＳを活用した情報

発信の強化などに取り組むこととしております。 

 また、重点施策4及び5として、貸切事業や高

速事業につきまして、Ｗｉ−Ｆｉ設備の設置やＳ

ＵＮＱパスの対象路線拡大などの利便性の向上

に向けた取組を通じ、さらなる利用者の確保に

取り組んでまいります。 

 次に、27ページでございますが、デジタルサ

イネージ広告や県営バスオリジナルグッズの販

売などによる広告収入の確保を図っていくこと

としております。 

 続きまして、3、資産活用による収入の確保

としておりますが、新たなターミナルや、ター

ミナル移転後の跡地を含めた資産の有効活用に

よる収入の確保のほか、付帯事業として実施し

ております駐車場事業の拡大や遊休資産の売却

などに積極的に取り組んでまいります。 

 28ページをお開きください。 

 行政との適切な役割分担を通じた公的支援の

確保といたしまして、地元自治体と十分に連携

を図りながら、バス事業者の役割及び行政の役

割を明確にした上で、公的支援による収入の確

保を図っていくこととしております。 

 行政とバス事業者との役割分担に係る考え方

でございますが、人口減少や少子・高齢化が進

展する中、持続可能な地域公共交通網の整備を

図っていくためには、行政と交通事業者等が適

切な役割分担のもとに協力していくことが必要

であり、バス事業者の努力により確保していく

路線、行政が政策的に維持していく路線、より

小規模なデマンドタクシー等により維持してい

く路線など、適切な役割分担のもとに補助スキ

ームを構築し、行政と連携しながら路線の維持

を図っていきたいと考えております。 

 具体的な補助スキームについて、29ページに

記載しておりますが、運行路線の平均乗車密度

5人をラインとして、バス事業者と行政が連携

して確保する路線、行政が政策的に確保する路

線と、それぞれ位置づけた補助制度の構築を図

ろうとするものであります。なお、このスキー
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ムにつきましては、現行の中期経営計画にも同

様のものを掲げており、この間も両市と協議を

進めてきたところですが、現時点では、県営バ

スとして考える額と諫早市、大村市から受けて

いる補助金額との差があり、引き続き、このス

キームについて両市と協議を進めていくことと

しております。 

 次に、さらなるコスト縮減への取組として、

入札による電気料金の縮減やＩＣＴを活用した

業務効率化などに取り組むこととしております。 

 続きまして、30ページをお開きください。 

 本計画における事業展開を踏まえた計画期間

中の収支見通しを記載しております。 

 ｎｉｍｏｃａ導入など投資事業により減価償

却費が一定上昇するものの、乗合収入の確保な

ど健全化の取組に加え、人件費の新陳代謝によ

る費用の減などにより収支均衡を図っていくこ

ととしております。 

 次に、31ページに計画期間中の主な投資事業

を記載しております。 

 これまでご説明いたしました各種事業を記載

しておりますが、一番下のターミナル跡地活用

事業につきましては、交通局の安定的な収入源

として活用するため、内容や時期等について十

分に精査、検討の上、実施してまいりたいと考

えております。 

 以上をもちまして、補足説明を終わらせてい

ただきます。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【ごう委員長】 以上で説明が終わりましたので、

議案外の所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんでし

ょうか。 

【髙比良委員】 1,000万円以上の契約状況の一

覧表を見せてもらったんですが、2番の三菱ふ

そうトラック・バス株式会社から購入した分、

それから3番のいすゞ自動車九州株式会社から

購入した分は、落札価格と契約金額にかなり開

きがあるね。これはどういうことか説明してく

れるか。 

【小川営業部長】 まず、2番の一般乗合旅客自

動車は、リムジン車両の3両ということですが、

基本的には廉価版といわれるもので、背広で言

えば既製服みたいな車両がメーカーから提供さ

れています。それをもとに仕様書をつくりまし

て入札をいただいたということで、1台当たり

で消費税抜きで2,860万円という価格での落札

になっています。 

 3番目は高速車両です。通常は2人席の2つで

横に4列シートになっているんですが、この分

については、主に鹿児島線、宮崎線に導入する

足の長い路線を走る車両でございまして、シン

グルの3列シート形式になっております。また、

長い距離を走りますので、車両後部にはトイレ

を設置しておりまして、高速対応のいろんな附

属品がついているということで、1台当たりの

車両価格としては高い金額が出てこようかと思

っております。この分が1台当たり消費税抜き

で約4,090万円ということで、1台当たり1,200

万円ほどリムジン車両よりは高くなっていると

ころでございます。 

 予定価格との乖離でございますけれども、今

回予定価格を立てる際には、それぞれのメーカ

ーから事前に見積りを取りまして、その見積り

の中の最低価格を基準に予定価格の設定をして

おります。 

 リムジン車両の方は、一般競争入札によりま
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して3者が入札に参加をしています。高速車両

の方も同様の方式で、見積りを出したのは2者

でございまして、2者の最低価格で予定価格を

設定していたわけですが、一般競争入札だった

わけですけれども、最終的に応札をしたのは1

者であったというところで、その差が出ている

のかなと思っております。 

【髙比良委員】 落札価格と契約金額との違いは

何かと聞いている。これは消費税か。 

【小川営業部長】 消費税でございます。落札価

格は消費税抜きの額でございますので。 

【ごう委員長】 ほかに質問はないですか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 では、次に、議案外所管事務一

般について、ご質問はありませんでしょうか。 

【吉村(庄)委員】 経営計画の素案もお尋ねした

いですが、その前に、小集団の総決起集会とい

うものを企画しておられて、私は内容を十分承

知していないところがありますので、それはそ

れなりに意味を持つもので、頑張っていかれる

だろうと思いますけれども、中身をちょっとご

説明いただけないですか。 

 あなた方の事業との関係における取組を集団

的にというか、グループというのか、私もよく

わかりませんけれども、安全・安心やサービス

向上を目的として取り組んでいる小集団活動に

ついてと書いてありますね。この小集団という

のが、例示的にはどういうものがあって、総決

起大会というのはここに書いてあるような意味

ということですから、全然わからないことはな

いですけれども、そこのところをもう少し、具

体的なところを含めてお聞きしたいと思います。 

【小川営業部長】 まず、小集団の位置づけでご

ざいますが、各営業所で6人から10人ぐらいで

グループを組んでいただきまして、そのグルー

プごとにいろんな目標設定をしていただきます。

例えば、そこで事故とか苦情があった場合に、

その原因が何だったのか、どういう改善をすれ

ばいいのかというのをグループの中で議論をし

ていただくことで、サービスの改善につなげて

いきたいというところでございます。 

 この総決起大会は、毎年度、各営業所、各グ

ループごとの目標に対する実績と翌年度に向け

ての目標を乗務員自ら発表していただいて、皆

さんにご理解をいただきながら進めていくため

でございまして、これには地元の自治体からお

見えいただき、県から副知事もご参加いただい

て、その前で皆様の決意表明をしていただく場

という形で毎年実施をさせていただいていると

ころでございます。 

【吉村(庄)委員】 細かいところについては、個

別にお尋ねを別の場でさせていただきたいです

が、営業所ごとにグループができているという

ことですね。そういうふうに受け取りました。 

 総決起大会というのは、全部まとめてやるん

ですか。それとも、それぞれのグループのとこ

ろで、つまり営業所単位でやるということなん

でしょうか。 

 その場合に、自治体とか、そういうのもあり

ましたが、そこの地域の住民の皆さん方、どう

いう形になるか知りませんが、自治会や、そう

いうものの連合体といいますか、いわゆる地域

の皆さん方との関係においては、営業所に近い

ところの単独自治会でされるかどうかわかりま

せんけれども、地域との関係についてはどうか。

それからメンバーはどういうメンバーでやるか、

そこのところを。例えば自治会の代表というか、

自治会の一員などがそこに入っておられれば、

それとの関係は当然推測できますけれども、そ

こら辺を教えてください。 
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【小川営業部長】 総決起大会は、長崎地区とい

うことで長崎、矢上、長与と、福岡営業所を入

れた4営業所の分を長崎で開催をするようにし

ています。 

 諫早、大村の分につきましては、県央地区と

いうことで諫早の方で開催させていただき、総

決起大会は2カ所で開催させていただく格好に

なっています。 

 当日ご出席いただく方は、基本的には地元警

察の方、もしくは地元自治体の方にご参加いた

だくようになっております。どうしても一定乗

務が終わった後でございますので、総決起大会

開催の時間帯が19時半以降とか20時以降にな

ってまいりますので、地元自治会には総決起大

会へのご参加の呼びかけはしておりません。 

 それについては私どもが、地元自治会とか老

人会とか、婦人会とかといろんな意見交換をす

る場がございますので、その際に、そういう活

動について、取組についても紹介させていただ

いているところでございます。 

【吉村(庄)委員】 それはわかりました。中身の

あるものにしていただきたい。 

 私は、地元自治会というか地元住民はどうな

のかなと思いますが、グループのつくり方とか

なんとかというのがいろいろ関連しているかも

しれませんので、それは後から聞かせていただ

きたいし、意見についても個別に申し上げたい

と思います。 

 交通局の経営計画の素案が出ています。これ

についていろいろ意見をずっと言いよると長々

となるので、基本的なことだけお尋ねしておき

ます。3月議会まで通じて計画をつくるという

ことですが、議会との関係でいけば、この経営

計画、今は素案でしょうけども、これは議会の

承認が要る部類の計画ということになっている

んですか。そこの点をまず聞かせてください。 

【小畑管理部長】 本計画については、議会の議

決を要するものではございませんけれども、成

果を得るためにご意見を踏まえたいということ

で、今回提案させていただいております。 

【吉村(庄)委員】 細かいことというか、それぞ

れについて意見はあるんですけど、計画の考え

方としては、全体としての問題としては私は了

解できる内容ではないかと、こういうふうに思

っていますが、この中に当然のことですけれど

も、バリアフリーということであれば障がい者

の皆さん方のご利用のこととか、高齢者の問題

については後の方で免許返納の問題との関わり

がありますが、高齢者といっても、ずっと若い

方の高齢者というんですかね、そういう皆さん

方の病院通いとかなんとか、いわゆる日常的な

利用にも焦点を当てているということです。 

 そういう意味で言うと地域の足を守るという

中で、いわゆる交通弱者という言い方も時々出

てくるんです。交通弱者という意味では、車の

運転ができない皆さん方が県営バスを利用して

日常生活をやってもらうんですけれども、周辺

地域との関係でいけば、数は少なくなりつつあ

りますが、特に、まだ免許を取れない高校生の

通学の問題。もし、経営上その他含めて非常に

厳しい路線形態となった時に、数は少ないけれ

ども高校生の通学はどうするのかという話が出

てきます。ここの中には、あまりそういう視点

が。 

 全体としては、県営バスが運行する範囲の地

域における日常生活を支える交通基盤という書

き方をしてありますから、そういうものは当然

含んでいるんだろうと思いますが、あまり焦点

はね。当てられるかどうかという問題も当然あ

りますが、先ほど言ったようなところについて、



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１２日） 

- 151 - 

日常生活を支える交通基盤という意味で言うと、

そういうものに含まれているとは考えますけれ

ども、計画の基本的な考え方の中に、そういう

部分をしっかり守っていくことが求められてい

くんじゃないかと、私はこういうふうに思いま

す。その点についても見解を聞かせてもらいた

いですが。 

 そのことと計画期間の問題について、もう全

部言いますから、一括質問みたいになって恐縮

ですがね。 

 計画期間について、5年、5年でしていくとい

うのは当然だろうと思うんです。これは10年計

画になっているんですね。ただ、私たちの身の

周り、県内でもそうですけれども、私たちを含

めてそれぞれの生活者の周辺のところでは、例

えば車の問題について言うと、かなり変化する

というか、例えばＥＶがどうだとか、あるいは

また、いろんな高機能を使った危険を防止する

車が今から出現をしていくとか、こんな話にず

っとなっていきますと、自動車、モータリゼー

ションと人間、通常の県民の生活、地域の皆さ

ん方の生活が、この10年の間にはかなり変化を

していくのではないかと私は思うんですよ。 

 だから、ここに書いてあるように、そういう

問題も考えたかどうか知りませんが、どっちか

というと収支計画でどうだというようなことを

書いてありますのでね。つまり、県営交通の周

りのいろんな状況、環境というものが、激動と

いうことではないだろうけど、かなり変わる部

分も一定あるんじゃないかと思いますから、そ

ういう視点を計画変更の中の検証のところには

当然入れてあると思いますけれども、ぜひそう

いう観点も必要じゃないかというふうに思いま

す。今の点について、見解があれば聞かせてく

ださい。 

【山口交通局長】 通学の点でございますけど、

これはもう当然ながら、現在のメインのお客様

の通勤・通学は2つの柱でありますので、当然

意識をしております。 

 今回取り組む施策の中では、特に高齢者、障

がい者の方ということで意識して取り上げてお

りますけれども、これまでよりもさらに強化を

して、そういった点に着目をして事業運営をや

っていきたいということでございます。今回、

通学という言葉は具体的に出しておりませんけ

ど、さらに文案を整理する段階で工夫をして、

調整をしたいと思っております。 

 それと、計画期間でございますけど、国が、

公営企業について10年でつくりなさいという

話でございまして。これがほかの水道事業とか、

あるいは地下鉄とか、投資期間が非常に長い場

合には10年あるいは25年等々出てくるわけで

して、バスの場合にどうかというと、これまで

は5年ということでやっておりましたけれど、

民間企業でも大体3年ぐらいでローリングをさ

れているということもございまして、10年を通

してというのはなかなか厳しいという見方をし

ておりまして、これを5年、5年の前期計画と後

期計画に分けております。ただ、この5年の中

においても、やはり計画としてはローリングを

すべきところはやっていくべきと、そういう認

識で進めたいと思っております。 

【深堀委員】 経営計画は、よく内容も精査させ

てもらっていますけれども、それに関連して幾

つか質問したいと思います。 

 公営企業としての責務であったり、県営バス

の理念といいますか使命であったりというのは

しっかりうたいこまれているんですけれども、

先般の本会議の一般質問の中で、Ｖ・ファーレ

ン長崎の観戦での渋滞対策というやりとりが幾
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つかあったと思います。 

 その時に、新聞報道もされているんですけれ

ども、スタジアムへのアクセスが、バスが4％

だったと。どんな条件なら公共交通機関を利用

するかという複数の質問に対して、「ＪＲ諫早

駅とスタジアムの連絡バスがある」というのが

約37％と非常に大きかったというふうな報道

があるんです。 

 Ｖ・ファーレン長崎のＪ1昇格は地域として

は非常にうれしいことで、これから先、全国各

地からメジャーなチームが来て、諫早のスタジ

アムで試合をするということになれば、これと

同じように大渋滞が発生することは予想される

わけです。 

 県営バスの使命の中で、こういった県にとっ

て重要なスポーツイベントに対する貢献は絶対

に考えるべきだと私は思っているんだけれども、

そういった点について、まず見解を教えてくだ

さい。もちろんそれはＪＲ九州とか、Ｖ・ファ

ーレン長崎とか、いろんなところと調整をしな

ければいけないんだけれども、それを踏まえて

どう考えるかというところを教えていただけれ

ばと思います。 

【小川営業部長】 今回のＶ・ファーレン長崎の

Ｊ1昇格という部分で、最終戦は2万2,000人を

超える観客が集まったという状況で、周辺の駐

車場に入りきれずに、その車が道路にオーバー

フローをして、なおさら交通渋滞に拍車をかけ

たというのが現状でございます。 

 私どもとしても、当日は諫早駅から競技場間

に臨時便として36便を運行いたしまして、臨時

便と定期便と合わせまして1,650人ほどの観客

を輸送させていただいています。 

 私ども、いろんな形で諫早の交通体系を考え

ますと、一番主力を置くべきは、諫早駅もしく

は諫早バスターミナルから陸上競技場間に、い

かに効率的に人を運ぶかというところを中心に

やっていきたいと思っております。また、その

ほかには長崎市からシャトルバス等々も出てお

りますので、そこの有効活用も含めて、できる

だけ私どもバスとか、もしくはＪＲ、公共交通

機関を使って諫早の地に訪れていただいて、そ

こから競技場まで、私どもとしていかに効率的

に運ぶかというところに主力を置いていきたい

と思っております。 

 県のスポーツ振興課とお話をして、今後、県

とか関係自治体、警察等々、もしくはＶ・ファ

ーレン長崎との協議をやるとお聞きしておりま

すので、その状況も踏まえながら、私どもとし

て対応できる部分について検討を進めていきた

いと考えております。 

【深堀委員】 当日1,650人ほど輸送したという

ことで、非常にありがたいと思います。 

 先ほどちょっと言い忘れたんですが、公共交

通機関を利用する条件の1番は、自宅近くから

スタジアム間の往復直行バスがあるということ

で、2番が諫早駅等との連結ということなので、

可能な限り、こういった声に対して応えること

ができるのであれば、ぜひ、そのあたりはＶ・

ファーレン長崎、そして県当局ともいろいろ調

整しながら、臨時便なり出せるような体制をと

っていただきたいと要望しておきたいと思いま

す。 

 次に、経営計画の中で聞きたかったことが一

つあるんです。 

 6ページです。県営バスの乗車人員の推移と

いうのが、図6であります。説明書きの中で、

近年は下げ止まり、直近では増加に転じていま

すという表現になっていますね。ここの内訳で

す。乗車人員には、恐らく都市間輸送の人員や



平成２９年１１月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（１２月１２日） 

- 153 - 

貸切りと一般路線の部分が多分包含されてこの

状態になっていると思うんです。そこがどうい

うふうに推移しているのか。近年になって増加

に転じているというのは、恐らく都市間輸送が

増えた結果じゃないのかなと私は勝手に思った

んだけど、そのあたりを詳しく報告いただけま

せんか。 

【小畑管理部長】 経営計画の中の人員の推移で

ございますが、基本的には貸切は除いた定期路

線の輸送人員の推移をグラフとして表示してお

ります。具体的なところを申し上げますと、平

成20年度以降で減少傾向にあったものが、対前

年で0.9％とか1.9％の間で毎年度増加していく

というような状況でございまして、具体的に輸

送人員を申し上げますと1,500万人を超える乗

客の方が定期路線を使っていただいているとい

う状況で、詳細までは申し上げられませんが、

おっしゃるように都市間輸送における乗客の増

の影響も多分にございますので、それも反映し

ているものだというふうに考えております。 

【深堀委員】 細かい数字はいいんだけれども、

近年、回復傾向が出てきているのは、やはり都

市間輸送の分が増えてきた結果だということな

んですね。 

 今後ずっとその傾向が続いていった時のこと

をどう考えるのかなと。経営的にはそれでいい

のかもしれないんだけれども、そういった中で

一般の地域の路線がなくなるようなことがない

のかと。地域の輸送人員があまり動いていない

のであれば安心するんだけど、そっち側は減る

一方、逆に都市間の方が増えてこういうグラフ

になっているのであれば、先行き、県営バスと

しての使命が本当に守っていけるのかと私は率

直に思うんですよ。それについて、どのように

考えていますか。 

【山口交通局長】 まさに委員のご指摘にあった

ように、近年は下げ止まり傾向、あるいは若干

上向きのところがありますけど、これは大きく

は都市間輸送の底上げの部分が大きいわけでご

ざいまして、一般的な今の自然体での逸走をど

ういうふうにこれまでの分を見込むかというと、

大体平均すると0.2％程度は下がってきている

であろうと思っております。 

 今後どういうふうに見込んでいるかというこ

とでありますけど、0.4％ぐらい、これまでの

0.2％の倍ぐらいは見込んでいく必要があると

思っております。そういう見立てでございます。 

 こういう中で、路線の維持のあり方と経営を

どういうふうに考えていくかということになる

わけですけど、28ページに行政との適切な役割

分担を通じた公的支援の確保ということがござ

いますが、地域において持続可能な地域の公共

交通網を維持していくために、現行のバスの走

り方をベストとしていくのかどうかという点が

あろうかと思います。これは行政負担との関係

もございますけれど。 

 例えば極論でございますけれど、お客様が1

人ぐらいしか乗っていらっしゃらない路線をバ

スで運ぶのが適なのか、あるいはデマンドタク

シーとか、部分的にはそういう役割分担を、行

政との協議の中で考えていく必要があります。

これは、自治体の方で公共交通網の計画をつく

ることが義務づけられておりますので、そうい

う議論をされる中で、可能な限り私どもとして

はバスの路線を支えていきたいと、そういう考

え方を持っております。ここは、市町の財政負

担の問題とも微妙に、あるいは路線維持の市町

の考え方とも整合性をとる必要が出てまいりま

すけど、基本的にはそのような考え方を持って

おります。 
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【深堀委員】 わかりました。ものすごく難しい

問題なのでね。これは10年の計画なので、当然

そういった長期的な、今の乗車人員の動き等も

踏まえて、28ページに行政との適切な役割分担

というのはもちろんあるんだけれども、そこが

うまくいかないからと縮小されることになって

もまた単純にはいかない話であって、そこも見

据えた上での計画になってほしいというふうに

思っていたものですから、質問させてもらいま

した。 

 確かに人口減少、高齢化という人口的な話で

いけば先行きが暗いというふうにはなるんだけ

れども、近年、免許返納者パスであったり、今

度入るプラチナパス65であったり、今まであま

り乗っていなかった人を呼び戻すという方法は、

人口が減っても乗る人を増やすことには絶対に

つながるので、こういった施策を強化していく

ことが重要だというふうに思っていて。 

 15ページにそのことが書いてありますけれ

ども、要は、どこまで言えるかわからないんだ

けど、免許返納パスやプラチナパスを本格実施

することによって、県営バスの収支に与える影

響がどれぐらいあるのか。これは、あまり細か

いことは言えないことはわかっているので、ざ

っくりでいいので、プラスなのか、マイナスな

のか、恐らくマイナスなんだろうけれども、そ

のあたりの影響がどれぐらいあるのかという報

告をお願いします。 

【小川営業部長】 まず、免許返納者パスの今の

利用状況でございますが、約100人ほどの方に

ご利用いただいております。ただし、実質購入

していただいている方は実人員でいきますと約

156人ということでございまして、前回の委員

会でもご報告をさせていただきましたように、

約9割の方が65歳以上という状況になっていま

す。 

 免許返納者パスにつきましては、昨年1年間、

社会実験という形で、利用者の方に1年間追跡

でのアンケート調査をいたしまして、それをも

とに収支の計算をいたしましたところ、やはり

若干のマイナスかなという格好で捉えておりま

す。 

 今回のプラチナパス65、高齢者パスにつきま

しては、11月10日から発売しております。12

月9日までの1カ月間で474名の方にご購入をい

ただいておりまして、全体の購入者のうち64％、

3分の2の方が65歳から74歳までの間の方とい

う状況でございます。また、全体の購入者のう

ち76％が女性の方という状況でございます。 

 それともう1点、今回のプラチナパス65につ

きましては、住んでいる地域の限定のパスと全

線フリーという2種類をつくったわけでござい

ますが、全体の約3割が全線フリーをお買いに

なっていると。特に顕著なのが、諫早市もしく

は長崎市でも東長崎地域の方々につきましては

6割を超える形で全線フリーの購入をされてい

るという状況でございまして、これは多分、市

域間をまたがる形での移動が、通常の通勤なり、

もしくは病院なり、お買いものなりであられる

ということで、そちらをご利用になっているの

かなと思っております。 

 プラチナパス65につきましては、購入時にア

ンケートをとらせていただいておりますが、今

後、利用に際しまして、試行運用期間が約10カ

月間ございますので、この期間中にまたアンケ

ート等をとらせていただき、購入前の利用状況

がどうだったのか、購入後に利用状況がどうな

のか、そういうものを分析いたしまして、私ど

もとしての収支がどうなのかという検証をやっ

ていきたいと思っておりますが、この制度を導
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入する、試行運用する時点においては、収支に

ついてはほぼゼロだろうと、大きなプラスもな

いし大きなマイナスもないという形での整理で

試行運用をスタートさせていただいているとこ

ろでございます。 

【深堀委員】 わかりました。状況は詳しく報告

があったので、よくわかりました。 

 これは感覚論で申し訳ないんですけど、制度

がスタートしてそんなに長くないですが、こう

いう取組は絶対に乗車していく人を増やしてい

く取組だと私は思うんですよ。短期間で増えな

くても、長期にわたって制度が認知されて、こ

れは便利だとなれば、私は増えてくると思うん

です。そうなれば、収支にとってもそんなにマ

イナスにならんとじゃないかなという思いがあ

るものだから、いい制度なので、ぜひＰＲを続

けて、乗っていない人を、マイカーで動いてい

る人を県営バスに取り込むような動きをしっか

りやっていただきたいと思います。 

 最後にもう1点だけ、ＩＣカードの件です。 

 経営計画の中にも載っています。ＩＣカード

の導入による利便性の向上と。利便性はわかっ

ています。わかっているんだけど、この話は、

さきの委員会でもさんざんしましたけれども。 

 11月27日に、長崎バスグループが独自のカー

ドを使うということが公表されていますね。そ

うなった時に、長崎県内に、長崎市を中心にな

るんだろうけれども、ｎｉｍｏｃａと長崎バス

の独自の地域カードが存在する。問題は、相互

の共用ができるかという話です。 

 地域ＩＣカードとｎｉｍｏｃａはシステムが

異なり、現状では相互利用ができなくなる可能

性があると。このため長崎自動車は、ｎｉｍｏ

ｃａで長崎バスを使えるようにシステム対応、

ｎｉｍｏｃａの交通事業者でも地域ＩＣカード

を使えるよう各社に環境整備をお願いしたいと

しているというふうな報道があっています。こ

れ、市民にとっては非常に影響のある話なので、

そこは県営バスとしてどうするのか。 

 もちろん長崎バスが地域ＩＣカードを導入す

るのはあちらが決めたことであって、それに対

してどうのこうのとは言えないことはわかって

いるんだけれども、市民側として、使う側とし

ては、やはり共用できるような形が絶対に必要

だと思うんですよ。そこを県営バスはどう考え

るのかというところを教えてください。 

【小川営業部長】 今のご質問に対して、長崎自

動車から、各事業者に協力要請をしていきたい

というような報道発表があっていますが、今の

時点で県のバス協会、もしくはほかの事業者に

対して、そういう要請とか内容の説明はまだあ

っていません。ですから、そういうものがあれ

ば、その上で検討する必要があると考えており

ます。 

 県のバス協会の中で、次期ＩＣカード準備委

員会というものを設置していますので、そこの

中で検討していく必要があろうかと思っており

ます。その中で、地域カードを全国カードで使

えるようにするのでと、システム改修をやるの

でという表現がございますが、もともとが地域

カードと全国カードの提案があった時点から、

地域カードについては片利用を入れたいという

予定でございました。 

 片利用というのは、地域内だけしか使えない

んですけれども、全国カードについては、片利

用を入れることによって使えるシステムでござ

います。ですから、よそから来た人、全国カー

ドを持っている人は、地域カードの区域内でも

利用ができます。ただし、地域カードを持って

いる方は、地域カードの区域内では使えますけ
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ど、そのほかの区域内では使えませんというカ

ードでございまして、もともとの提案の時点か

ら、そういうご提案を私どもは受けておりまし

た。 

 その上で全国カードを選択したところでござ

いますので、全国カードを持っていれば、地域

カードの方で片利用を入れられるということで

あれば、全国カードで地域カードの区間も当然

乗れるようになりますので、そこで住民の利便

性が損なわれることはないのかなと現時点では

考えております。 

【深堀委員】 もう一回確認だけど、今の話でい

けば、ｎｉｍｏｃａを持っていれば、長崎バス

に乗って使えますということよね、今の説明は

ね。 

 今度は、長崎バスが発行する地域ＩＣカード

は、東京に行っては使えませんよと。私が言い

たいのは、その地域カードが、長崎県内の公共

交通事業者のｎｉｍｏｃａの部分に対して使え

るのかという話。そこはバス協会で協議をする

ということか、そのあり方を。 

【小川営業部長】 その部分については、先ほど

ご答弁したとおり、まだ要請があっていません

ので、もし要請があれば、県のバス協会の組織

の中に次期ＩＣカード準備委員会というものが

ございますので、その中で協議をしていくこと

になろうかなと思っております。 

 ただし、もともとが全国カードは相互利用で、

地域カードは片利用という形でございますので、

全国カード側に地域カードを使えるようにする

ためには、システム改修等々の相当な初期投資

と維持管理経費としてのランニングコスト、も

う一つは、データが二重化されて、そのデータ

管理も、いわゆる手間が倍かかるというような

状況が出てまいりますので、そういうもの等々

を踏まえた上で、県のバス協会の次期ＩＣカー

ド準備委員会として、どう議論をされていくか

というところになろうかなと。そういう大きな

課題があるということはご認識いただければと

思っております。 

【深堀委員】 わかりました。まだ現実的に要請

があっていないので動いていないということが

わかりました。物理的には可能なんだろうけれ

ども、それに対するいろんな費用、管理の部分

でも、ものすごい手間がかかることが予想され

ますよと、それを踏まえてどう判断するかとい

うのは、バス協会の次期ＩＣカード準備委員会

の中で協議をするということね。わかりました。 

 県民、市民の利便性を追求していくのと、い

ろんな費用をどういうふうに判断するかという

のは、バランスをとらなければいけないでしょ

うから、そのあたりについて要請があって検討

を始めたら、その状況については当委員会でも

しっかり報告をお願いしたいと思います。 

 今回経営計画の最終ページに、ｎｉｍｏｃａ

の導入費用5億2,300万円と載っていますよね。

これは最初の初期投資だと思うんだけれども、

結局は、ｎｉｍｏｃａというカードを使うこと

によるロイヤリティというか、払わなきゃいけ

ないというのがありますよね。そういったラン

ニングコストが出てくる。もちろん機器のメン

テも含めて、ランニングコストは当然出てくる

わけですよね。そういったところは資料の中に

出てきていないんだけれども、そのあたりは大

きな数字ではないのか。気にするような額では

ないということなのか。 

【小川営業部長】 利用していくに当たりまして、

ＳＦの決済手数料だとか、機器の使用料等々は

出てまいります。当然その分については株式会

社ｎｉｍｏｃａ側への支払額という形で出てま
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いりますが、当然のことながら今のスマートカ

ードの運営につきましてもいろんな経費が出て

おりますので、その経費の相殺をすると、そう

大きな金額として出てくるようなものではない

と。全体の中で集約できる経費として、新たに

項目立てをして出てくるような経費ではないと

いうことで整理をしております。 

【ごう委員長】 ほかに質問のある方は。 

【堀江委員】 平成30年1月のダイヤ改正につい

て、質問いたします。 

 これは現在、九州運輸局に申請中なので、運

行経路の変更等は、この委員会では明らかにで

きないですか。 

【小川営業部長】 そこに若干の記載がございま

すが、まずは高速シャトルバスの諫早－長崎、

大村－長崎の2本につきまして、一部運行経路

を変更いたします。 

 その一部変更する分といいますのは、今、出

島バイパスを通りまして、出島に来てから県庁

裏を通って、中央橋から興善町、市役所前を抜

けて長崎駅前が終点という形にさせていただい

ているんですが、それを宝町まで引っ張りまし

て、宝町から浦上川線沿いを通りまして、新県

庁舎前に着けるという分が一つでございます。 

 もう一つは、出島から大波止、夢彩都前を通

りまして、新県庁舎前を通った上で宝町から最

終を長崎駅前に着けるという2経路を予定して

いまして、昼の便は今までの運行形態と変わら

ないんですが、朝夕の通勤時、退勤時につきま

してはそういう経路を入れたいということでご

ざいまして、諫早の分につきましては、それに

伴いまして、今、往復63便運行していますが、

それを67便に増やしたいと考えております。 

 大村の便については、今、1日当たり42便運

行していますが、現行のとおりといたしまして、

大村については古賀のスマートインターの供用

開始がございますから、そこも踏まえて整理を

していきたいと考えております。 

 長崎市内線は、基本的には朝の通勤時につい

て、大波止経由もしくは市役所経由で回ってお

りますバスの便の一部を、夢彩都から県庁前を

通って宝町の方に出て、南から来たら北の方に

抜けていくというような、北から来たら同じよ

うに宝町から浦上川線を通って県庁前を通って

中央橋の方に着けると、一部そういう部分をつ

けたいと。 

 夕方につきましては、いろんな利用者の声を

聴きますと、必ずしも夕方は県庁舎前でなくて

もいいということなので、駅前には東口、南口、

高架下と3つのバス停がございますので、今は

基本的には市役所経由の便数が私どもは多いん

ですが、その一部を大波止経由に振りまして、

駅前南口から乗車ができるように対応していき

たいと思っております。 

 それと、昼間の便につきましては、今、滑石

から住吉、本原を通りまして原爆病院、ハート

センターまで来ている便が1日6往復12便ござ

いますが、その分を宝町から浦上川線沿いに新

県庁舎前を通って中央橋まで延伸をさせたいと

考えております。 

 内容としては、そういう内容でのダイヤ改正

を現在予定しているということで、近日中には

認可をいただけるんじゃないかと思っているん

ですが、まだ現実的に連絡がきていないという

ことで、運輸支局に、できるだけ早く私どもも

利用者の方々に詳細な周知をしたいのでという

ご相談をさせていただいているところでござい

ます。 

【堀江委員】 ありがとうございました。私は市

内の北部、滑石地域に住んでいるので、新県庁
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舎ができたらどうなるのかと、バス停に立って

いて会話をするというのがありますので、気に

なっていたので、可能であれば今日の委員会で

明らかにしていただけるかなと思っていたので、

今の説明はよくわかりました。ありがとうござ

いました。何かあったら、また相談したいと思

います。（発言する者あり・笑声） 

【宮本委員】 交通局経営計画について、お尋ね

をいたします。 

 24ページ、経営基盤の確保・強化というとこ

ろで、重点施策1で安定的な人材の確保・育成

とありまして、大型二種免許取得資金貸与制度、

継続となっておりまして、免許未取得者も含め

た安定的な人材の確保を実施ということですけ

ど、これを今までやってきた中で、一体どれぐ

らいの運転士が増えたのか、そしてまた、今後

に対する取組を確認させてください。 

【小畑管理部長】 大型二種免許の未取得者を対

象としました採用試験の実施状況でございます

が、これまで貸与と人材育成を合わせまして、

平成27年から試験を6回実施いたしております。 

 その6回の結果といたしまして、受験者51名

いらっしゃるうち合格者が42名で、うち採用者

は31名ということで、このうち貸与制度を受け

た方が10名で、国の交付金事業の人材育成事業

を受けた方が14名と、その他は独自、ご自分で

免許を取得された方となっております。 

 結果としまして、従来、試験を行った際には

平均年齢40歳前後だったんですけれども、今回

は平均年齢30代の合格者、採用者となっており

ますので、若手受験者の雇用の確保につながっ

たという点で非常に評価しております。今後も

貸与制度ないし、人材育成事業につきましては

平成30年までとされておりますけれども、引き

続きこれを活用しながら人材確保に努めていき

たいと考えております。 

【宮本委員】 もう1回確認ですけど、51人が受

験をして42人が合格したと。31人を採用ですね。

残りの11人の合格者は、この制度を使って合格

したけれども、採用しなかったという解釈でい

いでしょうか。 

【小畑管理部長】 合格はしましたけれども、結

果として免許が取得できなかった方とか、辞退

された方を含めましての数になっていますので、

結果として採用は31名ということでございま

す。 

【宮本委員】 もう一回確認ですけど、合格した

というのは、運転免許証を取れた人ではなくて、

採用試験に合格ということですか。 

【小畑管理部長】 貸与制度につきましては、基

本的には未取得者の方に、その取得にかかる費

用を貸し付ける制度でございます。要は、実際

に採用試験に合格して、ご自分で免許取得試験

を受けに行かれて、その資金を貸与すると。結

果として免許取得試験に合格された方の中から

採用するという形になりますので、中には免許

取得に至らなかった方がいらっしゃるというこ

とでございます。 

【宮本委員】 わかりました。自力でということ

ですね。 

 その中で貸与と返還の状況を確認させていた

だきたいんですけれども、この中で返済が滞っ

ているという状況は今のところはないというこ

とでしょうか。 

【小畑管理部長】 はい、現在、滞納者の方はい

らっしゃいません。貸与された方で、結果とし

て3名の方は免許が取得できなかったんですけ

れども、3名の方とも滞納はないと、返還をし

ていただいている状況でございます。 

【宮本委員】 わかりました。返還は全部済んで
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いるということですね。 

 非常に若い運転士が誕生したということから

すると一定の効果は出ているということではあ

りましょうけれども、今後ともしっかりと、そ

ういった資金の貸与については対応していただ

きたいと要望しておきます。 

 それともう1点、先ほど深堀委員からもあり

ましたＩＣカードについて確認をさせてくださ

い。 

 私も、いろいろＩＣカードについては勉強と

調査をさせていただきまして、8月の長崎サミ

ットにおいては、地域のＩＣカードが県内で回

る仕組みづくりをするのにはもっとも有効であ

るというような意見もありました。最近の報道

でも、深堀委員からあったとおりであります。 

 25ページに、重点施策の2で、ＩＣカードの

利用データ等を最大限に分析・活用するとあり

ます。これは、今のスマートカードでももちろ

ん、カードを使ったビッグデータを集積、分析

することはできるという認識でよろしいでしょ

うか。 

【小川営業部長】 バスのカードを使ったバスの

乗車、降車についてのデータは、今の長崎スマ

ートカードでも当然利用できますし、また、新

しいカード、全国相互利用カードになったにし

ても、そこの部分は私どもとして有効に活用し

たいと思っております。 

 ビッグデータといわれる分で、その他の情報

が活用できるのかについては、そこは当然個人

のいろんな情報の部分もございますので、そこ

については現時点においてはなかなか難しいの

かなと思っております。 

【宮本委員】 新しいカードが平成32年からで

すから、中期計画でもちょうど入ってくるとこ

ろではありますけど、ｎｉｍｏｃａというのは

非常に母数が大きいものだから、ｎｉｍｏｃａ

のデータを抽出するのは非常にやりにくいんじ

ゃないかなと単純にイメージするんです。大き

いだけあって、抽出は早いんでしょうか。その

確認だけさせてください。 

【小川営業部長】 今回の全国相互利用カード、

ｎｉｍｏｃａのデータにつきましては、次世代

型ということで、実はバスの運行途中でもデー

タがずっとセンターサーバーに飛んでいくとい

うものでございまして、私どもが必要なデータ

が欲しい部分につきましては、当然バスの乗降

に限ってでございますが、その部分については

事務所から、一定の期間のそういうデータが取

りたいということであれば、即座に対応できる

というようなシステムでございます。 

【宮本委員】 わかりました。ちょっとイメージ

と違っていたんですね。非常に難しいのかなと

思っておりましたが、そうではないということ

です。 

 先ほどありましたけれども、2つ相互利用す

れば、2つ手間がかかるということがあるわけ

ですね。その手間がどれだけのものかと考えた

時に、先ほどの答弁では非常に簡単にできます

ということなので、恐らく2つのデータを取る

のはそこまで大変な作業ではないかなというイ

メージではあるんですけれども、言いたいのは、

相互利用を私としてもしていくべきであると思

っていますから、協会の中でも今後しっかりと

協議をしていただきたいと思っています。 

 他県で、恐らく熊本もこういったシステムを

導入していると。2本、地域カードと提携カー

ドと呼ばれているものを利用していると聞きま

したので、しっかりとそういったところも聞き

ながら対応していただければと思いますけれど

も、いかがでしょうか。 
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【小川営業部長】 まず、データの件ですが、そ

れぞれシステムが違うデータになりますので、

ｎｉｍｏｃａだけのデータであれば簡単に活用

ができたとしても、違うシステムのものを一本

化するという作業が出てきますので、そこに非

常な労力と時間がかかるんだろうと思っており

ます。そこが同じシステムであれば、2つのデ

ータを1つにするのは安易なことだと思うんで

すが、そこはやっぱり大きく違う点かなと思っ

ております。 

 私どもは、委員がおっしゃいました熊本の状

況も勉強させていただいております。状況をお

聞きしましたら、例えば地域カードの区域内の

方の利用は、基本的には定期券とかをお持ちの

方は地域カードをお使いになって、それ以外の

ところを使う時にはｎｉｍｏｃａ、全国カード

を持たれていて、それで決済をされているよう

な状況が非常に目立つというお話もお聞きして

おりますので、そういうものを踏まえた対応を

していく必要があろうかと思っております。 

【宮本委員】 わかりました。6月定例会でいろ

いろ議論したので、ほじくることはもちろんし

ませんけれども、こういう意見もあるというこ

とで、しっかりと協議をしていただきたいと思

っております。 

【ごう委員長】 ほかに質問のある方は。 

【髙比良委員】 中期経営計画の中で3点、お尋

ねをします。 

 まず第1点、16ページ、昼間の時間帯の効率

的な運行の実施ということでいろいろあるんで

すが、現時点でどういう路線での運行を考えて

いるのか、説明してください。ここに書いてい

る路線のほかに。 

【小川営業部長】 現時点で具体的な路線、ここ

からここに通しましょうというようなところま

では想定していないんですが、できるだけ私ど

もは、先ほどご説明させていただいたように、

高齢者等々を含めて通院とかお買い物に特化し

た、特に住宅地と病院とか商店街があるような

ところをいかに結ぶかというところを重点的に

検討していきたいと思っております。 

【髙比良委員】 通院の方は、いろんな手立てが

あるんですよ。一番需要が高いのは買い物なん

だよ。私も昨年、三和の中で暮らし応援隊とい

うのをつくっていこうと思って、買い物の問題

を取り上げて全世帯にアンケート調査をやった。

そうしたら、移動販売車をやるとか、あるいは

カタログでのデリバリーをやるとかということ

もあるんだけど、やっぱり実際にお店に行って

品定めをしてと、それが楽しみで、そこに行く

足を確保してくれというのが一番多いんだよ。

そういう意味で、ここを今やっているんだろう

けれども、とにかく各地区とも高齢化が進む中

で買い物難民が本当に増えていますので、地区

ごとに意向調査をしながら、採算制の問題もあ

るだろうから、ぜひ拡充をする。これはもうミ

ニバスというか、コミュニティバスみたいな話

になると思うんだけど、ぜひ拡充をしてもらい

たいと思いますので、よろしくお願いをします。 

 2点目、21ページで貸切事業については継続

と、取組の内容でクルーズ船やインバウンドに

ついて適切に対応と書かれているんだけれども、

継続というよりは拡充という方向で運用できな

いかと思うんですが。 

 例えばクルーズ船について対応を考える時に、

そこにおいしい素材がいっぱいころがっていま

すから、県外のランドオペレーターや県外のキ

ャリアに取られてというようなことじゃなくて、

可能な限り県営バスでフォローしてほしいと思

うものだからお尋ねするんですが。 
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 来年は県内全体で400隻を超えますよと、そ

のうち長崎市に280だと、年々増えてきている。

これまでの実績の中で、国際クルーズ船が入港

した時、貸切バスはいろんなところに需要があ

って使われていると思うんだけれども、日ごと

にどれだけをフルキャパとしてこちらに回せる

可能性があるかと、そういうデータはとってい

るんですか。 

【濵口貸切部長】 確認でございますけれども、

日ごとに受注枠をとっているかということでご

ざいますか。 

【髙比良委員】 受注しようと思ったら、どこま

でキャパとして受注が可能かと、そういうこと

をデータとして日計的にとっているのかどうか

と。 

【濵口貸切部長】 今までの実績は1隻当たり大

体10台前後でございまして、10台ぐらいは常に

確保するようにしていますが、時期に応じて、

空車状況に応じて、余裕がある時には20台以上

とか、そういった確保はさせていただいていま

す。ただ、当然日々によって、そういった状況

は変わってくると思っています。 

【髙比良委員】 そうすると、ほかの需要にも応

えつつ、クルーズ船にも対応できる構えをして

いると。しかもそれは使っているというか、営

業に供しているというふうに理解をしていいで

すか。 

【濵口貸切部長】 おっしゃるとおりでございま

す。 

【髙比良委員】 そうすると、基本的にはフルキ

ャパの稼働でやっていると、そういう認識なん

だな。 

 それでもなおかつ他県からの車ばかりが目に

つくということは、やっぱり構えとして足らな

いという話なんだな。それを貸切事業として、

車両を購入して人も入れるというようなところ

まで踏み込むかどうかという話だろうと思うん

だよね。この辺は、採算とか、どういうふうに

考えているんですか。 

【山口交通局長】 一つ、ランドオペレーターの

問題がございまして、これは通常の大手の旅行

代理店さんとは違う。大手の国内の旅行代理店

さんが手配をされる場合がありますけど、クル

ーズの場合には中国系資本のランド。しかも、

これがかなり入れ替わり立ち代わりという感じ

もございますし、ランドが力を持っているかと

いえば、配車時は実はお土産品店が力を持って

いるとか、さまざまな情報が錯綜したりしてお

りまして。 

 私どもが、入港に備えて一定程度、予約もい

ただいて構えをしていた場合にも、違うランド

が船会社から手配を受けて全く空振りに終わっ

た。違うところに行ってしまって、10台予約を

入れていたけれど全く動かないということもご

ざいました。特に今年の春先、非常にキャンセ

ルが目立ちましたので、どういう受け方をすべ

きかということで随分議論をした経緯がござい

ます。 

 最近は少し安定的なところがありますけど、

修学旅行とか、従前からの地場のお客様とか、

やはり大事にすべきところは大事にしながら調

整を図って、ある意味で閑散期といいますか、

オフシーズンのところにいかにたくさん受ける

かというところが受け方としての知恵の出しよ

うではないかというふうに思っています。 

 各ランドに綿密に、1社に偏ることなく営業

等々をやっていく必要があろうかというふうに

も思っておりますけど、なかなか難しい点がご

ざいます、正直申し上げて。 

【髙比良委員】 基本的には、クルーズ船のツア
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ー会社に働きかけをしないといかんですよ。そ

ことランドオペレーターが結びついている。し

かもなおかつ、交通局長からもあったけれども、

中国系資本の安売り店もそこにくっついている

構図の中で今、動かしているわけ。だから、長

崎に来ても金は落ちない仕組みになっている。 

 ここを脱却というか払拭するためには、県内

の観光の第1受益者が一緒になってセールスを

かけていくと、船会社あるいはツアー会社に。

そこをよほど頑張らないと、なかなか成果は生

まれないですよ。そういうことを基本的にやっ

ていく前提の中で、さらに伸ばしていくことが

検討の俎上に上がっているのか、上がっていな

いのか。今でもフル稼働と、フルキャパでやっ

ていますよという話だったら、そこに儲けよう

とする素材はあるんだけれども、投資対効果と

いうことがあって、なかなか踏み出せないとい

うようなスタンスでいるのか。いや、やっぱり

そこは、儲けるだけではなくてほかのこともあ

るから、長崎県として、車両をもっと増やすこ

とも含めてさらに伸ばそうかというふうに考え

ているのか、そこの点を聞きたい。 

【山口交通局長】 一つは、総数として貸切の車

両をどう考えていくかというところはあろうか

と思いますけど、運賃の制度変更がございまし

て、国の方で下限運賃、上限運賃制度ができて、

そこで過当競争から一定程度は脱却をできたと

いう点があるんですが、それに伴って一般のお

客様が、従来より貸切運賃が上がったというこ

とで、自分たちでマイクロバスを借りてという

こともあって、少しお客様離れがあるという現

実が一点ございます。 

 そして、クルーズについての見方をきちんと

捉えていくということは、収支上も大事だとい

うふうに私どもも思っているんですけれども、

先ほど申し上げたようにツアー会社、各ランド

オペレーターが、半年前とは随分違う情報が入

ったりしておりまして、どういうふうに捉えて

アプローチしていくかというのは非常に難しい

感じでございます。 

 そして、時期的に修学旅行が来る春先、ある

いは秋は、バスとしてのひっ迫感も出てくる中

で調整をしていくわけです。特にオンシーズン

については、受け方を十分に気をつけていかな

いと、大量の予約のキャンセルが出てしまうと

いうことも実際に春先にございまして、非常に

苦慮をしております。 

 最終的にこれでいくという整理というよりも、

まだ試行錯誤をしている段階でございまして、

ツアー会社、あるいはランドオペレーターに対

するアプローチのやり方、時期的な捉え方、あ

るいは台数的な調整をどういうふうに考えてい

くのか、まだ試行錯誤をやりながら実施してい

くということになりますけど、ここで私どもと

しても、収益あるいは観光長崎の受け方として

強化していきたいという基本的な考え方は持っ

ております。 

【髙比良委員】 10年間を見据えた中期経営計

画、その実行計画という5年間のスパンの計画

だから、局長が言われるようにＦＳをやって、

あるいはマーケティング調査もやりながら、し

っかりデータを踏まえた中で検討していかなき

ゃいかんだろうけれども、ただ、そこにやろう

と思えばできる素材があるわけですから、ここ

はいろんな隘路というかハードルはあるかもし

れないけど、しっかり検討していくことはぜひ

積極的に取り組んでもらいたいと思います。 

 それとあわせたところで、観光地を周遊する

観光バスの実施を新規で30年からということ

だけれども、例えば東京のはとバスとか、ある
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いは仙台の観光バスとか、そういうイメージで

いるのか。どういうイメージですか。 

【小川営業部長】 基本的には個人旅行型のお客

様をターゲットとして考えておりまして、世界

遺産登録を見据えてということで、世界遺産だ

けを見るんじゃなくて、長崎にはいろんな観光

地がありますので、それぞれ個人個人で滞在時

間を選択できるように周遊型という形でできな

いかと、今、検討を進めているところでござい

ます。 

【髙比良委員】 食事だとか、あるいは観光施設

への入館とか、そういったことも組み合わせた

中で、いろいろやり方を考えてみてくださいよ。

長崎に来たら、このバスに乗るのが一番得だと

いうぐらいな勢いで、このことはぜひつくって

もらいたいと思っています。 

 併せたところで、県営バス観光とのタイアッ

プによる企画ツアーの造成と。例えばランタン

フェスティバルの時なんて、福岡とか佐賀とか

熊本からバスを貸し切って来て、少し滞在をし

て、さっと帰ってしまう。県営バスは1台もい

ない。県営バスが仮に迎えに行くとすれば、1

回あたり2往復という話になるので、そこは経

費が少し割高になるかもしれないけれども、そ

ういうものをツアーとして売ることも考えられ

るんじゃないかなと思うんです。 

 貪欲に企画を立ててもらいたいと思うんです

よ。いろんな実弾を考えていくと、仕込もうと

して検討していく中で、実際にどれだけのロッ

トでやるかという話になるから、検討は多角的

にぜひやってもらいたいと思います。 

 25ページの高速シャトルバスの話です。今、

諫早－長崎、大村－長崎でやっている。これは

高速じゃなくて通常のシャトルバスとして、通

勤用に使えるような路線がつくれないのかと、

これは前にも言ったと思うんだけれども。 

 特に三菱対策ですよ。長崎バスが運行してい

る路線だけど、昨日、私は予定があったものだ

から、江川というところに平山台の入り口から

行ったんだけど、小ヶ倉交差点のところで事故

があった影響もあるんだけど、何と通常8分か

そこらで行くところが1時間ですよ、1時間。そ

んなすごい渋滞なんだよ。これ、朝夕はものす

ごい交通渋滞、もう常態化しているんだよね。

ほとんど三菱の車だらけになっている。 

 そこは1人が1台という話ではなくて、バスで

県庁に通っている人たちが諫早、大村から来る

のと同じように、そういう運行をすることがで

きるとすれば、これはものすごい経済効果とい

うか、そういったものを生むと思うんですよね。 

 三菱の話だとか、あるいは飽の浦も、恐らく

バスも出ていますけど、あそこも乗客がだーっ

と並んでいるよね。そういったところは需要が

非常に多いと思うし、ＴＭＥＩＣのところもそ

うだと思う。 

 そういう検討をぜひ進めてもらいたいと思っ

ています。路線をつくるということはなかなか

難しい、隘路もあるとは思っているんですが、

掘り起こそうと思ったらやれる素材もあるんじ

ゃないかなというふうに思うので、高速に限ら

ず市内での通勤バスについても、ぜひ触手を伸

ばしてもらいたいと思いますけれども、いかが

ですか。 

【山口交通局長】 規制緩和の時代になっており

まして、従前の免許制の時代から比べると、路

線運行について一定の要件を満たせば他事業者

の路線への参入も可能になっているわけでござ

います。これまで、私どもの路線に参入を受け

たことがございますし、私どもとしても参入を

やったことがございます。基本的には総合的な
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他社との環境の中で考えなければならない部分

があろうかと思います。従前にも答弁申し上げ

ましたけれど、基本的には、それぞれの営業エ

リアを尊重して、そこの中でそれぞれが努力を

して、お客様サービスに努めていくべきだとい

う考え方を持っております。 

 ただ、私どもとしても、参入を受けたことに

よって収入を失うということになれば、基本的

に経営が阻害されるわけですので、そういった

場合には私どもとしても参入をすることはあり

ますと申し上げております。総合的な環境も踏

まえて、これからの検討課題ではないかという

ふうに考えております。 

【髙比良委員】 長崎バスは、深堀行きとか香焼

行きによって重工の香焼工場の近くのバス停ま

で運行しているんですよね。ところが、重工の

入り口のところまでは行かないんだよね。長崎

バスとしては、どこの路線だという話をするん

ですけれども。 

 だから、通勤バスという形で、例えば共同運

行をやるとか、いろいろ形態のつくり方はある

と思うんだよな。うちが、うちがというんじゃ

なくて、一緒になってやろうかというような。

いろんな隘路はあるかと思いますが、ぜひそう

いったことで幅広に考えてもらいたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

【ごう委員長】 ほかに質問はありますか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 なければ、山口副委員長、どう

ぞ。 

【山口副委員長】 ただいまの髙比良委員の質問

とかぶる部分もありますけれども。 

 経営計画素案の22ページで、地域のまちづく

りと連携した情報発信と地域貢献とあります。

先ほど、買い物難民が多いとか、いろいろ問題

点があって、昼間の時間帯の運行状況も今から

検討していかんばいかんということです。 

 まちづくり3法が変わった時に、県で、まち

づくりのガイドラインを設定しているんです。

そういう中で、まちなか、準まちなかといった

ところを設定しております。 

 長崎バスの成功事例として、団地から準まち

なかを通って、また団地に行くと。俗に「ゆり

ちゃん号」といいまして長与町も通っておりま

すけれども、それがドル箱といいますか、黒字

路線になっているわけです。地域の求めがある

ところには、そういう小型のバスを運行してい

く。今からの高齢化社会の中では、毛細血管が

通うようなことをやっていかんばじゃないかと

いうふうに思いますけど、その点についてはい

かが考えていますか。 

【小川営業部長】 今ご指摘の小型バスの運行と

いうところでは、地理的条件によって、どうし

ても大型、中型は入らないと、小型バスの運行

をせざるを得ない区域がございます。私どもが

運行しております片淵線、経済学部の裏の方を

通る路線につきましては、大半の方が高齢者、

もしくは主婦層のお買い物とか通院にご利用さ

れているところでございます。長崎市の三原の

方につきましても、車両的には小さい車両で運

行しているところでございます。 

 ただし、どういう形で車両を有効的に、効率

的に活用していくかという観点も見据えながら、

今後、小型車両の導入も含めて、地域の皆さん

のお話をお聞きしながら進めていきたいという

ところでございます。 

【山口副委員長】 大きな循環というのも必要だ

ろうし、そういった小さな循環もやっていただ

ければ、地域の足として皆さんが利用でき、バ

ス事業者として採算がのるという形も出てきま
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すので、そういうマッチングもぜひ考えていた

だきたいと思うんです。 

 それから、地域のまちづくりに貢献しますと

いうことですけれども、いろんな地域のイベン

ト、それから自治体との連携という形の中で、

市町ではコミュニティバスの検討をしておられ

ます。バス空白地と言われるバス停から300メ

ートル以上離れたところは、ぜひそういったも

のが必要だという観点で検討をしておられます

けれども、それが採算にのらないところが多い

ということで、なかなか踏み切れない部分があ

りまして。不採算であれば自治体も、そこに補

助金を出しながらやっていきましょうという考

え方もございますので、ぜひ、そういった点も

一つの検討課題の中に、地域貢献としてのせて

いただきたいと思うんですけど、いかがでしょ

うか。 

【小川営業部長】 私自身が現在、諫早市、大村

市だけではなくて長与町も含めました地域公共

交通会議に委員として入っておりまして、路線

ごとのバス事業者、もしくは乗合タクシー等々

含めた役割というところの会議にも出席をさせ

ていただいておりますので、そういうところで

地域の方々のご意見も十分にお聞きしながら、

私どもとして何ができるのかということを十分

に検討してまいりたいと考えております。 

【山口副委員長】 長与町では長崎バスと県営バ

スの競合路線もあるわけですけど、シーボルト

校までだったのを長与駅西口まで延ばしていた

だいた点で連携が非常にとれて、ありがたいと

いう思いでおります。そういった小さな改善点

を広げていくことによってバスの利用者が増え

ていくという形になろうかと思いますので、そ

ういった点もしっかり検討していただければと

思います。 

 それから、ラッピングバスです。市町でそれ

ぞれイメージキャラクターをつくっています。

俗にいうゆるキャラですね。ゆるキャラのコン

テストもあったりして、知名度を高めようとい

う形で各市町も考えておりますので、ラッピン

グバスをつくってみるのもいいと思うし、この

キャラクターはどこのキャラクターでしょうと

クイズをやってみたりとか、地域に根差したバ

スであり、子どもたちもそれを楽しみながら乗

っていただくと。一つの提案ですけど、そうい

ったことも考えていただけませんでしょうか。

いかがですか。 

【小川営業部長】 まさしく副委員長ご指摘のと

おり、私どもも昨年度から、お出かけマップ等々

含めてローカル線に特化して、いろんな取組を

させていただいております。 

 諫早市の小長井町にはフルーツバス停という

のがございます。実はそれが今、インスタグラ

ム等々で非常に話題になりまして、他県等々か

ら多くの人が、その撮影のためだけに来るとい

うような状況も出てきておりますので、できる

だけ私どもも自治体の方に足を運びまして、こ

ういう取組が一緒にできませんかというような

呼びかけもしながら、十分に地元、地域と連携

した取組を今後とも進めていきたいと考えてお

ります。よろしくお願いします。 

【山口副委員長】 それから、議案外のバスツア

ー等を通じた地域貢献の取組についてというこ

とで。 

 バスツアーによって、いろいろ掘り起しをや

ろうということでありますけれども、観光素材

を改めて発掘、認識していくという形では、そ

ういったこともいいと思います。 

 また、どの層にターゲットを絞って県内のバ

スツアーをやっていくかということになろうか
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と思うんですけれども、大村湾沿いの直売所を

めぐるバスツアーとか、いろんな形でターゲッ

トを絞りながら、そしてまたお客さんをどこに

案内していくかといった地域の素材の掘り起こ

しを、ひとつ県営バスでも考えていただければ

と思うんですけど、いかがですか。 

【濵口貸切部長】 委員ご指摘の件でございます

が、我々、平成27年度から地元再発見というこ

とで実施をさせていただいていまして、継続す

るに当たりましては非常に企画内容が重要だと

思っております。 

 副委員長おっしゃいましたとおり、企画内容

を充実させるためには、地域の地元の人たちと

の意見交換をさせていただいて、ずっと継続す

るために何をやらなくちゃいけないか、何が今

求められているのか、何をよりアピールしなく

ちゃいけないのかと、そういったものを地元と

情報を共有しながらつくっていきたいと考えて

おります。 

【山口副委員長】 一つ、基本的なことを忘れて

おりましたけれども、日帰りのバスツアーを実

施する際に、最低の催行人員はどれぐらいにな

っているんですか。 

【濵口貸切部長】 最低催行人員は旅行業者が設

定するようになっていまして、通常、我々が県

営バス観光とタイアップしてツアーを実施する

時には、大体30人から35人ぐらいが最低催行人

員となっております。 

【山口副委員長】 30人から35人を集めるのが

なかなか難しいという形もあろうかと思います

けれども、十分に広報をやりながら、このバス

ツアーをやりますよという形で、日帰りでも楽

しめるというのを十分アピールしていただきた

いと思います。しっかりアピールに努めて、ま

た新たなお客さんの掘り起しをやっていただけ

ればと思います。 

 局長、一言いいですか。 

【山口交通局長】 一つ、顧客管理。特に高齢者

の方々等、時間と金銭的な余裕のある方につい

ての顧客管理をきちんとして、リピーターにつ

ながっていけば、それだけさまざまな経費、広

告経費等々が不要になるということがございま

す。 

 それに加えて、お話にあったように魅力的な

コースをどういうふうに設定できるのか、併せ

て検討していきたいというふうに思っておりま

す。 

【ごう委員長】 委員長を交代します。 

【山口副委員長】 委員長、発言をどうぞ。 

【ごう委員長】 長崎県交通局経営計画で、高齢

者、障害者のお客様が利用しやすい環境づくり

というものをしっかりと明記してあるのは、す

ごくありがたいと思っています。 

 2020年は東京オリンピック・パラリンピック

があって、全国各地で障害者の方の公共交通に

ついての意識が高まってきていると思います。 

 そのような中、これは何度かお伝えしたこと

があると思うんですが、長崎空港のリムジンバ

スが、「長崎空港、リムジンバス、車椅子」で

検索をすると交通情報が出てくるんですが、そ

の中に書いてあるのが、「車椅子本人の一人利

用はできません」と言い切られている文章があ

るんです。これは県営バスと長崎バス、両方と

もそういう対応をしていますよと書かれている

んです。 

 今、障害者差別解消法ができた中で、この文

言は非常に私はどうかと思っています。合理的

な配慮をしなければいけない時代になってきて

いる中で。 

 補助者がいる障害者ばかりとは限らなくて、
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お一人で旅行される方はたくさんいらっしゃっ

て、飛行機に乗るのは航空会社がさまざまな手

助けをしながら旅行ができるようになっている

けれども、長崎空港に着いたらどうすればいい

のかとなると、障害のある方、車椅子の方は長

崎に来られないという現実があります。 

 このあたりも今後、5年、10年の計画を立て

ていく中に少し検討いただきたいと思っていま

すが、ご見解をお聞かせください。 

【小川営業部長】 委員長からご指摘がありまし

た障害者差別解消法を念頭に置きまして、九州

バス協会の中でも、そういう対応について実は

議論はしています。私どもとしましても、可能

な限り対応はすべきだろうと。 

 ただし、どうしても障害者の方は当然お一人

おひとり状況が違いますので、例えば乗務員が

そのサポートをするにしても、お客様の体格の

問題とか、もしくは乗務員の体格の問題を含め

て、やはりそこは限度があるのかなということ

もありまして、原則として、お一人でというの

はなかなか難しい部分があるんだろうと思いま

す。 

 ただし車椅子の場合は、例えば諫早線あたり

ではスロープがあって乗れるんですが、どうし

てもリムジンバスですと、最近の利用者は大き

なトランクが必要ですので、その関係でスロー

プができないと。そうなったら2段3段上らなき

ゃいけないので、可能な限りご対応をしたいと

は思っていますが、そこには限度があろうかな

と。そういうことで、やはり介添人とかにいら

っしゃっていただければという部分もあります。 

 乗務員にサポートをさせる場合に、どこまで

責任を負わせられるかというような問題も出て

まいりますので、そういう部分も含めまして、

今後もバス協会の中で十分に議論をしていきた

いと思っております。 

【ごう委員長】 営業部長がおっしゃることはご

もっともだと思うんですが、しかしながら、今

の時代に合わせて公共交通がどういう対応をし

ていくのかということは、今までとは変わった

ことが求められていると思います。 

 例えば航空会社であれば、事前の予約登録を

必ずしてもらいますね。例えばそういうことを

あらかじめしていただいて、そこまでしていた

だいた段階でできるか、できないかの判断をす

るようなことも私は必要ではないかと思います。 

 「できません」と言い切ってしまうと、障害

者の方の目線からいくと、長崎には行けないん

だと思われてしまいますので、もう少し寄り添

ったような対応を九州のバス全体でご検討いた

だけるとありがたいと思います。 

 もう1点ですが、観光振興へも貢献していく

と21ページに明記されております。県営バス観

光株式会社とのタイアップによる企画ツアー、

先ほどからさまざまな委員からの意見もありま

したけれども、このような中にも1点、ユニバ

ーサルツーリズムツアーというものを組み込ん

でみてもいいのではないかと思います。 

 これまで長崎という土地は、どうしても坂が

多かったりとかということで車椅子の方がご利

用しにくかったと思います。しかしながら、ユ

ニバーサルツーリズムを視点に置いた時に、ご

家族で旅行なさる方は、1人でも車椅子の方が

いれば2人、3人で来られて観光消費額も上がり

ますよね。今まで行けなかったところに行ける

ということは非常に喜びにもなりますし、話題

性にもつながると思うので、そういったさまざ

まな種類のバスツアーの企画を今後どのように

考えていらっしゃいますか。 

【濵口貸切部長】 ユニバーサルツーリズム、今
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まで県営バス観光は実施したことがございませ

ん。今後、どうやったらできるのか、勉強も含

めて検討してまいりたいと思っております。 

【ごう委員長】 ぜひ、ご検討をよろしくお願い

いたします。 

 併せまして企画ツアーで、Ｖ・ファーレン長

崎がＪ1に昇格しまして、他県からのお客様も

多数来られると思います。これを県営バス観光

でも、Ｖ・ファーレン長崎の試合を起点にした

旅行ツアーを考えるとか、県営バスを使ってス

タジアムに行くことを促すような企画も立てて

いただければと思っておりますが、そのあたり

はいかがでしょうか。 

【山口交通局長】 定期バスをどういうふうに利

用していただくのか、営業部長も答弁いたしま

したけれど、起点となる諫早駅、あるいは諫早

バスターミナルと競技場をつないで運行してい

くことが一番、交通渋滞対策上も、私どものバ

スの動かし方としても、一番合理的だろうとい

うふうに思っております。 

 そのほかに、例えば浦和レッズとの試合があ

りますと、それを企画する相手方の会社もござ

います。それがどういう形で、例えば長崎泊ま

りでお客様を、サポーターを送り込む場合もあ

りますし、そこら辺についてまだ十分に私ども

も勉強しておりません。 

 当然ながらＶ・ファーレン長崎とも話をして

いく必要がありますけど、エージェント等を通

じて他県からたくさんのサポーターがお見えに

なる場合の運搬手段がどういうふうになってい

るのか、そこに取り込めるチャンスがあるんじ

ゃないか、そういう視点を実際に私どもも持っ

ておりますので、この部分については十分に検

討して進めていきたいというふうに思っており

ます。 

【ごう委員長】 ぜひ、これは一つの大きなチャ

ンスになると思いますので、早めにいろんな検

討をしていただいて、情報収集なりしていただ

きたいと思っております。よろしくお願いしま

す。 

【山口副委員長】 委員長を交代します。 

【ごう委員長】 ほかに質問がありますか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 では、ほかに質問がないようで

すので、交通局関係の審査結果について整理し

たいと思います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時３１分 休憩 ― 

― 午後 ４時３１分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、交通局関係の審査を終了

いたします。 

 引き続き、分科会長報告及び委員長報告の取

りまとめなど、委員間討議を行います。 

 理事者退席のため、しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時３２分 休憩 ― 

― 午後 ４時３３分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 本定例会で審査いたしました内容、結果につ

いて、12月18日月曜日の予算決算委員会におけ

る環境生活分科会長報告及び12月20日水曜日

の本会議における環境生活委員長報告の内容に

ついて、協議を行います。 

 それでは、審査の方法についてお諮りをいた

します。 

 協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うことといたしたいと存じますが、

ご異議ありませんか。 
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。 

 それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。 
 

― 午後 ４時３４分 休憩 ― 

― 午後 ４時３４分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 環境生活分科会長報告及び環境生活委員長報

告については、協議会における委員の皆様方の

ご意見を踏まえ、報告させていただきます。 

 次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩をいたします。 
 

― 午後 ４時３５分 休憩 ― 

― 午後 ４時３５分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。 

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【ごう委員長】 では、ご一任願いたいと存じま

す。 

 それでは、委員改選前の定例会における委員

会は本日が最後となりますので、閉会に当たり、

理事者の出席を求めております。 

 理事者入室のため、しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時３６分 休憩 ― 

― 午後 ４時３９分 再開 ― 
 

【ごう委員長】 委員会を再開いたします。 

 委員改選前の定例会における委員会は、これ

が最後となりますので、閉会に当たりまして、

一言ご挨拶を申し上げます。 

 本年2月に委員長を仰せつかりまして、皆様

方には大変にお世話になりました。ありがとう

ございました。 

 山口副委員長をはじめ、委員の皆様方や理事

者の皆様方のご協力を得ながら、委員長として

の重責を果たすことができたのではないかと思

っております。 

 この場をお借りしまして、心からお礼申し上

げます。本当にありがとうございました。 

 1年間を振り返ってみますと、県民生活部に

おきましては、ＮＰＯと行政や企業との連携、

協働に向けた取組、女性の活躍推進、人権教育

や啓発、安全・安心な消費生活の実現、統計の

普及・啓発、食品の安全・安心の確保などに取

り組まれ、犯罪被害者等支援については、本年

策定された第3次長崎県犯罪被害者等支援計画

に基づき、県警や関係団体ともなお一層の連携

を図り犯罪被害者等の支援を推進されるなど、

今後とも県民の皆様の暮らしと安全を守る施策

に積極的に取り組んでいただきたいと思います。 

 環境部におきましては、地球温暖化対策の推

進、諫早湾干拓調整池の環境保全対策、大村湾

の水質浄化に向けた取組、食品ロス削減対策の

推進、汚水処理構想の策定、ジオパークの活用

推進、生物多様性保全の推進などに取り組んで

おられます。 

 大村湾の水質浄化対策につきましては、第3

期大村湾環境保全・活性化行動計画をもとに、

流域の下水道の高度処理化や各種施策の取組を

強化していただき、宝の海を取り戻してほしい

と思っております。 

 土木部においては、長年懸案となっておりま

す石木ダム事業や九州新幹線西九州ルートの建

設推進など、いろいろな面で大変な事業に取り

組まれている状況でございますけれども、これ

も計画的に事業が図られますことを心からお願
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いしておきます。 

 このほか、県民が安全で安心して暮らせる地

域づくりの推進や地域の活力を生み出すための

社会資本としての幹線道路や港湾、河川の整備

等、関係機関や地元市町との連携を密にし、計

画的な事業進捗が図られることを願っておりま

す。 

 交通局においては、先ほどの委員会の中でも

論議がありましたように、現在の中期経営計画

及び策定中の次期中期経営計画において、人口

減少やさらなる少子・高齢化の進展などを踏ま

え、引き続き見込まれる厳しい経営環境に適切

に対処していただき、今後とも生活路線の確保

と観光振興という県営バス本来の役割を果たし

ていただきたいと思います。 

 最後になりますが、委員並びに理事者の皆様

方には、健康に十分留意され、さらなるご健勝、

ご活躍を心からお祈り申し上げまして、私の閉

会のご挨拶とさせていただきます。 

 本当にありがとうございました。（拍手） 

 次に、理事者側を代表して、交通局長にご挨

拶をお願いいたします。 

【山口交通局長】 現県庁舎におけます最後の環

境生活委員会の閉会に当たりまして、理事者を

代表して一言ご挨拶を申し上げます。 

 ごう委員長、山口副委員長をはじめ委員の皆

様方には、委員会におけるご審議をはじめ県内

外への現地調査などにおいて、環境生活全般に

わたる重要課題について終始熱心にご議論いた

だくとともに、さまざまな観点から貴重なご意

見等をいただきましたことに対しまして、心よ

り御礼を申し上げます。 

 いただきましたご指導、ご提言につきまして

は、今後の施策の中に反映してまいりたいと考

えております。 

 私ども4部局におきましては、県民の生活を

守ることを最優先に、長崎県総合計画チャレン

ジ2020並びに各部局の個別計画に基づきまし

て、さまざまな取組を行っております。 

 今後とも、本県が目指す将来像に向かって、

県民の皆様の安全・安心で快適な暮らしにつな

がる取組を進めてまいります。 

 委員の皆様におかれましては、今後とも環境

生活分野における県政の推進に対しまして、よ

り一層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い

を申し上げます。 

 最後になりましたが、委員の皆様には、お身

体に十分留意され、ますますのご活躍を祈念い

たしまして、ご挨拶とさせていただきます。 

 どうもありがとうございました。（拍手） 

【ごう委員長】 ありがとうございました。 

 これをもちまして、環境生活委員会及び予算

決算委員会環境生活分科会を閉会いたします。 

 大変お疲れさまでした。 
 

― 午後 ４時４３分 閉会 ― 
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